
条 例

�愛媛県条例第１号
愛媛県行政組織条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県行政組織条例の一部を改正する条例

愛媛県行政組織条例（平成７年愛媛県条例第１７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
条 例
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○ 愛媛県安心こども基金条例の一部を改正する条例………………………………………………………………………………………………（子育て支援課）……１９
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○ 愛媛県中核産業人材確保支援基金条例…………………………………………………………………………………………………（労政雇用課雇用対策室）…１０６

○ 愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料条例の一部を改正する条例…………………………………………………………………………（産業創出課）…１０６

○ 愛媛県中小企業者等向け融資に関する損失補償に係る回収納付金を受け取る権利の放棄に関する条例……………………………………（経営支援課）…１０６

○ 愛媛県農村地域工業等導入促進条例及び愛媛県農村地域工業等導入促進審議会条例を廃止する条例……………………（農政課農地・担い手対策室）…１０７

○ 愛媛県特別会計条例の一部を改正する条例…………………………………………………………………………………………………………（農業経済課）…１０８

○ 家畜保健衛生所使用料及び手数料条例の一部を改正する条例…………………………………………………………………………………………（畜産課）…１０８

○ 愛媛県国民体育大会・全国障害者スポーツ大会開催基金条例の一部を改正する条例……………………………………………………（国体総務企画課）…１０８

○ 都市緑地法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例……………………………………………………………（文化財保護課）…１０９

○ 教育職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例……………………………………………………………………………………（義務教育課）…１１２

○ 愛媛県県立学校施設耐震化促進基金条例の一部を改正する条例…………………………………………………………………………………（高校教育課）…１１２

○ 愛媛県学校職員定数条例の一部を改正する条例……………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１１２

○ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行条例の一部を改正する条例………………………………………………（警察本部生活環境課）…１１３

○ 愛媛県警察関係事務手数料条例の一部を改正する条例…………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１１４

○ 愛媛県議会委員会条例の一部を改正する条例……………………………………………………………………………………………………………（財政課）…１２５

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この条例は、知事の直近下位の内部組織である部 に

ついて必要な事項を定めるものとする。

（部 の設置）

（趣旨）

第１条 この条例は、知事の直近下位の内部組織である部及び局に

ついて必要な事項を定めるものとする。

（部及び局の設置）

毎週（火・金）曜日発行 第２９６１号外１ 平成３０年３月２７日

平成３０年３月２７日火曜日 第２９６１号外１
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附 則

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２号
知事等の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

知事等の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例

知事等の給与の特例に関する条例（平成１８年愛媛県条例第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規定は、公布の日から施行する。

第２条 知事の権限に属する事務を分掌させるため、次の部

を置く。

１ 総務部

�～� 省略

� 条例等に関する事項その他他部 の主管に属しない

事項

２ 企画振興部

�～� 省略

３ スポーツ・文化部

� スポーツの振興に関する事項

� 文化の振興に関する事項

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ 省略

第２条 知事の権限に属する事務を分掌させるため、次の部及び局

を置く。

１ 総務部

�～� 省略

� 条例等に関する事項その他他の部及び局の主管に属しない

事項

２ 企画振興部

�～� 省略

� 文化及びスポーツの振興に関する事項（他局の主管に属す

るものを除く。）

３ 省略

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ えひめ国体推進局

� 第７２回国民体育大会に関する事項

� 第１７回全国障害者スポーツ大会に関する事項

改 正 後 改 正 前

（知事、副知事、教育長、管理者及び常勤の監査委員の給与の特

例）

第２条 知事、副知事、教育長、管理者及び常勤の監査委員の給料

月額は、特別職給与条例別表第１の規定にかかわらず、同表給料

月額の欄に掲げる額から、当該額に、次の各号に掲げる者の区分

に応じそれぞれ当該各号に定める割合を乗じて得た額を減じて得

た額とする。ただし、期末手当及び退職手当の額の算出の基礎と

なる給料月額は、それぞれ同欄に掲げる額とする。

� 知事 １００分の１０

� 副知事 １００分の６

� 教育長、管理者及び常勤の監査委員 １００分の５

附 則

（この条例の失効）

２ この条例は、平成３１年３月３１日限り、その効力を失う。

（知事、副知事、教育長、管理者及び常勤の監査委員の給与の特

例）

第２条 知事、副知事、教育長、管理者及び常勤の監査委員の給料

月額は、特別職給与条例別表第１の規定にかかわらず、同表給料

月額の欄に掲げる額から、当該額に、次の各号に掲げる者の区分

に応じそれぞれ当該各号に定める割合を乗じて得た額を減じて得

た額とする。ただし、期末手当及び退職手当の額の算出の基礎と

なる給料月額は、それぞれ同欄に掲げる額とする。

� 知事 １００分の２０

� 副知事 １００分の１２

� 教育長、管理者及び常勤の監査委員 １００分の１０

附 則

（この条例の失効）

２ この条例は、平成３０年３月３１日限り、その効力を失う。

愛 媛 県 報平成３０年３月２７日 第２９６１号外１
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�愛媛県条例第３号
愛媛県職員退職手当条例及び愛媛県公立大学法人評価委員会条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県職員退職手当条例及び愛媛県公立大学法人評価委員会条例の一部を改正する条例

（愛媛県職員退職手当条例の一部改正）

第１条 愛媛県職員退職手当条例（昭和２９年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（勤続期間の計算）

第７条 省略

２～４ 省略

５ 第１項に規定する職員としての引き続いた在職期間には、職員

以外の地方公務員又は国家公務員（国家公務員退職手当法（昭和

２８年法律第１８２号）第２条に規定する者をいう。以下同じ。）

（以下「職員以外の地方公務員等」と総称する。）が引き続いて

職員となつたときにおけるその者の職員以外の地方公務員等とし

ての引き続いた在職期間を含むものとする。この場合において、

その者の職員以外の地方公務員等としての引き続いた在職期間に

ついては、前各項の規定を準用して計算するほか、次に掲げる期

間をその者の職員以外の地方公務員等としての引き続いた在職期

間として計算するものとする。ただし、退職により、この条例の

規定による退職手当に相当する給与の支給を受けているときは、

当該給与の計算の基礎となつた在職期間（当該給与の計算の基礎

となるべき在職期間がその者が在職した地方公共団体等の退職手

当に関する規定又は特定地方独立行政法人（地方独立行政法人法

（平成１５年法律第１１８号）第２条第２項に規定する特定地方独立

行政法人をいう。以下同じ。）の退職手当の支給の基準（同法第

４８条第２項又は第５１条第２項に規定する基準をいう。以下同

じ。）において明確に定められていない場合においては、当該給

与の額を退職の日におけるその者の給料月額で除して得た数に１２

を乗じて得た数（１未満の端数を生じたときは、その端数を切り

捨てる。）に相当する月数）は、その者の職員としての引き続い

た在職期間には含まないものとする。

� 省略

� 他の地方公共団体又は特定地方独立行政法人（以下「他の地

方公共団体等」という。）で、退職手当に関する規定又は退職

手当の支給の基準において、当該他の地方公共団体等以外の地

方公共団体若しくは特定地方独立行政法人の公務員又は一般地

方独立行政法人（地方独立行政法人法第８条第１項第５号に規

定する一般地方独立行政法人をいう。以下同じ。）、地方公社

若しくは公庫等（国家公務員退職手当法第７条の２第１項に規

定する公庫等をいう。以下同じ。）（以下「一般地方独立行政

法人等」という。）に使用される者（役員及び常時勤務に服す

ることを要しない者を除く。以下「一般地方独立行政法人等職

員」という。）が、任命権者若しくはその委任を受けた者又は

一般地方独立行政法人等の要請に応じ、退職手当を支給されな

いで、引き続いて当該他の地方公共団体等の公務員となつた場

合に、当該他の地方公共団体等以外の地方公共団体若しくは特

定地方独立行政法人の公務員又は一般地方独立行政法人等職員

としての勤続期間を当該他の地方公共団体等の公務員としての

勤続期間に通算することと定めているものの公務員（以下「特

（勤続期間の計算）

第７条 省略

２～４ 省略

５ 第１項に規定する職員としての引き続いた在職期間には、職員

以外の地方公務員又は国家公務員（国家公務員退職手当法（昭和

２８年法律第１８２号）第２条に規定する者をいう。以下同じ。）

（以下「職員以外の地方公務員等」と総称する。）が引き続いて

職員となつたときにおけるその者の職員以外の地方公務員等とし

ての引き続いた在職期間を含むものとする。この場合において、

その者の職員以外の地方公務員等としての引き続いた在職期間に

ついては、前各項の規定を準用して計算するほか、次に掲げる期

間をその者の職員以外の地方公務員等としての引き続いた在職期

間として計算するものとする。ただし、退職により、この条例の

規定による退職手当に相当する給与の支給を受けているときは、

当該給与の計算の基礎となつた在職期間（当該給与の計算の基礎

となるべき在職期間がその者が在職した地方公共団体等の退職手

当に関する規定又は特定地方独立行政法人（地方独立行政法人法

（平成１５年法律第１１８号）第２条第２項に規定する特定地方独立

行政法人をいう。以下同じ。）の退職手当の支給の基準（同法第

４８条第２項又は第５１条第２項に規定する基準をいう。以下同

じ。）において明確に定められていない場合においては、当該給

与の額を退職の日におけるその者の給料月額で除して得た数に１２

を乗じて得た数（１未満の端数を生じたときは、その端数を切り

捨てる。）に相当する月数）は、その者の職員としての引き続い

た在職期間には含まないものとする。

� 省略

� 他の地方公共団体又は特定地方独立行政法人（以下「他の地

方公共団体等」という。）で、退職手当に関する規定又は退職

手当の支給の基準において、当該他の地方公共団体等以外の地

方公共団体若しくは特定地方独立行政法人の公務員又は一般地

方独立行政法人（地方独立行政法人法第８条第３項 に規

定する一般地方独立行政法人をいう。以下同じ。）、地方公社

若しくは公庫等（国家公務員退職手当法第７条の２第１項に規

定する公庫等をいう。以下同じ。）（以下「一般地方独立行政

法人等」という。）に使用される者（役員及び常時勤務に服す

ることを要しない者を除く。以下「一般地方独立行政法人等職

員」という。）が、任命権者若しくはその委任を受けた者又は

一般地方独立行政法人等の要請に応じ、退職手当を支給されな

いで、引き続いて当該他の地方公共団体等の公務員となつた場

合に、当該他の地方公共団体等以外の地方公共団体若しくは特

定地方独立行政法人の公務員又は一般地方独立行政法人等職員

としての勤続期間を当該他の地方公共団体等の公務員としての

勤続期間に通算することと定めているものの公務員（以下「特

愛 媛 県 報平成３０年３月２７日 第２９６１号外１
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（愛媛県公立大学法人評価委員会条例の一部改正）

第２条 愛媛県公立大学法人評価委員会条例（平成２１年愛媛県条例第４９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第４号
愛媛県手数料条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県手数料条例の一部を改正する条例

愛媛県手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

定地方公務員」という。）が、任命権者又はその委任を受けた

者の要請に応じ、引き続いて一般地方独立行政法人又は地方公

社で、退職手当（これに相当する給与を含む。以下この項にお

いて同じ。）に関する規程において、地方公務員又は他の一般

地方独立行政法人等職員が、任命権者若しくはその委任を受け

た者又は一般地方独立行政法人等の要請に応じ、退職手当を支

給されないで、引き続いて当該一般地方独立行政法人又は地方

公社に使用される者となつた場合に、地方公務員又は他の一般

地方独立行政法人等職員としての勤続期間を当該一般地方独立

行政法人又は地方公社に使用される者としての勤続期間に通算

することと定めているものに使用される者（役員及び常時勤務

に服することを要しない者を除く。以下それぞれ「特定一般地

方独立行政法人職員」又は「特定地方公社職員」という。）と

なるため退職し、かつ、引き続き特定一般地方独立行政法人職

員又は特定地方公社職員として在職した後引き続いて再び特定

地方公務員となるため退職し、かつ、引き続き職員以外の地方

公務員として在職した後更に引き続いて職員となつた場合にお

いては、先の職員以外の地方公務員としての引き続いた在職期

間の始期から後の職員以外の地方公務員としての引き続いた在

職期間の終期までの期間

�～� 省略

６～９ 省略

定地方公務員」という。）が、任命権者又はその委任を受けた

者の要請に応じ、引き続いて一般地方独立行政法人又は地方公

社で、退職手当（これに相当する給与を含む。以下この項にお

いて同じ。）に関する規程において、地方公務員又は他の一般

地方独立行政法人等職員が、任命権者若しくはその委任を受け

た者又は一般地方独立行政法人等の要請に応じ、退職手当を支

給されないで、引き続いて当該一般地方独立行政法人又は地方

公社に使用される者となつた場合に、地方公務員又は他の一般

地方独立行政法人等職員としての勤続期間を当該一般地方独立

行政法人又は地方公社に使用される者としての勤続期間に通算

することと定めているものに使用される者（役員及び常時勤務

に服することを要しない者を除く。以下それぞれ「特定一般地

方独立行政法人職員」又は「特定地方公社職員」という。）と

なるため退職し、かつ、引き続き特定一般地方独立行政法人職

員又は特定地方公社職員として在職した後引き続いて再び特定

地方公務員となるため退職し、かつ、引き続き職員以外の地方

公務員として在職した後更に引き続いて職員となつた場合にお

いては、先の職員以外の地方公務員としての引き続いた在職期

間の始期から後の職員以外の地方公務員としての引き続いた在

職期間の終期までの期間

�～� 省略

６～９ 省略

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この条例は、地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８

号）第１１条第４項の規定に基づき、愛媛県公立大学法人評価委員

会（以下「委員会」という。）の組織及び委員その他委員会に関

し必要な事項を定めるものとする。

（趣旨）

第１条 この条例は、地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８

号）第１１条第３項の規定に基づき、愛媛県公立大学法人評価委員

会（以下「委員会」という。）の組織及び委員その他委員会に関

し必要な事項を定めるものとする。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１ 消防防災関係事務手数料

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１ 消防防災関係事務手数料

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～１６ 省略 １～１６ 省略

１７ 消防法第１３条の２第

３項の規定に基づく危

危険物取

扱者免状

２，９００円 １７ 消防法第１３条の２第

３項の規定に基づく危

危険物取

扱者免状

２，８００円
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険物取扱者免状の交付 交付手数

料

険物取扱者免状の交付 交付手数

料

１８ 省略 １８ 省略

１９ 危険物の規制に関す

る政令第３５条第１項の

規定に基づく危険物取

扱者免状の再交付

危険物取

扱者免状

再交付手

数料

１，９００円 １９ 危険物の規制に関す

る政令第３５条第１項の

規定に基づく危険物取

扱者免状の再交付

危険物取

扱者免状

再交付手

数料

１，８００円

２０ 消防法第１３条の３第

３項の規定に基づく危

険物取扱者試験の実施

危険物取

扱者試験

手数料

� 甲種危険物取扱者

試験 ６，５００円

� 乙種危険物取扱者

試験 ４，５００円

� 丙種危険物取扱者

試験 ３，６００円

２０ 消防法第１３条の３第

３項の規定に基づく危

険物取扱者試験の実施

危険物取

扱者試験

手数料

� 甲種危険物取扱者

試験 ５，０００円

� 乙種危険物取扱者

試験 ３，４００円

� 丙種危険物取扱者

試験 ２，７００円

２１・２２ 省略 ２１・２２ 省略

２３ 消防法第１７条の７第

１項の規定に基づく消

防設備士免状の交付

消防設備

士免状交

付手数料

２，９００円 ２３ 消防法第１７条の７第

１項の規定に基づく消

防設備士免状の交付

消防設備

士免状交

付手数料

２，８００円

２４ 省略 ２４ 省略

２５ 消防法施行令第３６条

の６第１項の規定に基

づく消防設備士免状の

再交付

消防設備

士免状再

交付手数

料

１，９００円 ２５ 消防法施行令第３６条

の６第１項の規定に基

づく消防設備士免状の

再交付

消防設備

士免状再

交付手数

料

１，８００円

２６ 消防法第１７条の８第

３項の規定に基づく消

防設備士試験の実施

消防設備

士試験手

数料

� 甲種消防設備士試

験 ５，７００円

� 乙種消防設備士試

験 ３，８００円

２６ 消防法第１７条の８第

３項の規定に基づく消

防設備士試験の実施

消防設備

士試験手

数料

� 甲種消防設備士試

験 ５，０００円

� 乙種消防設備士試

験 ３，４００円

２７～５３ 省略 ２７～５３ 省略

５４ 高圧ガス保安法施行

令第１８条第２項第３号

イの規定に基づく高圧

ガス保安法第４４条第１

項に規定する容器検査

又は同令第１８条第２項

第４号イの規定に基づ

く同法第４９条第１項に

規定する容器再検査

容器検査

又は容器

再検査手

数料

� 省略

� 繊維強化プラスチ

ック複合容器又は圧

縮天然ガス自動車燃

料装置用容器（�に

規定する容 器 を 除

く。）に係る容器検

査又は容器再検査

次に掲げる容器の区

分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ア～ウ 省略

エ 内容積１リット

ル以上５リットル

未満の容器 １個

につき１６０円

オ 省略

� 高強度鋼容器（�

又は�に規定する容

器を除く。）に係る

容器検査又は容器再

検査 次に掲げる容

器の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金

５４ 高圧ガス保安法施行

令第１８条第２項第３号

の規定に基づく高圧

ガス保安法第４４条第１

項に規定する容器検査

又は同令第１８条第２項

第４号 の規定に基づ

く同法第４９条第１項に

規定する容器再検査

容器検査

又は容器

再検査手

数料

� 省略

� 繊維強化プラスチ

ック複合容器又は圧

縮天然ガス自動車燃

料装置用容器（�に

規定する容 器 を 除

く。）に係る容器検

査又は容器再検査

次に掲げる容器の区

分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ア～ウ 省略

エ 内容積１リット

ル以上５リットル

未満の容器 １個

につき１８０円

オ 省略

� 高強度鋼容器（�

又は�に規定する容

器を除く。）に係る

容器検査又は容器再

検査 次に掲げる容

器の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金
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額

ア 内容積３０リット

ル以上の容器 １

個につき２１０円に１０

リットル又は１０リ

ットルに満たない

端数を増すごとに

３円を加えた金額

イ 内容積５リット

ル以上３０リットル

未満の容器 １個

につき２１０円

ウ・エ 省略

� その他の容器に係

る容器検査又は容器

再検査 次に掲げる

容器の区分に応じ、

それぞれ次に定める

金額

ア～カ 省略

キ 内容積１リット

ル未満の容器 １

個につき８０円

額

ア 内容積３０リット

ル以上の容器 １

個につき２２０円に１０

リットル又は１０リ

ットルに満たない

端数を増すごとに

４円を加えた金額

イ 内容積５リット

ル以上３０リットル

未満の容器 １個

につき２２０円

ウ・エ 省略

� その他の容器に係

る容器検査又は容器

再検査 次に掲げる

容器の区分に応じ、

それぞれ次に定める

金額

ア～カ 省略

キ 内容積１リット

ル未満の容器 １

個につき９０円

５５ 高圧ガス保安法施行

令第１８条第２項第６号

イの規定に基づく高圧

ガス保安法第４９条の２

第１項に規定する附属

品検査又は同令第１８条

第２項第７号イの規定

に基づく同法第４９条の

４第１項に規定する附

属品再検査

省略 ５５ 高圧ガス保安法施行

令第１８条第２項第６号

の規定に基づく高圧

ガス保安法第４９条の２

第１項に規定する附属

品検査又は同令第１８条

第２項第７号 の規定

に基づく同法第４９条の

４第１項に規定する附

属品再検査

省略

５６ 高圧ガス保安法施行

令第１８条第２項第８号

イの規定に基づく高圧

ガス保安法第５０条第３

項に規定する容器検査

所の登録又は登録の更

新の申請に対する審査

省略 ５６ 高圧ガス保安法施行

令第１８条第２項第８号

の規定に基づく高圧

ガス保安法第５０条第３

項に規定する容器検査

所の登録又は登録の更

新の申請に対する審査

省略

５７ 高圧ガス保安法施行

令第１８条第２項第３号

イの規定に基づく高圧

ガス保安法第５４条第２

項に規定する容器に充

填する 高圧ガスの種

類又は圧力の変更に係

る刻印等

省略 ５７ 高圧ガス保安法施行

令第１８条第２項第３号

の規定に基づく高圧

ガス保安法第５４条第２

項に規定する容器に充

てんする高圧ガスの種

類又は圧力の変更に係

る刻印等

省略

５８～７６ 省略 ５８～７６ 省略

７７ 液化石油ガスの保安

の確保及び取引の適正

化に関する法律第３７条

充填設備

の変更許

可申請手

１７，０００円に変更に係る

充填設備 の数を乗じ

て得た金額

７７ 液化石油ガスの保安

の確保及び取引の適正

化に関する法律第３７条

充てん設

備の変更

許可申請

１９，０００円に変更に係る

充てん設備の数を乗じ

て得た金額
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の４第３項において準

用する同法第３７条の２

第１項の規定に基づく

充填設備 の所在地、

構造、設備又は装置の

変更の許可の申請に対

する審査

数料 の４第３項において準

用する同法第３７条の２

第１項の規定に基づく

充てん設備の所在地、

構造、設備又は装置の

変更の許可の申請に対

する審査

手数料

７８～９０ 省略 ７８～９０ 省略

備考 省略 備考 省略

２ 保健福祉関係事務手数料 ２ 保健福祉関係事務手数料

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～１０４の１０ 省略 １～１０４の１０ 省略

１０５ 介護保険法第９４条

第１項の規定に基づく

介護老人保健施設の開

設の許可の申請に対す

る審査

介護老人

保健施設

開設許可

申請手数

料

省略 １０５ 介護保険法第９４条

第１項の規定に基づく

介護老人保健施設の開

設の許可

介護老人

保健施設

開設許可

手数料

省略

１０６ 介護保険法第９４条

第２項の規定に基づく

介護老人保健施設の変

更の許可（従業者及び

協力病院のみに係るも

のを除く。）の申請に

対する審査

介護老人

保健施設

変更許可

申請手数

料

省略 １０６ 介護保険法第９４条

第２項の規定に基づく

介護老人保健施設の変

更の許可（介護保険法

施行規則（平成１１年厚

生省 令 第３６号）第１３６

条第１項第５号、第７

号、第８号又は第１１号

（入所定員に係る部分

に限る。）に係るもの

に限る。）

介護老人

保健施設

変更許可

手数料

省略

１０７ 介護保険法第１０７条

第１項の規定に基づく

介護医療院の開設の許

可の申請に対する審査

介護医療

院開設許

可申請手

数料

６３，０００円 １０７ 削除

１０８ 介護保険法第１０７条

第２項の規定に基づく

介護医療院の変更の許

可（従業者及び協力病

院のみに係るものを除

く。）の申請に対する

審査

介護医療

院変更許

可申請手

数料

３３，０００円 １０８ 削除

１０９～１１３ 省略 １０９～１１３ 省略

備考 省略 備考 省略

３・４ 省略

５ 土木関係事務手数料

３・４ 省略

５ 土木関係事務手数料

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～４７の３ 省略 １～４７の３ 省略

４８ 建築士法第１３条の規

定に基づく二級建築士

試験又は木造建築士試

験の実施

二級建築

士試験又

は木造建

築士試験

手数料

１７，７００円 ４８ 建築士法第１３条の規

定に基づく二級建築士

試験又は木造建築士試

験の実施

二級建築

士試験又

は木造建

築士試験

手数料

１６，９００円
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４９～１０２ 省略 ４９～１０２ 省略

備考 省略 備考 省略

６ その他の手数料 ６ その他の手数料

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～３５の５ 省略 １～３５の５ 省略

３５の６ 廃棄物の処理及

び清掃に関する法律第

１２条の７第１項の規定

に基づく２以上の事業

者による産業廃棄物の

処理に係る特例の認定

の申請に対する審査

産業廃棄

物処理特

例認定申

請手数料

１４７，０００円

３５の７ 廃棄物の処理及

び清掃に関する法律第

１２条の７第７項の規定

に基づく２以上の事業

者による産業廃棄物の

処理に係る特例の認定

に係る事項の変更の認

定の申請に対する審査

産業廃棄

物処理特

例変更認

定申請手

数料

１３４，０００円

３６～５４の５ 省略 ３６～５４の５ 省略

５４の６ 土壌汚染対策法

第２７条の２第１項の規

定に基づく汚染土壌処

理業の譲渡及び譲受の

承認の申請に対する審

査

汚染土壌

処理業の

譲渡及び

譲受承認

申請手数

料

１２０，０００円

５４の７ 土壌汚染対策法

第２７条の３第１項の規

定に基づく汚染土壌処

理業者の合併又は分割

の承認の申請に対する

審査

汚染土壌

処理業者

の合併又

は分割承

認申請手

数料

１２０，０００円

５４の８ 土壌汚染対策法

第２７条の４第１項の規

定に基づく汚染土壌処

理業者の相続の承認の

申請に対する審査

汚染土壌

処理業者

相続承認

申請手数

料

１２０，０００円

５４の９ 省略 ５４の６ 省略

５５～５８の５ 省略 ５５～５８の５ 省略

５８の６ 使用済自動車の

再資源化等に関する法

律第７０条第１項の規定

に基づく破砕業の事業

の範囲の変更の許可の

申請に対する審査

破砕業の

事業範囲

変更許可

申請手数

料

６７，０００円 ５８の６ 使用済自動車の

再資源化等に関する法

律第７０条第１項の規定

に基づく破砕業の事業

の範囲の変更の許可の

申請に対する審査

破砕業の

事業範囲

変更許可

申請手数

料

７５，０００円

５９～６６ 省略 ５９～６６ 省略

備考 省略 備考 省略
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附 則

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、別表１の表１７の項、１９の項、２０の項、２３の項、２５の項及び２６の項の改正規定は、

同年５月１日から施行する。

�愛媛県条例第５号
愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県事務処理の特例に関する条例（平成１２年愛媛県条例第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

事 務 市町 事 務 市町

１・１の２ 省略 １・１の２ 省略

１の３ 農業協同組合法（昭和２２年法律第１３２号。以下

この項において「法」という。）及び法の施行のた

めの規則に基づく事務のうち、次に掲げるもの（２

以上の市町村（特別区を含む。）の区域において病

院、診療所、介護老人保健施設若しくは介護医療院

又は医療法（昭和２３年法律第２０５号）第４２条に規定す

る業務を行う施設を開設する農業協同組合及び農業

協同組合連合会に係るものを除く。）

�～� 省略

保健

所を

設置

する

市

１の３ 農業協同組合法（昭和２２年法律第１３２号。以下

この項において「法」という。）及び法の施行のた

めの規則に基づく事務のうち、次に掲げるもの（２

以上の市町村（特別区を含む。）の区域において病

院、診療所若しくは介護老人保健施設

又は医療法（昭和２３年法律第２０５号）第４２条に規定す

る業務を行う施設を開設する農業協同組合及び農業

協同組合連合会に係るものを除く。）

�～� 省略

保健

所を

設置

する

市

１の４ 農業協同組合法（以下この項において「法」

という。）及び法の施行のための規則に基づく事務

のうち、次に掲げるもの（２以上の市町村（特別区

を含む。）の区域において病院、診療所、介護老人

保健施設若しくは介護医療院又は医療法第４２条に規

定する業務を行う施設を開設する農業協同組合及び

農業協同組合連合会に係るものに限る。）

�・� 省略

保健

所を

設置

する

市

１の４ 農業協同組合法（以下この項において「法」

という。）及び法の施行のための規則に基づく事務

のうち、次に掲げるもの（２以上の市町村（特別区

を含む。）の区域において病院、診療所若しくは介

護老人保健施設 又は医療法第４２条に規

定する業務を行う施設を開設する農業協同組合及び

農業協同組合連合会に係るものに限る。）

�・� 省略

保健

所を

設置

する

市

１の５～１３ 省略 １の５～１３ 省略

１４ 医療法（以下この項において「法」という。）及

び法の施行のための規則に基づく事務のうち、次に

掲げるもの（第１９号 から第３８号まで及び第４８号

の２から第５２号までの事務については、２以上の市

町村（特別区を含む。）の区域において病院、診療

所、介護老人保健施設若しくは介護医療院又は法第

４２条に規定する業務を行う施設を開設する医療法人

に係るものを除く。）

�～� 省略

保健

所を

設置

する

市

１４ 医療法（以下この項において「法」という。）及

び法の施行のための規則に基づく事務のうち、次に

掲げるもの（第１８号の２から第３８号まで及び第４８号

の２から第５２号までの事務については、２以上の市

町村（特別区を含む。）の区域において病院、診療

所若しくは介護老人保健施設 又は法第

４２条に規定する業務を行う施設を開設する医療法人

に係るものを除く。）

�～� 省略

保健

所を

設置

する

市

１４の２ 医 療 法（以 下 こ の 項 に お い て「法」と い

う。）及び法の施行のための規則に基づく事務のう

ち、次に掲げるもの（２以上の市町村（特別区を含

む。）の区域において病院、診療所、介護老人保健

施設若しくは介護医療院又は法第４２条に規定する業

務を行う施設を開設する医療法人に係るものに限

る。）

�～� 省略

保健

所を

設置

する

市

１４の２ 医 療 法（以 下 こ の 項 に お い て「法」と い

う。）及び法の施行のための規則に基づく事務のう

ち、次に掲げるもの（２以上の市町村（特別区を含

む。）の区域において病院、診療所若しくは介護老

人保健施設 又は法第４２条に規定する業

務を行う施設を開設する医療法人に係るものに限

る。）

�～� 省略

保健

所を

設置

する

市
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１４の３～２１ 省略 １４の３～２１ 省略

２２ 高圧ガス保安法（昭和２６年法律第２０４号。以下こ

の項において「法」という。）に基づく事務のうち、

次に掲げるもの

松山

市及

び新

居浜

市

２２ 高圧ガス保安法（昭和２６年法律第２０４号。以下こ

の項において「法」という。）に基づく事務のうち、

次に掲げるもの

松山

市及

び新

居浜

市

�～� 省略

� 高圧ガス保安法施行令（平成９年政令第２０号。

以下この項において「政令」という。）第１８条第

２項第２号イの規定に基づく法第４１条第２項に規

定する容器製造業者の製造の方法の技術上の基準

への適合命令に関する事務

� 政令第１８条第２項第３号イの規定に基づく法第

４４条第１項本文に規定する容器検査に関する事務

� 政令第１８条第２項第３号イの規定に基づく法第

４５条第１項に規定する容器への刻印に関する事務

� 政令第１８条第２項第３号イの規定に基づく法第

４５条第２項に規定する容器への標章の掲示に関す

る事務

� 政令第１８条第２項第３号イの規定に基づく法第

４８条第５項に規定する容器への充填の許可に関す

る事務

� 政令第１８条第２項第３号イの規定に基づく法第

５４条第１項に規定する刻印等の申請の受理に関す

る事務

	 政令第１８条第２項第３号イの規定に基づく法第

５４条第２項に規定する刻印等及び刻印等の抹消に

関する事務


 政令第１８条第２項第３号イの規定に基づく法第

５６条第１項に規定する容器のくず化等の命令に関

する事務

� 政令第１８条第２項第３号イの規定に基づく法第

５６条第２項に規定する報告の受理に関する事務

� 政令第１８条第２項第４号イの規定に基づく法第

４９条第１項に規定する容器再検査に関する事務


 政令第１８条第２項第４号イの規定に基づく法第

４９条第３項に規定する容器への刻印に関する事務

� 政令第１８条第２項第４号イの規定に基づく法第

４９条第４項に規定する容器への標章の掲示に関す

る事務

� 政令第１８条第２項第６号イの規定に基づく法第

４９条の２第１項本文に規定する附属品検査に関す

る事務

� 政令第１８条第２項第６号イの規定に基づく法第

４９条の３第１項に規定する附属品への刻印に関す

る事務

� 政令第１８条第２項第６号イの規定に基づく法第

５６条第４項において準用する同条第１項に規定す

る附属品のくず化等の命令に関する事務

� 政令第１８条第２項第６号イの規定に基づく法第

５６条第４項において準用する同条第２項に規定す

る報告の受理に関する事務

� 政令第１８条第２項第７号イの規定に基づく法第

４９条の４第１項に規定する附属品再検査に関する

�～� 省略

� 高圧ガス保安法施行令（平成９年政令第２０号。

以下この項において「政令」という。）第１８条第

２項第２号 の規定に基づく法第４１条第２項に規

定する容器製造業者の製造の方法の技術上の基準

への適合命令に関する事務

� 政令第１８条第２項第３号 の規定に基づく法第

４４条第１項本文に規定する容器検査に関する事務

� 政令第１８条第２項第３号 の規定に基づく法第

４５条第１項に規定する容器への刻印に関する事務

� 政令第１８条第２項第３号 の規定に基づく法第

４５条第２項に規定する容器への標章の掲示に関す

る事務

� 政令第１８条第２項第３号 の規定に基づく法第

４８条第５項に規定する容器への充填の許可に関す

る事務

� 政令第１８条第２項第３号 の規定に基づく法第

５４条第１項に規定する刻印等の申請の受理に関す

る事務

	 政令第１８条第２項第３号 の規定に基づく法第

５４条第２項に規定する刻印等及び刻印等の抹消に

関する事務


 政令第１８条第２項第３号 の規定に基づく法第

５６条第１項に規定する容器のくず化等の命令に関

する事務

� 政令第１８条第２項第３号 の規定に基づく法第

５６条第２項に規定する報告の受理に関する事務

� 政令第１８条第２項第４号 の規定に基づく法第

４９条第１項に規定する容器再検査に関する事務


 政令第１８条第２項第４号 の規定に基づく法第

４９条第３項に規定する容器への刻印に関する事務

� 政令第１８条第２項第４号 の規定に基づく法第

４９条第４項に規定する容器への標章の掲示に関す

る事務

� 政令第１８条第２項第６号 の規定に基づく法第

４９条の２第１項本文に規定する附属品検査に関す

る事務

� 政令第１８条第２項第６号 の規定に基づく法第

４９条の３第１項に規定する附属品への刻印に関す

る事務

� 政令第１８条第２項第６号 の規定に基づく法第

５６条第４項において準用する同条第１項に規定す

る附属品のくず化等の命令に関する事務

� 政令第１８条第２項第６号 の規定に基づく法第

５６条第４項において準用する同条第２項に規定す

る報告の受理に関する事務

� 政令第１８条第２項第７号 の規定に基づく法第

４９条の４第１項に規定する附属品再検査に関する
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事務

� 政令第１８条第２項第７号イの規定に基づく法第

４９条の４第３項に規定する附属品への刻印に関す

る事務

� 政令第１８条第２項第８号イの規定に基づく法第

５０条第３項に規定する容器検査所の登録及びその

更新に関する事務

� 政令第１８条第２項第８号イの規定に基づく法第

５０条第４項に規定する容器再検査等を行うことが

できる容器又は附属品の種類の制限に関する事務

� 政令第１８条第２項第８号イの規定に基づく法第

５２条第２項に規定する検査主任者の選任又は解任

の届出の受理に関する事務

� 政令第１８条第２項第８号イの規定に基づく法第

５２条第４項に規定する検査主任者の解任命令に関

する事務

� 政令第１８条第２項第８号イの規定に基づく法第

５３条に規定する容器検査所の登録の取消し及び容

器再検査等の停止の命令に関する事務

� 政令第１８条第２項第８号イの規定に基づく法第

５６条の２に規定する容器再検査等の業務の廃止の

届出の受理に関する事務

事務

� 政令第１８条第２項第７号 の規定に基づく法第

４９条の４第３項に規定する附属品への刻印に関す

る事務

� 政令第１８条第２項第８号 の規定に基づく法第

５０条第３項に規定する容器検査所の登録及びその

更新に関する事務

� 政令第１８条第２項第８号 の規定に基づく法第

５０条第４項に規定する容器再検査等を行うことが

できる容器又は附属品の種類の制限に関する事務

� 政令第１８条第２項第８号 の規定に基づく法第

５２条第２項に規定する検査主任者の選任又は解任

の届出の受理に関する事務

� 政令第１８条第２項第８号 の規定に基づく法第

５２条第４項に規定する検査主任者の解任命令に関

する事務

� 政令第１８条第２項第８号 の規定に基づく法第

５３条に規定する容器検査所の登録の取消し及び容

器再検査等の停止の命令に関する事務

� 政令第１８条第２項第９号 の規定に基づく法第

５６条の２に規定する容器再検査等の業務の廃止の

届出の受理に関する事務

２３～２６の４ 省略 ２３～２６の４ 省略

２６の５ ガス事業法（昭和２９年法律第５１号。以下この

項において「法」という。）に基づく事務のうち、

次に掲げるもの

� ガス事業法施行令（昭和２９年政令第６８号。以下

この項において「政令」という。）第１４条第１項

の規定に基づく法第１７１条第１項に規定するガス用

品の販売の事業を行う者（以下この項において

「販売事業者」という。）に対する報告の徴収に

関する事務

	 政令第１４条第１項の規定に基づく法第１７２条第１

項に規定する販売事業者に対する立入検査に関す

る事務


 政令第１４条第１項の規定に基づく法第１７３条第１

項 に規定する販売事業者に対する提出命令に

関する事務

� 政令第１４条第２項の規定に基づく報告に関する

事務

各町 ２６の５ ガス事業法（昭和２９年法律第５１号。以下この

項において「法」という。）に基づく事務のうち、

次に掲げるもの

� ガス事業法施行令（昭和２９年政令第６８号。以下

この項において「政令」という。）第１２条第１項

の規定に基づく法第４６条第１項 に規定するガス用

品の販売の事業を行う者（以下この項において

「販売事業者」という。）に対する報告の徴収に

関する事務

	 政令第１２条第１項の規定に基づく法第４７条第１

項に規定する販売事業者に対する立入検査に関す

る事務


 政令第１２条第１項の規定に基づく法第４７条の２

第１項に規定する販売事業者に対する提出命令に

関する事務

� 政令第１２条第２項の規定に基づく報告に関する

事務

各町

２７～５９の４ 省略 ２７～５９の４ 省略

５９の５ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合

的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７

号。以下この項において「法」という。）に基づく

事務のうち、次に掲げるもの

�・	 省略


 法第３条第９項の規定に基づく同条第１項又は

第３項の認定をしない旨及び理由の通知に関する

事務

� 法第３条第１１項の規定に基づく公示に関する事

務（松山市が設置する施設に係るものに限る。）

�～
 省略

松山

市

５９の５ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合

的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７

号。以下この項において「法」という。）に基づく

事務のうち、次に掲げるもの

�・	 省略


 法第３条第８項の規定に基づく同条第１項又は

第３項の認定をしない旨及び理由の通知に関する

事務

� 法第３条第９項の規定に基づく公示に関する事

務（松山市が設置する施設に係るものに限る。）

�～
 省略

松山

市
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附 則

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第６号
愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例（平成１９年愛媛県条例第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�の２ 法第１８条第２項の規定に基づく法第１７条第

１項の認可に係る書類の写しの受理に関する事務

�の３ 法第１８条第３項の規定に基づく設置した幼

保連携型認定こども園に係る事項を記載した書類

の受理に関する事務

� 法第２８条の規定に基づく教育保育概要等の周知

に関する事務（松山市長がした法第３条第１項又

は第３項の認定及び同条第１１項の規定に基づく公

示に 係 る 施 設（以 下「市 長 認 定 等 施 設」と い

う。）、松山市長がした法第１７条第１項の認可に

係る施設並びに松山市が設置した幼保連携型認定

こども園 に

係るものに限る。）

� 省略

�の２ 法第２９条第２項の規定に基づく周知事項の

変更の届出に係る書類の写しの受理に関する事務

（松山市長がした法第１７条第１項の認可に係る施

設に係るものに限る。）

�の３ 法第２９条第３項の規定に基づく周知事項の

変更に係る事項を記載した書類の受理に関する事

務（松山市が設置した幼保連携型認定こども園に

係るものに限る。）

� 法第２９条第４項の規定に基づく変更に係る事項

の周知に関する事務（市長認定等施設、松山市長

がした法第１７条第１項の認可に係る施設及び松山

市が設置した幼保連携型認定こども園に係るもの

に限る。）

� 省略

�の２ 法第３０条第２項の規定に基づく報告に係る

書類の写しの受理に関する事務（松山市長がした

法第１７条第１項の認可に係る施設に係るものに限

る。）

� 法第３０条第３項の規定に基づく報告の徴収に関

する事務（市長認定等施設に係るものに限る。）

� 法第２８条の規定に基づく教育保育概要等の周知

に関する事務（松山市長がした法第３条第１項又

は第３項の認定、同条第９項 の規定に基づく公

示及び

法第１７条第１項の認可に

係る施設並びに松山市が設置した幼保連携型認定

こども園（以下「市長認定等施設」という。）に

係るものに限る。）

� 省略

� 法第２９条第２項の規定に基づく変更の届出事項

の周知に関する事務（市長認定等施設

に係るもの

に限る。）

� 省略

� 法第３０条第２項の規定に基づく報告の徴収に関

する事務（市長認定等施設に係るものに限る。）

５９の６～６２ 省略 ５９の６～６２ 省略

改 正 後 改 正 前

（事業税の不均一課税）

第３条 常時雇用する労働者の数が４５．５人未満である法人（知事が

定めるものに限る。）であって平成２８年４月１日から平成３１年３

（事業税の不均一課税）

第３条 常時雇用する労働者の数が５０人 未満である法人（知事が

定めるものに限る。）であって平成２８年４月１日から平成３１年３

愛 媛 県 報平成３０年３月２７日 第２９６１号外１

１２



��������������

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、第３条第２項の改正規定及び附則第３項の規定は、平成３１年１月１日から施行

する。

（経過措置）

２ 改正前の愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例（以下「旧条例」という。）第３条第１項に規定する要件に該当

する法人に対するこの条例の施行の日前に開始した事業年度に係る法人の事業税の不均一課税については、なお従前の例による。

３ 旧条例第３条第２項に規定する要件に該当する個人に対する平成３１年度分までの個人の事業税の不均一課税については、なお従前の例

による。

�愛媛県条例第７号
愛媛県資源循環促進税条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県資源循環促進税条例の一部を改正する条例

愛媛県資源循環促進税条例（平成１８年愛媛県条例第５２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

改 正 後 改 正 前

（税額の端数計算）

第７条 資源循環促進税は、地方税法施行令（昭和２５年政令第２４５

号。以下「令」という。）第６条の１７第２項第９号の条例で指定

する法定外目的税とする。

第２４条 省略

（現行犯事件の臨検、捜索又は差押え）

第２４条の２ 資源循環促進税は、令第６条の２２の４第６号の条例で

指定する法定外目的税とする。

（臨検、捜索又は差押え等の夜間執行）

第２４条の３ 資源循環促進税は、令第６条の２２の９第４号の条例で

指定する法定外目的税とする。

（税額の端数計算）

第７条 資源循環促進税は、地方税法施行令（昭和２５年政令第２４５

号 ）第６条の１７第２項第９号の条例で指定

する法定外目的税とする。

第２４条 省略

月３１日までの間に開始する各事業年度の雇用障害者数が平成２７年

４月１日から平成２８年３月３１日までの間に開始する最後の事業年

度（以下「基準事業年度」という。）の雇用障害者数（基準事業

年度を有しない法人にあっては、零とする。以下同じ。）を超え

るものに課する事業税の額は、当該各事業年度に限り、愛媛県県

税賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条例第２１号。以下「県税条例」

という。）第１８条の２及び附則第１９条の規定にかかわらず、これ

らの規定に規定する税率に２分の１を乗じて得た率で算定した金

額とする。

２ 常時雇用する労働者の数が４５．５人未満である個人（知事が定め

るものに限る。）であって平成２９年１月１日から平成３１年１２月３１

日までの各年の雇用障害者数が平成２８年１月１日から同年１２月３１

日までの期間（以下「基準年」という。）の雇用障害者数（基準

年を有しない個人にあっては、零とする。以下同じ。）を超える

ものに課する事業税の額は、当該各年に限り、県税条例第１８条の

４の規定にかかわらず、同条に規定する税率に２分の１を乗じて

得た率で算定した金額とする。

３・４ 省略

月３１日までの間に開始する各事業年度の雇用障害者数が平成２７年

４月１日から平成２８年３月３１日までの間に開始する最後の事業年

度（以下「基準事業年度」という。）の雇用障害者数（基準事業

年度を有しない法人にあっては、零とする。以下同じ。）を超え

るものに課する事業税の額は、当該各事業年度に限り、愛媛県県

税賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条例第２１号。以下「県税条例」

という。）第１８条の２及び附則第１９条の規定にかかわらず、これ

らの規定に規定する税率に２分の１を乗じて得た率で算定した金

額とする。

２ 常時雇用する労働者の数が５０人 未満である個人（知事が定め

るものに限る。）であって平成２９年１月１日から平成３１年１２月３１

日までの各年の雇用障害者数が平成２８年１月１日から同年１２月３１

日までの期間（以下「基準年」という。）の雇用障害者数（基準

年を有しない個人にあっては、零とする。以下同じ。）を超える

ものに課する事業税の額は、当該各年に限り、県税条例第１８条の

４の規定にかかわらず、同条に規定する税率に２分の１を乗じて

得た率で算定した金額とする。

３・４ 省略
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�愛媛県条例第８号
愛媛県特別会計条例及び愛媛県国民健康保険財政安定化基金条例の一部を改正する等の条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県特別会計条例及び愛媛県国民健康保険財政安定化基金条例の一部を改正する等の条例

（愛媛県特別会計条例の一部改正）

第１条 愛媛県特別会計条例（昭和３９年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県国民健康保険財政安定化基金条例の一部改正）

第２条 愛媛県国民健康保険財政安定化基金条例（平成２８年愛媛県条例第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（設置）

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０９条第２項の規定

により、次の表の左欄に掲げる特別会計を、それぞれ当該右欄に

掲げる目的のため、設置する。

（設置）

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０９条第２項の規定

により、次の表の左欄に掲げる特別会計を、それぞれ当該右欄に

掲げる目的のため、設置する。

名 称 目 的 名 称 目 的

災害救助基金特別会計 省略 災害救助基金特別会計 省略

国民健康保険事業特別

会計

国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２

号）に基づいて行う国民健康保険事

業の円滑な運営と経理の適正

省略 省略

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この条例は、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号。以

下「法」という。）及び国民健康保険の国庫負担金等の算定に関

する政令（昭和３４年政令第４１号。以下「政令」という。）に定め

るもののほか、法第８１条の２第１項の規定により設置された国民

健康保険財政安定化基金（以下「基金」という。）の管理、処分

及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（積立て）

第２条 基金として積み立てる額は、国民健康保険事業特別会計歳

入歳出予算（以下「予算」という。）で定める額とする。

第４条 省略

（処分）

第５条 基金は、法第８１条の２第１項第１号に掲げる事業に係る貸

付金（以下「貸付金」という。）の貸付け若しくは同項第２号に

掲げる事業に係る交付金（以下「交付金」という。）の交付又は

同条第２項の国民健康保険に関する特別会計への繰入れを行う場

合に限り、その全部又は一部を処分することができる。

第６条 省略

（償還金の延滞金）

第７条 市町は、政令第１４条第５項の償還期限後に貸付金を償還す

る場合においては、当該貸付金の未償還額に、その償還期限の翌

日から償還の日までの期間の日数に応じ、年１４．６パーセントの割

合を乗じて計算した額に相当する額の延滞金を加算して納付しな

ければならない。

（繰上償還）

（設置）

第１条 持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法

等の一部を改正する法律（平成２７年法律第３１号）附則第６条第１

項の規定に基づき、国民健康保険の財政の安定化を図るため、国

民健康保険財政安定化基金（以下「基金」という。）を設置す

る。

（積立て）

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算

（以下「予算」という。）で定める額とする。

第４条 省略

第５条 省略
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（愛媛県国民健康保険広域化等支援基金条例及び愛媛県国民健康保険調整交付金交付条例の廃止）

第３条 次に掲げる条例は、廃止する。

� 愛媛県国民健康保険広域化等支援基金条例（平成１４年愛媛県条例第５２号）

� 愛媛県国民健康保険調整交付金交付条例（平成１７年愛媛県条例第８０号）

附 則

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

２ 第３条（第２号に係る部分に限る。）の規定による廃止前の愛媛県国民健康保険調整交付金交付条例の規定により交付した愛媛県国民

健康保険調整交付金については、なお従前の例による。

�愛媛県条例第９号
愛媛県後期高齢者医療財政安定化基金条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県後期高齢者医療財政安定化基金条例の一部を改正する条例

愛媛県後期高齢者医療財政安定化基金条例（平成２０年愛媛県条例第１８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第８条 知事は、貸付金の貸付けを受けた市町が知事の定める貸付

条件に従わなかったときは、貸付金の全部又は一部について、政

令第１４条第５項の償還期限を繰り上げて償還させることができ

る。

（交付金の交付に係る特別の事情）

第９条 政令第１７条第１項の条例で定める特別の事情は、次のとお

りとする。

� 国民健康保険の被保険者の相当多数が災害により著しい被害

を受けたこと。

� 主要な法人の経営の破綻、主要な生産物の生産又は販売の著

しい不振その他地域産業に著しい影響を及ぼす事情が生じたこ

と。

� 前２号に掲げるもののほか、国民健康保険の被保険者の生活

に重大な影響を及ぼすものとして知事が認める事情が生じたこ

と。

（拠出金）

第１０条 法第８１条の２第４項の規定による財政安定化基金拠出金

（以下「拠出金」という。）は、当該拠出金に係る交付金の交付

を受けた市町が負担するものとする。

２ 知事は、拠出金の額を算定したときは、市町に対してその額、

納期限その他必要な事項を通知するものとする。

３ 市町は、前項の納期限後に拠出金を納付する場合においては、

当該拠出金の額に、その納期限の翌日から納付の日までの期間の

日数に応じ、年１４．６パーセントの割合を乗じて計算した額に相当

する額の延滞金を加算して納付しなければならない。

第１１条 省略

附 則

（施行期日）

１ 省略

（処分の特例）

２ 省略

３ 基金は、平成３０年４月１日から平成３６年３月３１日までの間、第

５条の規定にかかわらず、法附則第２５条の規定に基づき、その一

部を処分することができる。

第６条 省略

附 則

１ 省略

２ 省略
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附 則

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第１０号
医療法施行条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

医療法施行条例の一部を改正する条例

医療法施行条例（平成２４年愛媛県条例第４８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（愛媛県後期高齢者医療広域連合の拠出率）

第２条 政令第１９条第１項の条例で定める割合は、０ とす

る。

附 則

２ 基金は、当分の間、第７条の規定にかかわらず、法附則第１４条

の事業に係る交付金の交付を行うため、その一部を処分する

ことができる。

（愛媛県後期高齢者医療広域連合の拠出率）

第２条 政令第１９条第１項の条例で定める割合は、１０万分の４１とす

る。

附 則

２ 基金は、当分の間、第７条の規定にかかわらず、法附則第１４条

の２の事業に係る交付金の交付を行うため、その一部を処分する

ことができる。

改 正 後 改 正 前

（既存の病床数等の補正の基準）

第３条 法第７条の２第４項の規定に基づく補正は、次に掲げる病

院又は診療所について行うものとする。

� 国の開設する病院又は診療所であって、宮内庁 、法

務省 又は防衛省が所管するもの

� 独立行政法人労働者健康安全機構の開設する病院又は診療所

であって、労働者災害補償保険の保険関係の成立している事業

に使用される労働者で業務上の災害を被ったもののみの診療を

行うもの

�～� 省略

２ 省略

３ 前２項に定めるもののほか、法第７条の２第４項の規定に基づ

く補正は、次に定めるところにより行うものとする。

� 放射線治療病室の病床

の数については、既

存の病床の数及び当該申請に係る病床数に算定しないこと。

�・� 省略

４ 第２項の当該病床の利用者のうち職員及びその家族以外の者、

隊員及びその家族以外の者、従業員及びその家族以外の者、業務

上の災害を被った労働者以外の者又は入院患者以外の者の数並び

に当該病床の利用者の数並びに前項第１号 の放射線治療病室の

病床

の数は、病院の開設の許可、病院の病床数の増加

若しくは病床の種別の変更の許可又は診療所の病床の設置の許

可、診療所の病床数の増加若しくは病床の種別の変更の許可の申

請があった日前の直近の９月３０日における数によるものとする。

この場合において、同日において業務が行われなかったときは、

（既存の病床数等の補正の基準）

第３条 法第７条の２第４項の規定に基づく補正は、次に掲げる病

院又は診療所について行うものとする。

� 国の開設する病院又は診療所であって、宮内庁、総務省、法

務省、財務省、林野庁又は防衛省が所管するもの

� 独立行政法人労働者健康福祉機構の開設する病院又は診療所

であって、労働者災害補償保険の保険関係の成立している事業

に使用される労働者で業務上の災害を被ったもののみの診療を

行うもの

�～� 省略

２ 省略

３ 前２項に定めるもののほか、法第７条の２第４項の規定に基づ

く補正は、次に定めるところにより行うものとする。

� 放射線治療病室の病床、無菌病室の病床又は集中強化治療室

若しくは心疾患強化治療室の病床であって、当該病室の入院患

者が当該病室における治療終了後の入院のために専ら用いる他

の病床が同一病院内に確保されているものの数については、既

存の病床の数及び当該申請に係る病床数に算定しないこと。

�・� 省略

４ 第２項の当該病床の利用者のうち職員及びその家族以外の者、

隊員及びその家族以外の者、従業員及びその家族以外の者、業務

上の災害を被った労働者以外の者又は入院患者以外の者の数、

当該病床の利用者の数並びに第３項第１号の放射線治療病室の

病床、無菌病室の病床又は集中強化治療室若しくは心疾患強化治

療室の病床であって、当該病室の入院患者が当該病室における治

療終了後の入院のために専ら用いる他の病床が同一病院内に確保

されているものの数は、病院の開設の許可、病院の病床数の増加

若しくは病床の種別の変更の許可又は診療所の病床の設置の許

可、診療所の病床数の増加若しくは病床の種別の変更の許可の申

請があった日前の直近の９月３０日における数によるものとする。

この場合において、同日において業務が行われなかったときは、
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附 則

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第１１号
旅館業法施行条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

旅館業法施行条例の一部を改正する条例

旅館業法施行条例（昭和３２年愛媛県条例第４４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

当該病院又は診療所における実績、当該病院又は診療所と機能及

び性格を同じくする病院又は診療所の実績等を考慮して知事が推

定する数による。

５ 当該申請に係る病床数を補正する場合における第２項の当該病

床の利用者のうち職員及びその家族以外の者、従業員及びその家

族以外の者又は入院患者以外の者の数並びに当該病床の利用者の

数並びに第３項第１号の放射線治療病室の病床の数は、前項の規

定にかかわらず、当該申請に係る病院の機能及び性格、当該病院

の当該申請に係る病床の種別の既存の病床がある場合における当

該既存の病床における実績、当該病院と機能及び性格を同じくす

る病院の実績等を考慮して知事が推定する数によるものとする。

当該病院又は診療所における実績、当該病院又は診療所と機能及

び性格を同じくする病院又は診療所の実績等を考慮して知事が推

定する数による。

５ 当該申請に係る病床数を補正する場合における第２項の当該病

床の利用者のうち職員及びその家族以外の者、従業員及びその家

族以外の者又は入院患者以外の者の数並びに当該病床の利用者の

数 は、前項の規

定にかかわらず、当該申請に係る病院の機能及び性格、当該病院

の当該申請に係る病床の種別の既存の病床がある場合における当

該既存の病床における実績、当該病院と機能及び性格を同じくす

る病院の実績等を考慮して知事が推定する数によるものとする。

６ 当該申請に係る病床数を補正する場合における放射線治療病室

の病床、無菌病室の病床又は集中強化治療室若しくは心疾患強化

治療室の病床であって、当該病室の入院患者が当該病室における

治療終了後の入院のために専ら用いる他の病床が同一病院内に確

保されることが見込まれるものの数については、第３項第１号及

び前項の規定を準用する。

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 こ の 条 例 は、旅 館 業 法（昭 和２３年 法 律 第１３８号。以 下

「法」という。）第３条第３項第３号及び第４項（これらの規定

を

法第３条の２第２項及び第３条の３第３項において準用する場

合を含む。）、第４条第２項並びに第５条第３号並びに旅館業法

施行令（昭和３２年政令第１５２号。以下「政令」という。）第１条

第１項第８号、第２項第７号及び第３項第５号 並

びに地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２７条の規定に基づ

き、清純な施設環境を保持しなければならない施設、その施設の

清純な施設環境が著しく害されるおそれがないかどうかについて

意見を求める者、宿泊施設の衛生について講じなければならない

必要な措置の基準、宿泊を拒むことができる事由及び構造設備の

基準並びに法の規定に基づく事務の手数料について必要な事項を

定めるものとする。

（営業施設の衛生措置の基準）

第４条 旅館業を営む者（以下「営業者」という。）が営業の施設

について宿泊者の衛生のために講じなければならない必要な措置

の基準は、次のとおりとする。

第１ 客室に関する措置

１～８ 省略

９ 定員の設定は、次に掲げる旅館業の区分に応じ、それぞれ

（趣旨）

第１条 こ の 条 例 は、旅 館 業 法（昭 和２３年 法 律 第１３８号。以 下

「法」という。）第３条第３項第３号（法第３条の２第２項及び

第３条の３第３項において準用する場合を含む。）、同条第４項

（法第３条の２第２項及び第３条の３第３項において準用する場

合を含む。）、第４条第２項及び 第５条第３号並びに旅館業法

施行令（昭和３２年政令第１５２号。以下「政令」という。）第１条

第１項第１１号、第２項第１０号、第３項第７号及び第４項第５号並

びに地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２７条の規定に基づ

き、清純な施設環境を保持しなければならない施設、その施設の

清純な施設環境が著しく害されるおそれがないかどうかについて

意見を求める者、宿泊施設の衛生について講じなければならない

必要な措置の基準、宿泊を拒むことができる事由及び構造設備の

基準並びに法の規定に基づく事務の手数料について必要な事項を

定めるものとする。

（営業施設の衛生措置の基準）

第４条 旅館業を営む者（以下「営業者」という。）が営業の施設

について宿泊者の衛生のために講じなければならない必要な措置

の基準は、次のとおりとする。

第１ 客室に関する措置

１～８ 省略

９ 定員の設定は、次に掲げる旅館業の区分に応じ、それぞれ
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次に定める基準により計算した数を超えないようにするとと

もに、客室ごとに室名又は室番号及び定員数を表示するこ

と。ただし、知事が必要と認める場合は、旅館・ホテル営業

の洋室にあつては床面積（床の間、押し入れその他知

事が定める設備等の各部分の床面積を除く。以下この号にお

いて同じ。）３．０平方メートルにつき１人、旅館・ホテル営

業 の和室にあつては床面積２．５平方メートルにつき１

人、簡易宿所営業及び下宿営業にあつては床面積１．８平方メ

ートルにつき１人として計算した数を超えない範囲内で人を

宿泊させることができる。

� 旅館・ホテル営業 及び下宿営業 洋室にあつては床

面積４．５平方メートルにつき１人、和室にあつては床面積

３．３平方メートルにつき１人

� 省略

第２～第４ 省略

第５ その他の施設に関する措置

１ 玄関、ロビー等は、常に清潔に保ち、その見やすい場所に

業種別（旅館・ホテル、簡易宿所及び下宿の別）の表示をす

ること。

２～５ 省略

第６ 省略

（構造設備の基準）

第５条の２ 政令第１条第１項第８号の規定による旅館・ホテル営

業の施設の構造設備の基準は、次のとおりとする。

� 客室の換気面積は、床面積（浴室、床の間及び押し入れその

他の収納設備の各部分の床面積を除く。以下同じ。）の２０分の

１以上であること。ただし、これに代えることのできる適当な

換気装置がある場合は、この限りでない。

� 省略

� 客室の天井高は、２．１２メートル以上とし、防湿方法を施した

ものを除き、床高は、０．４５メートル以上とすること。

� 省略

� 便所は 、適当な数の便器を備え、換

気口又は換気装置を設けること。

� 便所の位置は、井戸及び調理場（配膳室 を含む。）から適

当な 距離を有すること。

２ 政令第１条第２項第７号の規定による簡易宿所営業の施設の構

造設備の基準は、客室の換気にあつては前項第１号 の規定に、

客室の採光にあつては同項第２号の規定に適合することとする。

３ 政令第１条第３項第５号の規定による下宿営業の施設の構造設

備の基準は、次のとおりとする。

�・� 省略

次に定める基準により計算した数を超えないようにするとと

もに、客室ごとに室名又は室番号及び定員数を表示するこ

と。ただし、知事が必要と認める場合は、ホテル営業及び旅

館営業の洋室にあつては床面積（床の間、押し入れその他知

事が定める設備等の各部分の床面積を除く。以下この号にお

いて同じ。）３．０平方メートルにつき１人、ホテル営業及び

旅館営業の和室にあつては床面積２．５平方メートルにつき１

人、簡易宿所営業及び下宿営業にあつては床面積１．８平方メ

ートルにつき１人として計算した数を超えない範囲内で人を

宿泊させることができる。

� ホテル営業、旅館営業及び下宿営業 洋室にあつては床

面積４．５平方メートルにつき１人、和室にあつては床面積

３．３平方メートルにつき１人

� 省略

第２～第４ 省略

第５ その他の施設に関する措置

１ 玄関、ロビー等は、常に清潔に保ち、その見やすい場所に

業種別（ホテル、旅館、簡易宿所及び下宿の別）の表示をす

ること。

２～５ 省略

第６ 省略

（構造設備の基準）

第５条の２ 政令第１条第１項第１１号の規定によるホテル営業の施

設の構造設備の基準は、次のとおりとする。

� 客室の換気面積は、床面積（浴室、床の間及び押し入れその

他の収納設備の各部分の床面積を除く。以下同じ。）の２０分の

１以上であること。ただし、これに代えることのできる適当な

換気装置がある場合は、この限りでない。

� 客室の採光面積は、床面積の１０分の１以上であること。ただ

し、和式の構造設備による客室は、次項第２号の規定に適合す

ること。

� 客室の天井高は、２．１２メートル以上とし、防湿方法を施した

ものを除き、床高は、０．４５メートル以上とすること。

２ 政令第１条第２項第１０号の規定による旅館営業

の施設の構造設備の基準は、次のとおりとする。

� 客室の換気については、前項第１号の規定に適合すること。

� 省略

� 客室の天井高及び床高は、前項第３号の規定に適合するこ

と。

� 省略

� 便所は、宿泊者専用のものとし、適当な数の便器を備え、換

気口又は換気装置を設けること。

� 便所の位置は、井戸及び調理場（配ぜん室を含む。）から５

メートル以上の距離を有すること。

３ 政令第１条第３項第７号の規定による簡易宿所営業の施設の構

造設備の基準は、客室の換気にあつては第１項第１号の規定に、

客室の採光にあつては前項第２号の規定に適合することとする。

４ 政令第１条第４項第５号の規定による下宿営業の施設の構造設

備の基準は、次のとおりとする。

�・� 省略
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附 則

１ この条例は、平成３０年６月１５日から施行する。

２ この条例の施行の際現に旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第３条第１項の許可を受けてホテル営業又は旅館営業を経営している者がこ

の条例の施行の際現にその営業の用に供している施設の業種別の表示については、改正後の旅館業法施行条例第４条の表第５の項第１号

の規定にかかわらず、なお従前の例によることができる。

�愛媛県条例第１２号
愛媛県安心こども基金条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県安心こども基金条例の一部を改正する条例

愛媛県安心こども基金条例（平成２１年愛媛県条例第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第１３号
愛媛県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改正する条例

（愛媛県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第１条 愛媛県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第４９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

４ 第１項及び第２項 に定めるもののほか、旅館・ホテル営業

及び簡易宿所営業の入浴施設の構造設備の基準は、次のとお

りとする。

�～� 省略

５ 第１項から第３項までに定めるもののほか、ホテル営業、旅館

営業及び簡易宿所営業の入浴施設の構造設備の基準は、次のとお

りとする。

�～� 省略

改 正 後 改 正 前

附 則

２ この条例は、平成３３年３月３１日限り、その効力を失う。ただ

し、同日までに実施された第１条の目的を達成するための事業に

係る精算については、この条例の規定は、同年６月３０日（同日ま

でに当該精算が完了した場合にあっては、当該精算が完了した

日）までの間は、なおその効力を有する。

附 則

２ この条例は、平成３０年３月３１日限り、その効力を失う。ただ

し、同日までに実施された第１条の目的を達成するための事業に

係る精算については、この条例の規定は、同年６月３０日（同日ま

でに当該精算が完了した場合にあっては、当該精算が完了した

日）までの間は、なおその効力を有する。

改 正 後 改 正 前

（母子支援員の資格）

第３９条 母子支援員は、次の各号のいずれかに該当する者でなけれ

ばならない。

� 基準省令第２８条第１号の都道府県知事

の指定する児童福祉施設

の職員を養成する学校その他の養成施設を卒業した者

�～� 省略

（職員）

第５４条 省略

２ 児童の遊びを指導する者は、次の各号のいずれかに該当する者

でなければならない。

� 基準省令第３８条第２項第１号の都道府県知事 の指定する児

（母子支援員の資格）

第３９条 母子支援員は、次の各号のいずれかに該当する者でなけれ

ばならない。

� 基準省令第２８条第１号の地方厚生局長又は地方厚生支局長

（以下「地方厚生局長等」という。）の指定する児童福祉施設

の職員を養成する学校その他の養成施設を卒業した者

�～� 省略

（職員）

第５４条 省略

２ 児童の遊びを指導する者は、次の各号のいずれかに該当する者

でなければならない。

� 基準省令第３８条第２項第１号の地方厚生局長等の指定する児
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（愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正）

第２条 愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５１号）の一部を次のよう

に改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

目次

第１章 省略

第２章 児童発達支援

第１節～第４節 省略

第４節の２ 共生型障害児通所支援に関する基準（第５６条の２

目次

第１章 省略

第２章 児童発達支援

第１節～第４節 省略

童福祉施設の職員を養成する学校その他の養成施設を卒業した

者

�～� 省略

（児童指導員の資格）

第６０条 児童指導員は、次の各号のいずれかに該当する者でなけれ

ばならない。

� 基準省令第４３条第１項第１号の都道府県知事の指定する児童

福祉施設の職員を養成する学校その他の養成施設を卒業した者

�～� 省略

（職員）

第６８条 省略

２ 省略

３ 主として自閉症児を入所させる福祉型障害児入所施設には、第

１項に規定する職員並びに医師及び看護職員（保健師、助産師、

看護師又は准看護師をいう。以下この条及び第８２条において同

じ。）を置かなければならない。ただし、児童４０人以下を入所さ

せる場合にあっては栄養士を、調理の業務の全部を委託する場合

にあっては調理員を置かないことができる。

４～７ 省略

８ 主として肢体不自由のある児童を入所させる福祉型障害児入所

施設には、第１項に規定する職員及び看護職員を置かなければな

らない。ただし、児童４０人以下を入所させる場合にあっては栄養

士を、調理の業務の全部を委託する場合にあっては調理員を置か

ないことができる。

９・１０ 省略

（職員）

第８２条 省略

２～４ 省略

５ 主として重症心身障害児を通わせる福祉型児童発達支援センタ

ーには、第１項に掲げる職員及び看護職員を置かなければならな

い。ただし、児童４０人以下を通わせる場合にあっては栄養士を、

調理の業務の全部を委託する場合にあっては調理員を置かないこ

とができる。

６・７ 省略

（児童自立支援専門員の資格）

第１０２条 児童自立支援専門員は、次の各号のいずれかに該当する

者でなければならない。

�・� 省略

� 基準省令第８２条第１項第３号の都道府県知事の指定する児童

自立支援専門員を養成する学校その他の養成施設を卒業した者

�・� 省略

童福祉施設の職員を養成する学校その他の養成施設を卒業した

者

�～� 省略

（児童指導員の資格）

第６０条 児童指導員は、次の各号のいずれかに該当する者でなけれ

ばならない。

� 基準省令第４３条第１号の地方厚生局長等 の指定する児童

福祉施設の職員を養成する学校その他の養成施設を卒業した者

�～� 省略

（職員）

第６８条 省略

２ 省略

３ 主として自閉症児を入所させる福祉型障害児入所施設には、第

１項に規定する職員並びに医師及び看護師

を置かなければならない。ただし、児童４０人以下を入所さ

せる場合にあっては栄養士を、調理の業務の全部を委託する場合

にあっては調理員を置かないことができる。

４～７ 省略

８ 主として肢体不自由のある児童を入所させる福祉型障害児入所

施設には、第１項に規定する職員及び看護師 を置かなければな

らない。ただし、児童４０人以下を入所させる場合にあっては栄養

士を、調理の業務の全部を委託する場合にあっては調理員を置か

ないことができる。

９・１０ 省略

（職員）

第８２条 省略

２～４ 省略

５ 主として重症心身障害児を通わせる福祉型児童発達支援センタ

ーには、第１項に掲げる職員及び看護師 を置かなければならな

い。ただし、児童４０人以下を通わせる場合にあっては栄養士を、

調理の業務の全部を委託する場合にあっては調理員を置かないこ

とができる。

６・７ 省略

（児童自立支援専門員の資格）

第１０２条 児童自立支援専門員は、次の各号のいずれかに該当する

者でなければならない。

�・� 省略

� 基準省令第８２条第３号の地方厚生局長等 の指定する児童

自立支援専門員を養成する学校その他の養成施設を卒業した者

�・� 省略

改 正 後 改 正 前
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―第５６条の２の４）

第５節 基準該当通所支援に関する基準（第５６条の２の５―第

５６条の８）

第３章 省略

第４章 放課後等デイサービス

第１節～第４節 省略

第４節の２ 共生型障害児通所支援に関する基準（第７３条の

２）

第５節 基準該当通所支援に関する基準（第７３条の２の２―第

７３条の４）

第４章の２ 居宅訪問型児童発達支援

第１節 基本方針（第７３条の５）

第２節 人員に関する基準（第７３条の６・第７３条の７）

第３節 設備に関する基準（第７３条の８）

第４節 運営に関する基準（第７３条の９―第７３条の１２）

第５章～第７章 省略

附則

（趣旨）

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下

「法」という。）第２１条の５の４第１項第２号、第２１条の５の１５

第３項第１号（法第２１条の５の１６第４項及び第２１条の５の２０第２

項において準用する場合を含む。）、第２１条の５の１７第１項各号

並びに第２１条の５の１９第１項及び第２項の規定に基づき、指定障

害児通所支援事業者の指定等をすることができる者並びに指定通

所支援の事業及び基準該当通所支援の事業の人員、設備及び運営

に関する基準を定めるものとする。

（定義）

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法で使用する用語の例

によるほか、次の各号に定めるところによる。

� 指定通所支援費用基準額 法第２１条の５の３第２項第１号

（法第２１条の５の１３第２項の規定により

放課後等デイサービス障害児通所給付費等の支給について適

用する場合を含む。）に掲げる額をいう。

� 通所利用者負担額 法第２１条の５の３第２項第２号（法第２１

条の５の１３第２項の規定により 放課後

等デイサービス障害児通所給付費等の支給について適用する場

合を含む。）に掲げる額及び肢体不自由児通所医療

につき健康保険の療養に要する費用の額の算定方法の

例により算定した費用の額から当該肢体不自由児通所医療につ

き支給された肢体不自由児通所医療費の額を控除して得た額の

合計額をいう。

� 法定代理受領 法第２１条の５の７第１１項（法第２１条の５の１３

第２項の規定により 放課後等デイサー

ビス障害児通所給付費等の支給について適用する場合を含

む。）の規定により通所給付決定保護者に代わり市町村（特別

区を含む。以下同じ。）が支払う指定通所支援に要した費用の

額又は法第２１条の５の２９第３項の規定により通所給付決定保護

者に代わり市町村が支払う肢体不自由児通所医療に要した費用

の額の一部を指定障害児通所支援事業者等が受けることをい

う。

�の２ 共生型通所支援 法第２１条の５の１７第１項の申請に係る

法第２１条の５の３第１項の指定を受けた者による指定通所支援

第５節 基準該当通所支援に関する基準（第５６条の２ ―第

５６条の８）

第３章 省略

第４章 放課後等デイサービス

第１節～第４節 省略

第５節 基準該当通所支援に関する基準（第７３条の２ ―第

７３条の４）

第５章～第７章 省略

附則

（趣旨）

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下

「法」という。）第２１条の５の４第１項第２号、第２１条の５の１５

第２項第１号（法第２１条の５の１６第４項

において準用する場合を含む。）並びに第２１条の５の１８第１項

及び第２項の規定に基づき、指定障

害児通所支援事業者の指定等をすることができる者並びに指定通

所支援の事業及び基準該当通所支援の事業の人員、設備及び運営

に関する基準を定めるものとする。

（定義）

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法で使用する用語の例

によるほか、次の各号に定めるところによる。

� 指定通所支援費用基準額 法第２１条の５の３第２項第１号

（法第２１条の５の１３第２項の規定により、同条第１項に規定す

る放課後等デイサービス障害児通所給付費等の支給について適

用する場合を含む。）に掲げる額をいう。

� 通所利用者負担額 法第２１条の５の３第２項第２号（法第２１

条の５の１３第２項の規定により、同条第１項に規定する放課後

等デイサービス障害児通所給付費等の支給について適用する場

合を含む。）に掲げる額及び肢体不自由児通所医療（法第２１条

の５の２８第１項に規定する肢体不自由児通所医療をいう。以下

同じ。）につき健康保険の療養に要する費用の額の算定方法の

例により算定した費用の額から当該肢体不自由児通所医療につ

き支給された肢体不自由児通所医療費の額を控除して得た額の

合計額をいう。

� 法定代理受領 法第２１条の５の７第１１項（法第２１条の５の１３

第２項の規定により、同条第１項に規定する放課後等デイサー

ビス障害児通所給付費等の支給について適用する場合を含

む。）の規定により通所給付決定保護者に代わり市町村（特別

区を含む。以下同じ。）が支払う指定通所支援に要した費用の

額又は法第２１条の５の２８第３項の規定により通所給付決定保護

者に代わり市町村が支払う肢体不自由児通所医療に要した費用

の額の一部を指定障害児通所支援事業者等が受けることをい

う。
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をいう。

� 多機能型事業所 第５条に規定する指定児童発達支援の事

業、第５７条に規定する指定医療型児童発達支援の事業、第６７条

に規定する指定放課後等デイサービスの事業、第７３条の５に規

定する指定居宅訪問型児童発達支援の事業及び第７４条に規定す

る指定保育所等訪問支援の事業並びに愛媛県指定障害福祉サー

ビスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例（平成２４年愛媛県条例第５３号。以下「指定障害福祉サービス

基準条例」という。）第７９条に規定する指定生活介護の事業、

指定障害福祉サービス基準条例第１４２条に規定する指定自立訓

練（機能訓練）の事業、指定障害福祉サービス基準条例第１５２

条に規定する指定自立訓練（生活訓練）の事業、指定障害福祉

サービス基準条例第１６２条に規定する指定就労移行支援の事

業、指定障害福祉サービス基準条例第１７３条に規定する指定就

労継続支援Ａ型の事業及び指定障害福祉サービス基準条例第

１８６条に規定する指定就労継続支援Ｂ型の事業のうち２以上の

事業を一体的に行う事業所（指定障害福祉サービス基準条例に

規定する事業のみを行う事業所を除く。）をいう。

（指定障害児通所支援事業者の指定等をすることができる者）

第３条 法第２１条の５の１５第３項第１号（法第２１条の５の１６第４項

において準用する場合を含む。）の条例で定める者は、法人とす

る。ただし、医療型児童発達支援（病院又は診療所により行われ

るものに限る。）に係る法第２１条の５の３第１項の指定の申請の

場合は、この限りでない。

（従業者の員数）

第６条 指定児童発達支援の事業を行う者（以下「指定児童発達支

援事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定児童

発達支援事業所」という。）（児童発達支援センターであるもの

を除く。以下この条において同じ。）に有すべき従業者及びその

員数は、次のとおりとする。

� 児 童 指 導 員（児 童 の 生 活 指 導 を 行 う 者 を い う。以 下 同

じ。）、保育士又は障害福祉サービス経験者（児童福祉法に基

づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準

（平成２４年厚生労働省令第１５号。以下「基準省令」という。）

第５条第１項第１号に規定する障害福祉サービス経験者をい

う。以下同じ。） 指定児童発達支援の単位（指定児童発達支

援であって、その提供が同時に１又は複数の障害児に対して一

体的に行われるものをいう。以下この条及び次条において同

じ。）ごとにその提供を行う時間帯を通じて専ら当該指定児童

発達支援の提供に当たる児童指導員、保育士又は障害福祉サー

ビス経験者の合計数は、ア又はイに掲げる指定児童発達支援の

単位の区分に応じ、それぞれア又はイに定める数とすること。

ア・イ 省略

� 省略

２ 前項に掲げる従業者のほか、指定児童発達支援事業所において

日常生活を営むのに必要な機能訓練を行う場合は、機能訓練担当

職員（日常生活を営むのに必要な機能訓練を担当する職員をい

う。以下同じ。）を置かなければならない。この場合において、

当該機能訓練担当職員が指定児童発達支援の単位ごとにその提供

を行う時間帯を通じて専ら当該指定児童発達支援の提供に当たる

場合には、当該機能訓練担当職員の数を児童指導員、保育士又は

障害福祉サービス経験者の合計数に含めることができる。

３ 前２項の規定にかかわらず、主として重症心身障害児を通わせ

� 多機能型事業所 第５条に規定する指定児童発達支援の事

業、第５７条に規定する指定医療型児童発達支援の事業、第６７条

に規定する指定放課後等デイサービスの事業

及び第７４条に規定す

る指定保育所等訪問支援の事業並びに愛媛県指定障害福祉サー

ビスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例（平成２４年愛媛県条例第５３号。以下「指定障害福祉サービス

基準条例」という。）第７９条に規定する指定生活介護の事業、

指定障害福祉サービス基準条例第１４２条に規定する指定自立訓

練（機能訓練）の事業、指定障害福祉サービス基準条例第１５２

条に規定する指定自立訓練（生活訓練）の事業、指定障害福祉

サービス基準条例第１６２条に規定する指定就労移行支援の事

業、指定障害福祉サービス基準条例第１７３条に規定する指定就

労継続支援Ａ型の事業及び指定障害福祉サービス基準条例第

１８６条に規定する指定就労継続支援Ｂ型の事業のうち２以上の

事業を一体的に行う事業所（指定障害福祉サービス基準条例に

規定する事業のみを行う事業所を除く。）をいう。

（指定障害児通所支援事業者の指定等をすることができる者）

第３条 法第２１条の５の１５第２項第１号（法第２１条の５の１６第４項

において準用する場合を含む。）の条例で定める者は、法人とす

る。ただし、医療型児童発達支援（病院又は診療所により行われ

るものに限る。）に係る法第２１条５の３第１項 の指定の申請の

場合は、この限りでない。

（従業者の員数）

第６条 指定児童発達支援の事業を行う者（以下「指定児童発達支

援事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定児童

発達支援事業所」という。）（児童発達支援センターであるもの

を除く。以下この条において同じ。）に有すべき従業者及びその

員数は、次のとおりとする。

� 指導員又は保育士

指定児童発達支援の単位（指定児童発達支

援であって、その提供が同時に１又は複数の障害児に対して一

体的に行われるものをいう。以下この条及び次条において同

じ。）ごとにその提供を行う時間帯を通じて専ら当該指定児童

発達支援の提供に当たる指導員又は保育士

の合計数は、ア又はイに掲げる指定児童発達支援の

単位の区分に応じ、それぞれア又はイに定める数とすること。

ア・イ 省略

� 省略

２ 前項に掲げる従業者のほか、指定児童発達支援事業所において

日常生活を営むのに必要な機能訓練を行う場合は、機能訓練担当

職員（日常生活を営むのに必要な機能訓練を担当する職員をい

う。以下同じ。）を置かなければならない。この場合において、

当該機能訓練担当職員が指定児童発達支援の単位ごとにその提供

を行う時間帯を通じて専ら当該指定児童発達支援の提供に当たる

場合には、当該機能訓練担当職員の数を指導員又は保育士

の合計数に含めることができる。

３ 前２項の規定にかかわらず、主として重症心身障害児を通わせ
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る指定児童発達支援事業所の有すべき従業者及びその員数は、次

のとおりとする。ただし、指定児童発達支援の単位ごとにその提

供を行う時間帯のうち日常生活を営むのに必要な機能訓練を行わ

ない時間帯については、第４号の機能訓練担当職員を置かないこ

とができる。

� 省略

� 看護職員（保健師、助産師、看護師又は准看護師をいう。以

下同じ。） １以上

� 児童指導員

又は保育士 １以上

�・� 省略

４ 第１項第１号の児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験

者のうち１人以上は、常勤でなければならない。

５ 第１項第１号の児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験

者のうち半数以上は、児童指導員又は保育士でなければならな

い。

６ 省略

第７条 省略

２・３ 省略

４ 第２項の規定にかかわらず、主として重症心身障害児を通わせ

る指定児童発達支援事業所には、第１項に掲げる従業者のほか、

次に掲げる従業者を置かなければならない。この場合において

は、次に掲げる従業者の数を児童指導員及び保育士の総数に含め

ることができる。

� 看護職員 １以上

� 省略

５ 省略

（指定児童発達支援の取扱方針）

第２７条 省略

２・３ 省略

４ 指定児童発達支援事業者は、前項の規定により、その提供する

指定児童発達支援の質の評価及び改善を行うに当たっては、規則

で定める事項について、自ら評価を行うとともに、当該指定児童

発達支援事業者を利用する障害児の保護者による評価を受けて、

その改善を図らなければならない。

５ 指定児童発達支援事業者は、おおむね１年に１回以上、前項の

評価及び改善の内容をインターネットの利用その他の方法により

公表しなければならない。

（情報の提供等）

第５０条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援を利用しよ

うとする障害児が、これを適切かつ円滑に利用できるように、当

該指定児童発達支援事業者が実施する事業の内容に関する情報の

提供を行わなければ ならない。

２ 省略

（利益供与等の禁止）

第５１条 指定児童発達支援事業者は、障害児相談支援事業者若しく

は障害者総合支援法第５条第１８項に規定する一般相談支援事業若

しくは特定相談支援事業を行う者（以下「障害児相談支援事業者

等」という。）、障害福祉サービスを行う者等又はそれらの従業

者に対し、障害児又はその家族に当該指定児童発達支援事業者を

紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を供与し

てはならない。

２ 省略

る指定児童発達支援事業所の有すべき従業者及びその員数は、次

のとおりとする。

� 省略

� 看護師

１以上

� 児童指導員（児童の生活指導を行う者をいう。以下同じ。）

又は保育士 １以上

�・� 省略

４ 第１項第１号の指導員又は保育士

のうち１人以上は、常勤でなければならない。

５ 省略

第７条 省略

２・３ 省略

４ 第２項の規定にかかわらず、主として重症心身障害児を通わせ

る指定児童発達支援事業所には、第１項に掲げる従業者のほか、

次に掲げる従業者を置かなければならない。この場合において

は、次に掲げる従業者の数を児童指導員及び保育士の総数に含め

ることができる。

� 看護師 １以上

� 省略

５ 省略

（指定児童発達支援の取扱方針）

第２７条 省略

２・３ 省略

（情報の提供等）

第５０条 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援を利用しよ

うとする障害児が、これを適切かつ円滑に利用できるように、当

該指定児童発達支援事業者が実施する事業の内容に関する情報の

提供を行うよう努めなければならない。

２ 省略

（利益供与等の禁止）

第５１条 指定児童発達支援事業者は、障害児相談支援事業者若しく

は障害者総合支援法第５条第１６項に規定する一般相談支援事業若

しくは特定相談支援事業を行う者（以下「障害児相談支援事業者

等」という。）、障害福祉サービスを行う者等又はそれらの従業

者に対し、障害児又はその家族に当該指定児童発達支援事業者を

紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を供与し

てはならない。

２ 省略
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（苦情解決）

第５２条 省略

２ 省略

３ 指定児童発達支援事業者は、その提供した指定児童発達支援に

関し、法第２１条の５の２２第１項の規定により知事又は市町村長

（以下「知事等」という。）が行う報告若しくは帳簿書類その他

の物件の提出若しくは提示の命令又は当該職員が行う質問若しく

は指定児童発達支援事業者の設備若しくは帳簿書類その他の物件

の検査に応じるとともに、障害児又は通所給付決定保護者その他

の当該障害児の家族からの苦情に関して知事等が行う調査に協力

しなければならない。この場合において、知事等から指導又は助

言を受けたときは、当該指導又は助言に従って必要な改善を行う

よう努めなければならない。

４・５ 省略

第５６条 省略

第４節の２ 共生型障害児通所支援に関する基準

（共生型児童発達支援の事業を行う指定生活介護事業者の基準）

第５６条の２ 児童発達支援に係る共生型通所支援（以下「共生型児

童発達支援」という。）の事業を行う指定生活介護事業者（指定

障害福祉サービス基準条例第８０条第１項に規定する指定生活介護

事業者をいう。第５６条の６において同じ。）が当該事業に関して

満たすべき基準は、次のとおりとする。

� 指定生活介護事業所（指定障害福祉サービス基準条例第８０条

第１項に規定する指定生活介護事業所をいう。以下同じ。）の

従業者の員数が、当該指定生活介護事業所が提供する指定生活

介護（指定障害福祉サービス基準条例第７９条に規定する指定生

活介護をいう。以下同じ。）の利用者の数を指定生活介護の利

用者の数及び共生型児童発達支援を受ける障害児の数の合計数

であるとした場合における当該指定生活介護事業所として必要

とされる数以上であること。

� 共生型児童発達支援を受ける障害児に対して適切なサービス

を提供するため、障害児入所施設その他の関係施設から必要な

技術的支援を受けていること。

（共生型児童発達支援の事業を行う指定通所介護事業者等の基

準）

第５６条の２の２ 共生型児童発達支援の事業を行う指定通所介護事

業者（愛媛県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に

関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第６２号。以下

「指定居宅サービス等基準条例」という。）第１００条第１項に規

定する指定通所介護事業者をいう。）又は指定地域密着型通所介

護事業者（指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営

に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３４号。以下「指定地域密

着型サービス基準省令」という。）第２０条第１項に規定する指定

地域密着型通所介護事業者をいう。）（第５６条の７において「指

定通所介護事業者等」という。）が当該事業に関して満たすべき

基準は、次のとおりとする。

� 指定通所介護事業所（指定居宅サービス等基準条例第１００条

第１項に規定する指定通所介護事業所をいう。）又は指定地域

密着型通所介護事業所（指定地域密着型サービス基準省令第２０

条第１項に規定する指定地域密着型通所介護事業所をいう。）

（以下「指定通所介護事業所等」という。）の食堂及び機能訓

練室（指定居宅サービス等基準条例第１０２条第２項第１号又は

指定地域密着型サービス基準省令第２２条第２項第１号の食堂及

（苦情解決）

第５２条 省略

２ 省略

３ 指定児童発達支援事業者は、その提供した指定児童発達支援に

関し、法第２１条の５の２１第１項の規定により知事又は市町村長

（以下「知事等」という。）が行う報告若しくは帳簿書類その他

の物件の提出若しくは提示の命令又は当該職員が行う質問若しく

は指定児童発達支援事業者の設備若しくは帳簿書類その他の物件

の検査に応じるとともに、障害児又は通所給付決定保護者その他

の当該障害児の家族からの苦情に関して知事等が行う調査に協力

しなければならない。この場合において、知事等から指導又は助

言を受けたときは、当該指導又は助言に従って必要な改善を行う

よう努めなければならない。

４・５ 省略

第５６条 省略
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び機能訓練室をいう。第５６条の７第１号において同じ。）の面

積を、指定通所介護（指定居宅サービス等基準条例第９９条に規

定する指定通所介護をいう。）又は指定地域密着型通所介護

（指定地域密着型サービス基準省令第１９条に規定する指定地域

密着型通所介護をいう。）（以下「指定通所介護等」とい

う。）の利用者の数と共生型児童発達支援を受ける障害児の数

の合計数で除して得た面積が３平方メートル以上であること。

� 指定通所介護事業所等の従業者の員数が、当該指定通所介護

事業所等が提供する指定通所介護等の利用者の数を指定通所介

護等の利用者の数及び共生型児童発達支援を受ける障害児の数

の合計数であるとした場合における当該指定通所介護事業所等

として必要とされる数以上であること。

� 共生型児童発達支援を受ける障害児に対して適切なサービス

を提供するため、障害児入所施設その他の関係施設から必要な

技術的支援を受けていること。

（共生型児童発達支援の事業を行う指定小規模多機能型居宅介護

事業者等の基準）

第５６条の２の３ 共生型児童発達支援の事業を行う指定小規模多機

能型居宅介護事業者（指定地域密着型サービス基準省令第６３条第

１項に規定する指定小規模多機能型居宅介護事業者をいう。）、

指定看護小規模多機能型居宅介護事業者（指定地域密着型サービ

ス基準省令第１７１条第１項に規定する指定看護小規模多機能型居

宅介護事業者をいう。）（第５６条の８において「指定小規模多機

能型居宅介護事業者等」という。）又は指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業者（指定地域密着型介護予防サービスの事業の

人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年

厚生労働省令第３６号。以下「指定地域密着型介護予防サービス基

準省令」という。）第４４条第１項に規定する指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業者をいう。）が当該事業に関して満たすべ

き基準は、次のとおりとする。

� 指定小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービ

ス基準省令第６３条第１項に規定する指定小規模多機能型居宅介

護事業所をいう。）、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

（指定地域密着型サービス基準省令第１７１条第１項に規定する

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所をいう。）又は指定介

護予防小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型介護予

防サービス基準省令第４４条第１項に規定する指定介護予防小規

模多機能型居宅介護事業所をいう。第５６条の８において同

じ。）（以下「指定小規模多機能型居宅介護事業所等」とい

う。）の登録定員（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等

の登録者（指定地域密着型サービス基準省令第６３条第１項若し

くは第１７１条第１項又は指定地域密着型介護予防サービス基準

省令第４４条第１項に規定する登録者をいう。）の数並びに共生

型生活介護（指定障害福祉サービス基準条例第９５条の２に規定

する共生型生活介護をいう。）、共生型自立訓練（機能訓練）

（指定障害福祉サービス基準条例第１４９条の２に規定する共生

型自立訓練（機能訓練）をいう。）若しくは共生型自立訓練

（生活訓練）（指定障害福祉サービス基準条例第１５９条の２に

規定する共生型自立訓練（生活訓練）をいう。）又は共生型児

童発達支援若しくは共生型放課後等デイサービス（第７３条の２

に規定する共生型放課後等デイサービスをいう。）（以下「共

生型通いサービス」という。）を利用するために当該指定小規
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模多機能型居宅介護事業所等に登録を受けた障害者及び障害児

の数の合計数の上限をいう。以下この条において同じ。）を２９

人（サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所（指定地

域密着型サービス基準省令第６３条第７項に規定するサテライト

型指定小規模多機能型居宅介護事業所をいう。第５６条の８にお

いて同じ。）、サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所（指定地域密着型サービス基準省令第１７１条第８項に規

定するサテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所を

いう。第５６条の８において同じ。）又はサテライト型指定介護

予防小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型介護予防

サービス基準省令第４４条第７項に規定するサテライト型指定介

護予防小規模多機能型居宅介護事業所をいう。）（以下「サテ

ライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所等」という。）に

あっては、１８人）以下とすること。

� 指定小規模多機能型居宅介護事業所等が提供する指定小規模

多機能型居宅介護（指定地域密着型サービス基準省令第６２条に

規定する指定小規模多機能型居宅介護をいう。）、指定看護小

規模多機能型居宅介護（指定地域密着型サービス基準省令第

１７０条に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護をいう。）

（第５６条の８において「指定小規模多機能型居宅介護等」とい

う。）又は指定介護予防小規模多機能型居宅介護（指定地域密

着型介護予防サービス基準省令第４３条に規定する指定介護予防

小規模多機能型居宅介護をいう。）のうち通いサービス（指定

地域密着型サービス基準省令第６３条第１項若しくは第１７１条第

１項又は指定地域密着型介護予防サービス基準省令第４４条第１

項に規定する通いサービスをいう。以下同じ。）の利用定員

（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービスの

利用者の数と共生型通いサービスを受ける障害者及び障害児の

数の合計数の１日当たりの上限をいう。）を登録定員の２分の

１から１５人（登録定員が２５人を超える指定小規模多機能型居宅

介護事業所等にあっては次の表の左欄に掲げる登録定員の区分

に応じそれぞれ同表の右欄に定める通いサービスの利用定員の

数、サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所等にあっ

ては１２人）までの範囲内とすること。

登録定員 通いサービスの利用定員

２６人又は２７人 １６人

２８人 １７人

２９人 １８人

� 指定小規模多機能型居宅介護事業所等の居間及び食堂（指定

地域密着型サービス基準省令第６７条第２項第１号若しくは第

１７５条第２項第１号又は指定地域密着型介護予防サービス基準

省令第４８条第２項第１号の居間及び食堂をいう。）は、機能を

十分に発揮し得る適当な広さを有すること。

� 指定小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者の員数が、当

該指定小規模多機能型居宅介護事業所等が提供する通いサービ

スの利用者数を通いサービスの利用者数並びに共生型通いサー

ビスを受ける障害者及び障害児の数の合計数であるとした場合

における指定地域密着型サービス基準省令第６３条若しくは第

１７１条又は指定地域密着型介護予防サービス基準省令第４４条に

規定する基準を満たしていること。

� 共生型児童発達支援を受ける障害児に対して適切なサービス
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を提供するため、障害児入所施設その他の関係施設から必要な

技術的支援を受けていること。

（準用）

第５６条の２の４ 第５条、第８条、第９条及び前 節（第１２条 を 除

く。）の規定は、共生型児童発達支援の事業について準用する。

（従業者の員数）

第５６条の２の５ 児童発達支援に係る基準該当通所支援（以下「基

準該当児童発達支援」という。）の事業を行う者（以下「基準該

当児童発達支援事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以

下「基準該当児童発達支援事業所」という。）に有すべき従業者

及びその員数は、次のとおりとする。

� 児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者 基準該当

児童発達支援の単位（基準該当児童発達支援であって、その提

供が同時に１又は複数の障害児に対して一体的に行われるもの

をいう。以下この号において同じ。）ごとにその提供を行う時

間帯を通じて専ら当該基準該当児童発達支援の提供に当たる児

童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者の合計数は、ア

又はイに掲げる基準該当児童発達支援の単位の区分に応じ、そ

れぞれア又はイに定める数とすること。

ア・イ 省略

� 省略

２ 前項第１号の児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者

のうち半数以上は、児童指導員又は保育士でなければならない。

（指定生活介護事業所に関する特例）

第５６条の６ 次に掲げる要件を満たす指定生活介護事業者

が、地域において児童発達支援が提供されていな

いこと等により児童発達支援を受けることが困難な障害児に対し

て指定生活介護

を提供する場合は、当該指

定生活介護を基準該当児童発達支援と、当該指定生活介護を行う

指定生活介護事業所

を基準該当児童発達支援事業所とみなす。この

場合において、この節（前条（第２４条第２項から第５項までの規

定を準用する部分に限る。）を除く。）の規定は、当該指定生活

介護事業所については、適用しない。

�・� 省略

（指定通所介護事業所等に関する特例）

第５６条の７ 次に掲げる要件を満たす指定通所介護事業者等

が、地域において児童発達支援が提供さ

れていないこと等により児童発達支援を受けることが困難な障害

児に対して指定通所介護等

を

提供する場合は、当該指定通所介護等を基準該当児童発達支援

（従業者の員数）

第５６条の２ 児童発達支援に係る基準該当通所支援（以下「基

準該当児童発達支援」という。）の事業を行う者（以下「基準該

当児童発達支援事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以

下「基準該当児童発達支援事業所」という。）に有すべき従業者

及びその員数は、次のとおりとする。

� 指導員又は保育士 基準該当

児童発達支援の単位（基準該当児童発達支援であって、その提

供が同時に１又は複数の障害児に対して一体的に行われるもの

をいう。以下この号において同じ。）ごとにその提供を行う時

間帯を通じて専ら当該基準該当児童発達支援の提供に当たる指

導員又は保育士 の合計数は、ア

又はイに掲げる基準該当児童発達支援の単位の区分に応じ、そ

れぞれア又はイに定める数とすること。

ア・イ 省略

� 省略

（指定生活介護事業所に関する特例）

第５６条の６ 次に掲げる要件を満たす指定生活介護事業者（指定障

害福祉サービス基準条例第８０条第１項に規定する指定生活介護事

業者をいう。）が、地域において児童発達支援が提供されていな

いこと等により児童発達支援を受けることが困難な障害児に対し

て指定生活介護（指定障害福祉サービス基準条例第７９条に規定す

る指定生活介護をいう。以下同じ。）を提供する場合は、当該指

定生活介護を基準該当児童発達支援と、当該指定生活介護を行う

指定生活介護事業所（同項に規定する指定生活介護事業所をい

う。以下同じ。）を基準該当児童発達支援事業所とみなす。この

場合において、この節（前条（第２４条第２項から第５項までの規

定を準用する部分に限る。）を除く。）の規定は、当該指定生活

介護事業所については、適用しない。

�・� 省略

（指定通所介護事業所等に関する特例）

第５６条の７ 次に掲げる要件を満たす指定通所介護事業者（愛媛県

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例（平成２４年愛媛県条例第６２号。以下「指定居宅サー

ビス等基準条例」という。）第１００条第１項に規定する指定通所

介護事業者をいう。）又は指定地域密着型通所介護事業者（指定

地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準

（平成１８年厚生労働省令第３４号。以下「指定地域密着型サービス

基準省令」という。）第２０条第１項に規定する指定地域密着型通

所介護事業者をいう。）が、地域において児童発達支援が提供さ

れていないこと等により児童発達支援を受けることが困難な障害

児に対して指定通所介護（指定居宅サービス等基準条例第９９条に

規定する指定通所介護をいう。）又は指定地域密着型通所介護

（指定地域密着型サービス基準省令第１９条に規定する指定地域密

着型通所介護をいう。）（以下「指定通所介護等」という。）を

提供する場合は、当該指定通所介護等を基準該当児童発達支援
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と、当該指定通所介護等を行う指定通所介護事業所等

を基準

該当児童発達支援事業所とみなす。この場合において、この節

（第５６条の５（第２４条第２項から第５項までの規定を準用する部

分に限る。）を除く。）の規定は、当該指定通所介護事業所等に

ついては、適用しない。

� 当該指定通所介護事業所等の食堂及び機能訓練室

の面積を、指定通所介護等の利用者の数及びこの条の

規定により基準該当児童発達支援とみなされる指定通所介護等

を受ける障害児の数の合計数で除して得た面積が３平方メート

ル以上であること。

�・� 省略

（指定小規模多機能型居宅介護事業所等に関する特例）

第５６条の８ 次に掲げる要件を満たす指定小規模多機能型居宅介護

事業者等

が、地域において児童発達支援が提供されていない

こと等により児童発達支援を受けることが困難な障害児に対して

指定小規模多機能型居宅介護等

のうち通いサービス（指定地域密着型介護予防サービス基

準省令第４４条第１項に規定する通いサービスを除く。以下この条

において同じ。）を提供する場合は、当該通いサービスを基準該

当児童発達支援と、当該通いサービスを行う指定小規模多機能型

居宅介護事業所等（指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所

を除く。以下この条において同じ

。）を基準該当児童発達支援事業所とみなす。この

場合において、この節（第５６条の５（第２４条第２項から第５項ま

での規定を準用する部分に限る。）を除く。）の規定は、当該指

定小規模多機能型居宅介護事業所等については、適用しない。

� 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録定員（当該

指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録者（指定地域密着

型サービス基準省令第６３条第１項又は第１７１条第１項に規定す

る登録者をいう。）の数並びに指定障害福祉サービス基準条例

第９７条の規定により基準該当生活介護とみなされる通いサービ

ス、指定障害福祉サービス基準条例第１５０条の２の規定により

基準該当自立訓練（機能訓練）とみなされる通いサービス若し

くは指定障害福祉サービス基準条例第１６０条の２の規定により

基準該当自立訓練（生活訓練）とみなされる通いサービス又は

この条の規定により基準該当児童発達支援とみなされる通いサ

ービス若しくは第７３条の４において準用するこの条の規定によ

と、当該指定通所介護を行う指定通所介護事業所（同項に規定す

る指定通所介護事業所をいう。）又は当該指定地域密着型通所介

護を行う指定地域密着型通所介護事業所（指定地域密着型サービ

ス基準省令第２０条第１項に規定する指定地域密着型通所介護事業

所をいう。）（以下「指定通所介護事業所等」という。）を基準

該当児童発達支援事業所とみなす。この場合において、この節

（第５６条の５（第２４条第２項から第５項までの規定を準用する部

分に限る。）を除く。）の規定は、当該指定通所介護事業所等に

ついては、適用しない。

� 当該指定通所介護事業所等の食堂及び機能訓練室（指定居宅

サービス等基準条例第１０２条第２項第１号又は指定地域密着型

サービス基準省令第２２条第２項第１号の食堂及び機能訓練室を

いう。）の面積を、指定通所介護等の利用者の数及びこの条の

規定により基準該当児童発達支援とみなされる指定通所介護等

を受ける障害児の数の合計数で除して得た面積が３平方メート

ル以上であること。

�・� 省略

（指定小規模多機能型居宅介護事業所等に関する特例）

第５６条の８ 次に掲げる要件を満たす指定小規模多機能型居宅介護

事業者（指定地域密着型サービス基準省令第６３条第１項に規定す

る指定小規模多機能型居宅介護事業者をいう。）又は指定看護小

規模多機能型居宅介護事業者（指定地域密着型サービス基準省令

第１７１条第１項に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護事業

者をいう。）が、地域において児童発達支援が提供されていない

こと等により児童発達支援を受けることが困難な障害児に対して

指定小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型サービス基準省令

第６２条に規定する指定小規模多機能型居宅介護をいう。）又は指

定看護小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型サービス基準省

令第１７０条に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護をい

う。）のうち通いサービス（指定地域密着型サービス基準省令第

６３条第１項又は第１７１条第１項に規定する通いサービスをいう。

以下 同じ。）を提供する場合は、当該通いサービスを基準該

当児童発達支援と、当該通いサービスを行う指定小規模多機能型

居宅介護事業所（指定地域密着型サービス基準省令第６３条第１項

に規定する指定小規模多機能型居宅介護事業所をいう。）又は指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービス

基準省令第１７１条第１項に規定する指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所をいう。）（以下「指定小規模多機能型居宅介護事業

所等」という。）を基準該当児童発達支援事業所とみなす。この

場合において、この節（第５６条の５（第２４条第２項から第５項ま

での規定を準用する部分に限る。）を除く。）の規定は、当該指

定小規模多機能型居宅介護事業所等については、適用しない。

� 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録定員（当該

指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録者（指定地域密着

型サービス基準省令第６３条第１項又は第１７１条第１項に規定す

る登録者をいう。）の数並びに指定障害福祉サービス基準条例

第９７条の規定により基準該当生活介護とみなされる通いサービ

ス、指定障害福祉サービス基準条例第１５０条の２の規定により

基準該当自立訓練（機能訓練）とみなされる通いサービス若し

くは指定障害福祉サービス基準条例第１６０条の２の規定により

基準該当自立訓練（生活訓練）とみなされる通いサービス又は

この条の規定により基準該当児童発達支援とみなされる通いサ

ービス若しくは第７３条の４において準用するこの条の規定によ
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り基準該当放課後等デイサービスとみなされる通いサービスを

利用するために当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等に登

録を受けた障害者及び障害児の数の合計数の上限をいう。以下

この条において同じ。）を２９人（サテライト型指定小規模多機

能型居宅介護事業所又はサテライト型指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所

にあっては、１８人）以下とするこ

と。

� 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービスの

利用定員（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサ

ービスの利用者の数並びに指定障害福祉サービス基準条例第９７

条の規定により基準該当生活介護とみなされる通いサービス、

指定障害福祉サービス基準条例第１５０条の２の規定により基準

該当自立訓練（機能訓練）とみなされる通いサービス若しくは

指定障害福祉サービス基準条例第１６０条の２の規定により基準

該当自立訓練（生活訓練）とみなされる通いサービス又はこの

条の規定により基準該当児童発達支援とみなされる通いサービ

ス若しくは第７３条の４において準用するこの条の規定により基

準該当放課後等デイサービスとみなされる通いサービスを受け

る障害者及び障害児の数の合計数の１日当たりの上限をい

う。）を登録定員の２分の１から１５人（登録定員が２５人を超え

る指定小規模多機能型居宅介護事業所等にあっては次の表の左

欄に掲げる登録定員の区分に応じそれぞれ同表の右欄に定める

通いサービスの利用定員の数、サテライト型指定小規模多機能

型居宅介護事業所又はサテライト型指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所にあっては１２人）までの範囲内とすること。

省略

�～� 省略

（従業者の員数）

第５８条 指定医療型児童発達支援の事業を行う者（以下「指定医療

型児童発達支援事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以

下「指定医療型児童発達支援事業所」という。）に有すべき従業

者及びその員数は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 看護職員 １以上

�・� 省略

２・３ 省略

第６５条 省略

（情報の提供等）

第６５条の２ 指定医療型児童発達支援事業者は、指定医療型児童発

達支援を利用しようとする障害児がこれを適切かつ円滑に利用す

ることができるよう、当該指定医療型児童発達支援事業者が実施

する事業の内容に関する情報の提供を行うよう努めなければなら

ない。

２ 指定医療型児童発達支援事業者は、当該指定医療型児童発達支

援事業者について、虚偽の又は誇大な広告をしてはならない。

（準用）

第６６条 第１３条から第２３条まで、第２５条、第２７条（第４項及び第５

項を除く。）、第２８条から第３５条まで、第３７条、第３９条から第４３

条まで、第４５条から第４９条まで 、第５１条から第５４

条まで及び第５６条の規定は、指定医療型児童発達支援の事業につ

いて準用する。この場合において、第１３条第１項中「第３８条」と

り基準該当放課後等デイサービスとみなされる通いサービスを

利用するために当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等に登

録を受けた障害者及び障害児の数の合計数の上限をいう。以下

この条において同じ。）を２９人（サテライト型指定小規模多機

能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービス基準省令第６３条

第７項に規定するサテライト型指定小規模多機能型居宅介護事

業所をいう。以下同じ。）にあっては、１８人）以下とするこ

と。

� 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービスの

利用定員（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサ

ービスの利用者の数並びに指定障害福祉サービス基準条例第９７

条の規定により基準該当生活介護とみなされる通いサービス、

指定障害福祉サービス基準条例第１５０条の２の規定により基準

該当自立訓練（機能訓練）とみなされる通いサービス若しくは

指定障害福祉サービス基準条例第１６０条の２の規定により基準

該当自立訓練（生活訓練）とみなされる通いサービス又はこの

条の規定により基準該当児童発達支援とみなされる通いサービ

ス若しくは第７３条の４において準用するこの条の規定により基

準該当放課後等デイサービスとみなされる通いサービスを受け

る障害者及び障害児の数の合計数の１日当たりの上限をい

う。）を登録定員の２分の１から１５人（登録定員が２５人を超え

る指定小規模多機能型居宅介護事業所等にあっては次の表の左

欄に掲げる登録定員の区分に応じそれぞれ同表の右欄に定める

通いサービスの利用定員の数、サテライト型指定小規模多機能

型居宅介護事業所

にあっては１２人）までの範囲内とすること。

省略

�～� 省略

（従業者の員数）

第５８条 指定医療型児童発達支援の事業を行う者（以下「指定医療

型児童発達支援事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以

下「指定医療型児童発達支援事業所」という。）に有すべき従業

者及びその員数は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 看護師 １以上

�・� 省略

２・３ 省略

第６５条 省略

（準用）

第６６条 第１３条から第２３条まで、第２５条、第２７条

から第３５条まで、第３７条、第３９条から第４３

条まで、第４５条から第４９条まで、第５０条第１項、第５１条から第５４

条まで及び第５６条の規定は、指定医療型児童発達支援の事業につ

いて準用する。この場合において、第１３条第１項中「第３８条」と
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あるのは「第６５条」と、第１７条中「いう。第３８条第６号及び」と

あるのは「いう。」と、第２３条第２項中「次条」とあるのは「第

６２条」と、第２７条第１項及び第２８条中「児童発達支援計画」とあ

るのは「医療型児童発達支援計画」と、第３５条中「医療機関」と

あるのは「他の専門医療機関」と、第４５条中「従業者の勤務の体

制、前条の協力医療機関」とあるのは「従業者の勤務の体制」と

読み替えるものとする。

（従業者の員数）

第６８条 指定放課後等デイサービスの事業を行う者（以下「指定放

課後等デイサービス事業者」という。）が当該事業を行う事業所

（以下「指定放課後等デイサービス事業所」という。）に有すべ

き従業者及びその員数は、次のとおりとする。

� 児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者

指定放課後等デイサービスの単位（指

定放課後等デイサービスであって、その提供が同時に１又は複

数の障害児に対して一体的に行われるものをいう。以下この条

において同じ。）ごとにその提供を行う時間帯を通じて専ら当

該指定放課後等デイサービスの提供に当たる児童指導員、保育

士又は障害福祉サービス経験者の合計数は、ア又はイに掲げる

指定放課後等デイサービスの単位の区分に応じ、それぞれア又

はイに定める数とすること。

ア・イ 省略

� 省略

２ 省略

３ 前２項の規定にかかわらず、主として重症心身障害児を通わせ

る指定放課後等デイサービス事業所の有すべき従業者及びその員

数は、次のとおりとする。ただし、指定放課後等デイサービスの

単位ごとにその提供を行う時間帯のうち日常生活を営むのに必要

な機能訓練を行わない時間帯については、第４号の機能訓練担当

職員を置かないことができる。

� 省略

� 看護職員 １以上

�～� 省略

４～６ 省略

あるのは「第６５条」と、第１７条中「いう。第３８条第６号及び」と

あるのは「いう。」と、第２３条第２項中「次条」とあるのは「第

６２条」と、第２７条第１項及び第２８条中「児童発達支援計画」とあ

るのは「医療型児童発達支援計画」と、第３５条中「医療機関」と

あるのは「他の専門医療機関」と、第４５条中「従業者の勤務の体

制、前条の協力医療機関」とあるのは「従業者の勤務の体制」と

読み替えるものとする。

（従業者の員数）

第６８条 指定放課後等デイサービスの事業を行う者（以下「指定放

課後等デイサービス事業者」という。）が当該事業を行う事業所

（以下「指定放課後等デイサービス事業所」という。）に有すべ

き従業者及びその員数は、次のとおりとする。

� 児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者（児童福祉

法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関す

る基準（平成２４年厚生労働省令第１５号。以下「基準省令」とい

う。）第６６条第１項第１号に規定する障害福祉サービス経験者

をいう。以下同じ。） 指定放課後等デイサービスの単位（指

定放課後等デイサービスであって、その提供が同時に１又は複

数の障害児に対して一体的に行われるものをいう。以下この条

において同じ。）ごとにその提供を行う時間帯を通じて専ら当

該指定放課後等デイサービスの提供に当たる児童指導員、保育

士又は障害福祉サービス経験者の合計数は、ア又はイに掲げる

指定放課後等デイサービスの単位の区分に応じ、それぞれア又

はイに定める数とすること。

ア・イ 省略

� 省略

２ 省略

３ 前２項の規定にかかわらず、主として重症心身障害児を通わせ

る指定放課後等デイサービス事業所の有すべき従業者及びその員

数は、次のとおりとする。

� 省略

� 看護師 １以上

�～� 省略

４～６ 省略

（情報の提供等）

第７２条の２ 指定放課後等デイサービス事業者は、指定放課後等デ

イサービスを利用しようとする障害児がこれを適切かつ円滑に利

用することができるよう、当該指定放課後等デイサービス事業者

が実施する事業の内容に関する情報の提供を行わなければならな

い。

２ 指定放課後等デイサービス事業者は、当該指定放課後等デイサ

ービス事業者について、虚偽の又は誇大な広告をしてはならな

い。

３ 指定放課後等デイサービス事業者は、第７３条において準用する

第２７条第３項の規定により、その提供する指定放課後等デイサー

ビスの質の評価及び改善を行うに当たっては、規則で定める事項

について、自ら評価を行うとともに、当該指定放課後等デイサー

ビス事業者を利用する障害児の保護者による評価を受けて、その

改善を図らなければならない。

４ 指定放課後等デイサービス事業者は、おおむね１年に１回以
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（準用）

第７３条 第１３条から第２３条まで、第２５条から第３１条まで、第３３条、

第３５条から第４１条まで、第４３条から第４７条まで、第４９条から第

５２条まで 、第５３条第１項及び第５４条から第５６条までの規定は、

指定放課後等デイサービスの事業について準用する。この場合に

おいて、第１７条中「いう。第３８条第６号及び第５３条第２項」とあ

るのは「いう。第７３条において準用する第３８条第６号」と、第２３

条第２項中「次条」とあるのは「第７２条」と、第２６条第２項中

「第２４条第２項」とあるのは「第７２条第２項」と、第２７条第１項

及び第２８条中「児童発達支援計画」とあるのは「放課後等デイサ

ービス計画」と読み替えるものとする。

第４節の２ 共生型障害児通所支援に関する基準

第７３条の２ 第８条、第９条、第１３条から第２３条まで、第２５条から

第３１条まで、第３３条、第３５条から第４１条まで、第４３条から第４７条

まで、第４９条から第５２条まで、第５３条第１項、第５４条から第５６条

の２の３まで、第６７条及び第７２条の規定は、共生型放課後等デイ

サービス（放課後等デイサービスに係る共生型通所支援をい

う。）の事業について準用する。

第７３条の２の２ 省略

（準用）

第７３条の４ 第８条、第１３条から第２３条まで、第２６条第２項、第２７

条から第３１条まで、第３３条、第３５条から第４１条まで、第４３条から

第４７条まで、第４９条から第５２条まで 、第５３条第１項、第５４条か

ら第５６条まで、第５６条の６から第５６条の８まで、第６７条及び第７２

条（第１項を除く。） の規定は、基準該当放課後

等デイサービスの事業について準用する。

第４章の２ 居宅訪問型児童発達支援

第１節 基本方針

第７３条の５ 居宅訪問型児童発達支援に係る指定通所支援（以下

「指定居宅訪問型児童発達支援」という。）の事業は、障害児が

日常生活における基本的動作及び知識技能を習得し、並びに生活

能力の向上を図ることができるよう、当該障害児の身体及び精神

の状況並びにその置かれている環境に応じて適切かつ効果的な支

援を行うものでなければならない。

第２節 人員に関する基準

（従業者の員数）

第７３条の６ 指定居宅訪問型児童発達支援の事業を行う者（以下

「指定居宅訪問型児童発達支援事業者」という。）が当該事業を

行う事業所（以下「指定居宅訪問型児童発達支援事業所」とい

う。）に有すべき従業者及びその員数は、次のとおりとする。

� 訪問支援員 事業規模に応じて訪問支援を行うために必要な

数

� 児童発達支援管理責任者 １以上

２ 前項第１号に掲げる訪問支援員は、理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士、看護職員若しくは保育士の資格を取得後又は児童指

導員若しくは心理指導担当職員（学校教育法の規定による大学の

学部で、心理学を専修する学科若しくはこれに相当する課程を修

めて卒業した者であって、個人及び集団心理療法の技術を有する

もの又はこれと同等以上の能力を有すると認められる者をい

う。）として配置された日以後、障害児について、入浴、排せ

つ、食事その他の介護を行い、及び当該障害児の介護を行う者に

上、前項の評価及び改善の内容をインターネットの利用その他の

方法により公表しなければならない。

（準用）

第７３条 第１３条から第２３条まで、第２５条から第３１条まで、第３３条、

第３５条から第４１条まで、第４３条から第４７条まで、第４９条、第５１

条、第５２条、第５３条第１項及び第５４条から第５６条までの規定は、

指定放課後等デイサービスの事業について準用する。この場合に

おいて、第１７条中「いう。第３８条第６号及び第５３条第２項」とあ

るのは「いう。第７３条において準用する第３８条第６号」と、第２３

条第２項中「次条」とあるのは「第７２条」と

、第２７条第１項

及び第２８条中「児童発達支援計画」とあるのは「放課後等デイサ

ービス計画」と読み替えるものとする。

第７３条の２ 省略

（準用）

第７３条の４ 第８条、第１３条から第２３条まで、第２６条第２項、第２７

条から第３１条まで、第３３条、第３５条から第４１条まで、第４３条から

第４７条まで、第４９条、第５１条、第５２条、第５３条第１項、第５４条か

ら第５６条まで、第５６条の６から第５６条の８まで、第６７条、第７２条

（第１項を除く。）及び第７２条の２の規定は、基準該当放課後

等デイサービスの事業について準用する。
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対して介護に関する指導を行う業務又は日常生活における基本的

な動作の指導、知識技能の付与、生活能力の向上のために必要な

訓練その他の支援（以下「訓練等」という。）を行い、及び当該

障害児の訓練等を行う者に対して訓練等に関する指導を行う業務

その他職業訓練又は職業教育に係る業務に３年以上従事した者で

なければならない。

３ 第１項第２号に掲げる児童発達支援管理責任者のうち１人以上

は、専ら当該指定居宅訪問型児童発達支援事業所の職務に従事す

る者でなければならない。

（準用）

第７３条の７ 第８条の規定は、指定居宅訪問型児童発達支援の事業

について準用する。この場合において、同条中「ただし、」とあ

るのは、「ただし、第７３条の６第１項第１号に掲げる訪問支援員

及び同項第２号に掲げる児童発達支援管理責任者を併せて兼ねる

場合を除き、」と読み替えるものとする。

第３節 設備に関する基準

第７３条の８ 指定居宅訪問型児童発達支援事業所には、事業の運営

を行うために必要な広さを有する専用の区画を設けるほか、指定

居宅訪問型児童発達支援の提供に必要な設備及び備品等を備えな

ければならない。

２ 前項に規定する設備及び備品等は、専ら当該指定居宅訪問型児

童発達支援の事業の用に供するものでなければならない。ただ

し、障害児の支援に支障がない場合は、この限りでない。

第４節 運営に関する基準

（身分を証する書類の携行）

第７３条の９ 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、従業者に身分

を証する書類を携行させ、初回訪問時及び障害児又は通所給付決

定保護者その他の当該障害児の家族から求められたときは、これ

を提示すべき旨を指導しなければならない。

（通所利用者負担額の受領）

第７３条の１０ 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、指定居宅訪問

型児童発達支援を提供したときは、通所給付決定保護者から当該

指定居宅訪問型児童発達支援に係る通所利用者負担額の支払を受

けるものとする。

２ 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、法定代理受領を行わな

い指定居宅訪問型児童発達支援を提供したときは、通所給付決定

保護者から当該指定居宅訪問型児童発達支援に係る指定通所支援

費用基準額の支払を受けるものとする。

３ 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、前２項の規定により支

払を受ける額のほか、規則で定める費用の額の支払を通所給付決

定保護者から受けることができる。

４ 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、前３項の費用の額の支

払を受けたときは、当該費用に係る領収証を当該費用の額を支払

った通所給付決定保護者に交付しなければならない。

５ 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、第３項の規則で定める

費用については、あらかじめ、通所給付決定保護者に対し、その

額について説明を行い、通所給付決定保護者の同意を得なければ

ならない。

（運営規程）

第７３条の１１ 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、指定居宅訪問

型児童発達支援事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての

重要事項に関する運営規程を定めておかなければならない。

� 事業の目的及び運営の方針

愛 媛 県 報平成３０年３月２７日 第２９６１号外１

３２



� 従業者の職種、員数及び職務の内容

� 営業日及び営業時間

� 指定居宅訪問型児童発達支援の内容並びに通所給付決定保護

者から受領する費用の種類及びその額

� 通常の事業の実施地域（当該指定居宅訪問型児童発達支援事

業所が通常時に指定居宅訪問型児童発達支援を提供する地域を

いう。）

� サービスの利用に当たっての留意事項

� 緊急時等における対応方法

� 虐待の防止のための措置に関する事項

� その他運営に関する重要事項

（準用）

第７３条の１２ 第１３条から第２３条まで、第２５条、第２６条、第２７条（第

４項及び第５項を除く。）、第２８条から第３１条まで、第３３条、第

３５条から第３７条まで、第３９条、第４３条から第４７条まで、第４９条、

第５１条、第５２条、第５３条第１項、第５４条から第５６条まで及び第６５

条の２の規定は、指定居宅訪問型児童発達支援の事業について準

用する。この場合において、第１３条第１項中「第３８条」とあるの

は「第７３条の１１」と、第１７条中「いう。第３８条第６号及び第５３条

第２項において同じ。」とあるのは「いう。」と、第２３条第２項

中「次条」とあるのは「第７３条の１０」と、第２６条第２項中「第２４

条第２項」とあるのは「第７３条の１０第２項」と、第２７条第１項及

び第２８条中「児童発達支援計画」とあるのは「居宅訪問型児童発

達支援計画」と読み替えるものとする。

第３節 設備に関する基準

第７７条 第７３条の８の規定は、指定保育所等訪問支援の事業につい

て準用する。

第７８条から第８０条まで 削除

第３節 設備に関する基準

第７７条 指定保育所等訪問支援事業所には、事業の運営を行うため

に必要な広さを有する専用の区画を設けるほか、指定保育所等訪

問支援の提供に必要な設備及び備品等を備えなければならない。

２ 前項に規定する設備及び備品等は、専ら当該指定保育所等訪問

支援の事業の用に供するものでなければならない。ただし、障害

児の支援に支障がない場合は、この限りでない。

（身分を証する書類の携行）

第７８条 指定保育所等訪問支援事業者は、従業者に身分を証する書

類を携行させ、初回訪問時及び障害児、通所給付決定保護者その

他の当該障害児の家族又は訪問する施設から求められたときは、

これを提示するよう指導しなければならない。

（通所利用者負担額の受領）

第７９条 指定保育所等訪問支援事業者は、指定保育所等訪問支援を

提供したときは、通所給付決定保護者から当該指定保育所等訪問

支援に係る通所利用者負担額の支払を受けるものとする。

２ 指定保育所等訪問支援事業者は、法定代理受領を行わない指定

保育所等訪問支援を提供したときは、通所給付決定保護者から当

該指定保育所等訪問支援に係る指定通所支援費用基準額の支払を

受けるものとする。

３ 指定保育所等訪問支援事業者は、前２項の規定により支払を受

ける額のほか、規則で定める費用の額の支払を通所給付決定保護

者から受けることができる。

４ 指定保育所等訪問支援事業者は、前３項の費用の額の支払を受

けたときは、当該費用に係る領収証を当該費用の額を支払った通

所給付決定保護者に交付しなければならない。

５ 指定保育所等訪問支援事業者は、第３項の規則で定める費用に

ついては、あらかじめ、通所給付決定保護者に対し、その額につ

いて説明を行い、通所給付決定保護者の同意を得なければならな
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（準用）

第８１条 第１３条から第２３条まで、第２５条、第２６条、第２７条（第４項

及び第５項を除く。）、第２８条から第３１条まで、第３３条、第３５条

から第３７条まで、第３９条、第４３条、第４５条から第４７条まで、第４９

条、第５１条、第５２条、第５３条第１項、第５４条 から第５６条まで、

第６５条の２及び第７３条の９から第７３条の１１までの規定は、指定保

育所等訪問支援の事業について準用する。この場合において、第

１３条第１項中「第３８条」とあるのは「第８１条において準用する第

７３条の１１」と、第１７条中「いう。第３８条第６号及び第５３条第２項

において同じ。」とあるのは「いう。」と、第２３条第２項中「次

条」とあるのは「第８１条において準用する第７３条の１０」と、第２６

条第２項中「第２４条第２項」とあるのは「第８１条において準用す

る第７３条の１０第２項」と、第２７条第１項及び第２８条中「児童発達

支援計画」とあるのは「保育所等訪問支援計画」と、第４５条中

「従業者の勤務の体制、前条の協力医療機関」とあるのは「従業

者の勤務の体制」と読み替えるものとする。

（従業者の員数に関する特例）

第８２条 多機能型事業所（この条例に規定する事業のみを行う多機

能型事業所に限る。）に係る事業を行う者に対する第６条第１

項、第２項及び第４項、第７条、第５８条、第６８条第１項及び第２

項、第７３条の６第１項並びに第７５条第１項の規定の適用について

は、第６条第１項中「事業所（以下「指定児童発達支援事業所」

という。）」とあるのは「多機能型事業所」と、同項第１号中

「指定児童発達支援」とあるのは「指定通所支援」と、同条第２

項中「指定児童発達支援事業所」とあるのは「多機能型事業所」

と、「指定児童発達支援の」とあるのは「指定通所支援の」と、

第７条第１項中「指定児童発達支援事業所」とあるのは「多機能

型事業所」と、同項第２号ア中「指定児童発達支援」とあるのは

「指定通所支援」と、同条第２項及び第３項中「指定児童発達支

援事業所」とあるのは「多機能型事業所」と、同項第１号中「指

定児童発達支援」とあるのは「指定通所支援」と、同条第４項中

「指定児童発達支援事業所」とあるのは「多機能型事業所」と、

同条第５項中「指定児童発達支援事業所」とあるのは「多機能型

事業所」と、「指定児童発達支援の」とあるのは「指定通所支援

の」と、第５８条第１項中「事業所（以下「指定医療型児童発達支

援事業所」という。）」とあり、並びに同条第２項及び第３項中

「指定医療型児童発達支援事業所」とあるのは「多機能型事業

い。

（運営規程）

第８０条 指定保育所等訪問支援事業者は、指定保育所等訪問支援事

業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する

運営規程を定めておかなければならない。

� 事業の目的及び運営の方針

� 従業者の職種、員数及び職務の内容

� 営業日及び営業時間

� 指定保育所等訪問支援の内容並びに通所給付決定保護者から

受領する費用の種類及びその額

� 通常の事業の実施地域（当該指定保育所等訪問支援事業所が

通常時に指定保育所等訪問支援を提供する地域をいう。）

� サービスの利用に当たっての留意事項

� 緊急時等における対応方法

� 虐待の防止のための措置に関する事項

	 その他運営に関する重要事項

（準用）

第８１条 第１３条から第２３条まで、第２５条

から第３１条まで、第３３条、第３５条

から第３７条まで、第３９条、第４３条、第４５条から第４７条まで、第４９

条から第５２条まで 、第５３条第１項及び第５４条から第５６条まで

の規定は、指定保

育所等訪問支援の事業について準用する。この場合において、第

１３条第１項中「第３８条」とあるのは「第８０条

」と、第１７条中「いう。第３８条第６号及び第５３条第２項

において同じ。」とあるのは「いう。」と、第２３条第２項中「次

条」とあるのは「第７９条

」と、第２７条第１項及び第２８条中「児童発達

支援計画」とあるのは「保育所等訪問支援計画」と、第４５条中

「従業者の勤務の体制、前条の協力医療機関」とあるのは「従業

者の勤務の体制」と読み替えるものとする。

（従業者の員数に関する特例）

第８２条 多機能型事業所（この条例に規定する事業のみを行う多機

能型事業所に限る。）に係る事業を行う者に対する第６条第１

項、第２項及び第４項、第７条、第５８条、第６８条第１項及び第２

項 並びに第７５条第１項の規定の適用について

は、第６条第１項中「事業所（以下「指定児童発達支援事業所」

という。）」とあるのは「多機能型事業所」と、同項第１号中

「指定児童発達支援」とあるのは「指定通所支援」と、同条第２

項中「指定児童発達支援事業所」とあるのは「多機能型事業所」

と、「指定児童発達支援の」とあるのは「指定通所支援の」と、

第７条第１項中「指定児童発達支援事業所」とあるのは「多機能

型事業所」と、同項第２号ア中「指定児童発達支援」とあるのは

「指定通所支援」と、同条第２項及び第３項中「指定児童発達支

援事業所」とあるのは「多機能型事業所」と、同項第１号中「指

定児童発達支援」とあるのは「指定通所支援」と、同条第４項中

「指定児童発達支援事業所」とあるのは「多機能型事業所」と、

同条第５項中「指定児童発達支援事業所」とあるのは「多機能型

事業所」と、「指定児童発達支援の」とあるのは「指定通所支援

の」と、第５８条第１項中「事業所（以下「指定医療型児童発達支

援事業所」という。）」とあり、並びに同条第２項及び第３項中

「指定医療型児童発達支援事業所」とあるのは「多機能型事業
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（愛媛県指定障害児入所施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正）

第３条 愛媛県指定障害児入所施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５２号）の一部を次のように

改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

所」と、第６８条第１項中「事業所（以下「指定放課後等デイサー

ビス事業所」という。）」とあるのは「多機能型事業所」と、同

項第１号中「指定放課後等デイサービス」とあるのは「指定通所

支援」と、同条第２項中「指定放課後等デイサービス事業所」と

あるのは「多機能型事業所」と、「指定放課後等デイサービス

の」とあるのは「指定通所支援の」と、第７３条の６第１項中「事

業所（以下「指定居宅訪問型児童発達支援事業所」という。）」

とあるのは「多機能型事業所」と、第７５条第１項中「事業所（以

下「指定保育所等訪問支援事業所」という。）」とあるのは「多

機能型事業所」とする。

２ 省略

所」と、第６８条第１項中「事業所（以下「指定放課後等デイサー

ビス事業所」という。）」とあるのは「多機能型事業所」と、同

項第１号中「指定放課後等デイサービス」とあるのは「指定通所

支援」と、同条第２項中「指定放課後等デイサービス事業所」と

あるのは「多機能型事業所」と、「指定放課後等デイサービス

の」とあるのは「指定通所支援の」と

、第７５条第１項中「事業所（以

下「指定保育所等訪問支援事業所」という。）」とあるのは「多

機能型事業所」とする。

２ 省略

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下

「法」という。）第２４条の９第３項（法第２４条の１０第４項及び第

２４条の１３第２項において準用する場合を含む。）において準用す

る法第２１条の５の１５第３項第１号並びに法第２４条の１２第１項及び

第２項の規定に基づき、指定障害児入所施設の指定等をすること

ができる者並びに指定障害児入所施設の人員、設備及び運営に関

する基準を定めるものとする。

（指定障害児入所施設の指定等をすることができる者）

第３条 法第２４条の９第３項（法第２４条の１０第４項及び第２４条の１３

第２項において準用する場合を含む。）において準用する法第２１

条の５の１５第３項第１号の条例で定める者は、法人とする。

第１節 人員に関する基準

第５条 指定福祉型障害児入所施設が有すべき従業者及びその員数

は、次のとおりとする。ただし、４０人以下の障害児を入所させる

指定福祉型障害児入所施設にあっては第４号の栄養士を、調理の

業務の全部を委託する指定福祉型障害児入所施設にあっては第５

号の調理員を置かないことができる。

� 省略

� 看護職員（保健師、助産師、看護師又は准看護師をいう。）

ア又はイに掲げる指定福祉型障害児入所施設の区分に応じ、

それぞれア又はイに定める数

ア・イ 省略

�～� 省略

２・３ 省略

（趣旨）

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下

「法」という。）第２４条の９第２項（法第２４条の１０第４項

において準用する場合を含む。）において準用す

る法第２１条の５の１５第２項第１号並びに法第２４条の１２第１項及び

第２項の規定に基づき、指定障害児入所施設の指定等をすること

ができる者並びに指定障害児入所施設の人員、設備及び運営に関

する基準を定めるものとする。

（指定障害児入所施設の指定等をすることができる者）

第３条 法第２４条の９第２項（法第２４条の１０第４項

において準用する場合を含む。）において準用する法第２１

条の５の１５第２項第１号の条例で定める者は、法人とする。

第１節 人員に関する基準

第５条 指定福祉型障害児入所施設が有すべき従業者及びその員数

は、次のとおりとする。ただし、４０人以下の障害児を入所させる

指定福祉型障害児入所施設にあっては第４号の栄養士を、調理の

業務の全部を委託する指定福祉型障害児入所施設にあっては第５

号の調理員を置かないことができる。

� 省略

� 看護師

ア又はイに掲げる指定福祉型障害児入所施設の区分に応じ、

それぞれア又はイに定める数

ア・イ 省略

�～� 省略

２・３ 省略

４ 知事は、指定福祉型障害児入所施設が、指定障害者支援施設

（障害者総合支援法第２９条第１項に規定する指定障害者支援施設

をいう。以下同じ。）の指定を受け、かつ、指定入所支援と施設

障害福祉サービス（障害者総合支援法第５条第１項に規定する施

設障害福祉サービスをいう。以下同じ。）とを同一の施設におい

て一体的に提供している場合は、愛媛県指定障害者支援施設の人

員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県

条例第５４号。以下「指定障害者支援施設基準条例」という。）第

５条に規定する人員に関する基準を満たすことをもって、前３項

に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。

愛 媛 県 報平成３０年３月２７日 第２９６１号外１
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附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際現に児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項の指定を受けている第２条の規定による改正前の愛

媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（以下「旧指定通所支援基準条例」という。）第６条第１

項に規定する指定児童発達支援事業者の従業者の員数については、第２条の規定による改正後の愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設

備及び運営に関する基準等を定める条例（以下「新指定通所支援基準条例」という。）第６条（第３項を除く。）の規定にかかわらず、

平成３１年３月３１日までの間は、なお従前の例による。

３ この条例の施行の際現に旧指定通所支援基準条例第５６条の２に規定する基準該当児童発達支援に関する基準を満たしている同条に規定

する基準該当児童発達支援事業者については、新指定通所支援基準条例第５６条の２の５の規定にかかわらず、平成３１年３月３１日までの間

は、なお従前の例による。

４ この条例の施行の際現に児童福祉法第２４条の２第１項の指定を受けている愛媛県指定障害児入所施設の人員、設備及び運営に関する基

準等を定める条例第２条第１号に規定する指定福祉型障害児入所施設であって、第３条の規定による改正前の同条例第５条第４項及び第

６条第６項の規定の適用を受けているものについては、第３条の規定による改正後の愛媛県指定障害児入所施設の人員、設備及び運営に

関する基準等を定める条例第５条及び第６条の規定にかかわらず、平成３３年３月３１日までの間は、なお従前の例による。

�愛媛県条例第１４号
愛媛県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等の一部を改正する条例

（愛媛県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正）

第１条 愛媛県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５３号）の一部を

次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

目次

第１章 省略

第２章 居宅介護、重度訪問介護、同行援護及び行動援護

第１節～第４節 省略

第４節の２ 共生型障害福祉サービスに関する基準（第４４条の

２―第４４条の４）

目次

第１章 省略

第２章 居宅介護、重度訪問介護、同行援護及び行動援護

第１節～第４節 省略

第２節 設備に関する基準

第６条 省略

２～５ 省略

（利益供与等の禁止）

第４７条 指定福祉型障害児入所施設は、障害児相談支援事業を行う

者若しくは障害者総合支援法第５条第１８項に規定する一般相談支

援事業若しくは特定相談支援事業を行う者（以下「障害児相談支

援事業者等」という。）、障害福祉サービスを行う者等又はその

従業者に対し、障害児又はその家族に当該指定福祉型障害児入所

施設を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を

供与してはならない。

２ 省略

第２節 設備に関する基準

第６条 省略

２～５ 省略

６ 知事は、指定福祉型障害児入所施設が、指定障害者支援施設の

指定を受け、かつ、指定入所支援と施設障害福祉サービスとを同

一の施設において一体的に提供している場合は、指定障害者支援

施設基準条例第９条に規定する設備に関する基準を満たすことを

もって、前各項に規定する基準を満たしているものとみなすこと

ができる。

（利益供与等の禁止）

第４７条 指定福祉型障害児入所施設は、障害児相談支援事業を行う

者若しくは障害者総合支援法第５条第１６項に規定する一般相談支

援事業若しくは特定相談支援事業を行う者（以下「障害児相談支

援事業者等」という。）、障害福祉サービスを行う者等又はその

従業者に対し、障害児又はその家族に当該指定福祉型障害児入所

施設を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を

供与してはならない。

２ 省略

改 正 後 改 正 前

愛 媛 県 報平成３０年３月２７日 第２９６１号外１
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第５節 省略

第３章 省略

第４章 生活介護

第１節～第４節 省略

第４節の２ 共生型障害福祉サービスに関する基準（第９５条の

２―第９５条の５）

第５節 省略

第５章 短期入所

第１節～第４節 省略

第４節の２ 共生型障害福祉サービスに関する基準（第１１０条

の２―第１１０条の４）

第５節 省略

第６章・第７章 省略

第８章 自立訓練（機能訓練）

第１節～第４節 省略

第４節の２ 共生型障害福祉サービスに関する基準（第１４９条

の２―第１４９条の４）

第５節 省略

第９章 自立訓練（生活訓練）

第１節～第４節 省略

第４節の２ 共生型障害福祉サービスに関する基準（第１５９条

の２―第１５９条の４）

第５節 省略

第１０章 就労移行支援

第１節～第３節 省略

第４節 運営に関する基準（第１６７条の２―第１７２条）

第１１章・第１２章 省略

第１２章の２ 就労定着支援

第１節 基本方針（第１９４条の２）

第２節 人員に関する基準（第１９４条の３・第１９４条の４）

第３節 設備に関する基準（第１９４条の５）

第４節 運営に関する基準（第１９４条の６―第１９４条の１２）

第１２章の３ 自立生活援助

第１節 基本方針（第１９４条の１３）

第２節 人員に関する基準（第１９４条の１４・第１９４条の１５）

第３節 設備に関する基準（第１９４条の１６）

第４節 運営に関する基準（第１９４条の１７―第１９４条の２０）

第１３章 共同生活援助

第１節～第４節 省略

第４節の２ 日中サービス支援型指定共同生活援助の事業の人

員、設備及び運営に関する基準

第１款 通則（第２０１条の２・第２０１条の２の２）

第２款 人員に関する基準（第２０１条の２の３）

第３款 設備に関する基準（第２０１条の２の４）

第４款 運営に関する基準（第２０１条の２の５―第２０１条の２

の９）

第５節 外部サービス利用型指定共同生活援助の事業の人員、

設備及び運営に関する基準

第１款 通則（第２０１条の２の１０・第２０１条の３）

第２款・第３款 省略

第１４章～第１７章 省略

附則

（趣旨）

第５節 省略

第３章 省略

第４章 生活介護

第１節～第４節 省略

第５節 省略

第５章 短期入所

第１節～第４節 省略

第５節 省略

第６章・第７章 省略

第８章 自立訓練（機能訓練）

第１節～第４節 省略

第５節 省略

第９章 自立訓練（生活訓練）

第１節～第４節 省略

第５節 省略

第１０章 就労移行支援

第１節～第３節 省略

第４節 運営に関する基準（第１６８条 ―第１７２条）

第１１章・第１２章 省略

第１３章 共同生活援助

第１節～第４節 省略

第５節 外部サービス利用型指定共同生活援助の事業の人員、

設備及び運営に関する基準

第１款 通則（第２０１条の２ ・第２０１条の３）

第２款・第３款 省略

第１４章～第１７章 省略

附則

（趣旨）

愛 媛 県 報平成３０年３月２７日 第２９６１号外１
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第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援 す る た め の 法 律（平 成１７年 法 律 第１２３号。以 下「法」と い

う。）第３０条第１項第２号イ、第３６条第３項第１号（法第３７条第

２項及び第４１条第４項において準用する場合を含む。）、第４１条

の２第１項各号並びに第４３条第１項及び第２項の規定に基づき、

指定障害福祉サービス事業者の指定等をすることができる者並び

に指定障害福祉サービスの事業及び基準該当障害福祉サービスの

事業の人員、設備及び運営に関する基準を定めるものとする。

（定義）

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法で使用する用語の例

によるほか、次の各号に定めるところによる。

�～� 省略

�の２ 共生型障害福祉サービス 法第４１条の２第１項の申請に

係る法第２９条第１項の指定を受けた者による指定障害福祉サー

ビスをいう。

� 省略

� 多機能型 第７９条に規定する指定生活介護の事業、第１４２条

に規定する指定自立訓練（機能訓練）の事業、第１５２条に規定

する指定自立訓練（生活訓練）の事業、第１６２条に規定する指

定就労移行支援の事業、第１７３条に規定する指定就労継続支援

Ａ型の事業及び第１８６条に規定する指定就労継続支援Ｂ型の事

業並びに愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に

関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５１号。以下

「指定通所支援基準条例」という。）第５条に規定する指定児

童発達支援の事業、指定通所支援基準条例第５７条に規定する指

定医療型児童発達支援の事業、指定通所支援基準条例第６７条に

規定する指定放課後等デイサービスの事業、指定通所支援基準

条例第７３条の５に規定する指定居宅訪問型児童発達支援の事業

及び指定通所支援基準条例第７４条に規定する指定保育所等訪問

支援の事業のうち２以上の事業を一体的に行うこと（指定通所

支援基準条例に規定する事業のみを行う場合を除く。）をい

う。

第４４条 省略

第４節の２ 共生型障害福祉サービスに関する基準

（共生型居宅介護の事業を行う指定訪問介護事業者の基準）

第４４条の２ 居宅介護に係る共生型障害福祉サービス（以下「共生

型居宅介護」という。）の事業を行う指定訪問介護事業者（愛媛

県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準

等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第６２号。以下「指定居宅サ

ービス等基準条例」という。）第６条第１項に規定する指定訪問

介護事業者をいう。以下同じ。）が当該事業に関して満たすべき

基準は、次のとおりとする。

� 指定訪問介護事業所（指定居宅サービス等基準条例第６条第

１項に規定する指定訪問介護事業所をいう。以下同じ。）の従

業者の員数が、当該指定訪問介護事業所が提供する指定訪問介

護（指定居宅サービス等基準条例第５条に規定する指定訪問介

護をいう。以下同じ。）の利用者の数を指定訪問介護の利用者

の数及び共生型居宅介護の利用者の数の合計数であるとした場

合における当該指定訪問介護事業所として必要とされる数以上

であること。

� 共生型居宅介護の利用者に対して適切なサービスを提供する

ため、指定居宅介護事業所その他の関係施設から必要な技術的

支援を受けていること。

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援 す る た め の 法 律（平 成１７年 法 律 第１２３号。以 下「法」と い

う。）第３０条第１項第２号イ、第３６条第３項第１号（法第３７条第

２項及び第４１条第４項において準用する場合を含む。）、第４１条

の２第１項各号並びに第４３条第１項及び第２項の規定に基づき、

指定障害福祉サービス事業者の指定等をすることができる者並び

に指定障害福祉サービスの事業及び基準該当障害福祉サービスの

事業の人員、設備及び運営に関する基準を定めるものとする。

（定義）

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法で使用する用語の例

によるほか、次の各号に定めるところによる。

�～� 省略

� 省略

� 多機能型 第７９条に規定する指定生活介護の事業、第１４２条

に規定する指定自立訓練（機能訓練）の事業、第１５２条に規定

する指定自立訓練（生活訓練）の事業、第１６２条に規定する指

定就労移行支援の事業、第１７３条に規定する指定就労継続支援

Ａ型の事業及び第１８６条に規定する指定就労継続支援Ｂ型の事

業並びに愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に

関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５１号。以下

「指定通所支援基準条例」という。）第５条に規定する指定児

童発達支援の事業、指定通所支援基準条例第５７条に規定する指

定医療型児童発達支援の事業、指定通所支援基準条例第６７条に

規定する指定放課後等デイサービスの事業、指定通所支援基準

条例第７３条の５に規定する指定居宅訪問型児童発達支援の事業

及び指定通所支援基準条例第７４条に規定する指定保育所等訪問

支援の事業のうち２以上の事業を一体的に行うこと（指定通所

支援基準条例に規定する事業のみを行う場合を除く。）をい

う。

第４４条 省略

愛 媛 県 報平成３０年３月２７日 第２９６１号外１

３８



（共生型重度訪問介護の事業を行う指定訪問介護事業者の基準）

第４４条の３ 重度訪問介護に係る共生型障害福祉サービス（以下

「共生型重度訪問介護」という。）の事業を行う指定訪問介護事

業者が当該事業に関して満たすべき基準は、次のとおりとする。

� 指定訪問介護事業所の従業者の員数が、当該指定訪問介護事

業所が提供する指定訪問介護の利用者の数を指定訪問介護の利

用者の数及び共生型重度訪問介護の利用者の数の合計数である

とした場合における当該指定訪問介護事業所として必要とされ

る数以上であること。

� 共生型重度訪問介護の利用者に対して適切なサービスを提供

するため、指定重度訪問介護事業所その他の関係施設から必要

な技術的支援を受けていること。

（準用）

第４４条の４ 第５条（第３項及び第４項を除く。）、第６条第２項

及び第３項、第７条並びに前節（第４４条を除く。）の規定は、共

生型居宅介護及び共生型重度訪問介護の事業について準用する。

（運営に関する基準）

第４９条 第５条第１項及び第４節（第２２条第１項、第２３条、第２４条

第１項、第２８条、第３３条及び第４４条を除く。）の規定は、基準該

当居宅介護の事業について準用する。この場合において、第１０条

第１項中「第３２条」とあるのは「第４９条第１項において準用する

第３２条」と、第２１条第２項中「次条第１項」とあるのは「第４９条

第１項において準用する次条第２項」と、第２４条第２項中「第２２

条第２項」とあるのは「第４９条第１項において準用する第２２条第

２項」と、第２６条第１号中「次条第１項」とあるのは「第４９条第

１項において準用する次条第１項」と、第２７条第１項中「第６条

第２項」とあるのは「第４５条第３項」と、第３１条第３項中「第２７

条」とあるのは「第４９条第１項において準用する第２７条」と、第

３２条中「第３６条」とあるのは「第４９条第１項において準用する第

３６条」と読み替えるものとする。

２ 第５条第２項から第４項まで並びに第４節（第２２条第１項、第

２３条、第２４条第１項、第２８条、第３３条及び第４４条を除く。）並び

に第４５条から前条までの規定は、重度訪問介護、同行援護及び行

動援護に係る基準該当障害福祉サービスの事業について準用す

る。この場合において、第１０条第１項中「第３２条」とあるのは

「第４９条第２項において準用する第３２条」と、第２１条第２項中

「次条第１項」とあるのは「第４９条第２項において準用する次条

第２項」と、第２４条第２項中「第２２条第２項」とあるのは「第４９

条第２項において準用する第２２条第２項」と、第２６条第１号中

「次条第１項」とあるのは「第４９条第２項において準用する次条

第１項」と、第２７条第１項中「第６条第２項」とあるのは「第４５

条第３項」と、第３１条第３項中「第２７条」とあるのは「第４９条第

２項において準用する第２７条」と、第３２条中「第３６条」とあるの

は「第４９条第２項において準用する第３６条」と、前条第２項中

「次条第１項」とあるのは「次条第２項」と読み替えるものとす

る。

第８７条 省略

（職場への定着のための支援の実施）

第８７条の２ 指定生活介護事業者は、障害者の職場への定着を促進

するため、当該指定生活介護事業者が提供する指定生活介護を受

けて通常の事業所に新たに雇用された障害者について、障害者就

業・生活支援センター等の関係機関と連携して、当該障害者が就

職した日から６月以上、職業生活における相談等の支援を継続す

（運営に関する基準）

第４９条 第５条第１項及び前節 （第２２条第１項、第２３条、第２４条

第１項、第２８条、第３３条及び第４４条を除く。）の規定は、基準該

当居宅介護の事業について準用する。この場合において、第１０条

第１項中「第３２条」とあるのは「第４９条第１項において準用する

第３２条」と、第２１条第２項中「次条第１項」とあるのは「第４９条

第１項において準用する次条第２項」と、第２４条第２項中「第２２

条第２項」とあるのは「第４９条第１項において準用する第２２条第

２項」と、第２６条第１号中「次条第１項」とあるのは「第４９条第

１項において準用する次条第１項」と、第２７条第１項中「第６条

第２項」とあるのは「第４５条第３項」と、第３１条第３項中「第２７

条」とあるのは「第４９条第１項において準用する第２７条」と、第

３２条中「第３６条」とあるのは「第４９条第１項において準用する第

３６条」と読み替えるものとする。

２ 第５条第２項から第４項まで並びに前節 （第２２条第１項、第

２３条、第２４条第１項、第２８条、第３３条及び第４４条を除く。）並び

に第４５条から前条までの規定は、重度訪問介護、同行援護及び行

動援護に係る基準該当障害福祉サービスの事業について準用す

る。この場合において、第１０条第１項中「第３２条」とあるのは

「第４９条第２項において準用する第３２条」と、第２１条第２項中

「次条第１項」とあるのは「第４９条第２項において準用する次条

第２項」と、第２４条第２項中「第２２条第２項」とあるのは「第４９

条第２項において準用する第２２条第２項」と、第２６条第１号中

「次条第１項」とあるのは「第４９条第２項において準用する次条

第１項」と、第２７条第１項中「第６条第２項」とあるのは「第４５

条第３項」と、第３１条第３項中「第２７条」とあるのは「第４９条第

２項において準用する第２７条」と、第３２条中「第３６条」とあるの

は「第４９条第２項において準用する第３６条」と、前条第２項中

「次条第１項」とあるのは「次条第２項」と読み替えるものとす

る。

第８７条 省略
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るよう努めなければならない。

第９５条 省略

第４節の２ 共生型障害福祉サービスに関する基準

（共生型生活介護の事業を行う指定児童発達支援事業者等の基

準）

第９５条の２ 生活介護に係る共生型障害福祉サービス（以下「共生

型生活介護」という。）の事業を行う指定児童発達支援事業者

（指定通所支援基準条例第６条第１項に規定する指定児童発達支

援事業者をいう。）又は指定放課後等デイサービス事業者（指定

通所支援基準条例第６８条第１項に規定する指定放課後等デイサー

ビス事業者をいう。）が当該事業に関して満たすべき基準は、次

のとおりとする。

� 指定児童発達支援事業所（指定通所支援基準条例第６条第１

項に規定する指定児童発達支援事業所をいう。第２０２条におい

て同じ。）又は指定放課後等デイサービス事業所（指定通所支

援基準条例第６８条第１項に規定する指定放課後等デイサービス

事業所をいう。第２０２条において同じ。）（以下「指定児童発

達支援事業所等」という。）の従業者の員数が当該指定児童発

達支援事業所等が提供する指定児童発達支援（指定通所支援基

準条例第５条に規定する指定児童発達支援をいう。）又は指定

放課後等デイサービス（指定通所支援基準条例第６７条に規定す

る指定放課後等デイサービスをいう。）（以下「指定児童発達

支援等」という。）を受ける障害児の数を指定児童発達支援等

を受ける障害児の数及び共生型生活介護の利用者の数の合計数

であるとした場合における当該指定児童発達支援事業所等とし

て必要とされる数以上であること。

� 共生型生活介護の利用者に対して適切なサービスを提供する

ため、指定生活介護事業所その他の関係施設から必要な技術的

支援を受けていること。

（共生型生活介護の事業を行う指定通所介護事業者等の基準）

第９５条の３ 共生型生活介護の事業を行う指定通所介護事業者（指

定居宅サービス等基準条例第１００条第１項に規定する指定通所介

護事業者をいう。）又は指定地域密着型通所介護事業者（指定地

域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平

成１８年厚生労働省令第３４号。以下「指定地域密着型サービス基準

省令」という。）第２０条第１項に規定する指定地域密着型通所介

護事業者をいう。）（以下「指定通所介護事業者等」という。）

が当該事業に関して満たすべき基準は、次のとおりとする。

� 指定通所介護事業所（指定居宅サービス等基準条例第１００条

第１項に規定する指定通所介護事業所をいう。）又は指定地域

密着型通所介護事業所（指定地域密着型サービス基準省令第２０

条第１項に規定する指定地域密着型通所介護事業所をいう。）

（以下「指定通所介護事業所等」という。）の食堂及び機能訓

練室（指定居宅サービス等基準条例第１０２条第２項第１号又は

指定地域密着型サービス基準省令第２２条第２項第１号の食堂及

び機能訓練室をいう。以下同じ。）の面積を、指定通所介護

（指定居宅サービス等基準条例第９９条に規定する指定通所介護

をいう。）又は指定地域密着型通所介護（指定地域密着型サー

ビス基準省令第１９条に規定する指定地域密着型通所介護をい

う。）（以下「指定通所介護等」という。）の利用者の数及び

共生型生活介護の利用者の数の合計数で除して得た面積が３平

方メートル以上であること。

� 指定通所介護事業所等の従業者の員数が、当該指定通所介護

第９５条 省略
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事業所等が提供する指定通所介護等の利用者の数を指定通所介

護等の利用者の数及び共生型生活介護の利用者の数の合計数で

あるとした場合における当該指定通所介護事業所等として必要

とされる数以上であること。

� 共生型生活介護の利用者に対して適切なサービスを提供する

ため、指定生活介護事業所その他の関係施設から必要な技術的

支援を受けていること。

（共生型生活介護の事業を行う指定小規模多機能型居宅介護事業

者等の基準）

第９５条の４ 共生型生活介護の事業を行う指定小規模多機能型居宅

介護事業者（指定地域密着型サービス基準省令第６３条第１項に規

定する指定小規模多機能型居宅介護事業者をいう。）、指定看護

小規模多機能型居宅介護事業者（指定地域密着型サービス基準省

令第１７１条第１項に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護事

業者をいう。）又は指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者

（指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営

並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３６

号。以下「指定地域密着型介護予防サービス基準省令」とい

う。）第４４条第１項に規定する指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業者をいう。以下同じ。）（以下「指定小規模多機能型居

宅介護事業者等」という。）が当該事業に関して満たすべき基準

は、次のとおりとする。

� 指定小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービ

ス基準省令第６３条第１項に規定する指定小規模多機能型居宅介

護事業所をいう。）、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

（指定地域密着型サービス基準省令第１７１条第１項に規定する

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所をいう。）又は指定介

護予防小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型介護予

防サービス基準省令第４４条第１項に規定する指定介護予防小規

模多機能型居宅介護事業所をいう。以下同じ。）（以下「指定

小規模多機能型居宅介護事業所等」という。）の登録定員（当

該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録者（指定地域密

着型サービス基準省令第６３条第１項若しくは第１７１条第１項又

は指定地域密着型介護予防サービス基準省令第４４条第１項に規

定する登録者をいう。以下同じ。）の数並びに共生型生活介

護、共生型自立訓練（機能訓練）（第１４９条の２に規定する共

生型自立訓練（機能訓練）をいう。）若しくは共生型自立訓練

（生活訓練）（第１５９条の２に規定する共生型自立訓練（生活

訓練）をいう。）又は共生型児童発達支援（指定通所支援基準

条例第５６条の２に規定する共生型児童発達支援をいう。）若し

くは共生型放課後等デイサービス（指定通所支援基準条例第７３

条の２に規定する共生型放課後等デイサービスをいう。）（以

下「共生型通いサービス」という。）を利用するために当該指

定小規模多機能型居宅介護事業所等に登録を受けた障害者及び

障害児の数の合計数の上限をいう。以下この条、第１４９条の３

及び第１５９条の３において同じ。）を２９人（サテライト型指定

小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービス基準

省令第６３条第７項に規定するサテライト型指定小規模多機能型

居宅介護事業所をいう。）、サテライト型指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービス基準省令第１７１

条第８項に規定するサテライト型指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所をいう。）又はサテライト型指定介護予防小規模多
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機能型居宅介護事業所（指定地域密着型介護予防サービス基準

省令第４４条第７項に規定するサテライト型指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業所をいう。第９７条において同じ。）（以

下「サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所等」とい

う。）にあっては、１８人）以下とすること。

� 指定小規模多機能型居宅介護事業所等が提供する指定小規模

多機能型居宅介護（指定地域密着型サービス基準省令第６２条に

規定する指定小規模多機能型居宅介護をいう。）、指定看護小

規模多機能型居宅介護（指定地域密着型サービス基準省令第

１７０条に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護をいう。）

又は指定介護予防小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型介

護予防サービス基準省令第４３条に規定する指定介護予防小規模

多機能型居宅介護をいう。以下同じ。）（以下「指定小規模多

機能型居宅介護等」という。）のうち通いサービス（指定地域

密着型サービス基準省令第６３条第１項若しくは第１７１条第１項

又は指定地域密着型介護予防サービス基準省令第４４条第１項に

規定する通いサービスをいう。以下同じ。）の利用定員（当該

指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービスの利用者

の数並びに共生型通いサービスを受ける障害者及び障害児の数

の合計数の１日当たりの上限をいう。以下この条、第１４９条の

３及び第１５９条の３において同じ。）を登録定員の２分の１か

ら１５人（登録定員が２５人を超える指定小規模多機能型居宅介護

事業所等にあっては次の表の左欄に掲げる登録定員の区分に応

じそれぞれ同表の右欄に定める通いサービスの利用定員の数、

サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所等にあっては

１２人）までの範囲内とすること。

登録定員 通いサービスの利用定員

２６人又は２７人 １６人

２８人 １７人

２９人 １８人

� 指定小規模多機能型居宅介護事業所等の居間及び食堂（指定

地域密着型サービス基準省令第６７条第２項第１号若しくは第

１７５条第２項第１号又は指定地域密着型介護予防サービス基準

省令第４８条第２項第１号の居間及び食堂をいう。以下同じ。）

は、機能を十分に発揮し得る適当な広さを有すること。

� 指定小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者の員数が、当

該指定小規模多機能型居宅介護事業所等が提供する通いサービ

スの利用者数を通いサービスの利用者数並びに共生型通いサー

ビスを受ける障害者及び障害児の数の合計数であるとした場合

における指定地域密着型サービス基準省令第６３条若しくは第

１７１条又は指定地域密着型介護予防サービス基準省令第４４条に

規定する基準を満たしていること。

� 共生型生活介護の利用者に対して適切なサービスを提供する

ため、指定生活介護事業所その他の関係施設から必要な技術的

支援を受けていること。

（準用）

第９５条の５ 第１０条から第１８条まで、第２０条、第２１条、第２３条、第

２４条、第２９条、第３７条から第４２条まで、第５２条、第５９条から第６２

条まで、第６８条、第７０条から第７２条まで、第７５条から第７７条ま

で、第７９条、第８１条及び前節（第９５条を除く。）の規定は、共生

型生活介護の事業について準用する。

（基準該当生活介護の基準） （基準該当生活介護の基準）
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第９６条 生活介護に係る基準該当障害福祉サービス（第２０６条に規

定する特定基準該当生活介護を除く。以下この節において「基準

該当生活介護」という。）の事業を行う者（以下この節において

「基準該当生活介護事業者」という。）が当該事業に関して満た

すべき基準は、次のとおりとする。

� 指定通所介護事業者等

で

あって、地域において生活介護が提供されていないこと等によ

り生活介護を受けることが困難な障害者に対して指定通所介護

等

を提供するもので

あること。

� 指定通所介護事業所等

の食堂及び機能訓

練室

の面積を、指定通所介護等

の利用者の数及び基準該当生活介護を受ける利用者の数の合計

数で除して得た面積が３平方メートル以上であること。

�・� 省略

（指定小規模多機能型居宅介護事業所等に関する特例）

第９７条 次に掲げる要件を満たす指定小規模多機能型居宅介護事業

者等（指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者を除く。以下

この条、第１１１条、第１５０条の２及び第１６０条の２において

同じ。）が地域において生活介護が提供さ

れていないこと等により生活介護を受けることが困難な障害者に

対して指定小規模多機能型居宅介護等（指定介護予防小規模多機

能型居宅介護を除く。以下この条、第１１１条、第１５０条の２及び第

１６０条の２において

同じ。）のうち通いサービス（指定地域密

着型介護予防サービス基準省令第４４条第１項に規定する通いサー

ビスを除く。以下この条、第１１１条、第１５０条の２及び第１６０条の

２において同じ。）を提供する場合は、当該通いサービスを基準

該当生活介護と、当該通いサービスを行う指定小規模多機能型居

宅介護事業所等（指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所を

除く。以下この条、第１１１条、第１５０条の２及び第１６０条の２にお

いて同じ

第９６条 生活介護に係る基準該当障害福祉サービス（第２０６条に規

定する特定基準該当生活介護を除く。以下この節において「基準

該当生活介護」という。）の事業を行う者（以下この節において

「基準該当生活介護事業者」という。）が当該事業に関して満た

すべき基準は、次のとおりとする。

� 指定通所介護事業者（愛媛県指定居宅サービス等の事業の人

員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛

県条例第６２号。以下「指定居宅サービス等基準条例」とい

う。）第１００条第１項に規定する指 定 通 所 介 護 事 業 者 を い

う。）又は指定地域密着型通所介護事業者（指定地域密着型サ

ービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚

生労働省令第３４号。以下「指定地域密着型サービス基準省令」

という。）第２０条第１項に規定する指定地域密着型通所介護事

業者をいう。）（以下「指定通所介護事業者等」という。）で

あって、地域において生活介護が提供されていないこと等によ

り生活介護を受けることが困難な障害者に対して指定通所介護

（指定居宅サービス等基準条例第９９条に規定する指定通所介護

をいう。）又は指定地域密着型通所介護（指定地域密着型サー

ビス基準省令第１９条に規定する指定地域密着型通所介護をい

う。）（以下「指定通所介護等」という。）を提供するもので

あること。

� 指定通所介護事業所（指定居宅サービス等基準条例第１００条

第１項に規定する指定通所介護事業所をいう。）又は指定地域

密着型通所介護事業所（指定地域密着型サービス基準省令第２０

条第１項に規定する指定地域密着型通所介護事業所をいう。）

（以下「指定通所介護事業所等」という。）の食堂及び機能訓

練室（指定居宅サービス等基準条例第１０２条第２項第１号又は

指定地域密着型サービス基準省令第２２条第２項第１号の食堂及

び機能訓練室をいう。以下同じ。）の面積を、指定通所介護等

の利用者の数及び基準該当生活介護を受ける利用者の数の合計

数で除して得た面積が３平方メートル以上であること。

�・� 省略

（指定小規模多機能型居宅介護事業所等に関する特例）

第９７条 次に掲げる要件を満たす指定小規模多機能型居宅介護事業

者（指定地域密着型サービス基準省令第６３条第１項に規定する指

定小規模多機能型居宅介護事業者をいう。以下同じ。）又は指定

看護小規模多機能型居宅介護事業者（指定地域密着型サービス基

準省令第１７１条第１項に規定する指定看護小規模多機能型居宅介

護事業者をいう。以下同じ。）が地域において生活介護が提供さ

れていないこと等により生活介護を受けることが困難な障害者に

対して指定小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型サービス基

準省令第６２条に規定する指定小規模多機能型居宅介護をいう。以

下同じ。）又は指定看護小規模多機能型居宅介護（指定地域密着

型サービス基準省令第１７０条に規定する指定看護小規模多機能型

居宅介護をいう。以下同じ。）のうち通いサービス（指定地域密

着型サービス基準省令第６３条第１項又は第１７１条第１項に規定す

る通いサービスをいう。以下

同じ。）を提供する場合は、当該通いサービスを基準

該当生活介護と、当該通いサービスを行う指定小規模多機能型居

宅介護事業所（指定地域密着型サービス基準省令第６３条第１項に

規定する指定小規模多機能型居宅介護事業所をいう。）又は指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービス基

準省令第１７１条第１項に規定する指定看護小規模多機能型居宅介
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。）を基準該当生活介護事業所とみなす。この場合に

おいて、前条の規定は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所

等については、適用しない。

� 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録定員（当該

指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録者（指定地域密着

型介護予防サービス基準省令第４４条第１項に規定する登録者を

除く。第１５０条の２及び第１６０条の２において同じ。）の数並び

にこの条の規定により基準該当生活介護とみなされる通いサー

ビス、第１５０条の２の規定により基準該当自立訓練（機能訓

練）とみなされる通いサービス若しくは第１６０条の２の規定に

より基準該当自立訓練（生活訓練）とみなされる通いサービス

又は指定通所支援基準条例第５６条の８の規定により基準該当児

童発達支援とみなされる通いサービス若しくは指定通所支援基

準条例第７３条の４において準用する指定通所支援基準条例第５６

条の８の規定により基準該当放課後等デイサービスとみなされ

る通いサービスを利用するために当該指定小規模多機能型居宅

介護事業所等に登録を受けた障害者及び障害児の数の合計数の

上限をいう。以下この条において同じ。）を、２９人（サテライ

ト型指定小規模多機能型居宅介護事業所等（サテライト型指定

介護予防小規模多機能型居宅介護事業所を除く。以下この条、

第１１１条、第１５０条の２及び第１６０条の２において同じ。）にあ

っては、１８人）以下とすること。

� 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービスの

利用定員（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサ

ービスの利用者の数並びにこの条の規定により基準該当生活介

護とみなされる通いサービス、第１５０条の２の規定により基準

該当自立訓練（機能訓練）とみなされる通いサービス若しくは

第１６０条の２の規定により基準該当自立訓練（生活訓練）とみ

なされる通いサービス又は指定通所支援基準条例第５６条の８の

規定により基準該当児童発達支援とみなされる通いサービス若

しくは指定通所支援基準条例第７３条の４において準用する指定

通所支援基準条例第５６条の８の規定により基準該当放課後等デ

イサービスとみなされる通いサービスを受ける障害者及び障害

児の数の合計数の１日当たりの上限をいう。）を、登録定員の

２分の１から１５人（登録定員が２５人を超える指定小規模多機能

型居宅介護事業所等にあっては次の表の左欄に掲げる登録定員

の区分に応じそれぞれ同表の右欄に定める通いサービスの利用

定員の数、サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所等

にあっては１２人）までの範囲内とすること。

省略

� 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の居間及び食堂

（指定地域密着型介護予防サービス基準省令第４８条第２項第１

号の居間及び食堂を除く。第１５０条の２及び第１６０条の２におい

て同じ。）は、機能を十分に発揮し得る適当な広さを有するこ

と。

�・� 省略

（従業者の員数）

第１００条 省略

２ 法第５条第８項に規定する施設が、その施設の全部又は一部が

利用者に利用されていない居室を利用して指定短期入所の事業を

行う場合において、当該事業を行う事業所（以下この章において

護事業所をいう。）（以下「指定小規模多機能型居宅介護事業所

等」という。）を基準該当生活介護事業所とみなす。この場合に

おいて、前条の規定は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所

等については、適用しない。

� 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録定員（当該

指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録者（指定地域密着

型サービス基準省令第６３条第１項又は第１７１条第１項に規定す

る登録者をいう。以下 同じ。）の数並び

にこの条の規定により基準該当生活介護とみなされる通いサー

ビス、第１５０条の２の規定により基準該当自立訓練（機能訓

練）とみなされる通いサービス若しくは第１６０条の２の規定に

より基準該当自立訓練（生活訓練）とみなされる通いサービス

又は指定通所支援基準条例第５６条の８の規定により基準該当児

童発達支援とみなされる通いサービス若しくは指定通所支援基

準条例第７３条の４において準用する指定通所支援基準条例第５６

条の８の規定により基準該当放課後等デイサービスとみなされ

る通いサービスを利用するために当該指定小規模多機能型居宅

介護事業所等に登録を受けた障害者及び障害児の数の合計数の

上限をいう。以下この条において同じ。）を、２９人（サテライ

ト型指定小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サー

ビス基準省令第６３条第７項に規定するサテライト型指定小規模

多機能型居宅介護事業所をいう。以下 同じ。）にあ

っては、１８人）以下とすること。

� 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービスの

利用定員（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサ

ービスの利用者の数並びにこの条の規定により基準該当生活介

護とみなされる通いサービス、第１５０条の２の規定により基準

該当自立訓練（機能訓練）とみなされる通いサービス若しくは

第１６０条の２の規定により基準該当自立訓練（生活訓練）とみ

なされる通いサービス又は指定通所支援基準条例第５６条の８の

規定により基準該当児童発達支援とみなされる通いサービス若

しくは指定通所支援基準条例第７３条の４において準用する指定

通所支援基準条例第５６条の８の規定により基準該当放課後等デ

イサービスとみなされる通いサービスを受ける障害者及び障害

児の数の合計数の１日当たりの上限をいう。）を、登録定員の

２分の１から１５人（登録定員が２５人を超える指定小規模多機能

型居宅介護事業所等にあっては次の表の左欄に掲げる登録定員

の区分に応じそれぞれ同表の右欄に定める通いサービスの利用

定員の数、サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所

にあっては１２人）までの範囲内とすること。

省略

� 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の居間及び食堂

（指定地域密着型サービス基準省令第６７条第２項第１号又は第

１７５条第２項第１号の居間及び食堂をいう。以下

同じ。）は、機能を十分に発揮しうる適当な広さを有するこ

と。

�・� 省略

（従業者の員数）

第１００条 省略

２ 法第５条第８項に規定する施設が、その施設の全部又は一部が

利用者に利用されていない居室を利用して指定短期入所の事業を

行う場合において、当該事業を行う事業所（以下この章において
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「空床利用型事業所」という。）の有すべき従業者の員数は、次

の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める数とする。

� 省略

� 指定自立訓練（生活訓練）事業者等（第２０１条の２に規定す

る日中サービス支援型指定共同生活援助事業者を除く。）であ

る当該施設が、指定短期入所事業所として空床利用型事業所を

設置する場合 ア又はイに掲げる指定短期入所を提供する時間

帯に応じ、それぞれア又はイに定める数

ア 指定短期入所と同時に指定自立訓練（生活訓練）等（第

２０１条の２に規定する日中サービス支援型指定共同生活援助

を除く。）を提供する時間帯 当該指定自立訓練（生活訓

練）事業所等（第２０１条の２の３第１項に規定する日中サー

ビス支援型指定共同生活援助事業所を除く。以下このアにお

いて同じ。）の利用者の数及び空床利用型事業所の利用者の

数の合計数を当該指定自立訓練（生活訓練）事業所等の利用

者の数とみなした場合において、当該指定自立訓練（生活訓

練）事業所等における生活支援員又はこれに準ずる従業者と

して必要とされる数以上

イ 省略

３ 省略

（定員の遵守）

第１０９条 指定短期入所事業者は、次に掲げる利用者の数以上の数

の利用者に対して同時に指定短期入所を提供してはならない。た

だし、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合は、この

限りでない。

� 省略

� 空床利用型事業所にあっては、当該施設の利用定員（第１９６

条第１項に規定する指定共同生活援助事業所（第２０１条の２の

３第１項に規定する日中サービス支援型指定共同生活援助事業

所を除く。）にあっては、共同生活援助を行う住居（以下「共

同生活住居」という。）及びユニット（居室及び居室に近接し

て設けられる相互に交流を図ることができる設備により一体的

に構成される場所をいう。以下同じ。）の入居定員）及び居室

の定員を超えることとなる利用者の数

� 省略

第１１０条 省略

第４節の２ 共生型障害福祉サービスに関する基準

（共生型短期入所の事業を行う指定短期入所生活介護事業者等の

基準）

第１１０条の２ 短期入所に係る共生型障害福祉サービス（以下「共

生型短期入所」という。）の事業を行う指定短期入所生活介護事

業者（指定居宅サービス等基準条例第１４８条第１項に規定する指

定短期入所生活介護事業者をいう。）又は指定介護予防短期入所

生活介護事業者（愛媛県指定介護予防サービス等の事業の人員、

設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成２４年

愛媛県条例第６３号。以下「指定介護予防サービス等基準条例」と

いう。）第１３０条第１項に規定する指定介護予防短期入所生活介

護事業者をいう。）が当該事業に関して満たすべき基準は、次の

とおりとする。

� 指定短期入所生活介護事業所（指定居宅サービス等基準条例

第１４８条第１項に規定する指定短期入所生活介護事業所をい

う。）又は指定介護予防短期入所生活介護事業所（指定介護予

「空床利用型事業所」という。）の有すべき従業者の員数は、次

の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める数とする。

� 省略

� 指定自立訓練（生活訓練）事業者等（第２０１条の２に規定す

る日中サービス支援型指定共同生活援助事業者を除く。）であ

る当該施設が、指定短期入所事業所として空床利用型事業所を

設置する場合 ア又はイに掲げる指定短期入所を提供する時間

帯に応じ、それぞれア又はイに定める数

ア 指定短期入所と同時に指定自立訓練（生活訓練）等（第

２０１条の２に規定する日中サービス支援型指定共同生活援助

を除く。）を提供する時間帯 当該指定自立訓練（生活訓

練）事業所等（第２０１条の２の３第１項に規定する日中サー

ビス支援型指定共同生活援助事業所を除く。以下このアにお

いて同じ。）の利用者の数及び空床利用型事業所の利用者の

数の合計数を当該指定自立訓練（生活訓練）事業所等の利用

者の数とみなした場合において、当該指定自立訓練（生活訓

練）事業所等における生活支援員又はこれに準ずる従業者と

して必要とされる数以上

イ 省略

３ 省略

（定員の遵守）

第１０９条 指定短期入所事業者は、次に掲げる利用者の数以上の数

の利用者に対して同時に指定短期入所を提供してはならない。た

だし、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合は、この

限りでない。

� 省略

� 空床利用型事業所にあっては、当該施設の利用定員（第１９６

条第１項に規定する指定共同生活援助事業所（第２０１条の２の

３第１項に規定する日中サービス支援型指定共同生活援助事業

所を除く。）にあっては、共同生活援助を行う住居（以下「共

同生活住居」という。）及びユニット（居室及び居室に近接し

て設けられる相互に交流を図ることができる設備により一体的

に構成される場所をいう。以下同じ。）の入居定員）及び居室

の定員を超えることとなる利用者の数

� 省略

第１１０条 省略
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防サービス等基準条例第１３０条第１項に規定する指定介護予防

短期入所生活介護事業所をいう。）（以下「指定短期入所生活

介護事業所等」という。）の居室の面積を、指定短期入所生活

介護（指定居宅サービス等基準条例第１４７条に規定する指定短

期入所生活介護をいう。）又は指定介護予防短期入所生活介護

（指定介護予防サービス等基準条例第１２９条に規定する指定介

護予防短期入所生活介護をいう。）（以下「指定短期入所生活

介護等」という。）の利用者の数及び共生型短期入所の利用者

の数の合計数で除して得た面積が１０．６５平方メートル以上であ

ること。

� 指定短期入所生活介護事業所等の従業者の員数が、当該指定

短期入所生活介護事業所等が提供する指定短期入所生活介護等

の利用者の数を指定短期入所生活介護等の利用者の数及び共生

型短期入所の利用者の数の合計数であるとした場合における当

該指定短期入所生活介護事業所等として必要とされる数以上で

あること。

� 共生型短期入所の利用者に対して適切なサービスを提供する

ため、指定短期入所事業所その他の関係施設から必要な技術的

支援を受けていること。

（共生型短期入所の事業を行う指定小規模多機能型居宅介護事業

者等の基準）

第１１０条の３ 共生型短期入所の事業を行う指定小規模多機能型居

宅介護事業者等が当該事業に関して満たすべき基準は、次のとお

りとする。

� 指定小規模多機能型居宅介護事業所等に個室（指定地域密着

型サービス基準省令第６７条第２項第２号ハ若しくは第１７５条第

２項第２号ハ又は指定地域密着型介護予防サービス基準省令第

４８条第２項第２号ハに規定する個室をいう。以下この号におい

て同じ。）以外の宿泊室を設ける場合は、当該個室以外の宿泊

室の面積を宿泊サービス（指定地域密着型サービス基準省令第

６３条第５項若しくは第１７１条第６項又は指定地域密着型介護予

防サービス基準省令第４４条第５項に規定する宿泊サービスをい

う。次号において同じ。）の利用定員から個室の定員数を減じ

た数で除して得た面積が、おおむね７．４３平方メートル以上であ

ること。

� 指定小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者の員数が、当

該指定小規模多機能型居宅介護事業所等が提供する宿泊サービ

スの利用者の数を宿泊サービスの利用者の数及び共生型短期入

所の利用者の数の合計数であるとした場合における当該指定小

規模多機能型居宅介護事業所等として必要とされる数以上であ

ること。

� 共生型短期入所の利用者に対して適切なサービスを提供する

ため、指定短期入所事業所その他の関係施設から必要な技術的

支援を受けていること。

（準用）

第１１０条の４ 第１０条、第１２条から第１８条まで、第２０条、第２１条、

第２３条、第２４条、第２９条、第３０条、第３７条から第４３条まで、第５２

条、第６２条、第６８条、第７０条から第７２条まで、第７５条、第７６条、

第８９条、第９２条から第９４条まで、第９９条及び前節（第１０９条及び

第１１０条を除く。）の規定は、共生型短期入所の事業について準

用する。

（指定小規模多機能型居宅介護事業所等に関する特例）

第１１１条 短期入所に係る基準該当障害福祉サービス（以下この節

（指定小規模多機能型居宅介護事業所等に関する特例）

第１１１条 短期入所に係る基準該当障害福祉サービス（以下この節
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において「基準該当短期入所」という。）の事業を行う者（以下

この節において「基準該当短期入所事業者」という。）が当該事

業に関して満たすべき基準は、次のとおりとする。

� 指定小規模多機能型居宅介護事業者等

であって、第９７条の規定により基準該当生

活介護とみなされる通いサービス、第１５０条の２の規定により

基準該当自立訓練（機能訓練）とみなされる通いサービス若し

くは第１６０条の２の規定により基準該当自立訓練（生活訓練）

とみなされる通いサービス又は指定通所支援基準条例第５６条の

８の規定により基準該当児童発達支援とみなされる通いサービ

ス若しくは指定通所支援基準条例第７３条の４において準用する

指定通所支援基準条例第５６条の８の規定により基準該当放課後

等デイサービスとみなされる通いサービスを利用するために当

該指定小規模多機能型居宅介護事業所等に登録を受けた障害者

及び障害児に対して指定小規模多機能型居宅介護等

のうち宿泊サービス（指定地域密着型

サービス基準省令第６３条第５項又は第１７１条第６項に規定する

宿泊サービスをいう。以下この条において同じ。）を提供する

ものであること。

� 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の宿泊サービスの

利用定員（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の宿泊サ

ービスを利用する者の数並びに基準該当短期入所の提供を受け

る障害者及び障害児の数の合計数の１日当たりの上限をいう。

以下この条において同じ。）を通いサービスの利用定員（当該

指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービスの利用者

の数並びに第９７条の規定により基準該当生活介護とみなされる

通いサービス、第１５０条の２の規定により基準該当自立訓練

（機能訓練）とみなされる通いサービス若しくは第１６０条の２

の規定により基準該当自立訓練（生活訓練）とみなされる通い

サービス又は指定通所支援基準条例第５６条の８の規定により基

準該当児童発達支援とみなされる通いサービス若しくは指定通

所支援基準条例第７３条の４において準用する指定通所支援基準

条例第５６条の８の規定により基準該当放課後等デイサービスと

みなされる通いサービスを受ける障害者及び障害児の数の合計

数の１日当たりの上限をいう。）の３分の１から９人（サテラ

イト型指定小規模多機能型居宅介護事業所等にあっては、６

人）までの範囲内とすること。

�・� 省略

（従業者の員数）

第１１４条 省略

２・３ 省略

４ 第２項のサービス提供責任者のうち、１人以上は、 常

勤でなければならない。

（指定重度障害者等包括支援の取扱方針）

第１２０条 指定重度障害者等包括支援事業者は、次条第１項に規定

する重度障害者等包括支援計画に基づき、利用者が自立した日常

生活又は社会生活を営むことができるよう、当該利用者の身体そ

の他の状況及びその置かれている環境に応じ、その者の支援を適

切に行うとともに、指定重度障害者等包括支援の提供が漫然かつ

画一的なものとならないよう配慮しなければならない。

２・３ 省略

（重度障害者等包括支援計画の作成）

第１２１条 サービス提供責任者は、利用者又は障害児の保護者の日

において「基準該当短期入所」という。）の事業を行う者（以下

この節において「基準該当短期入所事業者」という。）が当該事

業に関して満たすべき基準は、次のとおりとする。

� 指定小規模多機能型居宅介護事業者又は指定看護小規模多機

能型居宅介護事業者であって、第９７条の規定により基準該当生

活介護とみなされる通いサービス、第１５０条の２の規定により

基準該当自立訓練（機能訓練）とみなされる通いサービス若し

くは第１６０条の２の規定により基準該当自立訓練（生活訓練）

とみなされる通いサービス又は指定通所支援基準条例第５６条の

８の規定により基準該当児童発達支援とみなされる通いサービ

ス若しくは指定通所支援基準条例第７３条の４において準用する

指定通所支援基準条例第５６条の８の規定により基準該当放課後

等デイサービスとみなされる通いサービスを利用するために当

該指定小規模多機能型居宅介護事業所等に登録を受けた障害者

及び障害児に対して指定小規模多機能型居宅介護又は指定看護

小規模多機能型居宅介護のうち宿泊サービス（指定地域密着型

サービス基準省令第６３条第５項又は第１７１条第６項に規定する

宿泊サービスをいう。以下この条において同じ。）を提供する

ものであること。

� 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の宿泊サービスの

利用定員（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の宿泊サ

ービスを利用する者の数並びに基準該当短期入所の提供を受け

る障害者及び障害児の数の合計数の１日当たりの上限をいう。

以下この条において同じ。）を通いサービスの利用定員（当該

指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービスの利用者

の数並びに第９７条の規定により基準該当生活介護とみなされる

通いサービス、第１５０条の２の規定により基準該当自立訓練

（機能訓練）とみなされる通いサービス若しくは第１６０条の２

の規定により基準該当自立訓練（生活訓練）とみなされる通い

サービス又は指定通所支援基準条例第５６条の８の規定により基

準該当児童発達支援とみなされる通いサービス若しくは指定通

所支援基準条例第７３条の４において準用する指定通所支援基準

条例第５６条の８の規定により基準該当放課後等デイサービスと

みなされる通いサービスを受ける障害者及び障害児の数の合計

数の１日当たりの上限をいう。）の３分の１から９人（サテラ

イト型指定小規模多機能型居宅介護事業所 にあっては、６

人）までの範囲内とすること。

�・� 省略

（従業者の員数）

第１１４条 省略

２・３ 省略

４ 第２項のサービス提供責任者のうち、１人以上は、専任かつ常

勤でなければならない。

（指定重度障害者等包括支援の取扱方針）

第１２０条 指定重度障害者等包括支援事業者は、次条第１項に規定

するサービス利用計画 に基づき、利用者が自立した日常

生活又は社会生活を営むことができるよう、当該利用者の身体そ

の他の状況及びその置かれている環境に応じ、その者の支援を適

切に行うとともに、指定重度障害者等包括支援の提供が漫然かつ

画一的なものとならないよう配慮しなければならない。

２・３ 省略

（サービス利用計画 の作成）

第１２１条 サービス提供責任者は、利用者又は障害児の保護者の日
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常生活全般の状況及び希望等を踏まえ、週を単位として、具体的

なサービスの内容等を記載した重度障害者等包括支援計画

を

作成しなければならない。

２ サービス提供責任者は、重度障害者等包括支援計画を作成した

ときは、利用者及びその同居の家族にその内容を説明するととも

に、当該重度障害者等包括支援計画を交付しなければならない。

３ サービス提供責任者は、重度障害者等包括支援計画の作成後、

当該重度障害者等包括支援計画の実施状況の把握を行い、必要に

応じて当該重度障害者等包括支援計画の変更を行うものとする。

この場合においては、前２項の規定を準用する。

第１節 基本方針

第１４２条 自立訓練（機能訓練）（省令第６条の６第１号に規定す

る自立訓練（機能訓練）をいう。以下同じ。）に係る指定障害福

祉サービス（以下「指定自立訓練（機能訓練）」という。）の事

業は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができ

るよう、同号に規定する期間

にわたり、身体機能又は生活能力の維

持、向上等のために必要な訓練その他の便宜を適切かつ効果的に

行うものでなければならない。

（準用）

第１４９条 第１０条から第２１条まで、第２３条、第２４条、第２９条、第３７

条から第４２条まで、第５９条から第６２条まで、第６８条、第７０条から

第７２条まで、第７５条から第７７条まで及び第８７条の２から第９４条ま

での規定は、指定自立訓練（機能訓練）の事業について準用す

る。この場合において、第１０条第１項中「第３２条」とあるのは

「第１４９条において準用する第９１条」と、第２１条第２項中「次条

第１項」とあるのは「第１４６条第１項」と、第２４条第２項中「第

２２条第２項」とあるのは「第１４６条第２項」と、第５９条第１項中

「次条第１項」とあるのは「第１４９条において準用する次条第１

項」と、「療養介護計画」とあるのは「自立訓練（機能訓練）計

画」と、第６０条中「療養介護計画」とあるのは「自立訓練（機能

訓練）計画」と、同条第８項中「６月」とあるのは「３月」と、

第６１条中「前条」とあるのは「第１４９条において準用する前条」

と、第９１条中「第９４条」とあるのは「第１４９条において準用する

第９４条」と、第９４条中「前条」とあるのは「第１４９条において準

用する前条」と読み替えるものとする。

第４節の２ 共生型障害福祉サービスに関する基準

（共生型自立訓練（機能訓練）の事業を行う指定通所介護事業者

等の基準）

第１４９条の２ 自立訓練（機能訓練）に係る共生型障害福祉サービ

ス（以下「共生型自立訓練（機能訓練）」という。）の事業を行

う指定通所介護事業者等が当該事業に関して満たすべき基準は、

次のとおりとする。

� 指定通所介護事業所等の食堂及び機能訓練室の面積を、指定

通所介護等の利用者の数及び共生型自立訓練（機能訓練）の利

常生活全般の状況及び希望等を踏まえ、週を単位として、具体的

なサービスの内容等を記載した重度障害者等包括支援サービス利

用計画（以下この章において「サービス利用計画」という。）を

作成しなければならない。

２ サービス提供責任者は、サービス利用計画の作成に当たって

は、サービス担当者会議（サービス提供責任者がサービス利用計

画の作成のためにサービス利用計画の原案に位置付けた障害福祉

サービスの担当者（以下この条において「担当者」という。）を

招集して行う会議をいう。）の開催、担当者に対する照会等によ

り、担当者の専門的な見地からの意見を求めるものとする。

３ サービス提供責任者は、サービス利用計画 を作成した

ときは、利用者及びその同居の家族にその内容を説明するととも

に、当該サービス利用計画 を交付しなければならない。

４ サービス提供責任者は、サービス利用計画 の作成後、

当該サービス利用計画 の実施状況の把握を行い、必要に

応じて当該サービス利用計画 の変更を行うものとする。

この場合においては、前３項の規定を準用する。

第１節 基本方針

第１４２条 自立訓練（機能訓練）（省令第６条の６第１号に規定す

る自立訓練（機能訓練）をいう。以下同じ。）に係る指定障害福

祉サービス（以下「指定自立訓練（機能訓練）」という。）の事

業は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができ

るよう、身体障害者（障害児を除く。）に対して、１年６月間
けい

（頸髄損傷による四肢の麻痺その他これに類する状態にある障害

者にあっては、３年間）にわたり、身体機能又は生活能力の維

持、向上等のために必要な訓練その他の便宜を適切かつ効果的に

行うものでなければならない。

（準用）

第１４９条 第１０条から第２１条まで、第２３条、第２４条、第２９条、第３７

条から第４２条まで、第５９条から第６２条まで、第６８条、第７０条から

第７２条まで、第７５条から第７７条まで及び第８８条 から第９４条ま

での規定は、指定自立訓練（機能訓練）の事業について準用す

る。この場合において、第１０条第１項中「第３２条」とあるのは

「第１４９条において準用する第９１条」と、第２１条第２項中「次条

第１項」とあるのは「第１４６条第１項」と、第２４条第２項中「第

２２条第２項」とあるのは「第１４６条第２項」と、第５９条第１項中

「次条第１項」とあるのは「第１４９条において準用する次条第１

項」と、「療養介護計画」とあるのは「自立訓練（機能訓練）計

画」と、第６０条中「療養介護計画」とあるのは「自立訓練（機能

訓練）計画」と、同条第８項中「６月」とあるのは「３月」と、

第６１条中「前条」とあるのは「第１４９条において準用する前条」

と、第９１条中「第９４条」とあるのは「第１４９条において準用する

第９４条」と、第９４条中「前条」とあるのは「第１４９条において準

用する前条」と読み替えるものとする。
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用者の数の合計数で除して得た面積が３平方メートル以上であ

ること。

� 指定通所介護事業所等の従業者の員数が、当該指定通所介護

事業所等が提供する指定通所介護等の利用者の数を指定通所介

護等の利用者の数及び共生型自立訓練（機能訓練）の利用者の

数の合計数であるとした場合における当該指定通所介護事業所

等として必要とされる数以上であること。

� 共生型自立訓練（機能訓練）の利用者に対して適切なサービ

スを提供するため、指定自立訓練（機能訓練）事業所その他の

関係施設から必要な技術的支援を受けていること。

（共生型自立訓練（機能訓練）の事業を行う指定小規模多機能型

居宅介護事業者等の基準）

第１４９条の３ 共生型自立訓練（機能訓練）の事業を行う指定小規

模多機能型居宅介護事業者等が当該事業に関して満たすべき基準

は、次のとおりとする。

� 指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録定員を２９人（サ

テライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所等にあっては、

１８人）以下とすること。

� 指定小規模多機能型居宅介護事業所等が行う指定小規模多機

能型居宅介護等のうち通いサービスの利用定員を登録定員の２

分の１から１５人（登録定員が２５人を超える指定小規模多機能型

居宅介護事業所等にあっては次の表の左欄に掲げる登録定員の

区分に応じそれぞれ同表の右欄に定める通いサービスの利用定

員の数、サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所等に

あっては１２人）までの範囲内とすること。

登録定員 通いサービスの利用定員

２６人又は２７人 １６人

２８人 １７人

２９人 １８人

� 指定小規模多機能型居宅介護事業所等の居間及び食堂は、機

能を十分に発揮し得る適当な広さを有すること。

� 指定小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者の員数が、当

該指定小規模多機能型居宅介護事業所等が提供する通いサービ

スの利用者の数を通いサービスの利用者の数並びに共生型通い

サービスを受ける障害者及び障害児の数の合計数であるとした

場合における指定地域密着型サービス基準省令第６３条若しくは

第１７１条又は指定地域密着型介護予防サービス基準省令第４４条

に規定する基準を満たしていること。

� 共生型自立訓練（機能訓練）の利用者に対して適切なサービ

スを提供するため、指定自立訓練（機能訓練）事業所その他の

関係施設から必要な技術的支援を受けていること。

（準用）

第１４９条の４ 第１０条から第２１条まで、第２３条、第２４条、第２９条、

第３７条から第４２条まで、第５２条、第５９条から第６２条まで、第６８

条、第７０条から第７２条まで、第７５条から第７７条まで、第８１条、第

８７条の２から第９４条まで、第１４２条及び前節（第１４９条を除く。）

の規定は、共生型自立訓練（機能訓練）の事業について準用す

る。

（指定小規模多機能型居宅介護事業所等に関する特例）

第１５０条の２ 次に掲げる要件を満たす指定小規模多機能型居宅介

護事業者等 が地域にお

いて自立訓練（機能訓練）が提供されていないこと等により自立

（指定小規模多機能型居宅介護事業所等に関する特例）

第１５０条の２ 次に掲げる要件を満たす指定小規模多機能型居宅介

護事業者又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業者が地域にお

いて自立訓練（機能訓練）が提供されていないこと等により自立
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訓練（機能訓練）を受けることが困難な障害者に対して指定小規

模多機能型居宅介護等 のうち

通いサービスを提供する場合は、当該通いサービスを基準該当自

立訓練（機能訓練）と、当該通いサービスを行う指定小規模多機

能型居宅介護事業所等を基準該当自立訓練（機能訓練）事業所と

みなす。この場合において、前条の規定は、当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所等については、適用しない。

� 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録定員（当該

指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録者の数並びにこの

条の規定により基準該当自立訓練（機能訓練）とみなされる通

いサービス、第９７条の規定により基準該当生活介護とみなされ

る通いサービス若しくは第１６０条の２の規定により基準該当自

立訓練（生活訓練）とみなされる通いサービス又は指定通所支

援基準条例第５６条の８の規定により基準該当児童発達支援とみ

なされる通いサービス若しくは指定通所支援基準条例第７３条の

４において準用する指定通所支援基準条例第５６条の８の規定に

より基準該当放課後等デイサービスとみなされる通いサービス

を利用するために当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等に

登録を受けた障害者及び障害児の数の合計数の上限をいう。以

下この条において同じ。）を、２９人（サテライト型指定小規模

多機能型居宅介護事業所等にあっては、１８人）以下とするこ

と。

� 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービスの

利用定員（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサ

ービスの利用者の数並びにこの条の規定により基準該当自立訓

練（機能訓練）とみなされる通いサービス、第９７条の規定によ

り基準該当生活介護とみなされる通いサービス若しくは第１６０

条の２の規定により基準該当自立訓練（生活訓練）とみなされ

る通いサービス又は指定通所支援基準条例第５６条の８の規定に

より基準該当児童発達支援とみなされる通いサービス若しくは

指定通所支援基準条例第７３条の４において準用する指定通所支

援基準条例第５６条の８の規定により基準該当放課後等デイサー

ビスとみなされる通いサービスを受ける障害者及び障害児の数

の合計数の１日当たりの上限をいう。）を、登録定員の２分の

１から１５人（登録定員が２５人を超える指定小規模多機能型居宅

介護事業所等にあっては次の表の左欄に掲げる登録定員の区分

に応じそれぞれ同表の右欄に定める通いサービスの利用定員の

数、サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所等にあっ

ては１２人）までの範囲内とすること。

省略

�～� 省略

第１節 基本方針

第１５２条 自立訓練（生活訓練）（省令第６条の６第２号に規定す

る自立訓練（生活訓練）をいう。以下同じ。）に係る指定障害福

祉サービス（以下「指定自立訓練（生活訓練）」という。）の事

業は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができ

るよう、同号に規定する期間

にわたり、

生活能力の維持、向上等のために必要な支援、訓練その他の便宜

を適切かつ効果的に行うものでなければならない。

（準用）

訓練（機能訓練）を受けることが困難な障害者に対して指定小規

模多機能型居宅介護又は指定看護小規模多機能型居宅介護のうち

通いサービスを提供する場合は、当該通いサービスを基準該当自

立訓練（機能訓練）と、当該通いサービスを行う指定小規模多機

能型居宅介護事業所等を基準該当自立訓練（機能訓練）事業所と

みなす。この場合において、前条の規定は、当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所等については、適用しない。

� 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録定員（当該

指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録者の数並びにこの

条の規定により基準該当自立訓練（機能訓練）とみなされる通

いサービス、第９７条の規定により基準該当生活介護とみなされ

る通いサービス若しくは第１６０条の２の規定により基準該当自

立訓練（生活訓練）とみなされる通いサービス又は指定通所支

援基準条例第５６条の８の規定により基準該当児童発達支援とみ

なされる通いサービス若しくは指定通所支援基準条例第７３条の

４において準用する指定通所支援基準条例第５６条の８の規定に

より基準該当放課後等デイサービスとみなされる通いサービス

を利用するために当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等に

登録を受けた障害者及び障害児の数の合計数の上限をいう。以

下この条において同じ。）を、２９人（サテライト型指定小規模

多機能型居宅介護事業所 にあっては、１８人）以下とするこ

と。

� 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービスの

利用定員（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサ

ービスの利用者の数並びにこの条の規定により基準該当自立訓

練（機能訓練）とみなされる通いサービス、第９７条の規定によ

り基準該当生活介護とみなされる通いサービス若しくは第１６０

条の２の規定により基準該当自立訓練（生活訓練）とみなされ

る通いサービス又は指定通所支援基準条例第５６条の８の規定に

より基準該当児童発達支援とみなされる通いサービス若しくは

指定通所支援基準条例第７３条の４において準用する指定通所支

援基準条例第５６条の８の規定により基準該当放課後等デイサー

ビスとみなされる通いサービスを受ける障害者及び障害児の数

の合計数の１日当たりの上限をいう。）を、登録定員の２分の

１から１５人（登録定員が２５人を超える指定小規模多機能型居宅

介護事業所等にあっては次の表の左欄に掲げる登録定員の区分

に応じそれぞれ同表の右欄に定める通いサービスの利用定員の

数、サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所 にあっ

ては１２人）までの範囲内とすること。

省略

�～� 省略

第１節 基本方針

第１５２条 自立訓練（生活訓練）（省令第６条の６第２号に規定す

る自立訓練（生活訓練）をいう。以下同じ。）に係る指定障害福

祉サービス（以下「指定自立訓練（生活訓練）」という。）の事

業は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができ

るよう、知的障害者（障害児を除く。）又は精神障害者（障害児

を除く。）に対して、２年間（長期間入院していた障害者その他

これに類する事由のある障害者にあっては、３年間）にわたり、

生活能力の維持、向上等のために必要な支援、訓練その他の便宜

を適切かつ効果的に行うものでなければならない。

（準用）
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第１５９条 第１０条から第１９条まで、第２１条、第２４条、第２９条、第３７

条から第４２条まで、第５９条から第６２条まで、第６８条、第７０条から

第７２条まで、第７５条、第７６条、第８７条の２か ら 第９４条 ま で、第

１４７条及び第１４８条の規定は、指定自立訓練（生活訓練）の事業に

ついて準用する。この場合において、第１０条第１項中「第３２条」

とあるのは「第１５９条において準用する第９１条」と、第２１条第２

項中「次条第１項から第３項まで」とあるのは「第１５７条第１項

から第４項まで」と、第２４条第２項中「第２２条第２項」とあるの

は「第１５７条第２項」と、第５９条第１項中「次条第１項」とある

のは「第１５９条において準用する次条第１項」と、「療養介護計

画」とあるのは「自立訓練（生活訓練）計画」と、第６０条中「療

養介護計画」とあるのは「自立訓練（生活訓練）計画」と、同条

第８項中「６月」とあるのは「３月」と、第６１条中「前条」とあ

るのは「第１５９条において準用する前条」と、第９１条中「第９４

条」とあるのは「第１５９条において準用する第９４条」と、第９４条

中「前条」とあるのは「第１５９条において準用する前条」と読み

替えるものとする。

第４節の２ 共生型障害福祉サービスに関する基準

（共生型自立訓練（生活訓練）の事業を行う指定通所介護事業者

等の基準）

第１５９条の２ 自立訓練（生活訓練）に係る共生型障害福祉サービ

ス（以下「共生型自立訓練（生活訓練）」という。）の事業を行

う指定通所介護事業者等が当該事業に関して満たすべき基準は、

次のとおりとする。

� 指定通所介護事業所等の食堂及び機能訓練室の面積を、指定

通所介護等の利用者の数及び共生型自立訓練（生活訓練）の利

用者の数の合計数で除して得た面積が３平方メートル以上であ

ること。

� 指定通所介護事業所等の従業者の員数が、当該指定通所介護

事業所等が提供する指定通所介護等の利用者の数を指定通所介

護等の利用者の数及び共生型自立訓練（生活訓練）の利用者の

数の合計数であるとした場合における当該指定通所介護事業所

等として必要とされる数以上であること。

� 共生型自立訓練（生活訓練）の利用者に対して適切なサービ

スを提供するため、指定自立訓練（生活訓練）事業所その他の

関係施設から必要な技術的支援を受けていること。

（共生型自立訓練（生活訓練）の事業を行う指定小規模多機能型

居宅介護事業者等の基準）

第１５９条の３ 共生型自立訓練（生活訓練）の事業を行う指定小規

模多機能型居宅介護事業者等が当該事業に関して満たすべき基準

は、次のとおりとする。

� 指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録定員を２９人（サ

テライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所等にあっては、

１８人）以下とすること。

� 指定小規模多機能型居宅介護事業所等が行う指定小規模多機

能型居宅介護等のうち通いサービスの利用定員を登録定員の２

分の１から１５人（登録定員が２５人を超える指定小規模多機能型

居宅介護事業所等にあっては次の表の左欄に掲げる登録定員の

区分に応じそれぞれ同表の右欄に定める通いサービスの利用定

員の数、サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所等に

あっては１２人）までの範囲内とすること。

登録定員 通いサービスの利用定員

２６人又は２７人 １６人

第１５９条 第１０条から第１９条まで、第２１条、第２４条、第２９条、第３７

条から第４２条まで、第５９条から第６２条まで、第６８条、第７０条から

第７２条 ま で、第７５条、第７６条、第８８条 か ら 第９４条 ま で、第

１４７条及び第１４８条の規定は、指定自立訓練（生活訓練）の事業に

ついて準用する。この場合において、第１０条第１項中「第３２条」

とあるのは「第１５９条において準用する第９１条」と、第２１条第２

項中「次条第１項から第３項まで」とあるのは「第１５７条第１項

から第４項まで」と、第２４条第２項中「第２２条第２項」とあるの

は「第１５７条第２項」と、第５９条第１項中「次条第１項」とある

のは「第１５９条において準用する次条第１項」と、「療養介護計

画」とあるのは「自立訓練（生活訓練）計画」と、第６０条中「療

養介護計画」とあるのは「自立訓練（生活訓練）計画」と、同条

第８項中「６月」とあるのは「３月」と、第６１条中「前条」とあ

るのは「第１５９条において準用する前条」と、第９１条中「第９４

条」とあるのは「第１５９条において準用する第９４条」と、第９４条

中「前条」とあるのは「第１５９条において準用する前条」と読み

替えるものとする。
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２８人 １７人

２９人 １８人

� 指定小規模多機能型居宅介護事業所等の居間及び食堂は、機

能を十分に発揮し得る適当な広さを有すること。

� 指定小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者の員数が、当

該指定小規模多機能型居宅介護事業所等が提供する通いサービ

スの利用者の数を通いサービスの利用者の数並びに共生型通い

サービスを受ける障害者及び障害児の数の合計数であるとした

場合における指定地域密着型サービス基準省令第６３条若しくは

第１７１条又は指定地域密着型介護予防サービス基準省令第４４条

に規定する基準を満たしていること。

� 共生型自立訓練（生活訓練）の利用者に対して適切なサービ

スを提供するため、指定自立訓練（生活訓練）事業所その他の

関係施設から必要な技術的支援を受けていること。

（準用）

第１５９条の４ 第１０条から第１９条まで、第２１条、第２４条、第２９条、

第３７条から第４２条まで、第５２条、第５９条から第６２条まで、第６８

条、第７０条から第７２条まで、第７５条、第７６条、第８１条、第８７条の

２から第９４条まで、第１４７条、第１４８条、第１５２条及び前節（第１５９

条を除く。）の規定は、共生型自立訓練（生活訓練）の事業につ

いて準用する。

（指定小規模多機能型居宅介護事業所等に関する特例）

第１６０条の２ 次に掲げる要件を満たす指定小規模多機能型居宅介

護事業者等 が地域にお

いて自立訓練（生活訓練）が提供されていないこと等により自立

訓練（生活訓練）を受けることが困難な障害者に対して指定小規

模多機能型居宅介護等 のうち

通いサービスを提供する場合は、当該通いサービスを基準該当自

立訓練（生活訓練）と、当該通いサービスを行う指定小規模多機

能型居宅介護事業所等を基準該当自立訓練（生活訓練）事業所と

みなす。この場合において、前条の規定は、当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所等については、適用しない。

� 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録定員（当該

指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録者の数並びにこの

条の規定により基準該当自立訓練（生活訓練）とみなされる通

いサービス、第９７条の規定により基準該当生活介護とみなされ

る通いサービス若しくは第１５０条の２の規定により基準該当自

立訓練（機能訓練）とみなされる通いサービス又は指定通所支

援基準条例第５６条の８の規定により基準該当児童発達支援とみ

なされる通いサービス若しくは指定通所支援基準条例第７３条の

４において準用する指定通所支援基準条例第５６条の８の規定に

より基準該当放課後等デイサービスとみなされる通いサービス

を利用するために当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等に

登録を受けた障害者及び障害児の数の合計数の上限をいう。以

下この条において同じ。）を、２９人（サテライト型指定小規模

多機能型居宅介護事業所等にあっては、１８人）以下とするこ

と。

� 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービスの

利用定員（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサ

ービスの利用者の数並びにこの条の規定により基準該当自立訓

練（生活訓練）とみなされる通いサービス、第９７条の規定によ

り基準該当生活介護とみなされる通いサービス若しくは第１５０

（指定小規模多機能型居宅介護事業所等に関する特例）

第１６０条の２ 次に掲げる要件を満たす指定小規模多機能型居宅介

護事業者又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業者が地域にお

いて自立訓練（生活訓練）が提供されていないこと等により自立

訓練（生活訓練）を受けることが困難な障害者に対して指定小規

模多機能型居宅介護又は指定看護小規模多機能型居宅介護のうち

通いサービスを提供する場合は、当該通いサービスを基準該当自

立訓練（生活訓練）と、当該通いサービスを行う指定小規模多機

能型居宅介護事業所等を基準該当自立訓練（生活訓練）事業所と

みなす。この場合において、前条の規定は、当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所等については、適用しない。

� 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録定員（当該

指定小規模多機能型居宅介護事業所等の登録者の数並びにこの

条の規定により基準該当自立訓練（生活訓練）とみなされる通

いサービス、第９７条の規定により基準該当生活介護とみなされ

る通いサービス若しくは第１５０条の２の規定により基準該当自

立訓練（機能訓練）とみなされる通いサービス又は指定通所支

援基準条例第５６条の８の規定により基準該当児童発達支援とみ

なされる通いサービス若しくは指定通所支援基準条例第７３条の

４において準用する指定通所支援基準条例第５６条の８の規定に

より基準該当放課後等デイサービスとみなされる通いサービス

を利用するために当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等に

登録を受けた障害者及び障害児の数の合計数の上限をいう。以

下この条において同じ。）を、２９人（サテライト型指定小規模

多機能型居宅介護事業所 にあっては、１８人）以下とするこ

と。

� 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービスの

利用定員（当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサ

ービスの利用者の数並びにこの条の規定により基準該当自立訓

練（生活訓練）とみなされる通いサービス、第９７条の規定によ

り基準該当生活介護とみなされる通いサービス若しくは第１５０
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条の２の規定により基準該当自立訓練（機能訓練）とみなされ

る通いサービス又は指定通所支援基準条例第５６条の８の規定に

より基準該当児童発達支援とみなされる通いサービス若しくは

指定通所支援基準条例第７３条の４において準用する指定通所支

援基準条例第５６条の８の規定により基準該当放課後等デイサー

ビスとみなされる通いサービスを受ける障害者及び障害児の数

の合計数の１日当たりの上限をいう。）を、登録定員の２分の

１から１５人（登録定員が２５人を超える指定小規模多機能型居宅

介護事業所等にあっては次の表の左欄に掲げる登録定員の区分

に応じそれぞれ同表の右欄に定める通いサービスの利用定員の

数、サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所等にあっ

ては１２人）までの範囲内とすること。

省略

�～� 省略

第１節 基本方針

第１６２条 就労移行支援に係る指定障害福祉サービス（以下「指定

就労移行支援」という。）の事業は、利用者が自立した日常生活

又は社会生活を営むことができるよう、省令第６条の９に規定す

る者

に対して、省令第６条の８に規定する期間

にわたり、生産活動その他の活動の

機会の提供を通じて、就労に必要な知識及び能力の向上のために

必要な訓練その他の便宜を適切かつ効果的に行うものでなければ

ならない。

（認定指定就労移行支援事業所の従業者の員数）

第１６４条 前条の規定にかかわらず、あん摩マツサージ指圧師、は

り師、きゆう師等に関する法律（昭和２２年法律第２１７号）第２条

第１項の規定により認定されたあん摩マッサージ指圧師、はり師

又はきゅう師の学校又は養成施設である指定就労移行支援事業所

（以下この章において「認定指定就労移行支援事業所」とい

う。）ごとに有すべき従業者及びその員数は、次のとおりとす

る。

�・� 省略

２ 省略

第１６７条 省略

第４節 運営に関する基準

（通勤のための訓練の実施）

第１６７条の２ 指定就労移行支援事業者は、利用者が自ら通常の事

業所に通勤することができるよう、通勤のための訓練を実施しな

ければならない。

（準用）

第１７２条 第１０条から第１８条まで、第２０条、第２１条、第２４条、第２９

条、第３７条から第４２条まで、第５９条から第６２条まで、第６８条、第

７０条から第７２条まで、第７５条から第７７条まで、第８６条、第８７条、

第８８条から第９４条まで、第１４６条、第１４７条及び第１５７条の２の規

定は、指定就労移行支援の事業について準用する。この場合にお

いて、第１０条第１項中「第３２条」とあるのは「第１７２条において

準用する第９１条」と、第２１条第２項中「次条第１項」とあるのは

条の２の規定により基準該当自立訓練（機能訓練）とみなされ

る通いサービス又は指定通所支援基準条例第５６条の８の規定に

より基準該当児童発達支援とみなされる通いサービス若しくは

指定通所支援基準条例第７３条の４において準用する指定通所支

援基準条例第５６条の８の規定により基準該当放課後等デイサー

ビスとみなされる通いサービスを受ける障害者及び障害児の数

の合計数の１日当たりの上限をいう。）を、登録定員の２分の

１から１５人（登録定員が２５人を超える指定小規模多機能型居宅

介護事業所等にあっては次の表の左欄に掲げる登録定員の区分

に応じそれぞれ同表の右欄に定める通いサービスの利用定員の

数、サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所 にあっ

ては１２人）までの範囲内とすること。

省略

�～� 省略

第１節 基本方針

第１６２条 就労移行支援に係る指定障害福祉サービス（以下「指定

就労移行支援」という。）の事業は、利用者が自立した日常生活

又は社会生活を営むことができるよう、就労を希望する６５歳未満

の障害者であって、通常の事業所に雇用されることが可能と見込

まれるものに対して、２年間（専らあん摩マツサージ指圧師、は

り師、きゆう師等に関する法律（昭和２２年法律第２１７号。以下

「あん摩マツサージ指圧師等法」という。）の規定によるあん摩

マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師の免許を取得させること

を目的として省令第６条の９に規定する便宜を提供する場合にあ

っては、３年間又は５年間）にわたり、生産活動その他の活動の

機会の提供を通じて、就労に必要な知識及び能力の向上のために

必要な訓練その他の便宜を適切かつ効果的に行うものでなければ

ならない。

（認定指定就労移行支援事業所の従業者の員数）

第１６４条 前条の規定にかかわらず、あん摩マツサージ指圧師等法

り師、きゆう師等に関する法律（昭和２２年法律第２１７号）第２条

第１項の規定により認定されたあん摩マッサージ指圧師、はり師

又はきゅう師の学校又は養成施設である指定就労移行支援事業所

（以下この章において「認定指定就労移行支援事業所」とい

う。）ごとに有すべき従業者及びその員数は、次のとおりとす

る。

�・� 省略

２ 省略

第１６７条 省略

第４節 運営に関する基準

（準用）

第１７２条 第１０条から第１８条まで、第２０条、第２１条、第２４条、第２９

条、第３７条から第４２条まで、第５９条から第６２条まで、第６８条、第

７０条から第７２条まで、第７５条から第７７条まで、第８６条、第８７条、

第８８条から第９４条まで、第１４６条、第１４７条及び第１５７条の２の規

定は、指定就労移行支援の事業について準用する。この場合にお

いて、第１０条第１項中「第３２条」とあるのは「第１７２条において

準用する第９１条」と、第２１条第２項中「次条第１項」とあるのは
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「第１７２条において準用する第１４６条第１項」と、第２４条第２項中

「第２２条第２項」とあるのは「第１７２条において準用する第１４６条

第２項」と、第５９条第１項中「次条第１項」とあるのは「第１７２

条において準用する次条第１項」と、「療養介護計画」とあるの

は「就労移行支援計画」と、第６０条中「療養介護計画」とあるの

は「就労移行支援計画」と、同条第８項中「６月」とあるのは

「３月」と、第６１条中「前条」とあるのは「第１７２条において準

用する前条」と、第９１条中「第９４条」とあるのは「第１７２条にお

いて準用する第９４条」と、第９４条中「前条」とあるのは「第１７２

条において準用する前条」と、第１５７条の２中「支給決定障害者

（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び」とあるのは「支給決定障

害者（基準省令第１８４条において準用する」と読み替えるものと

する。

第１９４条 省略

第１２章の２ 就労定着支援

第１節 基本方針

第１９４条の２ 就労定着支援に係る指定障害福祉サービス（以下

「指定就労定着支援」という。）の事業は、利用者が自立した日

常生活又は社会生活を営むことができるよう、就労に向けた支援

として省令第６条の１０の２に規定するものを受けて通常の事業所

に新たに雇用された障害者に対して、省令第６条の１０の３に規定

する期間にわたり、当該通常の事業所での就労の継続を図るため

に必要な当該通常の事業所の事業主、障害福祉サービス事業者

等、医療機関その他の者との連絡調整その他の支援を適切かつ効

果的に行うものでなければならない。

第２節 人員に関する基準

（従業者の員数）

第１９４条の３ 指定就労定着支援の事業を行う者（以下「指定就労

定着支援事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指

定就労定着支援事業所」という。）に有すべき就労定着支援員の

数は、指定就労定着支援事業所ごとに、常勤換算方法で、利用者

の数を４０で除して得た数以上とする。

２ 指定就労定着支援事業者は、指定就労定着支援事業所ごとに、

当該指定就労定着支援の事業の利用者の数（当該指定就労定着支

援事業者が、生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活

訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型

（以下「生活介護等」という。）に係る指定障害福祉サービス事

業者の指定を併せて受け、かつ、指定就労定着支援の事業と生活

介護等に係る指定障害福祉サービスの事業とを同一の事業所にお

いて一体的に運営している場合にあっては、当該事業所において

一体的に運営している指定就労定着支援の事業及び生活介護等に

係る指定障害福祉サービスの事業の利用者の合計数。以下この条

において同じ。）に応じて、次に掲げる員数を、サービス管理責

任者として置くこととする。

� 利用者の数が６０以下 １以上

� 利用者の数が６１以上 １に、利用者の数が６０を超える４０又は

その端数を増すごとに１を加えた数以上

３ 前２項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新た

に法第２９条第１項の指定を受ける場合は、推定数による。

４ 第１項の就労定着支援員及び第２項のサービス管理責任者は、

専ら当該指定就労定着支援事業所の職務に従事する者でなければ

ならない。ただし、利用者の支援に支障がない場合は、この限り

でない。

「第１７２条において準用する第１４６条第１項」と、第２４条第２項中

「第２２条第２項」とあるのは「第１７２条において準用する第１４６条

第２項」と、第５９条第１項中「次条第１項」とあるのは「第１７２

条において準用する次条第１項」と、「療養介護計画」とあるの

は「就労移行支援計画」と、第６０条中「療養介護計画」とあるの

は「就労移行支援計画」と、同条第８項中「６月」とあるのは

「３月」と、第６１条中「前条」とあるのは「第１７２条において準

用する前条」と、第９１条中「第９４条」とあるのは「第１７２条にお

いて準用する第９４条」と、第９４条中「前条」とあるのは「第１７２

条において準用する前条」と、第１５７条の２中「支給決定障害者

（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び」とあるのは「支給決定障

害者（基準省令第１８４条において準用する」と読み替えるものと

する。

第１９４条 省略
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５ 第２項のサービス管理責任者のうち、１人以上は、常勤でなけ

ればならない。

（準用）

第１９４条の４ 第５２条の規定は、指定就労定着支援の事業について

準用する。

第３節 設備に関する基準

第１９４条の５ 指定就労定着支援事業者は、事業を行うために必要

な広さの区画を有するとともに、指定就労定着支援の提供に必要

な設備及び備品等を備えなければならない。

第４節 運営に関する基準

（サービス管理責任者の業務）

第１９４条の６ サービス管理責任者は、第１９４条の１２において準用す

る第６０条に規定する業務のほか、次に掲げる業務を行うものとす

る。

� 利用申込者の利用に際し、その者に係る指定障害福祉サービ

ス事業者等に対する照会等により、その者の心身の状況、当該

指定就労定着支援事業所以外における指定障害福祉サービス等

の利用状況等を把握すること。

� 利用者の心身の状況、その置かれている環境等に照らし、利

用者が地域において自立した日常生活又は社会生活を継続して

営むことができるよう必要な支援を行うこと。

� 他の従業者に対し、技術指導及び助言を行うこと。

（実施主体）

第１９４条の７ 指定就労定着支援事業者は、過去３年間において平

均１人以上、通常の事業所に新たに障害者を雇用させている生活

介護等に係る指定障害福祉サービス事業者でなければならない。

（職場への定着のための支援の実施）

第１９４条の８ 指定就労定着支援事業者は、利用者の職場への定着

及び就労の継続を図るため、新たに障害者を雇用した通常の事業

所の事業主、指定障害福祉サービス事業者等、医療機関等との連

絡調整及び連携を行うとともに、利用者やその家族等に対して、

当該雇用に伴い生じる日常生活又は社会生活を営む上での各般の

問題に関する相談、指導及び助言その他の必要な支援を提供しな

ければならない。

２ 指定就労定着支援事業者は、利用者に対して前項の支援を提供

するに当たっては、１月に１回以上、当該利用者との対面により

行うとともに、１月に１回以上、当該利用者を雇用した通常の事

業所の事業主を訪問することにより当該利用者の職場での状況を

把握するよう努めなければならない。

（サービス利用中に離職する者への支援）

第１９４条の９ 指定就労定着支援事業者は、指定就労定着支援の提

供期間中に雇用された通常の事業所を離職する利用者であって、

当該離職後も他の通常の事業所への就職等を希望するものに対

し、指定特定相談支援事業者その他の関係者と連携し、他の指定

障害福祉サービス事業者その他の関係者との連絡調整その他の便

宜の提供を行わなければならない。

（運営規程）

第１９４条の１０ 指定就労定着支援事業者は、指定就労定着支援事業

所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する運

営規程を定めておかなければならない。

� 事業の目的及び運営の方針

� 従業者の職種、員数及び職務の内容

� 営業日及び営業時間
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� 指定就労定着支援の提供方法及び内容並びに支給決定障害者

から受領する費用の種類及びその額

� 通常の事業の実施地域

� 事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合は、当該障

害の種類

� 虐待の防止のための措置に関する事項

� その他運営に関する重要事項

（記録の整備及び保存）

第１９４条の１１ 指定就労定着支援事業者は、従業者、設備、備品及

び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。

２ 指定就労定着支援事業者は、利用者に対する指定就労定着支援

の提供に関する規則で定める記録を整備し、当該指定就労定着支

援を提供した日から５年間保存しなければならない。

（準用）

第１９４条の１２ 第１０条から第２４条まで、第３０条、第３４条から第４２条

まで、第５９条、第６０条、第６２条及び第６８条の規定は、指定就労定

着支援の事業について準用する。この場合において、第１０条第１

項中「第３２条」とあるのは「第１９４条の１０」と、第２１条第２項中

「次条第１項」とあるのは「第１９４条の１２において準用する次条

第１項」と、第２４条 第２項 中「第２２条第２項」とあ る の は「第

１９４条の１２において準用する第２２条第２項」と、第５９条第１項中

「次条第１項」とあるのは「第１９４条の１２において準用する次条

第１項」と、「療養介護計画」とあるのは「就労定着支援計画」

と、第６０条中「療養介護計画」とあるのは「就労定着支援計画」

と読み替えるものとする。

第１２章の３ 自立生活援助

第１節 基本方針

第１９４条の１３ 自立生活援助に係る指定障害福祉サービス（以下

「指定自立生活援助」という。）の事業は、利用者が地域におい

て自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、定期

的な巡回又は随時の通報を受けて行う訪問、当該利用者からの相

談対応等により、当該利用者の状況を把握し、必要な情報の提供

及び助言その他の必要な支援が、保健、医療、福祉、就労支援、

教育等の関係機関との密接な連携の下で、当該利用者の意向、適

性、障害の特性その他の状況及びその置かれている環境に応じ

て、適切かつ効果的に行われるものでなければならない。

第２節 人員に関する基準

（従業者の員数）

第１９４条の１４ 指定自立生活援助の事業を行う者（以下「指定自立

生活援助事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指

定自立生活援助事業所」という。）に有すべき従業者及びその員

数は、次のとおりとする。

� 地域生活支援員 指定自立生活援助事業所ごとに、１以上

� サービス管理責任者 指定自立生活援助事業所ごとに、ア又

はイに掲げる利用者の数の区分に応じ、それぞれア又はイに定

める数

ア 利用者の数が３０以下 １以上

イ 利用者の数が３１以上 １に、利用者の数が３０を超える３０又

はその端数を増すごとに１を加えた数以上

２ 前項第１号の地域生活支援員の員数の標準は、利用者の数が２５

又はその端数を増すごとに１とする。

３ 第１項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新た

に法第２９条第１項の指定を受ける場合は、推定数による。
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４ 第１項の指定自立生活援助の従業者は、専ら当該指定自立生活

援助事業所の職務に従事する者でなければならない。ただし、利

用者の支援に支障がない場合は、この限りでない。

（準用）

第１９４条の１５ 第５２条の規定は、指定自立生活援助の事業について

準用する。

第３節 設備に関する基準

第１９４条の１６ 第１９４条の５の規定は、指定自立生活援助の事業につ

いて準用する。

第４節 運営に関する基準

（実施主体）

第１９４条の１７ 指定自立生活援助事業者は、指定障害福祉サービス

事業者（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、宿泊型

自立訓練又は共同生活援助の事業を行う者に限る。）、指定障害

者支援施設又は指定相談支援事業者でなければならない。

（定期的な訪問による支援）

第１９４条の１８ 指定自立生活援助事業者は、おおむね週に１回以

上、利用者の居宅を訪問することにより、当該利用者の心身の状

況、その置かれている環境及び日常生活全般の状況等の把握を行

い、必要な情報の提供及び助言並びに相談、指定障害福祉サービ

ス事業者等、医療機関等との連絡調整その他の障害者が地域にお

ける自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な援助を行

わなければならない。

（随時の通報による支援等）

第１９４条の１９ 指定自立生活援助事業者は、利用者からの通報があ

った場合には、速やかに当該利用者の居宅への訪問等による状況

把握を行わなければならない。

２ 指定自立生活援助事業者は、前項の状況把握を踏まえ、当該利

用者の家族、当該利用者が利用する指定障害福祉サービス事業者

等、医療機関その他の関係機関等との連絡調整その他の必要な措

置を適切に講じなければならない。

３ 指定自立生活援助事業者は、利用者の心身の状況及び障害の特

性に応じ、適切な方法により、当該利用者との常時の連絡体制を

確保しなければならない。

（準用）

第１９４条の２０ 第１０条から第２４条まで、第３０条、第３４条から第４２条

まで、第５９条、第６０条、第６２条、第６８条、第１９４条の６、第１９４条

の１０及び第１９４条の１１の規定は、指定自立生活援助の事業につい

て準用する。この場合において、第１０条第１項中「第３２条」とあ

るのは「第１９４条の２０において準用する第１９４条の１０」と、第２１条

第２項中「次条第１項」とあるのは「第１９４条の２０において準用

する次条第１項」と、第２４条第２項中「第２２条第２項」とあるの

は「第１９４条の２０において準用する第２２条第２項」と、第５９条第

１項中「次条第１項」とあるのは「第１９４条の２０において準用す

る次条第１項」と、「療養介護計画」とあるのは「自立生活援助

計画」と、第６０条中「療養介護計画」とあるのは「自立生活援助

計画」と、同条第８項中「６月」とあるのは「３月」と読み替え

るものとする。

（介護及び家事等）

第１９９条 省略

２ 省略

３ 指定共同生活援助事業者は、利用者に対し、その負担により、

当該指定共同生活援助事業所の従業者以外の者による介護又は家

（介護及び家事等）

第１９９条 省略

２ 省略

３ 指定共同生活援助事業者は、利用者に対し、その負担により、

当該指定共同生活援助事業所の従業者以外の者による介護又は家
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事等（指定共同生活援助として提供される介護又は家事等を除

く。）を受けさせてはならない。

第２０１条 省略

第４節の２ 日中サービス支援型指定共同生活援助の事業

の人員、設備及び運営に関する基準

第１款 通則

（通則）

第２０１条の２ 日中サービス支援型指定共同生活援助（指定共同生

活援助であって、当該指定共同生活援助に係る指定共同生活援助

事業所の従業者により、常時介護を要する者に対して、常時の支

援体制を確保した上で行われる入浴、排せつ、食事の介護その他

の日常生活上の援助をいう。以下同じ。）の事業を行う者（以下

「日中サービス支援型指定共同生活援助事業者」という。）の基

本方針並びに人員、設備及び運営に関する基準については、第

１９７条、第１９８条の２から第１９８条の６まで及び第１９９条の３から前

条までに定めるもののほか、この節の定めるところによる。

（基本方針）

第２０１条の２の２ 日中サービス支援型指定共同生活援助の事業

は、常時の支援体制を確保することにより、利用者が地域におい

て、家庭的な環境及び地域住民との交流の下で自立した日常生活

又は社会生活を営むことができるよう、当該利用者の身体及び精

神の状況並びにその置かれている環境に応じて共同生活住居にお

いて相談、入浴、排せつ又は食事の介護その他の日常生活上の援

助を適切かつ効果的に行うものでなければならない。

第２款 人員に関する基準

第２０１条の２の３ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者が

当該事業を行う事業所（以下「日中サービス支援型指定共同生活

援助事業所」という。）ごとに有すべき従業者及びその員数は、

次のとおりとする。

� 世話人 夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯における日中サ

ービス支援型指定共同生活援助の提供に当たる世話人の総数

は、常勤換算方法で、利用者の数を５で除して得た数以上

� 生活支援員 夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯における日

中サービス支援型指定共同生活援助の提供に当たる生活支援員

の総数は、常勤換算方法で、次のアからエまでに掲げる数の合

計数以上

ア 区分省令第１条第４号の区分３に該当する利用者の数を９

で除して得た数

イ 区分省令第１条第５号の区分４に該当する利用者の数を６

で除して得た数

ウ 区分省令第１条第６号の区分５に該当する利用者の数を４

で除して得た数

エ 区分省令第１条第７号の区分６に該当する利用者の数を

２．５で除して得た数

� サービス管理責任者 ア又はイに掲げる利用者の数の区分に

応じ、それぞれア又はイに定める数

ア 利用者の数が３０以下 １以上

イ 利用者の数が３１以上 １に、利用者の数が３０を超える３０又

はその端数を増すごとに１を加えた数以上

２ 前項に規定する日中サービス支援型指定共同生活援助の従業者

のほか、共同生活住居ごとに、夜間及び深夜の時間帯を通じて１

以上の夜間支援従事者（夜間及び深夜の時間帯に勤務（宿直勤務

を除く。）を行う世話人又は生活支援員をいう。）を置くものと

事等（指定共同生活援助として提供される介護又は家事等を除

く。）を受けさせてはならない。

第２０１条 省略
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する。

３ 第１項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新た

に法第２９条第１項の指定を受ける場合は、推定数による。

４ 第１項及び第２項に規定する日中サービス支援型指定共同生活

援助の従業者は、専ら日中サービス支援型指定共同生活援助事業

所の職務に従事する者でなければならない。ただし、利用者の支

援に支障がない場合は、この限りでない。

５ 第１項及び第２項に規定する日中サービス支援型指定共同生活

援助の従業者のうち、１人以上は、常勤でなければならない。

第３款 設備に関する基準

第２０１条の２の４ 日中サービス支援型指定共同生活援助に係る共

同生活住居は、住宅地又は住宅地と同程度に利用者の家族及び地

域住民との交流の機会が確保される地域にあり、かつ、入所施設

又は病院の敷地外にあるようにしなければならない。

２ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業所は、１以上の共同

生活住居を有するものとし、当該共同生活住居の入居定員の合計

は、４人以上とする。

３ 共同生活住居の配置、構造及び設備は、利用者の特性に応じて

工夫されたものでなければならない。

４ 共同生活住居は、その入居定員を２人以上１０人以下とする。た

だし、構造上、共同生活住居ごとの独立性が確保されており、利

用者の支援に支障がない場合は、一の建物に複数の共同生活住居

を設けることができるものとする。この場合において、一の建物

の入居定員の合計は、２０人以下とする。

５ 既存の建物を共同生活住居とする場合にあっては、当該共同生

活住居の入居定員を２人以上２０人（知事が特に必要があると認め

るときは、３０人）以下とすることができる。

６ 既存の建物を共同生活住居とした共同生活住居を改築する場合

であって、知事が特に必要があると認めるときは、前項の規定に

かかわらず、当該共同生活住居の入居定員を２人以上３０人以下と

することができる。ただし、当該共同生活住居を改築する時点の

入居定員の数と同数以下としなければならない。

７ 共同生活住居は、１以上のユニットを有するほか、日常生活を

営む上で必要な設備を設けなければならない。

８ ユニットの入居定員は、２人以上１０人以下とする。

９ ユニットには、居室及び居室に近接して設けられる相互に交流

を図ることができる設備を設けることとし、その基準は、次のと

おりとする。

� 一の居室の定員は、１人とすること。ただし、利用者のサー

ビス提供上必要と認められる場合は、２人とすることができ

る。

� 一の居室の面積は、収納設備等の面積を除き、７．４３平方メー

トル以上とすること。

第４款 運営に関する基準

（実施主体）

第２０１条の２の５ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者

は、当該日中サービス支援型指定共同生活援助と同時に第９９条に

規定する指定短期入所（第１００条第１項に規定する併設事業所又

は同条第３項に規定する単独型事業所に係るものに限る。）を行

うものとする。

（介護及び家事等）

第２０１条の２の６ 介護は、利用者の身体及び精神の状況に応じ、

利用者の自立の支援及び日常生活の充実に資するよう、適切な技
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術をもって行われなければならない。

２ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、原則として、

調理、洗濯その他の家事等を利用者及び従業者に共同で行わせる

よう努めなければならない。

３ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、常時１人以上

の従業者を介護又は家事等に従事させなければならない。

４ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、利用者に対

し、その負担により、当該日中サービス支援型指定共同生活援助

事業所の従業者以外の者による介護又は家事等（日中サービス支

援型指定共同生活援助として提供される介護又は家事等を除

く。）を受けさせてはならない。

（社会生活上の便宜の供与等）

第２０１条の２の７ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者

は、利用者の身体及び精神の状況又はその置かれている環境等に

応じて、利用者の意向に基づき、社会生活上必要な支援を適切に

行わなければならない。

２ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、利用者につい

て、特定相談支援事業を行う者又は他の障害福祉サービスの事業

を行う者等との連絡調整に努めなければならない。

３ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、利用者が日常

生活を営む上で必要な行政機関に対する手続等について、利用者

又はその家族が行うことが困難である場合は、当該利用者の同意

を得てこれらの者に代わって行わなければならない。

４ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、常に利用者の

家族との連携を図るとともに、利用者とその家族との交流等の機

会を確保するよう努めなければならない。

（協議の場の設置等）

第２０１条の２の８ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者

は、日中サービス支援型指定共同生活援助の提供に当たっては、

法第８９条の３第１項に規定する協議会その他知事がこれに準ずる

ものとして特に認めるもの（以下「協議会等」という。）に対し

て定期的に日中サービス支援型指定共同生活援助の事業の実施状

況等を報告し、協議会等による評価を受けるとともに、協議会等

から必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならない。

２ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、前項の報告、

評価、要望、助言等についての記録を整備しなければならない。

（読替え）

第２０１条の２の９ 日中サービス支援型指定共同生活援助の事業に

ついての第２０１条において準用する第６０条及び第１５７条の２の規定

の適用については、第２０１条後段の規定にかかわらず、第６０条中

「療養介護計画」とあるのは「日中サービス支援型共同生活援助

計画」と、第１５７条の２第１項中「支給決定障害者（指定宿泊型

自立訓練を受ける者及び基準省令第１７０条の２第１項の厚生労働

大臣が定める者に限る」とあるのは「支給決定障害者（入居前の

体験的な日中サービス支援型指定共同生活援助を受けている者を

除く」と、同条第２項中「支給決定障害者（指定宿泊型自立訓練

を受ける者及び基準省令第１７０条の２第２項の厚生労働大臣が定

める者を除く」とあるのは「支給決定障害者（入居前の体験的な

日中サービス支援型指定共同生活援助を受けている者に限る」と

する。

第２０１条の２の１０ 省略

（従業者の員数に関する特例）

第２０２条 多機能型による指定生活介護事業所、指定自立訓練（機

第２０１条の２ 省略

（従業者の員数に関する特例）

第２０２条 多機能型による指定生活介護事業所、指定自立訓練（機
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能訓練）事業所、指定自立訓練（生活訓練）事業所、指定就労移

行支援事業所、指定就労継続支援Ａ型事業所及び指定就労継続支

援Ｂ型事業所並びに指定児童発達支援事業所

、指定医療型児童発達支援事業所（指定通所支援基準条

例第５８条第１項に規定する指定医療型児童発達支援事業所をい

う。以下同じ。）及び指定放課後等デイサービス事業所

（以下「多機能型事業所」と総称

する。）は、一体的に事業を行う多機能型事業所の利用定員の数

の合計が２０人未満である場合は、第８０条第５項、第１４３条第６項

及び第７項、第１５３条第６項、第１６３条第４項及び第５項並びに第

１７４条第４項（第１８７条において準用する場合を含む。）の規定に

かかわらず、当該多機能型事業所に置くべき従業者（医師及びサ

ービス管理責任者を除く。）のうち、１人以上の者を常勤でなけ

ればならないものとすることができる。

２ 省略

附 則

（指定共同生活援助の事業の運営の基準に関する特例）

４ 指定共同生活援助事業所（外部サービス利用型指定共同生活援

助事業所を除く。以下この項及び次項において同じ。）の利用者

のうち、重度訪問介護、同行援護又は行動援護に係る支給決定を

受けることができる者であって、区分省令第１条第５号の区分

４、同条第６号の区分５又は同条第７号の区分６に該当するもの

が、共同生活住居内において当該指定共同生活援助事業所の従業

者以外の者による居宅介護又は重度訪問介護の利用を希望する場

合に限り、当該利用者については、第１９９条第３項及び第２０１条の

２の６第４項の規定は、平成３３年３月３１日までの間、適用しな

い。

５ 指定共同生活援助事業所の利用者のうち、区分省令第１条第５

号の区分４、同条第６号の区分５又は同条第７号の区分６に該当

するものが、共同生活住居内において当該指定共同生活援助事業

所の従業者以外の者による居宅介護（身体介護に係るものに限

る。以下この項において同じ。）の利用を希望し、かつ、次に掲

げる要件のいずれにも該当する場合に限り、当該利用者について

は、第１９９条第３項及び第２０１条の２の６第４項の規定は、平成３３

年３月３１日までの間、適用しない。

�・� 省略

６ 前２項の場合においては、第１９６条第１項第２号イからエまで

及び第２０１条の２の３第１項第２号イからエまでの規定中「利用

者の数」とあるのは、「利用者の数（附則第４項又は第５項の規

定の適用を受ける者にあっては、当該利用者の数に２分の１を乗

じて得た数）」とする。

（地域移行支援型ホームに関する特例）

７ 次の各号のいずれにも該当するものとして知事が認めた場合に

おいては、平成３７年３月３１日までの間、第１９８条第１項の規定に

かかわらず、病院の敷地内の建物を共同生活住居とする指定共同

生活援助（日中サービス支援型指定共同生活援助を除く。以下こ

の項から附則第１０項まで、附則第１２項から第１６項まで及び附則第

１８項において同じ。）の事業を行うことができる。

�・� 省略

１１ 地域移行支援型ホーム事業者は、利用者が住宅又は地域移行支

援型ホーム以外の指定共同生活援助事業所（日中サービス支援型

能訓練）事業所、指定自立訓練（生活訓練）事業所、指定就労移

行支援事業所、指定就労継続支援Ａ型事業所及び指定就労継続支

援Ｂ型事業所並びに指定児童発達支援事業所（指定通所支援基準

条例第６条第１項に規定する指定児童発達支援事業所をいう。以

下同じ）、指定医療型児童発達支援事業所（指定通所支援基準条

例第５８条第１項に規定する指定医療型児童発達支援事業所をい

う。以下同じ。）及び指定放課後等デイサービス事業所（指定通

所支援基準条例第６８条第１項に規定する指定放課後等デイサービ

ス事業所をいう。以下同じ。）（以下「多機能型事業所」と総称

する。）は、一体的に事業を行う多機能型事業所の利用定員の数

の合計が２０人未満である場合は、第８０条第５項、第１４３条第６項

及び第７項、第１５３条第６項、第１６３条第４項及び第５項並びに第

１７４条第４項（第１８７条において準用する場合を含む。）の規定に

かかわらず、当該多機能型事業所に置くべき従業者（医師及びサ

ービス管理責任者を除く。）のうち、１人以上の者を常勤でなけ

ればならないものとすることができる。

２ 省略

附 則

（指定共同生活援助の事業の運営の基準に関する特例）

４ 指定共同生活援助事業所（外部サービス利用型指定共同生活援

助事業所を除く。以下この項及び次項において同じ。）の利用者

のうち、重度訪問介護、同行援護又は行動援護に係る支給決定を

受けることができる者であって、区分省令第１条第５号の区分

４、同条第６号の区分５又は同条第７号の区分６に該当するもの

が、共同生活住居内において当該指定共同生活援助事業所の従業

者以外の者による居宅介護又は重度訪問介護の利用を希望する場

合に限り、当該利用者については、第１９９条第３項及び第２０１条の

２の６第４項の規定は、平成３０年３月３１日までの間、適用しな

い。

５ 指定共同生活援助事業所の利用者のうち、区分省令第１条第５

号の区分４、同条第６号の区分５又は同条第７号の区分６に該当

するものが、共同生活住居内において当該指定共同生活援助事業

所の従業者以外の者による居宅介護（身体介護に係るものに限

る。以下この項において同じ。）の利用を希望し、かつ、次に掲

げる要件のいずれにも該当する場合に限り、当該利用者について

は、第１９９条第３項及び第２０１条の２の６第４項の規定は、平成３０

年３月３１日までの間、適用しない。

�・� 省略

６ 前２項の場合においては、第１９６条第１項第２号イからエまで

及び第２０１条の２の３第１項第２号イからエまでの規定中「利用

者の数」とあるのは、「利用者の数（附則第４項又は第５項の規

定の適用を受ける者にあっては、当該利用者の数に２分の１を乗

じて得た数）」とする。

（地域移行支援型ホームに関する特例）

７ 次の各号のいずれにも該当するものとして知事が認めた場合に

おいては、平成３７年３月３１日までの間、第１９８条第１項の規定に

かかわらず、病院の敷地内の建物を共同生活住居とする指定共同

生活援助（日中サービス支援型指定共同生活援助を除く。以下こ

の項から附則第１０項まで、附則第１２項から第１６項まで及び附則第

１８項において同じ。）の事業を行うことができる。

�・� 省略

１１ 地域移行支援型ホーム事業者は、利用者が住宅又は地域移行支

援型ホーム以外の指定共同生活援助事業所（日中サービス支援型
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（愛媛県指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正）

第２条 愛媛県指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５４号）の一部を次のように

改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

指定共同生活援助事業所を除く。）（以下「住宅等」という。）

において日常生活を営むことができるかどうかについて定期的に

検討するとともに、当該利用者が前項に定める期間内に住宅等に

移行できるよう、適切な支援を行わなければならない。

１４ 地域移行支援型ホーム事業者は、協議会等

に対して定期的に地域移行支援型

ホームにおける指定共同生活援助の事業の実施状況等を報告し、

協議会等による評価を受けるとともに、協議会等から必要な要

望、助言等を聴く機会を設けなければならない。

（指定共同生活援助の事業の特例）

１５ 指定共同生活援助事業者（日中サービス支援型指定共同生活援

助事業者を除く。次項において同じ。）（平成１８年１０月１日前か

ら入所施設又は病院の敷地内に存する建物を共同生活住居として

指定共同生活援助の事業を行う者に限る。）は、第１９８条第１項

の規定にかかわらず、当該建物を共同生活住居とする指定共同生

活援助の事業を行うことができる。

指定共同生活援助事業所を除く。）（以下「住宅等」という。）

において日常生活を営むことができるかどうかについて定期的に

検討するとともに、当該利用者が前項に定める期間内に住宅等に

移行できるよう、適切な支援を行わなければならない。

１４ 地域移行支援型ホーム事業者は、法第８９条の３第１項に規定す

る協議会その他知事がこれに準ずるものとして特に認めるもの

（以下「協議会等」という。）に対して定期的に地域移行支援型

ホームにおける指定共同生活援助の事業の実施状況等を報告し、

協議会等による評価を受けるとともに、協議会等から必要な要

望、助言等を聴く機会を設けなければならない。

（指定共同生活援助の事業の特例）

１５ 指定共同生活援助事業者（日中サービス支援型指定共同生活援

助事業者を除く。次項において同じ。）（平成１８年１０月１日前か

ら入所施設又は病院の敷地内に存する建物を共同生活住居として

指定共同生活援助の事業を行う者に限る。）は、第１９８条第１項

の規定にかかわらず、当該建物を共同生活住居とする指定共同生

活援助の事業を行うことができる。

改 正 後 改 正 前

第６条 削除

第１０条 削除

附 則

（旧指定知的障害児施設等の設備の基準に関する経過措置）

９ 平成２４年４月１日前から存していた障がい者制度改革推進本部

等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間に

おいて障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関

する法律（平成２２年法律第７１号）第５条の規定による改正前の児

童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の２第１項に規定する

指定知的障害児施設等であって、引き続き同日に指定障害者支援

施設の指定を受けたもの（指定障害者支援施設の指定を受けた後

（従業者の員数に関する特例）

第６条 知事は、指定障害者支援施設が、福祉型障害児入所施設

（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第４２条第１号の福祉型障

害児入所施設をいう。以下同じ。）に係る指定障害児入所施設等

（同法第２４条の２第１項に規定する指定障害児入所施設等をい

う。以下同じ。）の指定を受け、かつ、施設障害福祉サービスと

指定入所支援（同項に規定する指定入所支援をいう。以下同

じ。）とを同一の施設において一体的に提供している場合は、愛

媛県指定障害児入所施設の人員、設備及び運営に関する基準等を

定める条例（平成２４年愛媛県条例第５２号。以下「指定入所施設基

準条例」という。）第５条に規定する人員に関する基準を満たす

ことをもって、前条第１項第１号及び第６号の基準を満たしてい

るものとみなすことができる。

（設備に関する特例）

第１０条 知事は、指定障害者支援施設が、福祉型障害児入所施設に

係る指定障害児入所施設等の指定を受け、かつ、施設障害福祉サ

ービスと指定入所支援とを同一の施設において一体的に提供して

いる場合は、指定入所施設基準条例第６条に規定する設備に関す

る基準を満たすことをもって、前条の基準を満たしているものと

みなすことができる。

附 則

（旧指定知的障害児施設等の設備の基準に関する経過措置）

９ 平成２４年４月１日前から存していた障がい者制度改革推進本部

等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間に

おいて障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関

する法律（平成２２年法律第７１号）第５条の規定による改正前の児

童福祉法 第２４条の２第１項に規定する

指定知的障害児施設等であって、引き続き同日に指定障害者支援

施設の指定を受けたもの（指定障害者支援施設の指定を受けた後
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（愛媛県障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第３条 愛媛県障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５５号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（定義）

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法で使用する用語の例

によるほか、次の各号に定めるところによる。

�・� 省略

� 多機能型 生活介護の事業、自立訓練（機能訓練）（障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規

則（平成１８年厚生労働省令第１９号。以下「省令」という。）第

６条の６第１号に規定する自立訓練（機能訓練）をいう。以下

同じ。）の事業、自立訓練（生活訓練）（同条第２号

に規定する自立訓練（生活訓練）をいう。以下同じ。）の事

業、就労移行支援の事業、就労継続支援Ａ型（省令第６条の１０

第１号に規定する就労継続支援Ａ型をいう。以下同じ。）の事

業及び就労継続支援Ｂ型（同条第２号 に規定する就

労継続支援Ｂ型をいう。以下同じ。）の事業並びに児童発達支

援（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の２の２第２

項に規定する児童発達支援をいう 。）の事業、医療

型児童発達支援（同条第３項に規定する医療型児童発達支援を

いう 。）の事業、放課後等デイサービス（同条第４

項に規定する放課後等デイサービスをいう 。）の事

業、居宅訪問型児童発達支援（同条第５項に規定する居宅訪問

型児童発達支援をいう。）の事業及び保育所等訪問支援（同条

第６項に規定する保育所等訪問支援をいう 。）の事

業のうち２以上の事業を一体的に行うこと（同法に規定する事

業のみを行う場合を除く。）をいう。

第４４条 省略

（職場への定着のための支援の実施）

第４４条の２ 生活介護事業者は、障害者の職場への定着を促進する

ため、当該生活介護事業者が提供する生活介護を受けて通常の事

業所に新たに雇用された障害者について、障害者就業・生活支援

センター等の関係機関と連携して、当該障害者が就職した日から

６月以上、職業生活における相談等の支援を継続するよう努めな

ければならない。

（基本方針）

第５１条 自立訓練（機能訓練）の事業は、利用者が自立した日常生

活又は社会生活を営むことができるよう、省令第６条の６第１号

に規定する期間

にわた

り、身体機能又は生活能力の維持、向上等のために必要な訓練そ

の他の便宜を適切かつ効果的に行うものでなければならない。

（準用）

第５５条 第８条、第９条、第１３条から第１９条まで、第２４条から第２６

（定義）

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法で使用する用語の例

によるほか、次の各号に定めるところによる。

�・� 省略

� 多機能型 生活介護の事業、自立訓練（機能訓練）（障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規

則（平成１８年厚生労働省令第１９号。以下「省令」という。）第

６条の６第１号に規定する自立訓練（機能訓練）をいう。以下

同じ。）の事業、自立訓練（生活訓練）（省令第６条の６第２

号に規定する自立訓練（生活訓練）をいう。以下同じ。）の事

業、就労移行支援の事業、就労継続支援Ａ型（省令第６条の１０

第１号に規定する就労継続支援Ａ型をいう。以下同じ。）の事

業及び就労継続支援Ｂ型（省令第６条の１０第２号に規定する就

労継続支援Ｂ型をいう。以下同じ。）の事業並びに児童発達支

援（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の２の２第２

項に規定する児童発達支援をいう。以下同じ。）の事業、医療

型児童発達支援（同条第３項に規定する医療型児童発達支援を

いう。以下同じ。）の事業、放課後等デイサービス（同条第４

項に規定する放課後等デイサービスをいう。以下同じ。）の事

業、居宅訪問型児童発達支援（同条第５項に規定する居宅訪問

型児童発達支援をいう。）の事業及び保育所等訪問支援（同条

第５項に規定する保育所等訪問支援をいう。以下同じ。）の事

業のうち２以上の事業を一体的に行うこと（同法に規定する事

業のみを行う場合を除く。）をいう。

第４４条 省略

（基本方針）

第５１条 自立訓練（機能訓練）の事業は、利用者が自立した日常生

活又は社会生活を営むことができるよう、身体障害者（障害児を
けい

除く。）に対して、１年６月間（頸髄損傷による四肢の麻痺その

他これに類する状態にある障害者にあっては、３年間）にわた

り、身体機能又は生活能力の維持、向上等のために必要な訓練そ

の他の便宜を適切かつ効果的に行うものでなければならない。

（準用）

第５５条 第８条、第９条、第１３条から第１９条まで、第２４条から第２６

に増築され、又は改築される等建物の構造を変更した部分を除

く。）について第９条第２項第２号の規定を適用する場合におい

ては、当分の間、同号ウ中「９．９平方メートル」とあるのは、

「４．９５平方メートル」とし、同号キ及び同項第７号の規定は、適

用しない。

に増築され、又は改築される等建物の構造を変更した部分を除

く。）について第９条第２項第２号の規定を適用する場合におい

ては、当分の間、同号ウ中「９．９平方メートル」とあるのは、

「４．９５平方メートル」とし、同号キ及び同項第７号の規定は、適

用しない。

改 正 後 改 正 前
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条まで、第２８条から第３２条まで、第３４条から第３８条まで、第４０

条、第４１条及び第４４条の２から第４９条までの規定は、自立訓練

（機能訓練）の事業について準用する。この場合において、第１６

条第１項中「次条第１項に規定する療養介護計画」とあるのは

「第５５条において準用する次条第１項に規定する自立訓練（機能

訓練）計画」と、第１７条中「療養介護計画」とあるのは「自立訓

練（機能訓練）計画」と、同条第８項中「６月」とあるのは「３

月」と、第１８条中「前条」とあるのは「第５５条において準用する

前条」と読み替えるものとする。

（基本方針）

第５６条 自立訓練（生活訓練）の事業は、利用者が自立した日常生

活又は社会生活を営むことができるよう、省令第６条の６第２号

に規定する期間

にわたり、生活能力の維持、向上等のた

めに必要な支援、訓練その他の便宜を適切かつ効果的に行うもの

でなければならない。

（準用）

第６０条 第８条、第９条、第１３条から第１９条まで、第２４条から第２６

条まで、第２８条から第３２条まで、第３４条から第３６条まで、第４０

条、第４１条、第４４条の２から第４９条まで、第５３条及び第５４条の規

定は、自立訓練（生活訓練）の事業について準用する。この場合

において、第１６条第１項中「次条第１項に規定する療養介護計

画」とあるのは「第６０条において準用する次条第１項に規定する

自立訓練（生活訓練）計画」と、第１７条中「療養介護計画」とあ

るのは「自立訓練（生活訓練）計画」と、同条第８項中「６月」

とあるのは「３月」と、第１８条中「前条」とあるのは「第６０条に

おいて準用する前条」と、第４０条第２項中「６人以上」とあるの

は「宿泊型自立訓練以外の自立訓練（生活訓練）にあっては６人

以上、宿泊型自立訓練にあっては１０人以上」と読み替えるものと

する。

（基本方針）

第６１条 就労移行支援の事業は、利用者が自立した日常生活又は社

会生活を営むことができるよう、省令第６条の９に規定する者

に対して、省令第６条の８に規定する期間

にわたり、生産活動その他の活動の機会の提

供を通じて、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓

練その他の便宜を適切かつ効果的に行うものでなければならな

い。

（認定就労移行支援事業所の設備）

第６２条 第６９条において準用する第３８条の規定にかかわらず、あん

摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律（昭和２２

年法律第２１７号）第２条第１項の規定により認定されたあん摩マ

ッサージ指圧師、はり師又はきゅう師の学校又は養成施設である

就労移行支援事業所（以下この章において「認定就労移行支援事

業所」という。）の設備の基準は、あん摩マツサージ指圧師、は

り師及びきゆう師に係る学校養成施設認定規則（昭和２６年文部

省・厚生省令第２号）の規定によりあん摩マッサージ指圧師、は

条まで、第２８条から第３２条まで、第３４条から第３８条まで、第４０

条、第４１条及び第４５条 から第４９条までの規定は、自立訓練

（機能訓練）の事業について準用する。この場合において、第１６

条第１項中「次条第１項に規定する療養介護計画」とあるのは

「第５５条において準用する次条第１項に規定する自立訓練（機能

訓練）計画」と、第１７条中「療養介護計画」とあるのは「自立訓

練（機能訓練）計画」と、同条第８項中「６月」とあるのは「３

月」と、第１８条中「前条」とあるのは「第５５条において準用する

前条」と読み替えるものとする。

（基本方針）

第５６条 自立訓練（生活訓練）の事業は、利用者が自立した日常生

活又は社会生活を営むことができるよう、知的障害者（障害児を

除く。）又は精神障害者（障害児を除く。）に対して、２年間

（長期間入院していた障害者その他これに類する事由のある障害

者にあっては、３年間）にわたり、生活能力の維持、向上等のた

めに必要な支援、訓練その他の便宜を適切かつ効果的に行うもの

でなければならない。

（準用）

第６０条 第８条、第９条、第１３条から第１９条まで、第２４条から第２６

条まで、第２８条から第３２条まで、第３４条から第３６条まで、第４０

条、第４１条、第４５条 から第４９条まで、第５３条及び第５４条の規

定は、自立訓練（生活訓練）の事業について準用する。この場合

において、第１６条第１項中「次条第１項に規定する療養介護計

画」とあるのは「第６０条において準用する次条第１項に規定する

自立訓練（生活訓練）計画」と、第１７条中「療養介護計画」とあ

るのは「自立訓練（生活訓練）計画」と、同条第８項中「６月」

とあるのは「３月」と、第１８条中「前条」とあるのは「第６０条に

おいて準用する前条」と、第４０条第２項中「６人以上」とあるの

は「宿泊型自立訓練以外の自立訓練（生活訓練）にあっては６人

以上、宿泊型自立訓練にあっては１０人以上」と読み替えるものと

する。

（基本方針）

第６１条 就労移行支援の事業は、利用者が自立した日常生活又は社

会生活を営むことができるよう、就労を希望する６５歳未満の障害

者であって、通常の事業所に雇用されることが可能と見込まれる

ものに対して、２年間（専らあん摩マツサージ指圧師、はり師、

きゆう師等に関する法律（昭和２２年法律第２１７号。以下「あん摩

マツサージ指圧師等法」という。）の規定によるあん摩マッサー

ジ指圧師、はり師又はきゅう師の免許を取得させることを目的と

して省令第６条の９に規定する便宜を提供する場合にあっては、

３年間又は５年間）にわたり、生産活動その他の活動の機会の提

供を通じて、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓

練その他の便宜を適切かつ効果的に行うものでなければならな

い。

（認定就労移行支援事業所の設備）

第６２条 第６９条において準用する第３８条の規定にかかわらず、あん

摩マツサージ指圧師等法はり師、きゆう師等に関する法律（昭和

２２年法律第２１７号第２条第１項の規定により認定されたあん摩マ

ッサージ指圧師、はり師又はきゅう師の学校又は養成施設である

就労移行支援事業所（以下この章において「認定就労移行支援事

業所」という。）の設備の基準は、あん摩マツサージ指圧師、は

り師及びきゆう師に係る学校養成施設認定規則（昭和２６年文部

省・厚生省令第２号）の規定によりあん摩マッサージ指圧師、は

愛 媛 県 報平成３０年３月２７日 第２９６１号外１

６４



��������������

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際現に障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の指定を

受けている指定障害者支援施設であって、第２条の規定による改正前の愛媛県指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例第６条及び第１０条の規定の適用を受けているものについては、第２条の規定による改正後の愛媛県指定障害者支援施設の人

員、設備及び運営に関する基準等を定める条例第５条及び第９条の規定にかかわらず、平成３３年３月３１日までの間は、なお従前の例によ

る。

（愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等の一部を改正する条例の一部改正）

３ 愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等の一部を改正する条例（平成２６年愛媛県条例第２０

号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�愛媛県条例第１５号
愛媛県軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改正する条例

（愛媛県軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第１条 愛媛県軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５９号）の一部を次のように改正する。

り師又はきゅう師に係る学校又は養成施設として必要とされる設

備を有することとする。

第６４条 省略

（通勤のための訓練の実施）

第６４条の２ 就労移行支援事業者は、利用者が自ら通常の事業所に

通勤することができるよう、通勤のための訓練を実施しなければ

ならない。

（準用）

第６９条 第８条、第９条、第１３条から第１９条まで、第２４条から第２６

条まで、第２８条から第３２条まで、第３４条から第３８条まで、第４０

条、第４１条、第４３条、第４４条、第４５条から第４９条まで及び第５３条

の規定は、就労移行支援の事業について準用する。この場合にお

いて、第１６条第１項中「次条第１項に規定する療養介護計画」と

あるのは「第６９条において準用する次条第１項に規定する就労移

行支援計画」と、第１７条中「療養介護計画」とあるのは「就労移

行支援計画」と、同条第８項中「６月」とあるのは「３月」と、

第１８条中「前条」とあるのは「第６９条において準用する前条」

と、第３７条ただし書及び第４０条第１項中「生活介護事業所」とあ

るのは「就労移行支援事業所（認定就労移行支援事業所を除

く。）」と読み替えるものとする。

り師又はきゅう師に係る学校又は養成施設として必要とされる設

備を有することとする。

第６４条 省略

（準用）

第６９条 第８条、第９条、第１３条から第１９条まで、第２４条から第２６

条まで、第２８条から第３２条まで、第３４条から第３８条まで、第４０

条、第４１条、第４３条、第４４条、第４５条から第４９条まで及び第５３条

の規定は、就労移行支援の事業について準用する。この場合にお

いて、第１６条第１項中「次条第１項に規定する療養介護計画」と

あるのは「第６９条において準用する次条第１項に規定する就労移

行支援計画」と、第１７条中「療養介護計画」とあるのは「就労移

行支援計画」と、同条第８項中「６月」とあるのは「３月」と、

第１８条中「前条」とあるのは「第６９条において準用する前条」

と、第３７条ただし書及び第４０条第１項中「生活介護事業所」とあ

るのは「就労移行支援事業所（認定就労移行支援事業所を除

く。）」と読み替えるものとする。

改 正 後 改 正 前

附 則

（経過措置）

４ 旧指定共同生活援助事業所において、この条例の施行の日以後

引き続き新指定障害福祉サービス基準条例第２０１条の２の１０に規

定する外部サービス利用型指定共同生活援助の事業を行う場合に

おける新指定障害福祉サービス基準条例第２０１条の４第１項の規

定の適用については、当分の間、同項第１号中「６」とあるの

は、「１０」とする。

附 則

（経過措置）

４ 旧指定共同生活援助事業所において、この条例の施行の日以後

引き続き新指定障害福祉サービス基準条例第２０１条の２ に規

定する外部サービス利用型指定共同生活援助の事業を行う場合に

おける新指定障害福祉サービス基準条例第２０１条の４第１項の規

定の適用については、当分の間、同項第１号中「６」とあるの

は、「１０」とする。
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第２条 愛媛県養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第６０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（職員の配置の基準）

第１２条 省略

２～６ 省略

７ 第１項第６号の規定にかかわらず、サテライト型軽費老人ホー

ム（当該施設を設置しようとする者により設置される当該施設以

外の介護老人保健施設若しくは介護医療院又は診療所であって当

該施設に対する支援機能を有するもの（以下「本体施設」とい

う。）との密接な連携を確保しつつ、本体施設とは別の場所で運

営される入所定員が２９人以下の軽費老人ホームをいう。以下同

じ。）には、次の各号に掲げる本体施設の区分に応じ当該各号に

定める本体施設の職員により当該サテライト型軽費老人ホームの

入所者に提供するサービスが適切に行われると認められるとき

は、当該職員に相当する同項第６号 の調理員その他の職員を置

かないことができる。

� 介護老人保健施設又は介護医療院 調理員又はその他の従業

者

� 省略

８ 省略

（サービス提供の方針）

第１８条 省略

２～４ 省略

５ 軽費老人ホームは、身体的拘束等の適正化を図るため、規則で

定める措置を講じなければならない。

（職員の配置の基準）

第１２条 省略

２～６ 省略

７ 第１項第６号の規定にかかわらず、サテライト型軽費老人ホー

ム（当該施設を設置しようとする者により設置される当該施設以

外の介護老人保健施設若しくは介護医療院又は診療所であって当

該施設に対する支援機能を有するもの（以下「本体施設」とい

う。）との密接な連携を確保しつつ、本体施設とは別の場所で運

営される入所定員が２９人以下の軽費老人ホームをいう。以下同

じ。）には、次の各号に掲げる本体施設の区分に応じ当該各号に

定める本体施設の職員により当該サテライト型軽費老人ホームの

入所者に提供するサービスが適切に行われると認められるとき

は、当該職員に相当する第１項第６号の調理員その他の職員を置

かないことができる。

� 介護老人保健施設又は介護医療院 調理員又はその他の従業

者

� 省略

８ 省略

（サービス提供の方針）

第１８条 省略

２～４ 省略

改 正 後 改 正 前

（職員の配置の基準）

第１３条 省略

２・３ 省略

４ 第１項第２号の規定にかかわらず、サテライト型養護老人ホー

ム（当該施設を設置しようとする者により設置される当該施設以

外の介護老人保健施設、介護医療院又は病院若しくは診療所であ

って、当該施設に対する支援機能を有するもの（以下「本体施

設」という。）との密接な連携を確保しつつ、本体施設とは別の

場所で運営される入所定員が２９人以下の養護老人ホームをいう。

以下同じ。）には、本体施設の医師により当該サテライト型養護

老人ホームの入所者の健康管理が適切に行われると認められると

きは、同号の医師を置かないことができる。

５ 第１項第３号、第６号及び第７号の規定にかかわらず、サテラ

イト型養護老人ホームには、次の各号に掲げる本体施設の区分に

応じ当該各号に定める本体施設の職員により当該サテライト型養

護老人ホームの入所者の処遇が適切に行われると認められるとき

は、当該職員に相当する同項第３号 、第６号又は第７号の職員

を置かないことができる。

� 省略

�の２ 介護医療院 栄養士又は調理員、事務員その他の従業者

�・� 省略

（職員の配置の基準）

第１３条 省略

２・３ 省略

４ 第１項第２号の規定にかかわらず、サテライト型養護老人ホー

ム（当該施設を設置しようとする者により設置される当該施設以

外の介護老人保健施設、介護医療院又は病院若しくは診療所であ

って、当該施設に対する支援機能を有するもの（以下「本体施

設」という。）との密接な連携を確保しつつ、本体施設とは別の

場所で運営される入所定員が２９人以下の養護老人ホームをいう。

以下同じ。）には、本体施設の医師により当該サテライト型養護

老人ホームの入所者の健康管理が適切に行われると認められると

きは、同号の医師を置かないことができる。

５ 第１項第３号、第６号及び第７号の規定にかかわらず、サテラ

イト型養護老人ホームには、次の各号に掲げる本体施設の区分に

応じ当該各号に定める本体施設の職員により当該サテライト型養

護老人ホームの入所者の処遇が適切に行われると認められるとき

は、当該職員に相当する第１項第３号、第６号又は第７号の職員

を置かないことができる。

� 省略

�・� 省略
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（愛媛県特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第３条 愛媛県特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第６１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（職員の専従）

第７条 特別養護老人ホームの職員は、専ら当該特別養護老人ホー

ムの職務に従事する者でなければならない。ただし、特別養護老

人ホーム（ユニット型特別養護老人ホーム（第３３条に規定するユ

ニット型特別養護老人ホームをいう。以下この条において同

じ。）を除く。以下この条において同じ。）に ユニット型特別

養護老人ホームを併設する場合の特別養護老人ホーム及びユニッ

ト型特別養護老人ホームの介護職員及び看護職員（第４１条第２項

の規定に基づき配置される看護職員に限る。以下この条において

同じ。）、特別養護老人ホームにユニット型地域密着型特別養護

老人ホーム（第５０条に規定するユニット型地域密着型特別養護老

人ホームをいう。以下この条において同じ。）を併設する場合の

特別養護老人ホーム及びユニット型地域密着型特別養護老人ホー

ムの介護職員及び看護職員、地域密着型特別養護老人ホーム（第

４４条に規定する地域密着型特別養護老人ホームをいい、ユニット

型地域密着型特別養護老人ホームを除く。以下この条において同

じ。）に ユニット型特別養護老人ホームを併設する場合の 地

域密着型特別養護老人ホーム及びユニット型特別養護老人ホーム

の介護職員及び看護職員又は地域密着型特別養護老人ホームにユ

ニット型地域密着型特別養護老人ホームを併設する場合の地域密

着型特別養護老人ホーム及びユニット型地域密着型特別養護老人

ホームの介護職員及び看護職員

を除き、入所者の処遇に支障がない

場合は、この限りでない。

（運営規程）

第８条 特別養護老人ホームは、次に掲げる施設の運営についての

重要事項に関する規程を定めておかなければならない。

�～� 省略

�の２ 緊急時等における対応方法

�・� 省略

（サービス提供困難時の対応）

第１３条 特別養護老人ホームは、入所予定者が入院治療を必要とす

る場合その他入所予定者に対し自ら適切な便宜を提供することが

困難である場合は、適切な病院若しくは診療所又は介護老人保健

施設若しくは介護医療院を紹介する等の適切な措置を速やかに講

じなければならない。

（処遇の方針）

第１６条 省略

２～５ 省略

６ 特別養護老人ホームは、身体的拘束等の適正化を図るため、規

則で定める措置を講じなければならない。

（職員の専従）

第７条 特別養護老人ホームの職員は、専ら当該特別養護老人ホー

ムの職務に従事する者でなければならない。ただし、特別養護老

人ホーム（ユニット型特別養護老人ホーム（第３３条に規定するユ

ニット型特別養護老人ホームをいう。以下この条において同

じ。）を除く。以下この条において同じ。）及びユニット型特別

養護老人ホームを併設する場合、特別養護老人ホーム及び

ト型特別養護老人ホームの介護職員及び看護職員（第４１条第２項

の規定に基づき配置される看護職員に限る。以下この条において

同じ。）、特別養護老人ホームにユニット型地域密着型特別養護

老人ホーム（第５０条に規定するユニット型地域密着型特別養護老

人ホームをいう。以下この条において同じ。）を併設する場合の

特別養護老人ホーム及びユニット型地域密着型特別養護老人ホー

ムの介護職員及び看護職員、地域密着型特別養護老人ホーム（第

４４条に規定する地域密着型特別養護老人ホームをいい、ユニット

型地域密着型特別養護老人ホームを除く。以下この条において同

じ。）及びユニット型特別養護老人ホームを併設する場合又は地

域密着型特別養護老人ホーム及びユニット型特別養護老人ホーム

の介護職員及び看護職員又は地域密着型特別養護老人ホームにユ

ニット型地域密着型特別養護老人ホームを併設する場合の地域密

着型特別養護老人ホーム及びユニット型地域密着型特別養護老人

ホームの介護職員及び看護職員（第４１条第２項の規定に基づき配

置される看護職員に限る。）を除き、入所者の処遇に支障がない

場合は、この限りでない。

（運営規程）

第８条 特別養護老人ホームは、次に掲げる施設の運営についての

重要事項に関する規程を定めておかなければならない。

�～� 省略

�・� 省略

（サービス提供困難時の対応）

第１３条 特別養護老人ホームは、入所予定者が入院治療を必要とす

る場合その他入所予定者に対し自ら適切な便宜を提供することが

困難である場合は、適切な病院若しくは診療所又は介護老人保健

施設若しくは介護医療院を紹介する等の適切な措置を速やかに講

じなければならない。

（処遇の方針）

第１６条 省略

２～５ 省略

６ 省略

（処遇の方針）

第１７条 省略

２～５ 省略

６ 養護老人ホームは、身体的拘束等の適正化を図るため、規則で

定める措置を講じなければならない。

６ 省略

（処遇の方針）

第１７条 省略

２～５ 省略

改 正 後 改 正 前
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７ 省略

第２３条 省略

（緊急時等の対応）

第２３条の２ 特別養護老人ホームは、現に処遇を行っているときに

入所者の病状の急変が生じた場合その他必要な場合のため、あら

かじめ、第１２条第１項第２号に掲げる医師との連携方法その他の

緊急時等における対応方法を定めておかなければならない。

（運営規程）

第３５条 ユニット型特別養護老人ホームは、次に掲げる施設の運営

についての重要事項に関する規程を定めておかなければならな

い。

�～� 省略

�の２ 緊急時等における対応方法

�・� 省略

（サービスの取扱方針）

第３７条 省略

２～７ 省略

８ ユニット型特別養護老人ホームは、身体的拘束等の適正化を図

るため、規則で定める措置を講じなければならない。

９ 省略

（設備の基準）

第４５条 省略

２・３ 省略

４ 前項に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 医務室 医療法第１条の５第２項に規定する診療所とするこ

ととし、入所者を診療するために必要な医薬品及び医療機器を

備えるほか、必要に応じて臨床検査のための設備を設けるこ

と。ただし、サテライト型居住施設（当該施設を設置しようと

する者により設置される当該施設以外の特別養護老人ホーム、

介護老人保健施設若しくは介護医療院又は病院若しくは診療所

であって当該施設に対する支援機能を有するもの（以下「本体

施設」という。）と密接な連携を確保しつつ、本体施設とは別

の場所で運営される地域密着型特別養護老人ホームをいう。以

下同じ。）であって本体施設が特別養護老人ホームであるもの

については、医務室を必要とせず、入所者を診療するために必

要な医薬品及び医療機器を備えるほか、必要に応じて臨床検査

のための設備を設けることで足りるものとする。

�～� 省略

５～７ 省略

（職員の配置の基準）

第４６条 省略

２・３ 省略

４ 第１項第３号及び第５号から第７号までの規定にかかわらず、

サテライト型居住施設には、次の各号に掲げる本体施設の区分に

応じ当該各号に定める本体施設の職員により当該サテライト型居

住施設の入所者の処遇が適切に行われていると認められるとき

は、当該職員に相当する同項第３号 及び第５号から第７号まで

の職員を置かないことができる。

�・� 省略

�の２ 介護医療院 栄養士又は調理員、事務員その他の従業者

�・	 省略

５ 省略

６ 省略

第２３条 省略

（運営規程）

第３５条 ユニット型特別養護老人ホームは、次に掲げる施設の運営

についての重要事項に関する規程を定めておかなければならな

い。

�～� 省略

�・� 省略

（サービスの取扱方針）

第３７条 省略

２～７ 省略

８ 省略

（設備の基準）

第４５条 省略

２・３ 省略

４ 前項に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 医務室 医療法第１条の５第２項に規定する診療所とするこ

ととし、入所者を診療するために必要な医薬品及び医療機器を

備えるほか、必要に応じて臨床検査のための設備を設けるこ

と。ただし、サテライト型居住施設（当該施設を設置しようと

する者により設置される当該施設以外の特別養護老人ホーム、

介護老人保健施設若しくは介護医療院又は病院若しくは診療所

であって当該施設に対する支援機能を有するもの（以下「本体

施設」という。）と密接な連携を確保しつつ、本体施設とは別

の場所で運営される地域密着型特別養護老人ホームをいう。以

下同じ。）であって本体施設が特別養護老人ホームであるもの

については、医務室を必要とせず、入所者を診療するために必

要な医薬品及び医療機器を備えるほか、必要に応じて臨床検査

のための設備を設けることで足りるものとする。

�～� 省略

５～７ 省略

（職員の配置の基準）

第４６条 省略

２・３ 省略

４ 第１項第３号及び第５号から第７号までの規定にかかわらず、

サテライト型居住施設には、次の各号に掲げる本体施設の区分に

応じ当該各号に定める本体施設の職員により当該サテライト型居

住施設の入所者の処遇が適切に行われていると認められるとき

は、当該職員に相当する第１項第３号及び第５号から第７号まで

の職員を置かないことができる。

�・� 省略

�・	 省略

５ 省略
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（愛媛県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正）

第４条 愛媛県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第６２号）の一部を次の

ように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

（病床の転換により開設した特別養護老人ホームの設備の基準に

関する経過措置）

１３ 一般病床、精神病床（健康保険法等の一部を改正する法律（平

成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおそ

の効力を有するものとされた介護保険法施行令（平成１０年政令第

４１２号）第４条第２項に規定する病床に係るものに限る。以下同

じ。）又は療養病床を有する病院の一般病床、精神病床又は療養

病床について、平成３６年３月３１日までの間に転換（当該病院の一

般病床、精神病床又は療養病床の病床数を減少させるとともに、

当該病院の施設を介護老人保健施設、軽費老人ホームその他の要

介護者、要支援者その他の者を入所させ又は入居させるための施

設の用に供することをいう。）をすることにより特別養護老人ホ

ームを開設しようとする場合の当該転換に係る食堂及び機能訓練

室の基準は、第１１条第４項第９号ア及び第４５条第４項第９号アの

規定にかかわらず、食堂にあっては１平方メートルに入所定員を

乗じて得た面積以上の面積を有し、機能訓練室にあっては４０平方

メートル以上の面積を有することとする。ただし、食事の提供又

は機能訓練を行う場合において、当該食事の提供又は機能訓練に

支障がない広さを確保することができるときは、同一の場所を食

堂及び機能訓練室とすることができることとする。

１４ 一般病床又は療養病床を有する診療所の一般病床又は療養病床

について、平成３６年３月３１日までの間に転換（当該診療所の一般

病床又は療養病床の病床数を減少させるとともに、当該診療所の

施設を介護老人保健施設、軽費老人ホームその他の要介護者、要

支援者その他の者を入所させ又は入居させるための施設の用に供

することをいう。）をすることにより特別養護老人ホームを開設

しようとする場合の当該転換に係る食堂及び機能訓練室の基準

は、第１１条第４項第９号ア及び第４５条第４項第９号アの規定にか

かわらず、次に掲げる基準のいずれかに適合することとする。

�・� 省略

１５ 一般病床、精神病床若しくは療養病床を有する病院の一般病

床、精神病床若しくは療養病床又は一般病床若しくは療養病床を

有する診療所の一般病床若しくは療養病床について、平成３６年３

月３１日までの間に転換（当該病院の一般病床、精神病床若しくは

療養病床又は当該診療所の一般病床若しくは療養病床の病床数を

減少させるとともに、当該病院又は診療所の施設を介護老人保健

施設、軽費老人ホームその他の要介護者、要支援者その他の者を

入所させ又は入居させるための施設の用に供することをいう。）

をすることにより特別養護老人ホームを開設しようとする場合の

当該転換に係る廊下の幅の基準は、第１１条第６項第１号、第３６条

第６項第１号、第４５条第６項第１号及び第５１条第６項第１号の規

定にかかわらず、１．２メートル以上（中廊下にあっては、１．６メー

トル以上）とすることとする。

附 則

（病床の転換により開設した特別養護老人ホームの設備の基準に

関する経過措置）

１３ 一般病床、精神病床（健康保険法等の一部を改正する法律（平

成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおそ

の効力を有するものとされた介護保険法施行令（平成１０年政令第

４１２号）第４条第２項に規定する病床に係るものに限る。以下同

じ。）又は療養病床を有する病院の一般病床、精神病床又は療養

病床について、平成３０年３月３１日までの間に転換（当該病院の一

般病床、精神病床又は療養病床の病床数を減少させるとともに、

当該病院の施設を介護老人保健施設、軽費老人ホームその他の要

介護者、要支援者その他の者を入所させ又は入居させるための施

設の用に供することをいう。）をすることにより特別養護老人ホ

ームを開設しようとする場合の当該転換に係る食堂及び機能訓練

室の基準は、第１１条第４項第９号ア及び第４５条第４項第９号アの

規定にかかわらず、食堂にあっては１平方メートルに入所定員を

乗じて得た面積以上の面積を有し、機能訓練室にあっては４０平方

メートル以上の面積を有することとする。ただし、食事の提供又

は機能訓練を行う場合において、当該食事の提供又は機能訓練に

支障がない広さを確保することができるときは、同一の場所を食

堂及び機能訓練室とすることができることとする。

１４ 一般病床又は療養病床を有する診療所の一般病床又は療養病床

について、平成３０年３月３１日までの間に転換（当該診療所の一般

病床又は療養病床の病床数を減少させるとともに、当該診療所の

施設を介護老人保健施設、軽費老人ホームその他の要介護者、要

支援者その他の者を入所させ又は入居させるための施設の用に供

することをいう。）をすることにより特別養護老人ホームを開設

しようとする場合の当該転換に係る食堂及び機能訓練室の基準

は、第１１条第４項第９号ア及び第４５条第４項第９号アの規定にか

かわらず、次に掲げる基準のいずれかに適合することとする。

�・� 省略

１５ 一般病床、精神病床若しくは療養病床を有する病院の一般病

床、精神病床若しくは療養病床又は一般病床若しくは療養病床を

有する診療所の一般病床若しくは療養病床について、平成３０年３

月３１日までの間に転換（当該病院の一般病床、精神病床若しくは

療養病床又は当該診療所の一般病床若しくは療養病床の病床数を

減少させるとともに、当該病院又は診療所の施設を介護老人保健

施設、軽費老人ホームその他の要介護者、要支援者その他の者を

入所させ又は入居させるための施設の用に供することをいう。）

をすることにより特別養護老人ホームを開設しようとする場合の

当該転換に係る廊下の幅の基準は、第１１条第６項第１号、第３６条

第６項第１号、第４５条第６項第１号及び第５１条第６項第１号の規

定にかかわらず、１．２メートル以上（中廊下にあっては、１．６メー

トル以上）とすることとする。

目次

第１章 省略

目次

第１章 省略

改 正 後 改 正 前
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第２章 訪問介護

第１節～第４節 省略

第４節の２ 共生型居宅サービスに関する基準（第４２条の２・

第４２条の３）

第５節 省略

第３章～第６章 省略

第７章 通所介護

第１節～第４節 省略

第５節 共生型居宅サービスに関する基準（第１１４条・第１１５

条）

第６節 省略

第８章 省略

第９章 短期入所生活介護

第１節～第５節 省略

第５節の２ 共生型居宅サービスに関する基準（第１８０条の

２・第１８０条の３）

第６節 省略

第１０章～第１４章 省略

附則

（趣旨）

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下

「法」という。）第４２条第１項第２号、第７０条第２項第１号（法

第７０条の２第４項において準用する場合を含む。）、第７２条の２

第１項各号並びに第７４条第１項及び第２項の規定に基づき、指定

居宅サービス事業者の指定等をすることができる者並びに指定居

宅サービスの事業及び基準該当居宅サービスの事業の人員、設備

及び運営に関する基準を定めるものとする。

（定義）

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法及び介護保険法施行

令（平成１０年政令第４１２号。以下「政令」という。）で使用する

用語の例によるほか、次の各号に定めるところによる。

�～� 省略

�の２ 共生型居宅サービス 法第７２条の２第１項の申請に係る

法第４１条第１項本文の指定を受けた者による指定居宅サービス

をいう。

� 省略

（居宅介護支援事業者等との連携）

第１５条 指定訪問介護事業者は、指定訪問介護の提供に当たって

は、居宅介護支援事業者その他保健医療サービス又は福祉サービ

スを提供する者（以下「居宅介護支援事業者等」という。）との

密接な連携に努めなければならない。

２ 省略

（管理者及びサービス提供責任者の業務）

第２９条 省略

２ 省略

３ サービス提供責任者は、第２５条に規定する業務のほか、次に掲

げる業務を行うものとする。

�・� 省略

�の２ 居宅介護支援事業者等に対し、指定訪問介護の提供に当
くう

たり把握した利用者の服薬状況、口腔機能その他の利用者の心

身の状態及び生活の状況に係る必要な情報の提供を行うこと。

�～� 省略

第３６条 省略

第２章 訪問介護

第１節～第４節 省略

第５節 省略

第３章～第６章 省略

第７章 通所介護

第１節～第４節 省略

第５節 削除

第６節 省略

第８章 省略

第９章 短期入所生活介護

第１節～第５節 省略

第６節 省略

第１０章～第１４章 省略

附則

（趣旨）

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下

「法」という。）第４２条第１項第２号、第７０条第２項第１号（法

第７０条の２第４項において準用する場合を含む。）、第７２条の２

第１項各号並びに第７４条第１項及び第２項の規定に基づき、指定

居宅サービス事業者の指定等をすることができる者並びに指定居

宅サービスの事業及び基準該当居宅サービスの事業の人員、設備

及び運営に関する基準を定めるものとする。

（定義）

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法及び介護保険法施行

令（平成１０年政令第４１２号。以下「政令」という。）で使用する

用語の例によるほか、次の各号に定めるところによる。

�～� 省略

� 省略

（居宅介護支援事業者等との連携）

第１５条 指定訪問介護事業者は、指定訪問介護の提供に当たって

は、居宅介護支援事業者その他保健医療サービス又は福祉サービ

スを提供する者（以下「居宅介護支援事業者等」という。）との

密接な連携に努めなければならない。

２ 省略

（管理者及びサービス提供責任者の業務）

第２９条 省略

２ 省略

３ サービス提供責任者は、第２５条に規定する業務のほか、次に掲

げる業務を行うものとする。

�・� 省略

�～� 省略

第３６条 省略
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（不当な働き掛けの禁止）

第３６条の２ 指定訪問介護事業者は、居宅サービス計画の作成又は

変更に関し、指定居宅介護支援事業所（指定居宅介護支援等基準

省令第２条第１項に規定する指定居宅介護支援事業所をいう。第

１６５条第２項において同じ。）の介護支援専門員又は居宅要介護

被保険者に対して、利用者に必要のないサービスを位置付けるよ

う求めることその他の不当な働き掛けを行ってはならない。

第４２条 省略

第４節の２ 共生型居宅サービスに関する基準

（共生型訪問介護の基準）

第４２条の２ 訪問介護に係る共生型居宅サービス（以下この条及び

次条において「共生型訪問介護」という。）の事業を行う指定居

宅介護事業者（愛媛県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設

備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第

５３号。以下「指定障害福祉サービス基準条例」という。）第６条

第１項に規定する指定居宅介護事業者をいう。）及び重度訪問介

護（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（平成１７年法律第１２３号。以下この条及び第１８０条の２において

「障害者総合支援法」という。）第５条第３項に規定する重度訪

問介護をいう。第１号において同じ。）に係る指定障害福祉サー

ビス（障害者総合支援法第２９条第１項に規定する指定障害福祉サ

ービスをいう。第１号において同じ。）の事業を行う者が当該事

業に関して満たすべき基準は、次のとおりとする。

� 指定居宅介護事業所（指定障害福祉サービス基準条例第６条

第１項に規定する指定居宅介護事業所をいう。）又は重度訪問

介護に係る指定障害福祉サービスの事業を行う者が当該事業を

行う事業所（以下この号において「指定居宅介護事業所等」と

いう。）の従業者の員数が、当該指定居宅介護事業所等が提供

する指定居宅介護（指定障害福祉サービス基準条例第５条第１

項に規定する指定居宅介護をいう。）又は重度訪問介護（以下

この号において「指定居宅介護等」という。）の利用者の数を

指定居宅介護等の利用者及び共生型訪問介護の利用者の数の合

計数であるとした場合における当該指定居宅介護事業所等とし

て必要とされる数以上であること。

� 共生型訪問介護の利用者に対して適切なサービスを提供する

ため、指定訪問介護事業所その他の関係施設から必要な技術的

支援を受けていること。

（準用）

第４２条の３ 第５条、第６条（第１項を除く。）及び第７条並びに

前節の規定は、共生型訪問介護の事業について準用する。この場

合において、第６条第２項中「利用者（」とあるのは「利用者

（共生型訪問介護の利用者及び指定居宅介護又は重度訪問介護に

係る指定障害福祉サービスの利用者をいい、」と、「指定訪問介

護又は」とあるのは「共生型訪問介護及び指定居宅介護若しくは

重度訪問介護に係る指定障害福祉サービス又は」と読み替えるも

のとする。

（準用）

第５９条 第９条から第２０条まで、第２２条、第２７条、第３２条から第３６

条まで及び第３７条から第４１条までの規定は、指定訪問入浴介護の

事業について準用する。この場合において、これらの規定中「訪

問介護員等」とあるのは「訪問入浴介護従業者」と、第９条中

「第３０条に規定する運営規程」とあるのは「第５７条に規定する重

要事項に関する規程」と、第３３条第２項中「設備及び備品等」と

第４２条 省略

（準用）

第５９条 第９条から第２０条まで、第２２条、第２７条及び第３２条

条まで及び第３７条から第４１条までの規定は、指定訪問入浴介護の

事業について準用する。この場合において、これらの規定中「訪

問介護員等」とあるのは「訪問入浴介護従業者」と、第９条中

「第３０条に規定する運営規程」とあるのは「第５７条に規定する重

要事項に関する規程」と、第３３条第２項中「設備及び備品等」と
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あるのは「指定訪問入浴介護に用いる浴槽その他の設備及び備品

等」と、第３４条中「運営規程」とあるのは「第５７条に規定する重

要事項に関する規程」と読み替えるものとする。

（準用）

第６３条 第９条から第１５条まで、第１７条から第２０条まで、第２２条、

第２７条、第３２条から第３６条まで、第３７条、第３８条（第５項及び第

６項を除く。）、第３９条から第４１条まで及び第４８条並びに前節

（第５２条第１項及び第５９条を除く。）の規定は、基準該当訪問入

浴介護の事業について準用する。この場合において、これらの規

定中「訪問介護員等」とあるのは「訪問入浴介護従業者」と、第

９条中「第３０条に規定する運営規程」とあるのは「第６３条におい

て準用する第５７条に規定する重要事項に関する規程」と、第２０条

第１項中「内容、当該指定訪問介護について法第４１条第６項の規

定により利用者に代わって支払を受ける居宅介護サービス費の

額」とあるのは「内容」と、第２２条中「法定代理受領サービスに

該当しない指定訪問介護」とあるのは「基準該当訪問入浴介護」

と、第３３条第２項中「設備及び備品等」とあるのは「基準該当訪

問入浴介護に用いる浴槽その他の設備及び備品等」と、第３４条中

「運営規程」とあるのは「第６３条において準用する第５７条に規定

する重要事項に関する規程」と、第５２条第２項中「法定代理受領

サービスに該当しない指定訪問入浴介護」とあるのは「基準該当

訪問入浴介護」と、同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」

と読み替えるものとする。

（看護師等の員数）

第６５条 省略

２～４ 省略

５ 知事は、指定訪問看護事業者が指定複合型サービス事業者（指

定地域密着型サービス基準省令第１７１条第１４項に規定する指定複

合型サービス事業者をいう。）の指定を併せて受け、かつ、指定

訪問看護の事業と指定看護小規模多機能型居宅介護（指定地域密

着型サービス基準省令第１７０条に規定する指定看護小規模多機能

型居宅介護をいう。）の事業とが同一の事業所において一体的に

運営されている場合に、法第７８条の４第１項の規定により市町の

条例で定める指定複合型サービスの事業の人員に関する基準（看

護職員の員数に係る部分に限る。）を満たすとき（前項の規定に

より第１項第１号ア及び第２号に規定する基準を満たしているも

のとみなされているときを除く。）は、当該指定訪問看護事業者

が第１項第１号ア及び第２号に規定する基準を満たしているもの

とみなすことができる。

（居宅介護支援事業者等との連携）

第６９条 指定訪問看護事業者は、指定訪問看護の提供に当たって

は、居宅介護支援事業者等

との密接な連携に努めなければならない。

２ 省略

（準用）

第７９条 第９条、第１０条、第１２条から第１４条まで、第１６条から第２０

条まで、第２２条、第２７条、第３２条から第３６条まで、第３７条から第

４１条まで及び第５６条の規定は、指定訪問看護の事業について準用

する。この場合において、これらの規定中「訪問介護員等」とあ

るのは「看護師等」と、第９条中「第３０条に規定する運営規程」

とあるのは「第７７条に規定する重要事項に関する規程」と、第１４

条中「心身の状況」とあるのは「心身の状況、病歴」と、第３４条

中「運営規程」とあるのは「第７７条に規定する重要事項に関する

あるのは「指定訪問入浴介護に用いる浴槽その他の設備及び備品

等」と、第３４条中「運営規程」とあるのは「第５７条に規定する重

要事項に関する規程」と読み替えるものとする。

（準用）

第６３条 第９条から第１５条まで、第１７条から第２０条まで、第２２条、

第２７条、第３２条から第３７条まで 、第３８条（第５項及び第

６項を除く。）、第３９条から第４１条まで及び第４８条並びに第４節

（第５２条第１項及び第５９条を除く。）の規定は、基準該当訪問入

浴介護の事業について準用する。この場合において、これらの規

定中「訪問介護員等」とあるのは「訪問入浴介護従業者」と、第

９条中「第３０条に規定する運営規程」とあるのは「第６３条におい

て準用する第５７条に規定する重要事項に関する規程」と、第２０条

第１項中「内容、当該指定訪問介護について法第４１条第６項の規

定により利用者に代わって支払を受ける居宅介護サービス費の

額」とあるのは「内容」と、第２２条中「法定代理受領サービスに

該当しない指定訪問介護」とあるのは「基準該当訪問入浴介護」

と、第３３条第２項中「設備及び備品等」とあるのは「基準該当訪

問入浴介護に用いる浴槽その他の設備及び備品等」と、第３４条中

「運営規程」とあるのは「第６３条において準用する第５７条に規定

する重要事項に関する規程」と、第５２条第２項中「法定代理受領

サービスに該当しない指定訪問入浴介護」とあるのは「基準該当

訪問入浴介護」と、同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」

と読み替えるものとする。

（看護師等の員数）

第６５条 省略

２～４ 省略

５ 知事は、指定訪問看護事業者が指定複合型サービス事業者（指

定地域密着型サービス基準省令第１７１条第１０項に規定する指定複

合型サービス事業者をいう。）の指定を併せて受け、かつ、指定

訪問看護の事業と指定看護小規模多機能型居宅介護（指定地域密

着型サービス基準省令第１７０条に規定する指定看護小規模多機能

型居宅介護をいう。）の事業とが同一の事業所において一体的に

運営されている場合に、法第７８条の４第１項の規定により市町の

条例で定める指定複合型サービスの事業の人員に関する基準（看

護職員の員数に係る部分に限る。）を満たすとき（前項の規定に

より第１項第１号ア及び第２号に規定する基準を満たしているも

のとみなされているときを除く。）は、当該指定訪問看護事業者

が第１項第１号ア及び第２号に規定する基準を満たしているもの

とみなすことができる。

（居宅介護支援事業者等との連携）

第６９条 指定訪問看護事業者は、指定訪問看護の提供に当たって

は、居宅介護支援事業者その他保健医療サービス又は福祉サービ

スを提供する者との密接な連携に努めなければならない。

２ 省略

（準用）

第７９条 第９条、第１０条、第１２条から第１４条まで、第１６条から第２０

条まで、第２２条、第２７条、第３２条から第３６条まで、第３７条から第

４１条まで及び第５６条の規定は、指定訪問看護の事業について準用

する。この場合において、これらの規定中「訪問介護員等」とあ

るのは「看護師等」と、第９条中「第３０条に規定する運営規程」

とあるのは「第７７条に規定する重要事項に関する規程」と、第１４

条中「心身の状況」とあるのは「心身の状況、病歴」と、第３４条

中「運営規程」とあるのは「第７７条に規定する重要事項に関する
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規程」と読み替えるものとする。

第２節 人員に関する基準

第８１条 指定訪問リハビリテーションの事業を行う者（以下「指定

訪問リハビリテーション事業者」という。）が当該 事業を行う

事業所（以下「指定訪問リハビリテーション事業所」という。）

ごとに有すべき従業者の員数は、次のとおりとする

。

� 医師 指定訪問リハビリテーションの提供に当たらせるため

に必要な１以上の数

� 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士 １以上

２ 前項第１号の医師は、常勤でなければならない。

３ 知事は、指定訪問リハビリテーション事業者が指定介護予防訪

問リハビリテーション事業者（指定介護予防サービス等基準条例

第８０条第１項に規定する指定介護予防訪問リハビリテーション事

業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、指定訪問

リハビリテーションの事業と指定介護予防訪問リハビリテーショ

ン（指定介護予防サービス等基準条例第７９条に規定する指定介護

予防訪問リハビリテーションをいう。以下同じ。）の事業とが同

一の事業所において一体的に運営されている場合は、同項

に規定する人員に関する基準

を満たすことをもって、第１項に規定する基準を満たしているも

のとみなすことができる。

第３節 設備に関する基準

第８２条 指定訪問リハビリテーション事業所は、病院、診療所、介

護老人保健施設又は介護医療院であって、事業の運営を行うため

に必要な広さを有する専用の区画を設けているほか、指定訪問リ

ハビリテーションの提供に必要な設備及び備品等を備えているも

のでなければならない。

２ 省略

第１節 基本方針

第９０条 指定居宅サービスに該当する居宅療養管理指導（以下「指

定居宅療養管理指導」という。）の事業は、要介護状態となった

場合においても、利用者が可能な限りその居宅において、その有

する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、医

師、歯科医師、薬剤師

、歯科衛生士（歯科衛生士が行う居宅療養管理指導に相当

するものを行う保健師、看護師及び准看護師を含む。以下この章

において同じ。）又は管理栄養士が、通院が困難な利用者に対し

て、その居宅を訪問して、その心身の状況、置かれている環境等

を把握し、それらを踏まえて療養上の管理及び指導を行うことに

より、利用者の療養生活の質の向上を図るものでなければならな

い。

第２節 人員に関する基準

第９１条 指定居宅療養管理指導の事業を行う者（以下「指定居宅療

養管理指導事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下

「指定居宅療養管理指導事業所」という。）ごとに有すべき従業

者（以下この章において「居宅療養管理指導従業者」とする。）

の員数は、次の各号に掲げる指定居宅療養管理指導事業所の種類

の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。

規程」と読み替えるものとする。

第２節 人員に関する基準

第８１条 指定訪問リハビリテーションの事業を行う者（以下「指定

訪問リハビリテーション事業者」という。）は、当該事業を行う

事業所（以下「指定訪問リハビリテーション事業所」という。）

ごとに、指定訪問リハビリテーションの提供に当たる理学療法

士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この章において「理学療法

士、作業療法士又は言語聴覚士」という。）を置かなければなら

ない。

２ 知事は、指定訪問リハビリテーション事業者が指定介護予防訪

問リハビリテーション事業者（指定介護予防サービス等基準条例

第８０条第１項に規定する指定介護予防訪問リハビリテーション事

業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、指定訪問

リハビリテーションの事業と指定介護予防訪問リハビリテーショ

ン（指定介護予防サービス等基準条例第７９条に規定する指定介護

予防訪問リハビリテーションをいう。以下同じ。）の事業とが同

一の事業所において一体的に運営されている場合は、指定介護予

防サービス等基準条例第８０条第１項に規定する人員に関する基準

を満たすことをもって、前項 に規定する基準を満たしているも

のとみなすことができる。

第３節 設備に関する基準

第８２条 指定訪問リハビリテーション事業所は、病院、診療所又は

介護老人保健施設 であって、事業の運営を行うため

に必要な広さを有する専用の区画を設けているほか、指定訪問リ

ハビリテーションの提供に必要な設備及び備品等を備えているも

のでなければならない。

２ 省略

第１節 基本方針

第９０条 指定居宅サービスに該当する居宅療養管理指導（以下「指

定居宅療養管理指導」という。）の事業は、要介護状態となった

場合においても、利用者が可能な限りその居宅において、その有

する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、医

師、歯科医師、薬剤師、看護職員（歯科衛生士が行う居宅療養管

理指導に相当するものを行う保健師、看護師及び准看護師以外の

保健師、看護師又は准看護師をいう。以下この章において同

じ。）、歯科衛生士（歯科衛生士が行う居宅療養管理指導に相当

するものを行う保健師、看護師及び准看護師を含む。以下この章

において同じ。）又は管理栄養士が、通院が困難な利用者に対し

て、その居宅を訪問して、その心身の状況、置かれている環境等

を把握し、それらを踏まえて療養上の管理及び指導を行うことに

より、利用者の療養生活の質の向上を図るものでなければならな

い。

第２節 人員に関する基準

第９１条 指定居宅療養管理指導の事業を行う者（以下「指定居宅療

養管理指導事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下

「指定居宅療養管理指導事業所」という。）ごとに有すべき従業

者（以下この章において「居宅療養管理指導従業者」とする。）

の員数は、次の各号に掲げる指定居宅療養管理指導事業所の種類

の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。
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� 病院又は診療所である指定居宅療養管理指導事業所

ア 省略

イ 薬剤師 、歯科衛生士又は管理栄養士 その提供

する指定居宅療養管理指導の内容に応じた適当数

� 省略

２ 省略

第３節 設備に関する基準

第９２条 指定居宅療養管理指導事業所は、病院、診療所又は薬局

であって、指定居宅療養管理指導の

事業の運営に必要な広さを有しているほか、指定居宅療養管理指

導の提供に必要な設備及び備品等を備えているものでなければな

らない。

２ 省略

（指定居宅療養管理指導の具体的取扱方針）

第９５条 医師又は歯科医師の行う指定居宅療養管理指導の方針は、

次のとおりとする。

� 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、訪問診療等によ

り常に利用者の病状及び心身の状況を把握し、計画的かつ継続

的な医学的管理又は歯科医学的管理に基づいて、居宅介護支援

事業者 に対する居宅サービス計画の作成等に必要な情報の提

供並びに利用者又はその家族に対する居宅サービスの利用に関

する留意事項、介護方法等についての指導、助言等を行うこ

と。

�～� 省略

２ 省略

（運営規程）

第９６条 指定居宅療養管理指導事業者は、指定居宅療養管理指導事

業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する

規程を定めておかなければならない。

�～� 省略

�の２ 通常の事業の実施地域

� 省略

（準用）

第１１３条 第９条から第１８条まで、第２０条、第２２条、第２７条、第２８

条、第３４条から第３６条まで、第３７条から第３９条まで、第４１条及び

第５６条の規定は、指定通所介護の事業について準用する。この場

合において、第９条中「第３０条に規定する運営規程」とあるのは

� 病院又は診療所である指定居宅療養管理指導事業所

ア 省略

イ 薬剤師、看護職員、歯科衛生士又は管理栄養士 その提供

する指定居宅療養管理指導の内容に応じた適当数

� 省略

� 指定訪問看護ステーション等（指定訪問看護ステーション及

び指定介護予防訪問看護ステーション（指定介護予防サービス

等基準条例第６５条第１項第１号に規定する指定介護予防訪問看

護ステーションをいう。）をいう。以下この章において同

じ。）である指定居宅療養管理指導事業所 看護職員を１以上

２ 省略

第３節 設備に関する基準

第９２条 指定居宅療養管理指導事業所は、病院、診療所、薬局又は

指定訪問看護ステーション等であって、指定居宅療養管理指導の

事業の運営に必要な広さを有しているほか、指定居宅療養管理指

導の提供に必要な設備及び備品等を備えているものでなければな

らない。

２ 省略

（指定居宅療養管理指導の具体的取扱方針）

第９５条 医師又は歯科医師の行う指定居宅療養管理指導の方針は、

次のとおりとする。

� 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、訪問診療等によ

り常に利用者の病状及び心身の状況を把握し、計画的かつ継続

的な医学的管理又は歯科医学的管理に基づいて、居宅介護支援

事業者等に対する居宅サービス計画の作成等に必要な情報の提

供並びに利用者又はその家族に対する居宅サービスの利用に関

する留意事項、介護方法等についての指導、助言等を行うこ

と。

�～� 省略

２ 省略

３ 看護職員の行う指定居宅療養管理指導の方針は、次のとおりと

する。

� 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、居宅介護支援事

業者等に対する居宅サービス計画の作成等に必要な情報の提供

並びに利用者に対する療養上の相談及び支援を行うこと。

� 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、懇切丁寧に行う

ことを旨とし、利用者又はその家族に対し、療養上必要な事項

について、理解しやすいように指導又は助言を行うこと。

� 利用者ごとに、提供した指定居宅療養管理指導の内容につい

て、速やかに記録を作成するとともに、医師又は居宅介護支援

事業者等に報告すること。

（運営規程）

第９６条 指定居宅療養管理指導事業者は、指定居宅療養管理指導事

業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する

規程を定めておかなければならない。

�～� 省略

� 省略

（準用）

第１１３条 第９条から第１８条まで、第２０条、第２２条、第２７条、第２８

条、第３４条から第３６条まで、第３７条から第３９条まで、第４１条及び

第５６条の規定は、指定通所介護の事業について準用する。この場

合において、第９条中「第３０条に規定する運営規程」とあるのは
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「第１０７条に規定する重要事項に関する規程」と、「訪問介護員

等」とあるのは「通所介護従業者」と、第３４条中「運営規程」と

あるのは「第１０７条に規定する重要事項に関する規程」と、「訪

問介護員等」とあるのは「通所介護従業者」と読み替えるものと

する。

第５節 共生型居宅サービスに関する基準

（共生型通所介護の基準）

第１１４条 通所介護に係る共生型居宅サービス（以下この条及び次

条において「共生型通所介護」という。）の事業を行う指定生活

介護事業者（指定障害福祉サービス基準条例第８０条第１項に規定

する指定生活介護事業者をいう。）、指定自立訓練（機能訓練）

事業者（指定障害福祉サービス基準条例第１４３条第１項に規定す

る指定自立訓練（機能訓練）事業者をいう。）、指定自立訓練

（生活訓練）事業者（指定障害福祉サービス基準条例第１５３条第

１項に規定する指定自立訓練（生活訓練）事業者をいう。）、指

定児童発達支援事業者（愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設

備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第

５１号。以下この条において「指定通所支援基準条例」という。）

第６条第１項に規定する指定児童発達支援事業者をいい、主とし

て重症心身障害児（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条

第２項に規定する重症心身障害児をいう。以下この条において同

じ。）を通わせる事業所において指定児童発達支援（指定通所支

援基準条例第５条に規定する指定児童発達支援をいう。第１号に

おいて同じ。）を提供する事業者を除く。）及び指定放課後等デ

イサービス事業者（指定通所支援基準条例第６８条第１項に規定す

る指定放課後等デイサービス事業者をいい、主として重症心身障

害児を通わせる事業所において指定放課後等デイサービス（指定

通所支援基準条例第６７条に規定する指定放課後等デイサービスを

いう。第１号において同じ。）を提供する事業者を除く。）が当

該事業に関して満たすべき基準は、次のとおりとする。

� 指定生活介護事業所（指定障害福祉サービス基準条例第８０条

第１項に規定する指定生活介護事業所をいう。）、指定自立訓

練（機能訓練）事業所（指定障害福祉サービス基準条例第１４３

条第１項に規定する指定自立訓練（機能訓練）事業所をい

う。）、指定自立訓練（生活訓練）事業所（指定障害福祉サー

ビス基準条例第１５３条第１項に規定する指定自立訓練（生活訓

練）事業所をいう。）、指定児童発達支援事業所（指定通所支

援基準条例第６条第１項に規定する指定児童発達支援事業所を

いう。）又は指定放課後等デイサービス事業所（指定通所支援

基準条例第６８条第１項に規定する指定放課後等デイサービス事

業所をいう。）（以下この号において「指定生活介護事業所

等」という。）の従業者の員数が、当該指定生活介護事業所等

が提供する指定生活介護（指定障害福祉サービス基準条例第７９

条に規定する指定生活介護をいう。）、指定自立訓練（機能訓

練）（指定障害福祉サービス基準条例第１４２条に規定する指定

自立訓練（機能訓練）をいう。）、指定自立訓練（生活訓練）

（指定障害福祉サービス基準条例第１５２条に規定する指定自立

訓練（生活訓練）をいう。）、指定児童発達支援又は指定放課

後等デイサービス（以下この号において「指定生活介護等」と

いう。）の利用者の数を指定生活介護等の利用者及び共生型通

所介護の利用者の数の合計数であるとした場合における当該指

定生活介護事業所等として必要とされる数以上であること。

� 共生型通所介護の利用者に対して適切なサービスを提供する

「第１０７条に規定する重要事項に関する規程」と、「訪問介護員

等」とあるのは「通所介護従業者」と、第３４条中「運営規程」と

あるのは「第１０７条に規定する重要事項に関する規程」と、「訪

問介護員等」とあるのは「通所介護従業者」と読み替えるものと

する。

第５節 削除

第１１４条から第１３１条まで 削除
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ため、指定通所介護事業所その他の関係施設から必要な技術的

支援を受けていること。

（準用）

第１１５条 第９条から第１８条まで、第２０条、第２２条、第２７条、第２８

条、第３４条から第３６条まで、第３７条から第３９条まで、第４１条、第

５６条、第９９条、第１０１条及び第１０２条第４項並びに前節（第１１３条

を除く。）の規定は、共生型通所介護の事業について準用する。

この場合において、第９条中「第３０条に規定する運営規程」とあ

るのは「運営規程（第１０７条に規定する運営規程をいう。第３４条

において同じ。）」と、「訪問介護員等」とあるのは「共生型通

所介護の提供に当たる従業者（以下「共生型通所介護従業者」と

いう。）」と、第２８条及び第３４条中「訪問介護員等」とあるのは

「共生型通所介護従業者」と、第１０２条第４項中「前項ただし書

の場合（指定通所介護事業者が第１項の設備を利用し、夜間及び

深夜に指定通所介護以外のサービスを提供する場合に限る。）」

とあるのは「共生型通所介護事業者が共生型通所介護事業所の設

備を利用し、夜間及び深夜に共生型通所介護以外のサービスを提

供する場合」と、第１０５条第２号、第１０６条第５項及び第１０８条第

３項中「通所介護従業者」とあるのは「共生型通所介護従業者」

と読み替えるものとする。

第１１６条から第１３１条まで 削除

（準用）

第１３５条 第９条から第１５条まで、第１７条、第１８条、第２０条、第２２

条、第２７条、第２８条、第３４条 か ら 第３６条 ま で、第３７条、第３８条

（第５項及び第６項を除く。）、第３９条、第４１条、第５６条、第９９

条及び第４節（第１０３条第１項及び第１１３条を除く。）の規定は、

基準該当通所介護の事業について準用する。この場合において、

第９条中「第３０条に規定する運営規程」とあるのは「第１３５条に

おいて準用する第１０７条に規定する重要事項に関する規程」と、

「訪問介護員等」とあるのは「通所介護従業者」と、第２０条中

「内容、当該指定訪問介護について法第４１条第６項の規定により

利用者に代わって支払を受ける居宅介護サービス費の額」とある

のは「内容」と、第２２条中「法定代理受領サービスに該当しない

指定訪問介護」とあるのは「基準該当通所介護」と、第３４条中

「運営規程」とあるのは「第１３５条において準用する第１０７条に規

定する重要事項に関する規程」と、「訪問介護員等」とあるのは

「通所介護従業者」と、第１０３条第２項中「法定代理受領サービ

スに該当しない指定通所介護」とあるのは「基準該当通所介護」

と、同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」と読み替えるも

のとする。

第３節 設備に関する基準

第１３８条 指定通所リハビリテーション事業所は、指定通所リハビ

リテーションを行うにふさわしい専用の部屋等であって、３平方

メートルに利用定員（当該指定通所リハビリテーション事業所に

おいて同時に指定通所リハビリテーションの提供を受けることが

できる利用者の数の上限をいう。以下この節及び次節において同

じ。）を乗じて得た面積以上のものを有しなければならない。こ

の場合において、当該指定通所リハビリテーション事業所が介護

老人保健施設又は介護医療院であるときは、当該専用の部屋等の

面積に利用者用に確保されている食堂（リハビリテーションの用

に供されるものに限る。）の面積を加算した面積を、当該専用の

部屋等の面積とみなす。

２・３ 省略

（準用）

第１３５条 第９条から第１５条まで、第１７条、第１８条、第２０条、第２２

条、第２７条、第２８条、第３４条 か ら 第３７条 ま で 、第３８条

（第５項及び第６項を除く。）、第３９条、第４１条、第５６条、第９９

条及び第４節（第１０３条第１項及び第１１３条を除く。）の規定は、

基準該当通所介護の事業について準用する。この場合において、

第９条中「第３０条に規定する運営規程」とあるのは「第１３５条に

おいて準用する第１０７条に規定する重要事項に関する規程」と、

「訪問介護員等」とあるのは「通所介護従業者」と、第２０条中

「内容、当該指定訪問介護について法第４１条第６項の規定により

利用者に代わって支払を受ける居宅介護サービス費の額」とある

のは「内容」と、第２２条中「法定代理受領サービスに該当しない

指定訪問介護」とあるのは「基準該当通所介護」と、第３４条中

「運営規程」とあるのは「第１３５条において準用する第１０７条に規

定する重要事項に関する規程」と、「訪問介護員等」とあるのは

「通所介護従業者」と、第１０３条第２項中「法定代理受領サービ

スに該当しない指定通所介護」とあるのは「基準該当通所介護」

と、同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」と読み替えるも

のとする。

第３節 設備に関する基準

第１３８条 指定通所リハビリテーション事業所は、指定通所リハビ

リテーションを行うにふさわしい専用の部屋等であって、３平方

メートルに利用定員（当該指定通所リハビリテーション事業所に

おいて同時に指定通所リハビリテーションの提供を受けることが

できる利用者の数の上限をいう。以下この節及び次節において同

じ。）を乗じて得た面積以上のものを有しなければならない。こ

の場合において、当該指定通所リハビリテーション事業所が介護

老人保健施設又は介護医療院であるときは、当該専用の部屋等の

面積に利用者用に確保されている食堂（リハビリテーションの用

に供されるものに限る。）の面積を加算した面積を、当該専用の

部屋等の面積とみなす。

２・３ 省略
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（管理者等の業務）

第１４２条 指定通所リハビリテーション事業所の管理者は、医師、

理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は専ら指定通所リ

ハビリテーションの提供に当たる看護師のうちから選任した者

に、当該指定通所リハビリテーション事業所の管理を代行させる

ことができる。

２ 省略

（従業者の員数）

第１４８条 省略

２・３ 省略

４ 特別養護老人ホーム、養護老人ホーム（老人福祉法第２０条の４

に規定する養護老人ホームをいう。以下同じ。）、病院、診療

所、介護老人保健施設、介護医療院、特定施設入居者生活介護、

地域密着型特定施設入居者生活介護又は介護予防特定施設入居者

生活介護の指定を受けている施設（以下「特別養護老人ホーム

等」という。）に併設される指定短期入所生活介護事業所であっ

て、当該特別養護老人ホーム等と一体的に運営が行われるもの

（以下「併設事業所」という。）については、老人福祉法、医療

法（昭和２３年法律第２０５号）又は法に規定する特別養護老人ホー

ム等として必要とされる数の従業者に加えて、第１項に掲げる短

期入所生活介護従業者を確保するものとする。

５～１０ 省略

（指定短期入所生活介護の開始及び終了）

第１５３条 省略

２ 指定短期入所生活介護事業者は、居宅介護支援事業者等

との密接な連携に

より、指定短期入所生活介護の提供の開始前から終了後に至るま

で利用者が継続的に保健医療サービス又は福祉サービスを利用で

きるよう必要な援助に努めなければならない。

（定員の遵守）

第１６５条 省略

２ 利用者の状況や利用者の家族等の事情により、指定居宅介護支

援事業所

の介護支援専門員が、緊急に

指定短期入所生活介護を受けることが必要と認めた者に対し、居

宅サービス計画において位置付けられていない指定短期入所生活

介護を提供する場合であって、当該利用者及び他の利用者の処遇

に支障がないときは、前項の規定にかかわらず、静養室におい

て、同項各号の利用者の数を超えて指定短期入所生活介護を行う

ことができるものとする。

（準用）

第１６８条 第１０条から第１４条まで、第１６条、第１７条、第２０条、第２２

条、第２７条、第３４条から第３６条まで、第３７条から第４１条まで、第

５６条、第１０８条、第１１０条及び第１１１条の規定は、指定短期入所生

活介護の事業について準用する。この場合において、第３４条中

「運営規程」とあるのは「第１６４条に規定する重要事項に関する

規程」と、「訪問介護員等」とあるのは「短期入所生活介護従業

者」と、第１０８条第３項中「通所介護従業者」とあるのは「短期

入所生活介護従業者」と読み替えるものとする。

第１８０条 省略

第５節の２ 共生型居宅サービスに関する基準

（共生型短期入所生活介護の基準）

第１８０条の２ 短期入所生活介護に係る共生型居宅サービス（以下

（管理者等の業務）

第１４２条 指定通所リハビリテーション事業所の管理者は、医師、

理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は専ら指定通所リ

ハビリテーションの提供に当たる看護師のうちから選任した者

に、当該指定通所リハビリテーション事業所の管理を代行させる

ことができる。

２ 省略

（従業者の員数）

第１４８条 省略

２・３ 省略

４ 特別養護老人ホーム、養護老人ホーム（老人福祉法第２０条の４

に規定する養護老人ホームをいう。以下同じ。）、病院、診療

所、介護老人保健施設、介護医療院、特定施設入居者生活介護、

地域密着型特定施設入居者生活介護又は介護予防特定施設入居者

生活介護の指定を受けている施設（以下「特別養護老人ホーム

等」という。）に併設される指定短期入所生活介護事業所であっ

て、当該特別養護老人ホーム等と一体的に運営が行われるもの

（以下「併設事業所」という。）については、老人福祉法、医療

法（昭和２３年法律第２０５号）又は法に規定する特別養護老人ホー

ム等として必要とされる数の従業者に加えて、第１項に掲げる短

期入所生活介護従業者を確保するものとする。

５～１０ 省略

（指定短期入所生活介護の開始及び終了）

第１５３条 省略

２ 指定短期入所生活介護事業者は、居宅介護支援事業者その他保

健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に

より、指定短期入所生活介護の提供の開始前から終了後に至るま

で利用者が継続的に保健医療サービス又は福祉サービスを利用で

きるよう必要な援助に努めなければならない。

（定員の遵守）

第１６５条 省略

２ 利用者の状況や利用者の家族等の事情により、指定居宅介護支

援事業所（指定居宅介護支援等基準条例第５条第１項に規定する

指定居宅介護支援事業所をいう。）の介護支援専門員が、緊急に

指定短期入所生活介護を受けることが必要と認めた者に対し、居

宅サービス計画において位置付けられていない指定短期入所生活

介護を提供する場合であって、当該利用者及び他の利用者の処遇

に支障がないときは、前項の規定にかかわらず、静養室におい

て、同項各号の利用者の数を超えて指定短期入所生活介護を行う

ことができるものとする。

（準用）

第１６８条 第１０条から第１４条まで、第１６条、第１７条、第２０条、第２２

条、第２７条、第３４条から第３６条まで、第３７条から第４１条まで、第

５６条、第１０８条、第１１０条及び第１１１条の規定は、指定短期入所生

活介護の事業について準用する。この場合において、第３４条中

「運営規程」とあるのは「第１６４条に規定する重要事項に関する

規程」と、「訪問介護員等」とあるのは「短期入所生活介護従業

者」と、第１０８条第３項中「通所介護従業者」とあるのは「短期

入所生活介護従業者」と読み替えるものとする。

第１８０条 省略
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この条及び次条において「共生型短期入所生活介護」という。）

の事業を行う指定短期入所事業者（指定障害福祉サービス基準条

例第１０３条第１項に規定する指定短期入所事業者をいい、指定障

害者支援施設（障害者総合支援法第２９条第１項に規定する指定障

害者支援施設をいう。以下この条において同じ。）が指定短期入

所（指定障害福祉サービス基準条例第９９条に規定する指定短期入

所をいう。以下この条において同じ。）の事業を行う事業所とし

て当該施設と一体的に運営を行う事業所又は指定障害者支援施設

がその施設の全部又は一部が利用者に利用されていない居室を利

用して指定短期入所の事業を行う場合において、当該事業を行う

事業所（以下この条において「指定短期入所事業所」という。）

において指定短期入所を提供する事業者に限る。）が当該事業に

関して満たすべき基準は、次のとおりとする。

� 指定短期入所事業所の居室の面積を、指定短期入所の利用者

の数及び共生型短期入所生活介護の利用者の数の合計数で除し

て得た面積が９．９平方メートル以上であること。

� 指定短期入所事業所の従業者の員数が、当該指定短期入所事

業所が提供する指定短期入所の利用者の数を指定短期入所の利

用者及び共生型短期入所生活介護の利用者の数の合計数である

とした場合における当該指定短期入所事業所として必要とされ

る数以上であること。

� 共生型短期入所生活介護の利用者に対して適切なサービスを

提供するため、指定短期入所生活介護事業所その他の関係施設

から必要な技術的支援を受けていること。

（準用）

第１８０条の３ 第１０条から第１４条まで、第１６条、第１７条、第２０条、

第２２条、第２７条、第３４条から第３６条まで、第３７条から第４１条ま

で、第５６条、第１０８条、第１１０条、第１１１条、第１４７条及び 第１４９条

並びに第４節（第１６８条を除く。）の規定は、共生型短期入所生

活介護の事業について準用する。この場合において、第３４条中

「運営規程」とあるのは「運営規程（第１６４条に規定する運営規

程をいう。第１５２条において同じ。）」と、「訪問介護員等」と

あるのは「共生型短期入所生活介護の提供に当たる従業者（以下

「共生型短期入所生活介護従業者」という。）」と、第１０８条第

３項中「通所介護従業者」とあるのは「共生型短期入所生活介護

従業者」と、第１５２条中「第１６４条に規定する重要事項に関する規

程」とあるのは「運営規程」と、同条、第１５５条第３項、第１５６条

第１項及び第１６３条中「短期入所生活介護従業者」とあるのは

「共生型短期入所生活介護従業者」と読み替えるものとする。

（準用）

第１８７条 第１０条から第１４条まで、第１７条、第２０条、第２２条、第２７

条、第３４条から第３６条まで、第３７条、第３８条（第５項及び第６項

を除く。）、第３９条から第４１条ま で、第５６条、第１０８条、第１１０

条、第１１１条、第１４７条及び第４節（第１５４条第１項及び第１６８条を

除く。）の規定は、基準該当短期入所生活介護の事業について準

用する。この場合において、第２０条第１項中「内容、当該指定訪

問介護について法第４１条第６項の規定により利用者に代わって支

払を受ける居宅介護サービス費の額」とあるのは「内容」と、第

２２条中「法定代理受領サービスに該当しない指定訪問介護」とあ

るのは「基準該当短期入所生活介護」と、第３４条中「訪問介護員

等」とあるのは「短期入所生活介護従業者」と、第１０８条第３項

中「通所介護従業者」とあるのは「短期入所生活介護従業者」

と、第１５４条第２項中「法定代理受領サービスに該当しない指定

（準用）

第１８７条 第１０条から第１４条まで、第１７条、第２０条、第２２条、第２７

条、第３４条から第３７条まで 、第３８条（第５項及び第６項

を除く。）、第３９条から第４１条ま で、第５６条、第１０８条、第１１０

条、第１１１条、第１４７条及び第４節（第１５４条第１項及び第１６８条を

除く。）の規定は、基準該当短期入所生活介護の事業について準

用する。この場合において、第２０条第１項中「内容、当該指定訪

問介護について法第４１条第６項の規定により利用者に代わって支

払を受ける居宅介護サービス費の額」とあるのは「内容」と、第

２２条中「法定代理受領サービスに該当しない指定訪問介護」とあ

るのは「基準該当短期入所生活介護」と、第３４条中「訪問介護員

等」とあるのは「短期入所生活介護従業者」と、第１０８条第３項

中「通所介護従業者」とあるのは「短期入所生活介護従業者」

と、第１５４条第２項中「法定代理受領サービスに該当しない指定
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短期入所生活介護」とあるのは「基準該当短期入所生活介護」

と、同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」と、第１６０条中

「医師及び看護職員」とあるのは「看護職員」と、第１６５条第２

項中「静養室」とあるのは「静養室等」と読み替えるものとす

る。

第２節 人員に関する基準

第１８９条 指定短期入所療養介護の事業を行う者（以下「指定短期

入所療養介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下

「指定短期入所療養介護事業所」という。）ごとに有すべき指定

短期入所療養介護の提供に当たる従業者（以下「短期入所療養介

護従業者」という。）の員数は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 介護医療院である指定短期入所療養介護事業所にあっては、

当該指定短期入所療養介護事業所に有すべき医師、薬剤師、看

護職員、介護職員、理学療法士又は作業療法士及び栄養士の員

数については、それぞれ、利用者を当該介護医療院の入所者と

みなした場合における法に規定する介護医療院として必要とさ

れる数が確保されるために必要な数以上とすること。

２ 省略

第３節 設備に関する基準

第１９０条 指定短期入所療養介護事業所の設備に関する基準は、次

のとおりとする。

�～� 省略

� 診療所（療養病床を有するものを除く。）である指定短期入

所療養介護事業所については、次に掲げる要件に適合するこ

と。

ア 省略

イ 浴室を有すること。

ウ 省略

� 介護医療院である指定短期入所療養介護事業所にあっては、

法に規定する介護医療院として必要とされる施設及び設備（ユ

ニット型介護医療院（愛媛県介護医療院の人員、施設及び設備

並びに運営に関する基準を定める条例（平成３０年愛媛県条例第

１７号）第４３条に規定するユニット型介護医療院をいう。第２０６

条及び第２１４条において同じ。）に関するものを除く。）を有

すること。

２・３ 省略

（対象者）

第１９１条 指定短期入所療養介護事業者は、利用者の心身の状況若

しくは病状により、若しくはその家族の疾病、冠婚葬祭、出張等

の理由により、又は利用者の家族の身体的及び精神的な負担の軽

減等を図るため、一時的に入所して看護、医学的管理の下におけ

る介護及び機能訓練その他必要な医療等を受ける必要がある者を

対象に、介護老人保健施設若しくは介護医療院の療養室、病院の

療養病床に係る病室、診療所の指定短期入所療養介護を提供する

病室又は病院の老人性認知症疾患療養病棟（健康保険法等の一部

を改正する法律附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効

力を有するものとされた政令第４条第２項に規定する病床により

構成される病棟をいう。以下同じ。）において指定短期入所療養

介護を提供するものとする。

（定員の遵守）

第２０１条 指定短期入所療養介護事業者は、次に掲げる利用者の数

以上の数の利用者に対して同時に指定短期入所療養介護を行って

短期入所生活介護」とあるのは「基準該当短期入所生活介護」

と、同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」と、第１６０条中

「医師及び看護職員」とあるのは「看護職員」と、第１６５条第２

項中「静養室」とあるのは「静養室等」と読み替えるものとす

る。

第２節 人員に関する基準

第１８９条 指定短期入所療養介護の事業を行う者（以下「指定短期

入所療養介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下

「指定短期入所療養介護事業所」という。）ごとに有すべき指定

短期入所療養介護の提供に当たる従業者（以下「短期入所療養介

護従業者」という。）の員数は、次のとおりとする。

�～� 省略

２ 省略

第３節 設備に関する基準

第１９０条 指定短期入所療養介護事業所の設備に関する基準は、次

のとおりとする。

�～� 省略

� 診療所（療養病床を有するものを除く。）である指定短期入

所療養介護事業所については、次に掲げる要件に適合するこ

と。

ア 省略

イ 食堂及び浴室を有すること。

ウ 省略

２・３ 省略

（対象者）

第１９１条 指定短期入所療養介護事業者は、利用者の心身の状況若

しくは病状により、若しくはその家族の疾病、冠婚葬祭、出張等

の理由により、又は利用者の家族の身体的及び精神的な負担の軽

減等を図るため、一時的に入所して看護、医学的管理の下におけ

る介護及び機能訓練その他必要な医療等を受ける必要がある者を

対象に、介護老人保健施設若しくは介護医療院の療養室、病院の

療養病床に係る病室、診療所の指定短期入所療養介護を提供する

病室又は病院の老人性認知症疾患療養病棟（健康保険法等の一部

を改正する法律附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効

力を有するものとされた政令第４条第２項に規定する病床により

構成される病棟をいう。以下同じ。）において指定短期入所療養

介護を提供するものとする。

（定員の遵守）

第２０１条 指定短期入所療養介護事業者は、次に掲げる利用者の数

以上の数の利用者に対して同時に指定短期入所療養介護を行って
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はならない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情があ

る場合は、この限りでない。

�～� 省略

� 介護医療院である指定短期入所療養介護事業所にあっては、

利用者を当該介護医療院の入所者とみなした場合において入所

定員及び療養室の定員を超えることとなる利用者の数

第２款 設備に関する基準

第２０６条 ユニット型指定短期入所療養介護の事業を行う者（以下

「ユニット型指定短期入所療養介護事業者」という。）が当該事

業を行う事業所（以下「ユニット型指定短期入所療養介護事業

所」という。）の設備に関する基準は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 介護医療院であるユニット型指定短期入所療養介護事業所に

ついては、法に規定する介護医療院として必要とされる施設及

び設備（ユニット型介護医療院に関するものに限る。）を有す

ること。

２ 省略

（定員の遵守）

第２１４条 ユニット型指定短期入所療養介護事業者は、次に掲げる

利用者（当該ユニット型指定短期入所療養介護事業者がユニット

型指定介護予防短期入所療養介護事業者の指定を併せて受け、か

つ、ユニット型指定短期入所療養介護の事業とユニット型指定介

護予防短期入所療養介護の事業とが同一の事業所において一体的

に運営されている場合にあっては、当該事業所におけるユニット

型指定短期入所療養介護又はユニット型指定介護予防短期入所療

養介護の利用者。以下この条において同じ。）の数以上の数の利

用者に対して同時に指定短期入所療養介護を行ってはならない。

ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合は、こ

の限りでない。

�・� 省略

� ユニット型介護医療院であるユニット型指定短期入所療養介

護事業所にあっては、利用者を当該ユニット型介護医療院の入

居者とみなした場合において入居定員及び療養室の定員を超え

ることとなる利用者の数

（指定特定施設入居者生活介護の取扱方針）

第２２５条 省略

２～５ 省略

６ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、身体的拘束等の適正化

を図るため、規則で定める措置を講じなければならない。

７ 省略

（準用）

第２３６条 第１２条、第１３条、第２２条、第２７条、第３４条から第３６条ま

で、第３７条から第４１条まで、第５５条、第５６条、第１１０条、第１１１条

及び第１５９条の規定は、指定特定施設入居者生活介護の事業につ

いて準用する。この場合において、第３４条中「運営規程」とある

のは「第２３１条に規定する重要事項に関する規程」と、「訪問介

護員等」とあるのは「特定施設従業者」と、第５５条中「訪問入浴

介護従業者」とあるのは「特定施設従業者」と読み替えるものと

する。

（通則）

第２３７条 外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護（指定特

定施設入居者生活介護であって、当該指定特定施設の従業者によ

り行われる特定施設サービス計画の作成、利用者の安否の確認、

はならない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情があ

る場合は、この限りでない。

�～� 省略

第２款 設備に関する基準

第２０６条 ユニット型指定短期入所療養介護の事業を行う者（以下

「ユニット型指定短期入所療養介護事業者」という。）が当該事

業を行う事業所（以下「ユニット型指定短期入所療養介護事業

所」という。）の設備に関する基準は、次のとおりとする。

�～� 省略

２ 省略

（定員の遵守）

第２１４条 ユニット型指定短期入所療養介護事業者は、次に掲げる

利用者（当該ユニット型指定短期入所療養介護事業者がユニット

型指定介護予防短期入所療養介護事業者の指定を併せて受け、か

つ、ユニット型指定短期入所療養介護の事業とユニット型指定介

護予防短期入所療養介護の事業とが同一の事業所において一体的

に運営されている場合にあっては、当該事業所におけるユニット

型指定短期入所療養介護又はユニット型指定介護予防短期入所療

養介護の利用者。以下この条において同じ。）の数以上の数の利

用者に対して同時に指定短期入所療養介護を行ってはならない。

ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合は、こ

の限りでない。

�・� 省略

（指定特定施設入居者生活介護の取扱方針）

第２２５条 省略

２～５ 省略

６ 省略

（準用）

第２３６条 第１２条、第１３条、第２２条、第２７条、第３４条から第３６条ま

で、第３７条から第４１条まで、第５５条、第５６条、第１１０条、第１１１条

及び第１５９条の規定は、指定特定施設入居者生活介護の事業につ

いて準用する。この場合において、第３４条中「運営規程」とある

のは「第２３１条に規定する重要事項に関する規程」と、「訪問介

護員等」とあるのは「特定施設従業者」と、第５５条中「訪問入浴

介護従業者」とあるのは「特定施設従業者」と読み替えるものと

する。

（通則）

第２３７条 外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護（指定特

定施設入居者生活介護であって、当該指定特定施設の従業者によ

り行われる特定施設サービス計画の作成、利用者の安否の確認、
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利用者の生活相談等（以下「基本サービス」という。）及び当該

指定特定施設の事業者が委託する指定居宅サービス事業者又は指

定地域密着型サービス事業者（以下「受託居宅サービス事業者」

という。）により当該特定施設サービス計画に基づき行われる入

浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話、機能訓練

及び療養上の世話（以下「受託居宅サービス」という。）をい

う。以下同じ。）の事業を行うものの基本方針並びに人員、設備

及び運営に関する基準については、第２２１条から第２２６条まで、第

２２９条、第２３０条、第２３２条から第２３４条まで及び第２３６条（第１５９条

の準用に係る部分を除く。）に定めるもののほか、この節の定め

るところによる。

（指定福祉用具貸与の具体的取扱方針）

第２５４条 福祉用具専門相談員の行う指定福祉用具貸与の方針は、

次のとおりとする。

� 指定福祉用具貸与の提供に当たっては、次条第１項に規定す

る福祉用具貸与計画に基づき、福祉用具が適切に選定され、及

び使用されるよう、専門的知識に基づき相談に応じるととも

に、目録等の文書を示して福祉用具の機能、使用方法、利用

料、全国平均貸与価格等に関する情報を提供し、個別の福祉用

具の貸与に係る同意を得るものとすること。

�～� 省略

� 指定福祉用具貸与の提供に当たっては、同一種目における機

能又は価格帯の異なる複数の福祉用具に関する情報を利用者に

提供するものとすること。

（福祉用具貸与計画の作成）

第２５５条 省略

２・３ 省略

４ 福祉用具専門相談員は、福祉用具貸与計画を作成したときは、

当該福祉用具貸与計画を利用者及び当該利用者に係る介護支援専

門員に交付しなければならない。

５ 省略

（準用）

第２６２条 第９条から第２０条まで、第２２条、第２７条、第３５条、第３６

条、第３７条から第４１条まで、第５６条並びに第１０８条第１項及び第

２項の規定は、指定福祉用具貸与の事業について準用する。この

場合において、第９条中「第３０条」とあるのは「第２５６条」と、

「訪問介護員等」とあるのは「福祉用具専門相談員」と、第１１条

中「以下同じ。）」とあるのは「以下同じ。）、取り扱う福祉用

具の種目」と、第１５条第２項中「適切な指導」とあるのは「適切

な相談又は助言」と、第１９条中「訪問介護員等」とあるのは「従

業者」と、「初回訪問時及び利用者」とあるのは「利用者」と、

第２０条第１項中「提供日及び内容」とあるのは「提供の開始日及

び終了日並びに種目及び品名」と、第２２条中「内容」とあるのは

「種目、品名」と、第１０８条第２項中「処遇」とあるのは「サー

ビス利用」と読み替えるものとする。

（準用）

第２６４条 第９条から第１５条ま で、第１７条 か ら 第２０条 ま で、第２２

条、第２７条、第３５条、第３６条、第３７条、第３８条（第５項及び第６

項を除く。）、第３９条から第４１条まで、第５６条、第１０８条第１項

及び第２項、第２４８条、第２５０条、第２５１条並びに前節 （第２５２条

第１項及び第２６２条を除く。）の規定は、基準該当福祉用具貸与

の事業に準用する。この場合において、第９条中「第３０条」とあ

るのは「第２５６条」と、「訪問介護員等」とあるのは「福祉用具

利用者の生活相談等（以下「基本サービス」という。）及び当該

指定特定施設の事業者が委託する指定居宅サービス事業者又は指

定地域密着型サービス事業者（以下「受託居宅サービス事業者」

という。）により当該特定施設サービス計画に基づき行われる入

浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話、機能訓練

及び療養上の世話（以下「受託居宅サービス」という。）をい

う。以下同じ。）の事業を行うものの基本方針並びに人員、設備

及び運営に関する基準については、第２２１条から第２２６条まで、第

２２９条、第２３０条、第２３２条から第２３４条まで及び第２３６条（第１５９条

の準用に係る部分を除く。）に定めるもののほか、この節の定め

るところによる。

（指定福祉用具貸与の具体的取扱方針）

第２５４条 福祉用具専門相談員の行う指定福祉用具貸与の方針は、

次のとおりとする。

� 指定福祉用具貸与の提供に当たっては、次条第１項に規定す

る福祉用具貸与計画に基づき、福祉用具が適切に選定され、及

び使用されるよう、専門的知識に基づき相談に応じるととも

に、目録等の文書を示して福祉用具の機能、使用方法、利用

料等全国平均貸与価格等に関する情報を提供し、個別の福祉用

具の貸与に係る同意を得るものとすること。

�～� 省略

（福祉用具貸与計画の作成）

第２５５条 省略

２・３ 省略

４ 福祉用具専門相談員は、福祉用具貸与計画を作成したときは、

当該福祉用具貸与計画を利用者及び当該利用者に係る介護支援専

門員に交付しなければならない。

５ 省略

（準用）

第２６２条 第９条から第２０条まで、第２２条、第２７条、第３５条、第３６

条、第３７条から第４１条まで、第５６条並びに第１０８条第１項及び第

２項の規定は、指定福祉用具貸与の事業について準用する。この

場合において、第９条中「第３０条」とあるのは「第２５６条」と、

「訪問介護員等」とあるのは「福祉用具専門相談員」と、第１１条

中「以下同じ。）」とあるのは「以下同じ。）、取り扱う福祉用

具の種目」と、第１５条第２項中「適切な指導」とあるのは「適切

な相談又は助言」と、第１９条中「訪問介護員等」とあるのは「従

業者」と、「初回訪問時及び利用者」とあるのは「利用者」と、

第２０条第１項中「提供日及び内容」とあるのは「提供の開始日及

び終了日並びに種目及び品名」と、第２２条中「内容」とあるのは

「種目、品名」と、第１０８条第２項中「処遇」とあるのは「サー

ビス利用」と読み替えるものとする。

（準用）

第２６４条 第９条から第１５条ま で、第１７条 か ら 第２０条 ま で、第２２

条、第２７条、第３５条から第３７条まで 、第３８条（第５項及び第６

項を除く。）、第３９条から第４１条まで、第５６条、第１０８条第１項

及び第２項、第２４８条、第２５０条、第２５１条並びに第４節（第２５２条

第１項及び第２６２条を除く。）の規定は、基準該当福祉用具貸与

の事業に準用する。この場合において、第９条中「第３０条」とあ

るのは「第２５６条」と、「訪問介護員等」とあるのは「福祉用具
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専門相談員」と、第１１条中「以下同じ。）」とあるのは「以下同

じ。）、取り扱う福祉用具の種目」と、第１５条第２項中「適切な

指導」とあるのは「適切な相談又は助言」と、第１９条中「訪問介

護員等」とあるのは「従業者」と、第２０条第１項中「提供日及び

内容、当該指定訪問介護について法第４１条第６項の規定により利

用者に代わって支払を受ける居宅介護サービス費の額」とあるの

は「提供の開始日及び終了日、種目、品名」と、第２２条中「法定

代理受領サービスに該当しない指定訪問介護」とあるのは「基準

該当福祉用具貸与」と、第１０８条第２項中「処遇」とあるのは

「サービスの利用」と、第２５２条第２項中「法定代理受領サービ

スに該当しない指定福祉用具貸与」とあるのは「基準該当福祉用

具貸与」と、同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」と読み

替えるものとする。

（準用）

第２７５条 第９条から第１５条ま で、第１７条 か ら 第１９条 ま で、第２７

条、第３３条、第３５条、第３６条、第３７条から第４１条まで、第５６条、

第１０８条第１項及び第２項、第２５３条、第２５６条から第２５８条まで並

びに第２６０条の規定は、指定特定福祉用具販売の事業について準

用する。この場合において、第９条中「第３０条」とあるのは「第

２７５条において準用する第２５６条」と、「訪問介護員等」とあるの

は「福祉用具専門相談員」と、第１１条中「以下同じ。）」とある

のは「以下同じ。）、取り扱う特定福祉用具の種目」と、第１５条

第２項中「適切な指導」とあるのは「適切な相談又は助言」と、

第１９条中「訪問介護員等」とあるのは「従業者」と、「初回訪問

時及び利用者」とあるのは「利用者」と、第３３条第１項中「訪問

介護員等」とあるのは「従業者」と、第１０８条第２項中「処遇」

とあるのは「サービス利用」と、第２５３条第２項中「福祉用具を

貸与」とあるのは「特定福祉用具を販売」と、第２５６条中「利用

料」とあるのは「販売費用の額」と、第２５７条及び第２５８条中「福

祉用具」とあるのは「特定福祉用具」と読み替えるものとする。

附 則

２５ 省略

（病床の転換により事業を行う医療機関併設型指定特定施設に関

する経過措置）

２６ 第２１７条の規定にかかわらず、療養病床等を有する病院又は病

床を有する診療所の開設者が、当該病院の療養病床等又は当該診

療所の病床を平成３６年３月３１日までの間に転換（当該病院の療養

病床等又は当該診療所の病床の病床数を減少させるとともに、当

該病院又は診療所の施設を介護医療院、軽費老人ホーム（老人福

祉法第２０条の６に規定する軽費老人ホームをいう。）その他の要

介護者、要支援者その他の者を入所させ又は入居させるための施

設の用に供することをいう。次項及び附則第２８項において同

じ。）をすることにより指定特定施設入居者生活介護（外部サー

ビス利用型指定特定施設入居者生活介護を除く。）の事業を行う

医療機関併設型指定特定施設（介護老人保健施設、介護医療院又

は病院若しくは診療所に併設される指定特定施設をいう。以下同

じ。）の生活相談員、機能訓練指導員及び計画作成担当者の員数

の基準は、次のとおりとする。

� 機能訓練指導員 併設される介護老人保健施設、介護医療院

又は病院若しくは診療所の理学療法士、作業療法士又は言語聴

覚士により当該医療機関併設型指定特定施設の利用者の処遇が

適切に行われると認められるときは、置かないことができるこ

と。

専門相談員」と、第１１条中「以下同じ。）」とあるのは「以下同

じ。）、取り扱う福祉用具の種目」と、第１５条第２項中「適切な

指導」とあるのは「適切な相談又は助言」と、第１９条中「訪問介

護員等」とあるのは「従業者」と、第２０条第１項中「提供日及び

内容、当該指定訪問介護について法第４１条第６項の規定により利

用者に代わって支払を受ける居宅介護サービス費の額」とあるの

は「提供の開始日及び終了日、種目、品名」と、第２２条中「法定

代理受領サービスに該当しない指定訪問介護」とあるのは「基準

該当福祉用具貸与」と、第１０８条第２項中「処遇」とあるのは

「サービスの利用」と、第２５２条第２項中「法定代理受領サービ

スに該当しない指定福祉用具貸与」とあるのは「基準該当福祉用

具貸与」と、同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」と読み

替えるものとする。

（準用）

第２７５条 第９条から第１５条ま で、第１７条 か ら 第１９条 ま で、第２７

条、第３３条、第３５条、第３６条、第３７条から第４１条まで、第５６条、

第１０８条第１項及び第２項、第２５３条、第２５６条から第２５８条まで並

びに第２６０条の規定は、指定特定福祉用具販売の事業について準

用する。この場合において、第９条中「第３０条」とあるのは「第

２７５条において準用する第２５６条」と、「訪問介護員等」とあるの

は「福祉用具専門相談員」と、第１１条中「以下同じ。）」とある

のは「以下同じ。）、取り扱う特定福祉用具の種目」と、第１５条

第２項中「適切な指導」とあるのは「適切な相談又は助言」と、

第１９条中「訪問介護員等」とあるのは「従業者」と、「初回訪問

時及び利用者」とあるのは「利用者」と

、第１０８条 第２項 中「処 遇」

とあるのは「サービス利用」と、第２５３条第２項中「福祉用具を

貸与」とあるのは「特定福祉用具を販売」と、第２５６条中「利用

料」とあるのは「販売費用の額」と、第２５７条及び第２５８条中「福

祉用具」とあるのは「特定福祉用具」と読み替えるものとする。

附 則

２５ 省略
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（愛媛県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準等を定める条例）

第５条 愛媛県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援

の方法に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第６３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 生活相談員又は計画作成担当者 当該医療機関併設型指定特

定施設の実情に応じた適当数

２７ 第２３９条の規定にかかわらず、療養病床等を有する病院又は病

床を有する診療所の開設者が、当該病院の療養病床等又は当該診

療所の病床を平成３６年３月３１日までの間に転換をすることにより

外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護の事業を行う医

療機関併設型指定特定施設の生活相談員及び計画作成担当者の員

数の基準は、当該医療機関併設型指定特定施設の実情に応じた適

当数とする。

２８ 第２１９条及び第２４１条の規定にかかわらず、療養病床等を有する

病院又は病床を有する診療所の開設者が、当該病院の療養病床等

又は当該診療所の病床を平成３６年３月３１日までの間に転換をする

ことにより指定特定施設入居者生活介護の事業を行う場合の医療

機関併設型指定特定施設においては、併設される介護老人保健施

設、介護医療院又は病院若しくは診療所の施設を利用することに

より、当該医療機関併設型指定特定施設の利用者の処遇が適切に

行われると認められるときは、当該医療機関併設型指定特定施設

に浴室、便所及び食堂を置かないことができる。

目次

第１章～第８章 省略

第９章 介護予防短期入所生活介護

第１節～第６節 省略

第６節の２ 共生型介護予防サービスに関する基準（第１６４条

の２・第１６４条の３）

第７節 省略

第１０章～第１４章 省略

附則

（定義）

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法及び介護保険法施行

令（平成１０年政令第４１２号。以下「政令」という。）で使用する

用語の例によるほか、次の各号に定めるところによる。

�～� 省略

�の２ 共生型介護予防サービス 法第１１５条の２の２第１項の

申請に係る法第５３条第１項本文の指定を受けた者による指定介

護予防サービスをいう。

� 省略

第２節 人員に関する基準

第８０条 指定介護予防訪問リハビリテーションの事業を行う者（以

下「指定介護予防訪問リハビリテーション事業者」という。）

が当該 事業を行う事業所（以下「指定介護予防訪問リハビリテ

ーション事業所」という。）ごとに有すべき従業者の員数は、次

のとおりとする

。

� 医師 指定介護予防訪問リハビリテーションの提供に当たら

目次

第１章～第８章 省略

第９章 介護予防短期入所生活介護

第１節～第６節 省略

第７節 省略

第１０章～第１４章 省略

附則

（定義）

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法及び介護保険法施行

令（平成１０年政令第４１２号。以下「政令」という。）で使用する

用語の例によるほか、次の各号に定めるところによる。

�～� 省略

� 省略

第２節 人員に関する基準

第８０条 指定介護予防訪問リハビリテーションの事業を行う者（以

下「指定介護予防訪問リハビリテーション事業者」という。）

は、当該事業を行う事業所（以下「指定介護予防訪問リハビリテ

ーション事業所」という。）ごとに、指定介護予防訪問リハビリ

テーションの提供に当たる理学療法士、作業療法士又は言語聴覚

士（以下この章において「理学療法士、作業療法士又は言語聴覚

士」という。）を置かなければならない。

改 正 後 改 正 前
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せるために必要な１以上の数

� 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士 １以上

２ 前項第１号の医師は、常勤でなければならない。

３ 知事は、指定介護予防訪問リハビリテーション事業者が指定訪

問リハビリテーション事業者（指定居宅サービス等基準条例第８１

条第１項に規定する指定訪問リハビリテーション事業者をいう。

以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、指定介護予防訪問リハ

ビリテーションの事業と指定訪問リハビリテーション（指定居宅

サービス等基準条例第８０条に規定する指定訪問リハビリテーショ

ンをいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所において一体的

に運営されている場合については、同項

に規定する人員に関する基準を満たすことをもっ

て、第１項に規定する基準を満たしているものとみなすことがで

きる。

第３節 設備に関する基準

第８１条 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所は、病院、診

療所、介護老人保健施設又は介護医療院であって、事業の運営を

行うために必要な広さを有する専用の区画を設けているととも

に、指定介護予防訪問リハビリテーションの提供に必要な設備及

び備品等を備えているものでなければならない。

２ 省略

第１節 基本方針

第８８条 指定介護予防サービスに該当する介護予防居宅療養管理指

導（以下「指定介護予防居宅療養管理指導」という。）の事業

は、利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を

営むことができるよう、医師、歯科医師、薬剤師

、歯科衛生士（歯科衛生士

が行う介護予防居宅療養管理指導に相当するものを行う保健師、

看護師及び准看護師を含む。以下この章において同じ。）又は管

理栄養士が、通院が困難な利用者に対して、その居宅を訪問し

て、その心身の状況、置かれている環境等を把握し、それらを踏

まえて療養上の管理及び指導を行うことにより、利用者の心身の

機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上

を目指すものでなければならない。

第２節 人員に関する基準

第８９条 指定介護予防居宅療養管理指導の事業を行う者（以下「指

定介護予防居宅療養管理指導事業者」という。）が当該事業を行

う事業所（以下「指定介護予防居宅療養管理指導事業所」とい

う。）ごとに有すべき従業者（以下「介護予防居宅療養管理指導

従業者」という。）の員数は、次の各号に掲げる指定介護予防居

宅療養管理指導事業所の種類の区分に応じ、当該各号に定めると

おりとする。

� 病院又は診療所である指定介護予防居宅療養管理指導事業所

ア 省略

イ 薬剤師 、歯科衛生士又は管理栄養士 その提供

する指定介護予防居宅療養管理指導の内容に応じた適当数

� 省略

２ 知事は、指定介護予防訪問リハビリテーション事業者が指定訪

問リハビリテーション事業者（指定居宅サービス等基準条例第８１

条第１項に規定する指定訪問リハビリテーション事業者をいう。

以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、指定介護予防訪問リハ

ビリテーションの事業と指定訪問リハビリテーション（指定居宅

サービス等基準条例第８０条に規定する指定訪問リハビリテーショ

ンをいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所において一体的

に運営されている場合については、指定居宅サービス等基準条例

第８１条第１項に規定する人員に関する基準を満たすことをもっ

て、前項 に規定する基準を満たしているものとみなすことがで

きる。

第３節 設備に関する基準

第８１条 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所は、病院、診

療所又は介護老人保健施設 であって、事業の運営を

行うために必要な広さを有する専用の区画を設けているととも

に、指定介護予防訪問リハビリテーションの提供に必要な設備及

び備品等を備えているものでなければならない。

２ 省略

第１節 基本方針

第８８条 指定介護予防サービスに該当する介護予防居宅療養管理指

導（以下「指定介護予防居宅療養管理指導」という。）の事業

は、利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を

営むことができるよう、医師、歯科医師、薬剤師、看護職員（歯

科衛生士が行う介護予防居宅療養管理指導に相当するものを行う

保健師、看護師及び准看護師以外の保健師、看護師又は准看護師

をいう。以下この章において同じ。）、歯科衛生士（歯科衛生士

が行う介護予防居宅療養管理指導に相当するものを行う保健師、

看護師及び准看護師を含む。以下この章において同じ。）又は管

理栄養士が、通院が困難な利用者に対して、その居宅を訪問し

て、その心身の状況、置かれている環境等を把握し、それらを踏

まえて療養上の管理及び指導を行うことにより、利用者の心身の

機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上

を目指すものでなければならない。

第２節 人員に関する基準

第８９条 指定介護予防居宅療養管理指導の事業を行う者（以下「指

定介護予防居宅療養管理指導事業者」という。）が当該事業を行

う事業所（以下「指定介護予防居宅療養管理指導事業所」とい

う。）ごとに有すべき従業者（以下「介護予防居宅療養管理指導

従業者」という。）の員数は、次の各号に掲げる指定介護予防居

宅療養管理指導事業所の種類の区分に応じ、当該各号に定めると

おりとする。

� 病院又は診療所である指定介護予防居宅療養管理指導事業所

ア 省略

イ 薬剤師、看護職員、歯科衛生士又は管理栄養士 その提供

する指定介護予防居宅療養管理指導の内容に応じた適当数

� 省略

� 指定訪問看護ステーション等（指定訪問看護ステーション

（指定居宅サービス等基準条例第６５条第１項第１号に規定する

指定訪問看護ステーションをいう。）及び指定介護予防訪問看

護ステーションをいう。以下この章において同じ。）である指
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２ 省略

第３節 設備に関する基準

第９０条 指定介護予防居宅療養管理指導事業所は、病院、診療所又

は薬局 であって、指定介護予防居

宅療養管理指導の事業の運営に必要な広さを有しているほか、指

定介護予防居宅療養管理指導の提供に必要な設備及び備品等を備

えているものでなければならない。

２ 省略

（運営規程）

第９２条 指定介護予防居宅療養管理指導事業者は、指定介護予防居

宅療養管理指導事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての

重要事項に関する規程を定めておかなければならない。

�～� 省略

�の２ 通常事業の実施地域

� 省略

（指定介護予防居宅療養管理指導の具体的取扱方針）

第９６条 省略

２ 省略

第３節 設備に関する基準

第１１９条 指定介護予防通所リハビリテーション事業所は、指定介

護予防通所リハビリテーションを行うにふさわしい専用の部屋等

であって、３平方メートルに利用定員（当該指定介護予防通所リ

ハビリテーション事業所において同時に指定介護予防通所リハビ

リテーションの提供を受けることができる利用者の数の上限をい

う。以下この節及び次節において同じ。）を乗じて得た面積以上

のものを有しなければならない。この場合において、当該指定介

護予防通所リハビリテーション事業所が介護老人保健施設又は介

護医療院であるときは、当該専用の部屋等の面積に利用者用に確

保されている食堂（リハビリテーションの用に供されるものに限

る。）の面積を加算した面積を、当該専用の部屋等の面積とみな

す。

２・３ 省略

（従業者の員数）

第１３０条 省略

２・３ 省略

４ 特別養護老人ホーム、養護老人ホーム（老人福祉法第２０条の４

に規定する養護老人ホームをいう。以下同じ。）、病院、診療

所、介護老人保健施設、介護医療院、特定施設入居者生活介護、

地域密着型特定施設入居者生活介護又は介護予防特定施設入居者

定介護予防居宅療養管理指導事業所 看護職員を１以上

２ 省略

第３節 設備に関する基準

第９０条 指定介護予防居宅療養管理指導事業所は、病院、診療所、

薬局又は指定訪問看護ステーション等であって、指定介護予防居

宅療養管理指導の事業の運営に必要な広さを有しているほか、指

定介護予防居宅療養管理指導の提供に必要な設備及び備品等を備

えているものでなければならない。

２ 省略

（運営規程）

第９２条 指定介護予防居宅療養管理指導事業者は、指定介護予防居

宅療養管理指導事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての

重要事項に関する規程を定めておかなければならない。

�～� 省略

� 省略

（指定介護予防居宅療養管理指導の具体的取扱方針）

第９６条 省略

２ 省略

３ 看護職員の行う指定介護予防居宅療養管理指導の方針は、次の

とおりとする。

� 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、介護予

防支援事業者等に対する介護予防サービス計画の作成等に必要

な情報の提供並びに利用者に対する療養上の相談及び支援を行

うこと。

� 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、懇切丁

寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、療養上必

要な事項について、理解しやすいように指導又は助言を行うこ

と。

� 利用者ごとに、提供した指定介護予防居宅療養管理指導の内

容について、速やかに記録を作成するとともに、医師又は介護

予防支援事業者等に報告すること。

第３節 設備に関する基準

第１１９条 指定介護予防通所リハビリテーション事業所は、指定介

護予防通所リハビリテーションを行うにふさわしい専用の部屋等

であって、３平方メートルに利用定員（当該指定介護予防通所リ

ハビリテーション事業所において同時に指定介護予防通所リハビ

リテーションの提供を受けることができる利用者の数の上限をい

う。以下この節及び次節において同じ。）を乗じて得た面積以上

のものを有しなければならない。この場合において、当該指定介

護予防通所リハビリテーション事業所が介護老人保健施設又は介

護医療院であるときは、当該専用の部屋等の面積に利用者用に確

保されている食堂（リハビリテーションの用に供されるものに限

る。）の面積を加算した面積を、当該専用の部屋等の面積とみな

す。

２・３ 省略

（従業者の員数）

第１３０条 省略

２・３ 省略

４ 特別養護老人ホーム、養護老人ホーム（老人福祉法第２０条の４

に規定する養護老人ホームをいう。以下同じ。）、病院、診療

所、介護老人保健施設、介護医療院、特定施設入居者生活介護、

地域密着型特定施設入居者生活介護又は介護予防特定施設入居者
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生活介護の指定を受けている施設（以下「特別養護老人ホーム

等」という。）に併設される指定介護予防短期入所生活介護事業

所であって、当該特別養護老人ホーム等と一体的に運営が行われ

るもの（以下この節及び次節において「併設事業所」という。）

については、老人福祉法、医療法（昭和２３年法律第２０５号）又は

法に規定する特別養護老人ホーム等として必要とされる数の従業

者に加えて、第１項に掲げる介護予防短期入所生活介護従業者を

確保するものとする。

５～１０ 省略

第１６４条 省略

第６節の２ 共生型介護予防サービスに関する基準

（共生型介護予防短期入所生活介護の基準）

第１６４条の２ 介護予防短期入所生活介護に係る共生型介護予防サ

ービス（以下この条及び次条において「共生型介護予防短期入所

生活介護」という。）の事業を行う指定短期入所事業者（愛媛県

指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基

準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５３号。以下「指定障害

福祉サービス基準条例」という。）第１０３条第１項に規定する指

定短期入所事業者をいい、指定障害者支援施設（障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第

１２３号）第２９条第１項に規定する指定障害者支援施設をいう。以

下この条において同じ。）が指定短期入所（指定障害福祉サービ

ス基準条例第９９条に規定する指定短期入所をいう。以下この条に

おいて同じ。）の事業を行う事業所として当該施設と一体的に運

営を行う事業所又は指定障害者支援施設がその施設の全部又は一

部が利用者に利用されていない居室を利用して指定短期入所の事

業を行う場合において、当該事業を行う事業所（以下この条にお

いて「指定短期入所事業所」という。）において指定短期入所を

提供する事業者に限る。）が当該事業に関して満たすべき基準

は、次のとおりとする。

� 指定短期入所事業所の居室の面積を、指定短期入所の利用者

の数及び共生型介護予防短期入所生活介護の利用者の数の合計

数で除して得た面積が９．９平方メートル以上であること。

� 指定短期入所事業所の従業者の員数が、当該指定短期入所事

業所が提供する指定短期入所の利用者の数を指定短期入所の利

用者及び共生型介護予防短期入所生活介護の利用者の数の合計

数であるとした場合における当該指定短期入所事業所として必

要とされる数以上であること。

� 共生型介護予防短期入所生活介護の利用者に対して適切なサ

ービスを提供するため、指定介護予防短期入所生活介護事業所

その他の関係施設から必要な技術的支援を受けていること。

（準用）

第１６４条の３ 第５１条の３から第５１条の７まで、第５１条の９、第５１

条の１０、第５１条の１３、第５２条の２、第５２条の３、第５４条、第５５条

の４から第５５条の１１まで、第１２１条の２、第１２１条の４、第１２９条

及び第１３１条並びに第４節（第１４３条を除く。）及び第５節の規定

は、共生型介護予防短期入所生活介護の事業について準用する。

この場合において、第５５条の４中「第５５条」とあるのは「第１３９

条」と、「介護予防訪問入浴介護従業者」とあるのは「共生型介

護予防短期入所生活介護の提供に当たる従業者（以下「共生型介

護予防短期入所生活介護従業者」という。）」と、第１２１条の２

第３項中「介護予防通所リハビリテーション従業者」とあるのは

「共生型介護予防短期入所生活介護従業者」と、第１３４条及び第

生活介護の指定を受けている施設（以下「特別養護老人ホーム

等」という。）に併設される指定介護予防短期入所生活介護事業

所であって、当該特別養護老人ホーム等と一体的に運営が行われ

るもの（以下この節及び次節において「併設事業所」という。）

については、老人福祉法、医療法（昭和２３年法律第２０５号）又は

法に規定する特別養護老人ホーム等として必要とされる数の従業

者に加えて、第１項に掲げる介護予防短期入所生活介護従業者を

確保するものとする。

５～１０ 省略

第１６４条 省略
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１３８条中「介護予防短期入所生活介護従業者」とあるのは「共生

型介護予防短期入所生活介護従業者」と読み替えるものとする。

第２節 人員に関する基準

第１７３条 指定介護予防短期入所療養介護の事業を行う者（以下

「指定介護予防短期入所療養介護事業者」という。）が当該事業

を行う事業所（以下「指定介護予防短期入所療養介護事業所」と

いう。）ごとに有すべき指定介護予防短期入所療養介護の提供に

当たる従業者（以下「介護予防短期入所療養介護従業者」とい

う。）の員数は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 介護医療院である指定介護予防短期入所療養介護事業所にあ

っては、当該指定介護予防短期入所療養介護事業所に置くべき

医師、薬剤師、看護職員、介護職員、理学療法士又は作業療法

士及び栄養士の員数については、それぞれ、利用者を当該介護

医療院の入所者とみなした場合における法に規定する介護医療

院として必要とされる数が確保されるために必要な数以上とす

ること。

２ 省略

第３節 設備に関する基準

第１７４条 指定介護予防短期入所療養介護事業所の設備に関する基

準は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 診療所（療養病床を有するものを除く。）である指定介護予

防短期入所療養介護事業所については、次に掲げる要件に適合

すること。

ア 省略

イ 浴室を有すること。

ウ 省略

� 介護医療院である指定介護予防短期入所療養介護事業所につ

いては、法に規定する介護医療院として必要とされる施設及び

設備（ユニット型介護医療院（愛媛県介護医療院の人員、施設

及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（平成３０年愛媛

県条例第１７号）第４３条に規定するユニット型介護医療院をい

う。第１９１条及び第１９５条において同じ。）に関するものを除

く。）を有すること。

２・３ 省略

（対象者）

第１７５条 指定介護予防短期入所療養介護事業者は、利用者の心身

の状況若しくは病状により、若しくはその家族の疾病、冠婚葬

祭、出張等の理由により、一時的に入所して看護、医学的管理の

下における介護及び機能訓練その他必要な医療等を受ける必要が

ある者を対象に、介護老人保健施設若しくは介護医療院の療養

室、病院の療養病床に係る病室、診療所の指定介護予防短期入所

療養介護を提供する病室又は病院の老人性認知症疾患療養病棟

（健康保険法等の一部を改正する法律附則第１３０条の２第１項の

規定によりなおその効力を有するものとされた政令第４条第２項

に規定する病床により構成される病棟をいう。以下同じ。）にお

いて指定介護予防短期入所療養介護を提供するものとする。

（定員の遵守）

第１７９条 指定介護予防短期入所療養介護事業者は、次に掲げる利

用者の数以上の数の利用者に対して同時に指定介護予防短期入所

療養介護を行ってはならない。ただし、災害、虐待その他のやむ

を得ない事情がある場合は、この限りでない。

第２節 人員に関する基準

第１７３条 指定介護予防短期入所療養介護の事業を行う者（以下

「指定介護予防短期入所療養介護事業者」という。）が当該事業

を行う事業所（以下「指定介護予防短期入所療養介護事業所」と

いう。）ごとに有すべき指定介護予防短期入所療養介護の提供に

当たる従業者（以下「介護予防短期入所療養介護従業者」とい

う。）の員数は、次のとおりとする。

�～� 省略

２ 省略

第３節 設備に関する基準

第１７４条 指定介護予防短期入所療養介護事業所の設備に関する基

準は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 診療所（療養病床を有するものを除く。）である指定介護予

防短期入所療養介護事業所については、次に掲げる要件に適合

すること。

ア 省略

イ 食堂及び浴室を有すること。

ウ 省略

２・３ 省略

（対象者）

第１７５条 指定介護予防短期入所療養介護事業者は、利用者の心身

の状況若しくは病状により、若しくはその家族の疾病、冠婚葬

祭、出張等の理由により、一時的に入所して看護、医学的管理の

下における介護及び機能訓練その他必要な医療等を受ける必要が

ある者を対象に、介護老人保健施設若しくは介護医療院の療養

室、病院の療養病床に係る病室、診療所の指定介護予防短期入所

療養介護を提供する病室又は病院の老人性認知症疾患療養病棟

（健康保険法等の一部を改正する法律附則第１３０条の２第１項の

規定によりなおその効力を有するものとされた政令第４条第２項

に規定する病床により構成される病棟をいう。以下同じ。）にお

いて指定介護予防短期入所療養介護を提供するものとする。

（定員の遵守）

第１７９条 指定介護予防短期入所療養介護事業者は、次に掲げる利

用者の数以上の数の利用者に対して同時に指定介護予防短期入所

療養介護を行ってはならない。ただし、災害、虐待その他のやむ

を得ない事情がある場合は、この限りでない。
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�～� 省略

� 介護医療院である指定介護予防短期入所療養介護事業所にあ

っては、利用者を当該介護医療院の入所者とみなした場合にお

いて入所定員及び療養室の定員を超えることとなる利用者の数

第２款 設備に関する基準

第１９１条 ユニット型指定介護予防短期入所療養介護の事業を行う

者（以下「ユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業者」と

いう。）が当該事業を行う事業所（以下「ユニット型指定介護予

防短期入所療養介護事業所」という。）の設備に関する基準は、

次のとおりとする。

�～� 省略

� 介護医療院であるユニット型指定介護予防短期入所療養介護

事業所については、法に規定する介護医療院として必要とされ

る施設及び設備（ユニット型介護医療院に関するものに限

る。）を有すること。

２ 省略

（定員の遵守）

第１９５条 ユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業者は、次

に掲げる利用者（当該ユニット型指定介護予防短期入所療養介護

事業者がユニット型指定短期入所療養介護事業者の指定を併せて

受け、かつ、ユニット型指定介護予防短期入所療養介護の事業と

ユニット型指定短期入所療養介護の事業とが同一の事業所におい

て一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所における

ユニット型指定介護予防短期入所療養介護又はユニット型指定短

期入所療養介護の利用者。以下この条において同じ。）の数以上

の数の利用者に対して同時に指定介護予防短期入所療養介護を行

ってはならない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情

がある場合は、この限りでない。

�・� 省略

� ユニット型介護医療院であるユニット型指定介護予防短期入

所療養介護事業所にあっては、利用者を当該ユニット型介護医

療院の入居者とみなした場合において入居定員及び療養室の定

員を超えることとなる利用者の数

（身体的拘束等の禁止）

第２１１条 省略

２ 省略

３ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、身体的拘束等

の適正化を図るため、規則で定める措置を講じなければならな

い。

（通則）

第２２５条 外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活介

護（指定介護予防特定施設入居者生活介護であって、当該指定介

護予防特定施設の従業者により行われる介護予防特定施設サービ

ス計画の作成、利用者の安否の確認、利用者の生活相談等（以下

この節において「基本サービス」という。）及び当該指定介護予

防特定施設の事業者が委託する事業者（以下この節において「受

託介護予防サービス事業者」という。）により当該介護予防特定

施設サービス計画に基づき行われる入浴、排せつ、食事等の介護

その他の日常生活上の支援、機能訓練及び療養上の世話（以下こ

の節において「受託介護予防サービス」という。）をいう。以下

同じ。）の事業を行うものの基本方針並びに人員、設備、運営及

び介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準について

は、第４節（第２０６条、第２１２条 及 び 第２１６条 を 除 く。）、第２１８

�～� 省略

第２款 設備に関する基準

第１９１条 ユニット型指定介護予防短期入所療養介護の事業を行う

者（以下「ユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業者」と

いう。）が当該事業を行う事業所（以下「ユニット型指定介護予

防短期入所療養介護事業所」という。）の設備に関する基準は、

次のとおりとする。

�～� 省略

２ 省略

（定員の遵守）

第１９５条 ユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業者は、次

に掲げる利用者（当該ユニット型指定介護予防短期入所療養介護

事業者がユニット型指定短期入所療養介護事業者の指定を併せて

受け、かつ、ユニット型指定介護予防短期入所療養介護の事業と

ユニット型指定短期入所療養介護の事業とが同一の事業所におい

て一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所における

ユニット型指定介護予防短期入所療養介護又はユニット型指定短

期入所療養介護の利用者。以下この条において同じ。）の数以上

の数の利用者に対して同時に指定介護予防短期入所療養介護を行

ってはならない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情

がある場合は、この限りでない。

�・� 省略

（身体的拘束等の禁止）

第２１１条 省略

２ 省略

（通則）

第２２５条 外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活介

護（指定介護予防特定施設入居者生活介護であって、当該指定介

護予防特定施設の従業者により行われる介護予防特定施設サービ

ス計画の作成、利用者の安否の確認、利用者の生活相談等（以下

この節において「基本サービス」という。）及び当該指定介護予

防特定施設の事業者が委託する事業者（以下この節において「受

託介護予防サービス事業者」という。）により当該介護予防特定

施設サービス計画に基づき行われる入浴、排せつ、食事等の介護

その他の日常生活上の支援、機能訓練及び療養上の世話（以下こ

の節において「受託介護予防サービス」という。）をいう。以下

同じ。）の事業を行うものの基本方針並びに人員、設備、運営及

び介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準について

は、第４節（第２０６条、第２１２条 及 び 第２１６条 を 除 く。）、第２１８
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条、第２１９条、第２２２条及び第２２３条に定めるもののほか、この節

の定めるところによる。

（指定介護予防福祉用具貸与の具体的取扱方針）

第２５０条 福祉用具専門相談員の行う指定介護予防福祉用具貸与の

方針は、第２３７条に規定する基本方針及び前条に規定する基本取

扱方針に基づき、次のとおりとする。

� 指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、主治の医師

又は歯科医師からの情報伝達、サービス担当者会議を通じるこ

と等の適切な方法により、利用者の心身の状況及び希望、その

置かれている環境等利用者の日常生活全般の状況の的確な把握

を行い、福祉用具が適切に選定され、かつ、使用されるよう、

専門的知識に基づき相談に応じるとともに、目録等の文書を示

して福祉用具の機能、使用方法、利用料、全国平均貸与価格等

に関する情報を提供し、個別の福祉用具の貸与に係る同意を得

ること。

�～� 省略

� 指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、利用者等か

らの要請等に応じて貸与した福祉用具の使用状況を確認し、必

要な場合は、使用方法の指導、修理等を行うこと 。

� 指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、同一種目に

おける機能又は価格帯の異なる複数の福祉用具に関する情報を

利用者に提供すること。

（介護予防福祉用具貸与計画の作成）

第２５１条 省略

２・３ 省略

４ 福祉用具専門相談員は、介護予防福祉用具貸与計画を作成した

ときは、当該介護予防福祉用具貸与計画を利用者及び当該利用者

に係る介護支援専門員に交付しなければならない。

５～７ 省略

附 則

２３ 省略

（病床の転換により事業を行う医療機関併設型指定介護予防特定

施設に関する経過措置）

２４ 第２０３条の規定にかかわらず、療養病床等を有する病院又は病

床を有する診療所の開設者が、当該病院の療養病床等又は当該診

療所の病床を平成３６年３月３１日までの間に転換（当該病院の療養

病床等又は当該診療所の病床の病床数を減少させるとともに、当

該病院又は当該診療所の施設を介護医療院、軽費老人ホーム（老

人福祉法第２０条の６に規定する軽費老人ホームをいう。）その他

の要介護者、要支援者その他の者を入所させ又は入居させるため

の施設の用に供することをいう。次項及び附則第２６項において同

じ。）をすることにより指定介護予防特定施設入居者生活介護

（外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活介護を除

く。）の事業を行う医療機関併設型指定介護予防特定施設（介護

老人保健施設、介護医療院又は病院若しくは診療所に併設される

指定介護予防特定施設をいう。以下同じ。）の生活相談員、機能

訓練指導員及び計画作成担当者の員数の基準は、次のとおりとす

る。

� 機能訓練指導員 併設される介護老人保健施設、介護医療院

又は病院若しくは診療所の理学療法士、作業療法士又は言語聴

覚士により当該医療機関併設型指定介護予防特定施設の利用者

の処遇が適切に行われると認められるときは、置かないことが

できること。

条、第２１９条、第２２２条及び第２２３条に定めるもののほか、この節

の定めるところによる。

（指定介護予防福祉用具貸与の具体的取扱方針）

第２５０条 福祉用具専門相談員の行う指定介護予防福祉用具貸与の

方針は、第２３７条に規定する基本方針及び前条に規定する基本取

扱方針に基づき、次のとおりとする。

� 指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、主治の医師

又は歯科医師からの情報伝達、サービス担当者会議を通じるこ

と等の適切な方法により、利用者の心身の状況及び希望、その

置かれている環境等利用者の日常生活全般の状況の的確な把握

を行い、福祉用具が適切に選定され、かつ、使用されるよう、

専門的知識に基づき相談に応じるとともに、目録等の文書を示

して福祉用具の機能、使用方法、利用料等全国平均貸与価格等

に関する情報を提供し、個別の福祉用具の貸与に係る同意を得

ること。

�～� 省略

� 指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、利用者等か

らの要請等に応じて貸与した福祉用具の使用状況を確認し、必

要な場合は、使用方法の指導、修理等を行うものとする。

（介護予防福祉用具貸与計画の作成）

第２５１条 省略

２・３ 省略

４ 福祉用具専門相談員は、介護予防福祉用具貸与計画を作成した

ときは、当該介護予防福祉用具貸与計画を利用者及び当該利用者

に係る介護支援専門員に交付しなければならない。

５～７ 省略

附 則

２３ 省略
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（愛媛県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正）

第６条 愛媛県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第６４号）の一部を次のよう

に改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 生活相談員又は計画作成担当者 当該医療機関併設型指定介

護予防特定施設の実情に応じた適当数

２５ 第２２７条の規定にかかわらず、療養病床等を有する病院又は病

床を有する診療所の開設者が、当該病院の療養病床等又は当該診

療所の病床を平成３６年３月３１日までの間に転換をすることにより

外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活介護の事業

を行う医療機関併設型指定介護予防特定施設の生活相談員及び計

画作成担当者の員数の基準は、当該医療機関併設型指定介護予防

特定施設の実情に応じた適当数とする。

２６ 第２０５条及び第２２９条の規定にかかわらず、療養病床等を有する

病院又は病床を有する診療所の開設者が、当該病院の療養病床等

又は当該診療所の病床を平成３６年３月３１日までの間に転換をする

ことにより指定介護予防特定施設入居者生活介護の事業を行う場

合の医療機関併設型指定介護予防特定施設においては、併設され

る介護老人保健施設、介護医療院又は病院若しくは診療所の施設

を利用することにより、当該医療機関併設型指定介護予防特定施

設の利用者の処遇が適切に行われると認められるときは、当該医

療機関併設型指定介護予防特定施設に浴室、便所及び食堂を設け

ないことができる。

（サービス提供困難時の対応）

第９条 指定介護老人福祉施設は、入所申込者が入院治療を必要と

する場合その他入所申込者に対し自ら適切な便宜を提供すること

が困難である場合は、適切な病院若しくは診療所又は介護老人保

健施設若しくは介護医療院を紹介する等の適切な措置を速やかに

講じなければならない。

（指定介護福祉施設サービスの取扱方針）

第１６条 省略

２～５ 省略

６ 指定介護老人福祉施設は、身体的拘束等の適正化を図るため、

規則で定める措置を講じなければならない。

７ 省略

第２５条 省略

（緊急時等の対応）

第２５条の２ 指定介護老人福祉施設は、現に指定介護福祉施設サー

ビスの提供を行っているときに入所者の病状の急変が生じた場合

その他必要な場合のため、あらかじめ、第５条第１項第１号に掲

げる医師との連携方法その他の緊急時等における対応方法を定め

ておかなければならない。

（運営規程）

第２９条 指定介護老人福祉施設は、次に掲げる施設の運営について

の重要事項に関する規程（以下「運営規程」という。）を定めて

おかなければならない。

�～� 省略

�の２ 緊急時等における対応方法

�・� 省略

（指定介護福祉施設サービスの取扱方針）

（サービス提供困難時の対応）

第９条 指定介護老人福祉施設は、入所申込者が入院治療を必要と

する場合その他入所申込者に対し自ら適切な便宜を提供すること

が困難である場合は、適切な病院若しくは診療所又は介護老人保

健施設若しくは介護医療院を紹介する等の適切な措置を速やかに

講じなければならない。

（指定介護福祉施設サービスの取扱方針）

第１６条 省略

２～５ 省略

６ 省略

第２５条 省略

（運営規程）

第２９条 指定介護老人福祉施設は、次に掲げる施設の運営について

の重要事項に関する規程（以下「運営規程」という。）を定めて

おかなければならない。

�～� 省略

�・� 省略

（指定介護福祉施設サービスの取扱方針）

改 正 後 改 正 前
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第４７条 省略

２～７ 省略

８ ユニット型指定介護老人福祉施設は、身体的拘束等の適正化を

図るため、規則で定める措置を講じなければならない。

９ 省略

（運営規程）

第５１条 ユニット型指定介護老人福祉施設は、次に掲げる施設の運

営についての重要事項に関する規程を定めておかなければならな

い。

�～� 省略

�の２ 緊急時等における対応方法

�・� 省略

附 則

（病床の転換により開設した指定介護老人福祉施設の設備の基準

に関する経過措置）

１４ 一般病床、精神病床（健康保険法等の一部を改正する法律（平

成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおそ

の効力を有するものとされた介護保険法施行令（平成１０年政令第

４１２号）第４条第２項に規定する病床に係るものに限る。以下同

じ。）又は療養病床を有する病院の一般病床、精神病床又は療養

病床について、平成３６年３月３１日までの間に転換（当該病院の一

般病床、精神病床又は療養病床の病床数を減少させるとともに、

当該病院の施設を介護老人保健施設、軽費老人ホーム（老人福祉

法第２０条の６に規定する軽費老人ホームをいう。以下同じ。）そ

の他の要介護者、要支援者その他の者を入所させ又は入居させる

ための施設の用に供することをいう。）をすることにより指定介

護老人福祉施設を開設しようとする場合の当該転換に係る食堂及

び機能訓練室の基準は、第６条第１項第７号アの規定にかかわら

ず、食堂にあっては１平方メートルに入所定員を乗じて得た面積

以上の面積を有し、機能訓練室にあっては４０平方メートル以上の

面積を有することとする。ただし、食事の提供又は機能訓練を行

う場合において、当該食事の提供又は機能訓練に支障がない広さ

を確保することができるときは、同一の場所を食堂及び機能訓練

室とすることができることとする。

１５ 一般病床又は療養病床を有する診療所の一般病床又は療養病床

について、平成３６年３月３１日までの間に転換（当該診療所の一般

病床又は療養病床の病床数を減少させるとともに、当該診療所の

施設を介護老人保健施設、軽費老人ホームその他の要介護者、要

支援者その他の者を入所させ又は入居させるための施設の用に供

することをいう。）をすることにより指定介護老人福祉施設を開

設しようとする場合の当該転換に係る食堂及び機能訓練室の基準

は、第６条第１項第７号アの規定にかかわらず、次に掲げる基準

のいずれかに適合することとする。

�・� 省略

１６ 一般病床、精神病床若しくは療養病床を有する病院の一般病

床、精神病床若しくは療養病床又は一般病床若しくは療養病床を

有する診療所の一般病床若しくは療養病床について、平成３６年３

月３１日までの間に転換（当該病院の一般病床、精神病床若しくは

療養病床又は当該診療所の一般病床若しくは療養病床の病床数を

減少させるとともに、当該病院又は診療所の施設を介護老人保健

施設、軽費老人ホームその他の要介護者、要支援者その他の者を

入所させ又は入居させるための施設の用に供することをいう。）

をすることにより指定介護老人福祉施設を開設しようとする場合

第４７条 省略

２～７ 省略

８ 省略

（運営規程）

第５１条 ユニット型指定介護老人福祉施設は、次に掲げる施設の運

営についての重要事項に関する規程を定めておかなければならな

い。

�～� 省略

�・� 省略

附 則

（病床の転換により開設した指定介護老人福祉施設の設備の基準

に関する経過措置）

１４ 一般病床、精神病床（健康保険法等の一部を改正する法律（平

成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおそ

の効力を有するものとされた介護保険法施行令（平成１０年政令第

４１２号）第４条第２項に規定する病床に係るものに限る。以下同

じ。）又は療養病床を有する病院の一般病床、精神病床又は療養

病床について、平成３０年３月３１日までの間に転換（当該病院の一

般病床、精神病床又は療養病床の病床数を減少させるとともに、

当該病院の施設を介護老人保健施設、軽費老人ホーム（老人福祉

法第２０条の６に規定する軽費老人ホームをいう。以下同じ。）そ

の他の要介護者、要支援者その他の者を入所させ又は入居させる

ための施設の用に供することをいう。）をすることにより指定介

護老人福祉施設を開設しようとする場合の当該転換に係る食堂及

び機能訓練室の基準は、第６条第１項第７号アの規定にかかわら

ず、食堂にあっては１平方メートルに入所定員を乗じて得た面積

以上の面積を有し、機能訓練室にあっては４０平方メートル以上の

面積を有することとする。ただし、食事の提供又は機能訓練を行

う場合において、当該食事の提供又は機能訓練に支障がない広さ

を確保することができるときは、同一の場所を食堂及び機能訓練

室とすることができることとする。

１５ 一般病床又は療養病床を有する診療所の一般病床又は療養病床

について、平成３０年３月３１日までの間に転換（当該診療所の一般

病床又は療養病床の病床数を減少させるとともに、当該診療所の

施設を介護老人保健施設、軽費老人ホームその他の要介護者、要

支援者その他の者を入所させ又は入居させるための施設の用に供

することをいう。）をすることにより指定介護老人福祉施設を開

設しようとする場合の当該転換に係る食堂及び機能訓練室の基準

は、第６条第１項第７号アの規定にかかわらず、次に掲げる基準

のいずれかに適合することとする。

�・� 省略

１６ 一般病床、精神病床若しくは療養病床を有する病院の一般病

床、精神病床若しくは療養病床又は一般病床若しくは療養病床を

有する診療所の一般病床若しくは療養病床について、平成３０年３

月３１日までの間に転換（当該病院の一般病床、精神病床若しくは

療養病床又は当該診療所の一般病床若しくは療養病床の病床数を

減少させるとともに、当該病院又は診療所の施設を介護老人保健

施設、軽費老人ホームその他の要介護者、要支援者その他の者を

入所させ又は入居させるための施設の用に供することをいう。）

をすることにより指定介護老人福祉施設を開設しようとする場合
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（愛媛県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第７条 愛媛県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第６５号）の一部を次の

ように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

の当該転換に係る廊下の幅の基準は、第６条第１項第８号及び第

４６条第１項第４号の規定にかかわらず、１．２メートル以上（中廊

下にあっては、１．６メートル以上）とすることとする。

第２章 人員に関する基準

第４条 省略

２ 省略

３ 第１項第３号から第６号までの規定にかかわらず、サテライト

型小規模介護老人保健施設（当該施設を設置しようとする者によ

り設置される当該施設以外の介護老人保健施設若しくは介護医療

院又は病院若しくは診療所（以下「本体施設」という。）との密

接な連携を確保しつつ、本体施設とは別の場所で運営され、入所

者の在宅への復帰の支援を目的とする定員２９人以下の介護老人保

健施設をいう。以下同じ。）には、次の各号に掲げる本体施設の

区分に応じ当該各号に定める本体施設の職員により当該サテライ

ト型小規模介護老人保健施設の入所者の処遇が適切に行われると

認められるときは、当該職員に相当する同項第３号 から第６号

までの職員を置かないことができる。

� 省略

�の２ 介護医療院 栄養士又は介護支援専門員

� 省略

４ 第１項第３号から第６号までの規定にかかわらず、医療機関併

設型小規模介護老人保健施設（介護医療院又は病院若しくは診療

所に併設され、入所者の在宅への復帰の支援を目的とする定員２９

人以下の介護老人保健施設であって、前項に規定するサテライト

型小規模介護老人保健施設以外のものをいう。以下同じ。）の支

援相談員、理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士、栄養士

又は介護支援専門員の員数の基準は、次のとおりとする。

� 理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は栄養士 併

設される介護医療院又は病院若しくは診療所の理学療法士、作

業療法士若しくは言語聴覚士又は栄養士により当該医療機関併

設型小規模介護老人保健施設の入所者の処遇が適切に行われる

と認められるときは、置かないことができること。

� 省略

５ 省略

（施設）

第５条 介護老人保健施設は、次に掲げる施設を有しなければなら

ない。ただし、サテライト型小規模介護老人保健施設の場合にあ

っては、本体施設の施設を当該サテライト型小規模介護老人保健

施設における介護保健施設サービスの提供に利用することによ

り、当該サテライト型小規模介護老人保健施設及び当該本体施設

の入所者の処遇が適切に行われると認められるときは、調理室、

洗濯室又は洗濯場及び汚物処理室を、医療機関併設型小規模介護

老人保健施設の場合にあっては、併設される介護医療院又は病院

若しくは診療所の施設を当該医療機関併設型小規模介護老人保健

施設における介護保健施設サービスの提供に利用することによ

り、当該医療機関併設型小規模介護老人保健施設及び当該介護医

の当該転換に係る廊下の幅の基準は、第６条第１項第８号及び第

４６条第１項第４号の規定にかかわらず、１．２メートル以上（中廊

下にあっては、１．６メートル以上）とすることとする。

第２章 人員に関する基準

第４条 省略

２ 省略

３ 第１項第３号から第６号までの規定にかかわらず、サテライト

型小規模介護老人保健施設（当該施設を設置しようとする者によ

り設置される当該施設以外の介護老人保健施設若しくは介護医療

院又は病院若しくは診療所（以下「本体施設」という。）との密

接な連携を確保しつつ、本体施設とは別の場所で運営され、入所

者の在宅への復帰の支援を目的とする定員２９人以下の介護老人保

健施設をいう。以下同じ。）には、次の各号に掲げる本体施設の

区分に応じ当該各号に定める本体施設の職員により当該サテライ

ト型小規模介護老人保健施設の入所者の処遇が適切に行われると

認められるときは、当該職員に相当する第１項第３号から第６号

までの職員を置かないことができる。

� 省略

� 省略

４ 第１項第３号から第６号までの規定にかかわらず、医療機関併

設型小規模介護老人保健施設（病院又は 診療

所に併設され、入所者の在宅への復帰の支援を目的とする定員２９

人以下の介護老人保健施設であって、前項に規定するサテライト

型小規模介護老人保健施設以外のものをいう。以下同じ。）の支

援相談員、理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士、栄養士

又は介護支援専門員の員数の基準は、次のとおりとする。

� 理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は栄養士 併

設される病院又は 診療所の理学療法士、作

業療法士若しくは言語聴覚士又は栄養士により当該医療機関併

設型小規模介護老人保健施設の入所者の処遇が適切に行われる

と認められるときは、置かないことができること。

� 省略

５ 省略

（施設）

第５条 介護老人保健施設は、次に掲げる施設を有しなければなら

ない。ただし、サテライト型小規模介護老人保健施設の場合にあ

っては、本体施設の施設を当該サテライト型小規模介護老人保健

施設における介護保健施設サービスの提供に利用することによ

り、当該サテライト型小規模介護老人保健施設及び当該本体施設

の入所者の処遇が適切に行われると認められるときは、調理室、

洗濯室又は洗濯場及び汚物処理室を、医療機関併設型小規模介護

老人保健施設の場合にあっては、併設される病院又は

診療所の施設を当該医療機関併設型小規模介護老人保健

施設における介護保健施設サービスの提供に利用することによ

り、当該医療機関併設型小規模介護老人保健施設及び当該病院又

改 正 後 改 正 前
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療院又は病院若しくは診療所の入所者及び入院患者の処遇が適切

に行われると認められるときは、これらの施設を有しないことが

できる。

�～� 省略

２・３ 省略

（介護保健施設サービスの取扱方針）

第１６条 省略

２～５ 省略

６ 介護老人保健施設は、身体的拘束等の適正化を図るため、規則

で定める措置を講じなければならない。

７ 省略

第２節 施設及び設備に関する基準

第４５条 ユニット型介護老人保健施設は、次に掲げる施設を有しな

ければならない。ただし、ユニット型サテライト型小規模介護老

人保健施設（ユニットごとに入居者の日常生活が営まれ、これに

対する支援が行われるサテライト型小規模介護老人保健施設をい

う。以下同じ。）にあっては、本体施設の施設を当該ユニット型

サテライト型小規模介護老人保健施設における介護保健施設サー

ビスの提供に利用することにより、当該ユニット型サテライト型

小規模介護老人保健施設及び当該本体施設の入居者の処遇が適切

に行われると認められるときは、調理室、洗濯室又は洗濯場及び

汚物処理室を、ユニット型医療機関併設型小規模介護老人保健施

設（ユニットごとに入居者の日常生活が営まれ、これに対する支

援が行われる医療機関併設型小規模介護老人保健施設をいう。以

下同じ。）にあっては、併設される介護医療院又は病院若しくは

診療所の施設を当該ユニット型医療機関併設型小規模介護老人保

健施設における介護保健施設サービスの提供に利用することによ

り、当該ユニット型医療機関併設型小規模介護老人保健施設及び

当該介護医療院又は病院若しくは診療所の入居者又は入院患者の

処遇が適切に行われると認められるときは、療養室を除き、これ

らの施設を有しないことができる。

�～� 省略

２～５ 省略

（介護保健施設サービスの取扱方針）

第４６条 省略

２～７ 省略

８ ユニット型介護老人保健施設は、身体的拘束等の適正化を図る

ため、規則で定める措置を講じなければならない。

９ 省略

附 則

（病床の転換により開設した介護老人保健施設の施設及び設備の

基準に関する経過措置）

１０ 一般病床、精神病床（健康保険法等の一部を改正する法律附則

第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとさ

れた介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第４条第２項に

規定する病床に係るものに限る。以下同じ。）又は療養病床を有

する病院の開設者が、当該病院の一般病床、精神病床又は療養病

床を平成３６年３月３１日までの間に転換（病院の一般病床、精神病

床若しくは療養病床又は診療所の一般病床若しくは療養病床の病

床数を減少させるとともに、当該病院又は診療所の施設を介護老

人保健施設、軽費老人ホーム（老人福祉法（昭和３８年法律第１３３

号）第２０条の６に規定する軽費老人ホームをいう。）その他の要

介護者、要支援者その他の者を入所させ又は入居させるための施

は 診療所の入所者及び入院患者の処遇が適切

に行われると認められるときは、これらの施設を有しないことが

できる。

�～� 省略

２・３ 省略

（介護保健施設サービスの取扱方針）

第１６条 省略

２～５ 省略

６ 省略

第２節 施設及び設備に関する基準

第４５条 ユニット型介護老人保健施設は、次に掲げる施設を有しな

ければならない。ただし、ユニット型サテライト型小規模介護老

人保健施設（ユニットごとに入居者の日常生活が営まれ、これに

対する支援が行われるサテライト型小規模介護老人保健施設をい

う。以下同じ。）にあっては、本体施設の施設を当該ユニット型

サテライト型小規模介護老人保健施設における介護保健施設サー

ビスの提供に利用することにより、当該ユニット型サテライト型

小規模介護老人保健施設及び当該本体施設の入居者の処遇が適切

に行われると認められるときは、調理室、洗濯室又は洗濯場及び

汚物処理室を、ユニット型医療機関併設型小規模介護老人保健施

設（ユニットごとに入居者の日常生活が営まれ、これに対する支

援が行われる医療機関併設型小規模介護老人保健施設をいう。以

下同じ。）にあっては、併設される病院又は

診療所の施設を当該ユニット型医療機関併設型小規模介護老人保

健施設における介護保健施設サービスの提供に利用することによ

り、当該ユニット型医療機関併設型小規模介護老人保健施設及び

当該病院又は 診療所の入居者又は入院患者の

処遇が適切に行われると認められるときは、療養室を除き、これ

らの施設を有しないことができる。

�～� 省略

２～５ 省略

（介護保健施設サービスの取扱方針）

第４６条 省略

２～７ 省略

８ 省略

附 則

（病床の転換により開設した介護老人保健施設の施設及び設備の

基準に関する経過措置）

１０ 一般病床、精神病床（健康保険法等の一部を改正する法律附則

第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとさ

れた介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第４条第２項に

規定する病床に係るものに限る。以下同じ。）又は療養病床を有

する病院の開設者が、当該病院の一般病床、精神病床又は療養病

床を平成３０年３月３１日までの間に転換（病院の一般病床、精神病

床若しくは療養病床又は診療所の一般病床若しくは療養病床の病

床数を減少させるとともに、当該病院又は診療所の施設を介護老

人保健施設、軽費老人ホーム（老人福祉法（昭和３８年法律第１３３

号）第２０条の６に規定する軽費老人ホームをいう。）その他の要

介護者、要支援者その他の者を入所させ又は入居させるための施
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（愛媛県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第８条 愛媛県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第６６号）の一部を次のよう

に改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

設の用に供することをいう。以下同じ。）をすることにより介護

老人保健施設を開設する場合における当該転換に係る食堂につい

ては、第５条第２項第２号中「２平方メートル」とあるのは、

「１平方メートル」とする。

１１ 一般病床又は療養病床を有する診療所の開設者が、当該診療所

の一般病床又は療養病床を平成３６年３月３１日までの間に転換をす

ることにより介護老人保健施設（ユニット型介護老人保健施設を

除く。）を開設する場合の当該転換に係る食堂の基準は、第５条

第２項第２号の規定にかかわらず、次に掲げる基準のいずれかに

適合することとする。

�・� 省略

１２ 一般病床、精神病床若しくは療養病床を有する病院又は一般病

床若しくは療養病床を有する診療所の開設者が、当該病院の一般

病床、精神病床若しくは療養病床又は当該診療所の一般病床若し

くは療養病床を平成３６年３月３１日までの間に転換をすることによ

り介護老人保健施設を開設する場合の当該転換に係る建物につい

ては、第６条第１項第１号の規定は、適用しない。

１３ 一般病床、精神病床若しくは療養病床を有する病院又は一般病

床若しくは療養病床を有する診療所の開設者が、当該病院の一般

病床、精神病床若しくは療養病床又は当該診療所の一般病床若し

くは療養病床を平成３６年３月３１日までの間に転換をすることによ

り介護老人保健施設を開設する場合の当該転換に係る屋内の直通

階段及びエレベーターについては、第６条第１項第２号中「屋内

の直通階段及びエレベーターをそれぞれ１以上設けること」とあ

るのは、「屋内の直通階段を２以上設けること。ただし、エレベ

ーターが設置されているもの又は２階以上の各階における療養室

の床面積の合計がそれぞれ５０平方メートル（主要構造部が耐火構

造であるか、又は不燃材料（建築基準法第２条第９号に規定する

不燃材料をいう。）で造られている建築物にあっては１００平方メ

ートル）以下のものについては、屋内の直通階段を１とすること

ができる」とする。

１４ 一般病床、精神病床若しくは療養病床を有する病院又は一般病

床若しくは療養病床を有する診療所の開設者が、当該病院の一般

病床、精神病床若しくは療養病床又は当該診療所の一般病床若し

くは療養病床を平成３６年３月３１日までの間に転換をすることによ

り介護老人保健施設を開設する場合の当該転換に係る療養室に隣

接する廊下の幅の基準は、第６条第１項第５号ア及び第４５条第４

項第５号アの規定にかかわらず、１．２メートル以上（中廊下にあ

っては、１．６メートル以上）とすることとする。

設の用に供することをいう。以下同じ。）をすることにより介護

老人保健施設を開設する場合における当該転換に係る食堂につい

ては、第５条第２項第２号中「２平方メートル」とあるのは、

「１平方メートル」とする。

１１ 一般病床又は療養病床を有する診療所の開設者が、当該診療所

の一般病床又は療養病床を平成３０年３月３１日までの間に転換をす

ることにより介護老人保健施設（ユニット型介護老人保健施設を

除く。）を開設する場合の当該転換に係る食堂の基準は、第５条

第２項第２号の規定にかかわらず、次に掲げる基準のいずれかに

適合することとする。

�・� 省略

１２ 一般病床、精神病床若しくは療養病床を有する病院又は一般病

床若しくは療養病床を有する診療所の開設者が、当該病院の一般

病床、精神病床若しくは療養病床又は当該診療所の一般病床若し

くは療養病床を平成３０年３月３１日までの間に転換をすることによ

り介護老人保健施設を開設する場合の当該転換に係る建物につい

ては、第６条第１項第１号の規定は、適用しない。

１３ 一般病床、精神病床若しくは療養病床を有する病院又は一般病

床若しくは療養病床を有する診療所の開設者が、当該病院の一般

病床、精神病床若しくは療養病床又は当該診療所の一般病床若し

くは療養病床を平成３０年３月３１日までの間に転換をすることによ

り介護老人保健施設を開設する場合の当該転換に係る屋内の直通

階段及びエレベーターについては、第６条第１項第２号中「屋内

の直通階段及びエレベーターをそれぞれ１以上設けること」とあ

るのは、「屋内の直通階段を２以上設けること。ただし、エレベ

ーターが設置されているもの又は２階以上の各階における療養室

の床面積の合計がそれぞれ５０平方メートル（主要構造部が耐火構

造であるか、又は不燃材料（建築基準法第２条第９号に規定する

不燃材料をいう。）で造られている建築物にあっては１００平方メ

ートル）以下のものについては、屋内の直通階段を１とすること

ができる」とする。

１４ 一般病床、精神病床若しくは療養病床を有する病院又は一般病

床若しくは療養病床を有する診療所の開設者が、当該病院の一般

病床、精神病床若しくは療養病床又は当該診療所の一般病床若し

くは療養病床を平成３０年３月３１日までの間に転換をすることによ

り介護老人保健施設を開設する場合の当該転換に係る療養室に隣

接する廊下の幅の基準は、第６条第５号ア 及び第４５条第４

項第５号アの規定にかかわらず、１．２メートル以上（中廊下にあ

っては、１．６メートル以上）とすることとする。

改 正 後 改 正 前

（指定介護療養施設サービスの取扱方針）

第１７条 省略

２～５ 省略

６ 指定介護療養型医療施設は、身体的拘束等の適正化を図るた

め、規則で定める措置を講じなければならない。

７ 省略

（指定介護療養施設サービスの取扱方針）

（指定介護療養施設サービスの取扱方針）

第１７条 省略

２～５ 省略

６ 省略

（指定介護療養施設サービスの取扱方針）
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附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、第４条中愛媛県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準

等を定める条例第２５４条第１号の改正規定及び第５条中愛媛県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防

サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例第２５０条第１号の改正規定は、同年１０月１日から施

行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際現に介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項に規定する指定居宅サービスを行っている事業所において

行われる第４条の規定による改正前の愛媛県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例第９０条に規定

する指定居宅療養管理指導のうち、看護職員（歯科衛生士が行う居宅療養管理指導に相当するものを行う保健師、看護師及び准看護師以

外の保健師、看護師又は准看護師をいう。以下同じ。）が行うものについては、同条から同条例第９２条まで及び同条例第９５条第３項の規

定は、平成３０年９月３０日までの間、なおその効力を有する。

３ この条例の施行の際現に介護保険法第５３条第１項に規定する指定介護予防サービスを行っている事業所において行われる第５条の規定

による改正前の愛媛県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果

的な支援の方法に関する基準等を定める条例第８８条に規定する指定介護予防居宅療養管理指導のうち、看護職員が行うものについては、

同条から同条例第９０条まで及び同条例第９６条第３項の規定は、平成３０年９月３０日までの間、なおその効力を有する。

�愛媛県条例第１６号
愛媛県指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例を廃止する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例を廃止する条例

愛媛県指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例（平成２６年愛媛県条例第２３号）は、廃止する。

附 則

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

２ 愛媛県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第６２号）の一部を次のよう

に改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�愛媛県条例第１７号
愛媛県介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例

目次

第４７条 省略

２～７ 省略

８ ユニット型指定介護療養型医療施設は、身体的拘束等の適正化

を図るため、規則で定める措置を講じなければならない。

９ 省略

第４７条 省略

２～７ 省略

８ 省略

改 正 後 改 正 前

（心身の状況等の把握）

第１４条 指定訪問介護事業者は、指定訪問介護の提供に当たって

は、利用者に係る居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者

会議（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準

（平成１１年厚生省令第３８号。以下「指定居宅介護支援等基準省

令」という。）第１３条第９号 に規定するサー

ビス担当者会議をいう。以下同じ。）等を通じて、利用者の心身

の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉

サービスの利用状況等の把握に努めなければならない。

（心身の状況等の把握）

第１４条 指定訪問介護事業者は、指定訪問介護の提供に当たって

は、利用者に係る居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者

会議（愛媛県指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する

基準等を定める条例（平成２６年愛媛県条例第２３号。以下「指定居

宅介護支援等基準条例」という。）第１６条第９号に規定するサー

ビス担当者会議をいう。以下同じ。）等を通じて、利用者の心身

の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉

サービスの利用状況等の把握に努めなければならない。
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第１章 総則（第１条―第３条）

第２章 人員に関する基準（第４条）

第３章 施設及び設備に関する基準（第５条・第６条）

第４章 運営に関する基準（第７条―第４２条）

第５章 ユニット型介護医療院の施設、設備及び運営に関する基準

第１節 通則（第４３条・第４４条）

第２節 施設及び設備に関する基準（第４５条）

第３節 運営に関する基準（第４６条―第５３条）

第６章 雑則（第５４条）

附則

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１１条第１項から第３項までの規定に基づき、介護医療

院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定めるものとする。

（定義）

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法で使用する用語の例によるほか、次の各号に定めるところによる。

� 療養床 療養室のうち、入所者１人当たりの寝台又はこれに代わる設備の部分をいう。

� Ⅰ型療養床 療養床のうち、主として長期にわたり療養が必要である者（重篤な身体疾患を有する者、認知症である高齢者であって

身体合併症を有するもの等に限る。）を入所させるためのものをいう。

� Ⅱ型療養床 療養床のうち、Ⅰ型療養床以外のものをいう。

（基本方針）

第３条 介護医療院は、長期にわたり療養が必要である者に対し、施設サービス計画に基づいて、療養上の管理、看護、医学的管理の下に

おける介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことにより、その者がその有する能力に応じ自立した日常生活

を営むことができるようにするものでなければならない。

２ 介護医療院は、入所者の意思及び人格を尊重し、常に入所者の立場に立って介護医療院サービスを提供するよう努めなければならない。

３ 介護医療院は、明るく家庭的な雰囲気において、地域及び家庭との結び付きを重視した運営を行うとともに、市町村（特別区を含む。

以下同じ。）、居宅介護支援事業者（居宅介護支援事業を行う者をいう。以下同じ。）、居宅サービス事業者（居宅サービス事業を行う

者をいう。第４４条第２項において同じ。）、他の介護保険施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者と密接に連携す

るよう努めなければならない。

第２章 人員に関する基準

第４条 介護医療院が有すべき介護支援専門員及び介護その他の業務に従事する従業者の員数は、次のとおりとする。

� 薬剤師 常勤換算方法（当該従業者のそれぞれの勤務延時間数の総数を当該介護医療院において常勤の従業者が勤務すべき時間数で

除することにより常勤の従業者の員数に換算する方法をいう。以下同じ。）で、入所者のうちⅠ型療養床の利用者（以下「Ⅰ型入所者」

という。）の数を１５０で除して得た数に、入所者のうちⅡ型療養床の利用者（以下「Ⅱ型入所者」という。）の数を３００で除して得た数

を加えた数以上

� 看護職員（看護師又は准看護師をいう。以下同じ。） 常勤換算方法で、入所者の数を６で除して得た数以上

� 介護職員 常勤換算方法で、Ⅰ型入所者の数を５で除して得た数に、Ⅱ型入所者の数を６で除して得た数を加えた数以上

� 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士 介護医療院の実情に応じた適当数

� 栄養士 入所定員の数が１００以上の介護医療院にあっては、１以上

� 介護支援専門員 １以上（入所者の数が１００又はその端数を増すごとに１とすることを標準とする。）

� 診療放射線技師 介護医療院の実情に応じた適当数

� 調理員、事務員その他の従業者 介護医療院の実情に応じた適当数

２ 前項の入所者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新たに法第１０７条第１項の許可を受ける場合は、推定数による。

３ 第１項第１号、第３号、第４号及び第６号の規定にかかわらず、併設型小規模介護医療院（医療機関併設型介護医療院（病院又は診療

所に併設され、入所者の療養生活の支援を目的とする介護医療院をいう。）のうち、入所定員が１９人以下のものをいう。以下この項にお

いて同じ。）の薬剤師、介護職員、理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は介護支援専門員の員数の基準は、次のとおりとする。

� 薬剤師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士 併設される病院の薬剤師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士

により当該併設型小規模介護医療院の入所者の処遇が適切に行われると認められるときは、置かないことができること。

� 介護職員 常勤換算方法で、当該併設型小規模介護医療院の入所者の数を６で除して得た数以上

� 介護支援専門員 当該併設型小規模介護医療院の実情に応じた適当数

４ 前３項に定めるもののほか、介護医療院の人員に関する基準は、規則で定める。

第３章 施設及び設備に関する基準

（施設）
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第５条 介護医療院は、次に掲げる施設を有しなければならない。

� 談話室

� 食堂

� 浴室

� レクリエーション・ルーム

� 洗面所

� 便所

� サービス・ステーション

� 調理室

	 洗濯室又は洗濯場


 汚物処理室

２ 前項に掲げる施設の基準は、次のとおりとする。

� 談話室 入所者同士又は入所者及びその家族が談話を楽しむことができる広さを有すること。
のり

� 食堂 内法による測定で、入所者１人当たり１平方メートル以上の面積を有すること。

� 浴室

ア 身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。

イ 一般浴槽のほか、入浴に介助を必要とする者の入浴に適した特別浴槽を設けること。

� レクリエーション・ルーム レクリエーションを行うために十分な広さを有するほか、必要な設備を備えること。

� 洗面所 身体の不自由な者が利用するのに適したものとすること。

� 便所 身体の不自由な者が利用するのに適したものとすること。

３ 第１項に掲げる施設は、専ら当該介護医療院の用に供するものでなければならない。ただし、入所者の処遇に支障がない場合は、この

限りでない。

（構造設備の基準）

第６条 介護医療院の構造設備の基準は、次のとおりとする。

� 介護医療院の建物（入所者の療養生活の用に供しない附属の建物を除く。以下同じ。）は、耐火建築物（建築基準法（昭和２５年法律

第２０１号）第２条第９号の２に規定する耐火建築物をいう。以下この条及び第４５条において同じ。）とすること。ただし、規則で定め

る要件を満たす２階建て又は平屋建ての介護医療院の建物にあっては、準耐火建築物（同法第２条第９号の３に規定する準耐火建築物

をいう。以下この条及び第４５条において同じ。）とすることができる。

� 療養室その他の入所者の療養生活に充てられる施設（以下この項及び第４５条第４項において「療養室等」という。）が２階以上の階

にある場合は、屋内の直通階段及びエレベーターをそれぞれ１以上設けること。

� 療養室等が３階以上の階にある場合は、避難に支障がないように避難階段を２以上設けること。ただし、前号の直通階段を建築基準

法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１２３条第１項の規定による避難階段としての構造とする場合は、その直通階段の数を避難階段の数

に算入することができる。

� 診察の用に供する電気、光線、熱、蒸気又はガスに関する構造設備にあっては危害防止上必要な方法を講ずることとし、放射線に関

する構造設備にあっては医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第５０号）第３０条、第３０条の４、第３０条の１３、第３０条の１４、第３０条の１６、第

３０条の１７、第３０条の１８（第１項第４号から第６号までを除く。）、第３０条の１９、第３０条の２０第２項、第３０条の２１、第３０条の２２、第３０条

の２３第１項、第３０条の２５、第３０条の２６第３項から第５項まで及び第３０条の２７の規定を準用する。この場合において、同省令第３０条の１８

第１項中「いずれか及び第４号から第６号までに掲げる措置」とあるのは、「いずれか」と読み替えるものとする。

� 階段には、手すりを設けること。

� 廊下の構造は、次のとおりとすること。

ア 幅は、１．８メートル（中廊下にあっては、２．７メートル）以上とすること。

イ 手すりを設けること。

ウ 常夜灯を設けること。

� 入所者に対する介護医療院サービスの提供を適切に行うために必要な設備を備えること。

� 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けること。

２ 前項第１号の規定にかかわらず、規則で定める要件を満たす木造かつ平屋建ての介護医療院の建物について、知事が、火災予防、消火

活動等に関し専門的知識を有する者の意見を聴いて火災に係る入所者の安全性が確保されていると認めたときは、当該介護医療院の建物

は、耐火建築物又は準耐火建築物とすることを要しない。

第４章 運営に関する基準

（内容及び手続の説明及び同意）

第７条 介護医療院は、介護医療院サービスの提供の開始に際し、あらかじめ、入所申込者又はその家族に対し、第２９条に規定する運営規

程の概要、従業者の勤務の体制その他の入所申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を、文書の交付その他規則で定める

方法により明示して説明し、当該提供の開始について入所申込者の同意を得なければならない。
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（提供拒否の禁止）

第８条 介護医療院は、正当な理由なく介護医療院サービスの提供を拒んではならない。

（サービス提供困難時の対応）

第９条 介護医療院は、入所申込者の病状等を勘案し、入所申込者に対し自ら必要なサービスを提供することが困難であると認めた場合は、

適切な病院又は診療所を紹介する等の適切な措置を速やかに講じなければならない。

（受給資格等の確認）

第１０条 介護医療院は、介護医療院サービスの提供を求められたときは、その者の提示する被保険者証によって、被保険者資格、要介護認

定の有無及び要介護認定の有効期間を確かめるものとする。

２ 介護医療院は、前項の被保険者証に認定審査会意見が記載されているときは、当該認定審査会意見に配慮して、介護医療院サービスを

提供するよう努めなければならない。

（要介護認定の申請に係る援助）

第１１条 介護医療院は、入所の際に要介護認定を受けていない入所申込者については、要介護認定の申請が既に行われているかどうかを確

認し、当該申請が行われていない場合は、入所申込者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければなら

ない。

２ 介護医療院は、入所者が受けている要介護認定の更新の申請が遅くとも当該要介護認定の有効期間の満了日の３０日前までに行われるよ

う必要な援助を行わなければならない。

（入退所）

第１２条 介護医療院は、その心身の状況、病状、その置かれている環境等に照らし療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び

機能訓練その他医療等が必要であると認められる者を対象に、介護医療院サービスを提供するものとする。

２ 介護医療院は、入所申込者の数が入所定員から入所者の数を差し引いた数を超えている場合は、長期にわたる療養及び医学的管理の下

における介護の必要性を勘案し、介護医療院サービスを受ける必要性が高いと認められる入所申込者を優先的に入所させるよう努めなけ

ればならない。

３ 介護医療院は、入所申込者の入所に際しては、当該入所申込者に係る居宅介護支援事業者に対する照会等により、当該入所申込者の心

身の状況、生活歴、病歴、指定居宅サービス等の利用状況等の把握に努めなければならない。

４ 介護医療院は、入所者の心身の状況、病状、その置かれている環境等に照らし、当該入所者が居宅において日常生活を営むことができ

るかどうかについて医師、薬剤師、看護職員、介護職員、介護支援専門員等の従業者間で定期的に協議して検討し、その内容等を記録し

なければならない。

５ 介護医療院は、入所者の退所に際しては、当該入所者又はその家族に対し適切な指導を行うとともに、居宅サービス計画の作成等の援

助に資するため、居宅介護支援事業者に対する情報の提供に努めるほか、退所後の主治の医師に対する情報の提供その他保健医療サービ

ス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。

（サービスの提供の記録）

第１３条 介護医療院は、入所に際しては入所の年月日並びに入所している介護保険施設の種類及び名称を、退所に際しては退所の年月日を、

入所者の被保険者証に記載しなければならない。

２ 介護医療院は、介護医療院サービスを提供したときは、提供した具体的なサービスの内容等を記録するとともに、当該入所者から申出

があったときは、文書の交付その他適切な方法により、記録したサービスの内容等を当該入所者に提供しなければならない。

（利用料等の受領）

第１４条 介護医療院は、法定代理受領サービス（法第４８条第４項の規定により施設介護サービス費が入所者に代わり当該介護医療院に支払

われる場合の当該施設介護サービス費に係る介護医療院サービスをいう。以下同じ。）に該当する介護医療院サービスを提供したときは、

入所者から、利用料（施設介護サービス費の支給の対象となる費用に係る対価をいう。以下同じ。）の一部として、当該介護医療院サー

ビスについて同条第２項に規定する厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該介護医療院サービスに要した

費用の額を超えるときは、当該現に介護医療院サービスに要した費用の額。次項において「施設サービス費用基準額」という。）から当

該介護医療院に支払われる施設介護サービス費の額を控除して得た額の支払を受けるものとする。

２ 介護医療院は、法定代理受領サービスに該当しない介護医療院サービスを提供した際に入所者から支払を受ける利用料の額と、施設サ

ービス費用基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければならない。

３ 介護医療院は、前２項の規定により支払を受ける利用料の額のほか、規則で定める費用の額の支払を入所者から受けることができる。

４ 介護医療院は、前項の規則で定める費用に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、入所者又はその家族に対し、当該サービス

の内容及び費用を記した文書を交付して説明を行い、入所者の同意を得なければならない。この場合において、規則で定める費用に係る

同意については、文書によるものに限る。

（保険給付の請求のための証明書の交付）

第１５条 介護医療院は、法定代理受領サービスに該当しない介護医療院サービスに係る費用の支払を受けた場合は、提供した介護医療院サ

ービスの内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を入所者に交付しなければならない。

（介護医療院サービスの取扱方針）

第１６条 介護医療院は、施設サービス計画に基づき、入所者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、入所者の心身の状況等に応
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じ、その療養を適切に行わなければならない。

２ 介護医療院サービスは、施設サービス計画に基づき、漫然かつ画一的なものとならないよう配慮して行われなければならない。

３ 介護医療院の従業者は、介護医療院サービスの提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、入所者又はその家族に対し、療養上

必要な事項について、理解しやすいように指導又は説明を行わなければならない。

４ 介護医療院は、介護医療院サービスの提供に当たっては、当該入所者又は他の入所者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得な

い場合を除き、身体的拘束その他入所者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはならない。

５ 介護医療院は、身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録し

なければならない。

６ 介護医療院は、身体的拘束等の適正化を図るため、規則で定める措置を講じなければならない。

７ 介護医療院は、提供する介護医療院サービスの質の評価を自ら行い、常にその改善を図らなければならない。

（施設サービス計画の作成）

第１７条 介護医療院の管理者は、介護支援専門員に施設サービス計画の作成に関する業務を担当させるものとする。

２ 施設サービス計画に関する業務を担当する介護支援専門員（以下この条及び第２８条において「計画担当介護支援専門員」という。）は、

施設サービス計画の作成に当たっては、入所者の日常生活全般を支援する観点から、当該介護医療院の所在する地域の住民による自発的

な活動によるサービス等の利用を施設サービス計画上に位置付けるよう努めなければならない。

３ 計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画の作成に当たっては、適切な方法により、入所者について、その有する能力、その置か

れている環境等の評価を通じて入所者が現に抱える問題点を明らかにし、入所者が自立した日常生活を営むことができるように支援する

上で解決すべき課題の把握（次項、第５項及び第９項において「アセスメント」という。）を行わなければならない。

４ 計画担当介護支援専門員は、アセスメントを行うに当たっては、入所者及びその家族に面接しなければならない。この場合において、

計画担当介護支援専門員は、面接の趣旨を入所者及びその家族に対して十分に説明し、理解を得なければならない。

５ 計画担当介護支援専門員は、入所者の希望、入所者についてのアセスメントの結果及び医師の治療の方針に基づき、並びに入所者の家

族の希望を勘案して、入所者及びその家族の生活に対する意向、総合的な援助の方針、生活全般の解決すべき課題、介護医療院サービス

の目標及びその達成時期、介護医療院サービスの内容、介護医療院サービスを提供する上での留意事項等を記載した施設サービス計画の

原案を作成しなければならない。

６ 計画担当介護支援専門員は、サービス担当者会議（入所者に対する介護医療院サービスの提供に当たる他の担当者（以下この条におい

て「担当者」という。）を招集して行う会議をいう。第１１項において同じ。）の開催、担当者に対する照会等により、当該施設サービス

計画の原案の内容について、担当者の専門的な見地からの意見を求めるものとする。

７ 計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画の原案の内容について入所者又はその家族に対して説明し、文書により入所者の同意を

得なければならない。

８ 計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画を作成したときは、当該施設サービス計画を入所者に交付しなければならない。

９ 計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画の作成後、入所者及びその家族並びに担当者と継続的に連絡を行うこと等による当該施

設サービス計画の実施状況の把握（入所者についての継続的なアセスメントを含む。次項において「モニタリング」という。）を行い、

必要に応じて施設サービス計画の変更を行うものとする。この場合においては、第２項から前項までの規定を準用する。

１０ 計画担当介護支援専門員は、モニタリングを行うに当たっては、特段の事情のない限り、定期的に入所者に面接するとともに、モニタ

リングの結果を記録しなければならない。

１１ 計画担当介護支援専門員は、入所者が要介護更新認定又は要介護状態区分の変更の認定を受けた場合においては、サービス担当者会議

の開催、担当者に対する照会等により、施設サービス計画の変更の必要性について、担当者の専門的な見地からの意見を求めるものとす

る。

（診療の方針）

第１８条 医師の診療の方針は、次に掲げるところによるものとする。

� 診療は、医師として必要性があると認められる疾病又は負傷に対して、的確な診断を基とし、療養上適切に行うこと。

� 診療に当たっては、常に医学の立場を堅持して、入所者の心身の状況を観察し、要介護者の心理が健康に及ぼす影響を十分配慮して、

心理的な効果をもあげることができるよう適切な指導を行うこと。

� 常に入所者の心身の状況、病状、その置かれている環境等の的確な把握に努め、入所者又はその家族に対し、適切な指導を行うこと。

� 検査、投薬、注射、処置等は、入所者の病状に照らして適切に行うこと。

� 特殊な療法、新しい療法等については、介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成３０年厚生労働省令第５号。

以下「介護医療院基準省令」という。）第１８条第５号の別に厚生労働大臣が定めるもののほか行わないこと。

� 介護医療院基準省令第１８条第６号の別に厚生労働大臣が定める医薬品以外の医薬品を入所者に施用し、又は処方しないこと。ただし、

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和３５年法律第１４５号）第２条第１７項に規定する治験に係る診

療において、当該治験の対象とされる薬物を使用する場合においては、この限りでない。

（必要な医療の提供が困難な場合等の措置等）

第１９条 介護医療院の医師は、入所者の病状からみて当該介護医療院において自ら必要な医療を提供することが困難であると認めたときは、

協力病院その他適当な病院若しくは診療所への入院のための措置を講じ、又は他の医師の対診を求める等診療について適切な措置を講じ
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なければならない。

２ 介護医療院の医師は、必要がある場合を除き、入所者のために他の医師若しくは歯科医師の往診を求め、又は入所者を病院若しくは診

療所に通院させてはならない。

３ 介護医療院の医師は、入所者のために往診を求め、又は入所者を病院若しくは診療所に通院させる場合は、当該病院又は診療所の医師

又は歯科医師に対し、当該入所者の診療の状況に関する情報の提供を行わなければならない。

４ 介護医療院の医師は、入所者が往診を受けた医師若しくは歯科医師又は入所者が通院した病院若しくは診療所の医師若しくは歯科医師

から当該入所者の療養上必要な情報の提供を受け、その情報に基づき適切な診療を行わなければならない。

（機能訓練）

第２０条 介護医療院は、入所者の心身の諸機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるため、理学療法、作業療法その他適切なリハビ

リテーションを計画的に行わなければならない。

（看護及び医学的管理の下における介護）

第２１条 看護及び医学的管理の下における介護は、入所者の自立の支援及び日常生活の充実に資するよう、入所者の病状及び心身の状況に

応じ、適切な技術をもって行われなければならない。
しき

２ 介護医療院は、１週間に２回以上、適切な方法により、入所者を入浴させ、又は清拭しなければならない。

３ 介護医療院は、入所者の心身の状況、病状、その置かれている環境等に応じ、適切な方法により排せつの自立について必要な援助を行

うほか、おむつを使用せざるを得ない入所者のおむつを適切に取り替えなければならない。
じょくそう

４ 介護医療院は、褥瘡が発生しないよう適切な介護を行うとともに、その発生を予防するための体制を整備しなければならない。

５ 介護医療院は、前各項に定めるもののほか、入所者に対し、離床、着替え、整容その他日常生活上の世話を適切に行わなければならな

い。

６ 介護医療院は、入所者に対し、その負担により、当該介護医療院の従業者以外の者による看護及び介護を受けさせてはならない。

（食事）
し

第２２条 介護医療院は、栄養並びに入所者の身体の状況、病状及び嗜好を考慮した食事を適切な時間に提供しなければならない。

２ 介護医療院は、入所者の自立の支援に配慮して、入所者が可能な限り離床して食堂で食事をとることができるよう努めなければならな

い。

（相談及び援助）

第２３条 介護医療院は、常に入所者の心身の状況、病状、その置かれている環境等の的確な把握に努め、入所者又はその家族に対し、その

相談に適切に応じるとともに、必要な助言その他の援助を行わなければならない。

（その他のサービスの提供）

第２４条 介護医療院は、適宜入所者のレクリエーションのための行事を行うよう努めなければならない。

２ 介護医療院は、常に入所者の家族との連携を図るとともに、入所者とその家族との交流等の機会を確保するよう努めなければならない。

（入所者に関する市町村への通知）

第２５条 介護医療院は、入所者が、正当な理由なく介護医療院サービスの利用に関する指示に従わないことにより、要介護状態の程度を増

進させたと認められる場合又は偽りその他不正の行為によって保険給付を受け、若しくは受けようとした場合は、遅滞なく、意見を付し

てその旨を市町村に通知しなければならない。

（管理者による管理）

第２６条 介護医療院の管理者は、専ら当該介護医療院の職務に従事する常勤の者でなければならない。ただし、当該介護医療院の管理上支

障のない場合は、同一敷地内にある他の事業所若しくは施設等又はサテライト型特定施設（指定地域密着型サービスの事業の人員、設備

及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３４号）第１１０条第４項に規定するサテライト型特定施設をいう。）若しくはサテライト

型居住施設（同省令第１３１条第４項に規定するサテライト型居住施設をいう。）の職務に従事することができるものとする。

（管理者の業務）

第２７条 介護医療院の管理者は、従業者の管理、業務の実施状況の把握その他の当該介護医療院の管理を一元的に行わなければならない。

２ 介護医療院の管理者は、従業者にこの章の規定を遵守させるために必要な指揮命令を行うものとする。

３ 介護医療院の管理者は、当該介護医療院に医師を宿直させなければならない。ただし、入所者に対するサービスの提供に支障がない場

合にあっては、この限りでない。

（計画担当介護支援専門員の業務）

第２８条 計画担当介護支援専門員は、第１７条に規定する業務のほか、次に掲げる業務を行うものとする。

� 入所申込者の入所に際し、当該入所申込者に係る居宅介護支援事業者に対する照会等により、当該入所申込者の心身の状況、生活歴、

病歴、指定居宅サービス等の利用状況等を把握すること。

� 入所者の心身の状況、病状、その置かれている環境等に照らし、当該入所者が居宅において日常生活を営むことができるかどうかに

ついて定期的に検討し、その内容等を記録すること。

� 入所者の退所に際し、居宅サービス計画の作成等の援助に資するため、居宅介護支援事業者に対して情報を提供するほか、保健医療

サービス又は福祉サービスを提供する者と密接に連携すること。

� 第３８条第２項の苦情の内容等並びに第４０条第３項の事故の状況及び事故に際してとった処置を記録すること。
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（運営規程）

第２９条 介護医療院は、次に掲げる施設の運営についての重要事項に関する規程（第３５条において「運営規程」という。）を定めておかな

ければならない。

� 施設の目的及び運営の方針

� 従業者の職種、員数及び職務の内容

� 入所定員（Ⅰ型療養床に係る入所定員の数、Ⅱ型療養床に係る入所定員の数及びその合計数をいう。）

� 入所者に対する介護医療院サービスの内容及び利用料その他の費用の額

� 施設の利用に当たっての留意事項

� 非常災害対策

� その他施設の運営に関する重要事項

（勤務体制の確保等）

第３０条 介護医療院は、入所者に対し適切な介護医療院サービスを提供することができるよう、従業者の勤務の体制を定めておかなければ

ならない。

２ 介護医療院は、当該介護医療院の従業者によって介護医療院サービスを提供しなければならない。ただし、入所者の処遇に直接影響を

及ぼさない業務については、この限りでない。

３ 介護医療院は、従業者の資質の向上のための研修の機会を確保しなければならない。

（定員の遵守）

第３１条 介護医療院は、入所定員及び療養室の定員を超えて入所させてはならない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある

場合は、この限りでない。

（非常災害対策）

第３２条 介護医療院は、地震、風水害、当該介護医療院の周辺地域の環境、立地条件等から想定される災害等の非常災害ごとに、当該非常

災害が発生した場合における入所者の安全の確保のための体制、避難の方法等を定めた計画（以下「施設防災計画」という。）を策定し、

当該介護医療院の見やすい場所に掲示しておかなければならない。

２ 介護医療院は、施設防災計画に基づき、非常災害時の関係機関への通報及び関係機関との連携の体制並びに入所者を円滑に避難誘導す

るための体制を整備し、定期的に、これらの体制について従業者及び入所者に周知するとともに、避難、救出等の必要な訓練を行わなけ

ればならない。

３ 介護医療院は、前項の訓練の結果に基づき、施設防災計画の検証を行うとともに、必要に応じて施設防災計画の見直しを行うものとす

る。

４ 介護医療院は、非常災害が発生した場合に従業者及び入所者が当該介護医療院において当面の避難生活をすることができるよう、必要

な食糧、飲料水、医薬品その他の生活物資の備蓄に努めなければならない。

（衛生管理等）

第３３条 介護医療院は、入所者の使用する施設、食器その他の設備及び飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な

措置を講ずるとともに、医薬品及び医療機器について、適正に管理をしなければならない。

２ 介護医療院は、当該介護医療院において感染症及び食中毒が発生し、又はまん延しないように、規則で定める措置を講じなければなら

ない。

３ 介護医療院の管理者は、規則で定める業務を委託する場合は、医療法施行規則第９条の８、第９条の９、第９条の１２、第９条の１３、別

表第１の２及び別表第１の３の規定を準用する。この場合において、同省令第９条の８第１項中「法第１５条の２の規定による人体から排

出され」とあるのは「人体から排出され」と、同条第２項中「法第１５条の２の規定による検体検査」とあるのは「検体検査」と、同省令

第９条の９第１項中「法第１５条の２の規定による医療機器又は医学的処置若しくは手術」とあるのは「医療機器又は医学的処置」と、同

省令第９条の１２中「法第１５条の２の規定による第９条の７に定める医療機器」とあるのは「医薬品医療機器等法第２条第８項に規定する

特定保守管理医療機器」と、同省令第９条の１３中「法第１５条の２の規定による医療」とあるのは「医療」と読み替えるものとする。

（協力病院）

第３４条 介護医療院は、入所者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力病院を定めておかなければならない。

２ 介護医療院は、あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておくよう努めなければならない。

（掲示）

第３５条 介護医療院は、当該介護医療院の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制、協力病院、利用料その他のサービスの

選択に資すると認められる重要事項を掲示しておかなければならない。

（秘密保持等）

第３６条 介護医療院の従業者は、正当な理由なく、その業務上知り得た入所者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。

２ 介護医療院は、従業者であった者が、正当な理由なく、その業務上知り得た入所者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要

な措置を講じなければならない。

３ 介護医療院は、居宅介護支援事業者等に対して、入所者に関する情報を提供するときは、あらかじめ文書により入所者の同意を得てお

かなければならない。
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（居宅介護支援事業者に対する利益供与等の禁止）

第３７条 介護医療院は、居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、要介護被保険者に当該介護医療院を紹介することの対償として、金品

その他の財産上の利益を供与してはならない。

２ 介護医療院は、居宅介護支援事業者又はその従業者から、当該介護医療院からの退所者を紹介することの対償として、金品その他の財

産上の利益を収受してはならない。

（苦情処理）

第３８条 介護医療院は、提供した介護医療院サービスに関する入所者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受

け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。

２ 介護医療院は、前項の苦情を受け付けたときは、当該苦情の内容等を記録しなければならない。

３ 介護医療院は、提供した介護医療院サービスに関し、法第２３条の規定により市町村が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め

又は当該市町村の職員が行う質問若しくは照会に応じるとともに、入所者からの苦情に関して市町村が行う調査に協力しなければならな

い。この場合において、市町村から指導又は助言を受けたときは、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うよう努めなければならな

い。

４ 介護医療院は、市町村から求めがあったときは、前項の指導又は助言への対応の内容を市町村に報告しなければならない。

５ 介護医療院は、提供した介護医療院サービスに関する入所者からの苦情に関して国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第４５条第５

項に規定する国民健康保険団体連合会（以下この項及び次項において「連合会」という。）が行う法第１７６条第１項第３号の規定による調

査に協力するとともに、連合会から同号の規定による指導又は助言を受けたときは、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うよう努

めなければならない。

６ 介護医療院は、連合会から求めがあったときは、前項の指導又は助言への対応の内容を連合会に報告しなければならない。

（地域との連携等）

第３９条 介護医療院は、その運営に当たっては、地域住民等との連携、協力等により地域との交流に努めなければならない。

２ 介護医療院は、その運営に当たっては、提供した介護医療院サービスに関する入所者からの苦情に関して市町村が実施する事業に協力

するよう努めなければならない。

（事故発生の防止及び発生時の対応）

第４０条 介護医療院は、事故の発生又はその再発を防止するため、規則で定める措置を講じなければならない。

２ 介護医療院は、入所者に対する介護医療院サービスの提供により事故が発生した場合は、速やかに市町村、入所者の家族等に連絡を行

うとともに、必要な措置を講じなければならない。

３ 介護医療院は、前項の事故の状況及び事故に際してとった処置について記録しなければならない。

４ 介護医療院は、入所者に対する介護医療院サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければ

ならない。

（会計の区分）

第４１条 介護医療院は、介護医療院サービスの事業の会計をその他の事業の会計と区分しなければならない。

（記録の整備及び保存）

第４２条 介護医療院は、従業者、施設及び構造設備並びに会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。

２ 介護医療院は、入所者に対する介護医療院サービスの提供に関する規則で定める記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなけれ

ばならない。

第５章 ユニット型介護医療院の施設、設備及び運営に関する基準

第１節 通則

（通則）

第４３条 ユニット型介護医療院（施設の全部において少数の療養室及び当該療養室に近接して設けられる共同生活室（当該療養室の入居者

が交流し、共同で日常生活を営むための場所をいう。第４５条及び第４８条において同じ。）により一体的に構成される場所（以下「ユニッ

ト」という。）ごとに入居者の日常生活が営まれ、これに対する支援が行われる介護医療院をいう。以下同じ。）の基本方針並びに施設、

設備及び運営に関する基準については、前章（第１６条、第２１条、第２２条、第２４条、第２９条から第３１条までを除く。）に定めるもののほか、

この章の定めるところによる。

（基本方針）

第４４条 ユニット型介護医療院は、長期にわたり療養が必要である入居者一人一人の意思及び人格を尊重し、施設サービス計画に基づき、

入居前の居宅における生活と入居後の生活とが連続したものとなるよう配慮しながら、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介

護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことにより、各ユニットにおいてその入居者が相互に社会的関係を築き、

自律的な日常生活を営むことを支援しなければならない。

２ ユニット型介護医療院は、地域及び家庭との結び付きを重視した運営を行うとともに、市町村、居宅介護支援事業者、居宅サービス事

業者、他の介護保険施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者と密接に連携するよう努めなければならない。

第２節 施設及び設備に関する基準

第４５条 ユニット型介護医療院は、次に掲げる施設を有しなければならない。
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� ユニット

� 浴室

� サービス・ステーション

� 調理室

� 洗濯室又は洗濯場

� 汚物処理室

２ 前項に掲げる施設の基準は、次のとおりとする。

� ユニット（療養室を除く。）

ア 一のユニットの入居定員は、おおむね１０人以下とすること。

イ 共同生活室

� 共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとするほか、当該ユニットの入居者が交流し、及び共同で日常生活を営むため

の場所としてふさわしい形状を有すること。

� 一の共同生活室の床面積は、２平方メートルに当該共同生活室が属するユニットの入居者の定員を乗じて得た面積以上を標準と

すること。

� 必要な設備及び備品を備えること。

ウ 洗面設備

� 療養室ごと又は共同生活室ごとに適当数設けること。

� 身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。

エ 便所 療養室ごと又は共同生活室ごとに適当数設けること。

� 浴室

ア 身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。

イ 一般浴槽のほか、入浴に介助を必要とする者の入浴に適した特別浴槽を設けること。

３ 前項第２号に掲げる設備は、専ら当該ユニット型介護医療院の用に供するものでなければならない。ただし、入居者に対する介護医療

院サービスの提供に支障がない場合は、この限りでない。

４ 前３項に定めるもののほか、ユニット型介護医療院の設備構造の基準は、次に定めるところによる。

� ユニット型介護医療院の建物（入居者の療養生活の用に供しない附属の建物を除く。以下この条において同じ。）は、耐火建築物と

すること。ただし、規則で定める要件を満たす２階建て又は平屋建てのユニット型介護医療院の建物にあっては、準耐火建築物とする

ことができる。

� 療養室等が２階以上の階にある場合は、屋内の直通階段及びエレベーターをそれぞれ１以上設けること。

� 療養室等が３階以上の階にある場合は、避難に支障がないように避難階段を２以上設けること。ただし、前号の直通階段を建築基準

法施行令第１２３条第１項の規定による避難階段としての構造とする場合は、その直通階段の数を避難階段の数に算入することができる。

� 診察の用に供する電気、光線、熱、蒸気又はガスに関する構造設備にあっては危害防止上必要な方法を講ずることとし、放射線に関

する構造設備にあっては医療法施行規則第３０条、第３０条の４、第３０条の１３、第３０条の１４、第３０条の１６、第３０条の１７、第３０条の１８（第１

項第４号から第６号までを除く。）、第３０条の１９、第３０条の２０第２項、第３０条の２１、第３０条の２２、第３０条の２３第１項、第３０条の２５、第

３０条の２６第３項から第５項まで及び第３０条の２７の規定を準用する。この場合において、同省令第３０条の１８第１項中「いずれか及び第４

号から第６号までに掲げる措置」とあるのは、「いずれか」と読み替えるものとする。

� 階段には、手すりを設けること。

� 廊下の構造は、次のとおりとすること。

ア 幅は、１．８メートル（中廊下にあっては、２．７メートル）以上とすること。ただし、廊下の一部の幅を拡張することにより、入居者、

従業者等の円滑な往来に支障が生じないと認められる場合には、１．５メートル（中廊下にあっては、１．８メートル）以上とすることが

できる。

イ 手すりを設けること。

ウ 常夜灯を設けること。

� 入居者に対する介護医療院サービスの提供を適切に行うために必要な設備を備えること。

� 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けること。

５ 前項第１号の規定にかかわらず、規則で定める要件を満たす木造かつ平屋建てのユニット型介護医療院の建物について、知事が、火災

予防、消火活動等に関し専門的知識を有する者の意見を聴いて火災に係る入居者の安全性が確保されていると認めたときは、当該ユニッ

ト型介護医療院の建物は、耐火建築物又は準耐火建築物とすることを要しない。

第３節 運営に関する基準

（介護医療院サービスの取扱方針）

第４６条 介護医療院サービスは、入居者が、その有する能力に応じて、自らの生活様式及び生活習慣に沿って自律的な日常生活を営むこと

ができるようにするため、施設サービス計画に基づき、入居者の日常生活上の活動について必要な援助を行うことにより、入居者の日常

生活を支援するものとして行われなければならない。
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２ 介護医療院サービスは、各ユニットにおいて入居者がそれぞれの役割を持って生活を営むことができるよう配慮して行われなければな

らない。

３ 介護医療院サービスは、入居者のプライバシーの確保に配慮して行われなければならない。

４ 介護医療院サービスは、入居者の自立した生活を支援することを基本として、入居者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、

当該入居者の心身の状況等を常に把握しながら、適切に行われなければならない。

５ ユニット型介護医療院の従業者は、介護医療院サービスの提供に当たって、入居者又はその家族に対し、サービスの提供方法等につい

て、理解しやすいように説明を行わなければならない。

６ ユニット型介護医療院は、介護医療院サービスの提供に当たっては、当該入居者又は他の入居者等の生命又は身体を保護するため緊急

やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。

７ ユニット型介護医療院は、身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の入居者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由を記録しなければならない。

８ ユニット型介護医療院は、身体的拘束等の適正化を図るため、規則で定める措置を講じなければならない。

９ ユニット型介護医療院は、提供する介護医療院サービスの質の評価を自ら行い、常にその改善を図らなければならない。

（看護及び医学的管理の下における介護）

第４７条 看護及び医学的管理の下における介護は、各ユニットにおいて入居者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを

支援するよう、入居者の心身の状況、病状、その置かれている環境等に応じ、適切な技術をもって行われなければならない。

２ ユニット型介護医療院は、入居者が、その心身の状況、病状、その置かれている環境等に応じ、それぞれの役割を持って日常生活にお

ける家事を行うよう適切に支援しなければならない。

３ ユニット型介護医療院は、入居者が身体の清潔を維持し、精神的に快適な生活を営むことができるよう、適切な方法により、入居者に
しき

入浴の機会を提供しなければならない。ただし、やむを得ない場合は、清拭を行うことをもって入浴の機会の提供に代えることができる。

４ ユニット型介護医療院は、入居者の心身の状況、病状、その置かれている環境等に応じ、適切な方法により排せつの自立について必要

な支援を行わなければならない。この場合において、おむつを使用せざるを得ない入居者については、排せつの自立を図りつつ、そのお

むつを適切に取り替えなければならない。
じょくそう

５ ユニット型介護医療院は、褥瘡が発生しないよう適切な介護を行うとともに、その発生を予防するための体制を整備しなければなら

ない。

６ ユニット型介護医療院は、前各項に規定するもののほか、入居者が行う離床、着替え、整容等の日常生活上の行為を適切に支援しなけ

ればならない。

７ ユニット型介護医療院は、入居者に対し、その負担により、当該ユニット型介護医療院の従業者以外の者による看護及び介護を受けさ

せてはならない。

（食事）
し

第４８条 ユニット型介護医療院は、栄養並びに入居者の心身の状況及び嗜好を考慮した食事を提供しなければならない。

２ ユニット型介護医療院は、入居者の心身の状況、症状、その置かれている環境等に応じ、適切な方法により食事の自立について必要な

支援を行わなければならない。

３ ユニット型介護医療院は、入居者の生活習慣を尊重した適切な時間に食事を提供するとともに、入居者がその心身の状況に応じて可能

な限り自立して食事をとることができるよう、必要な時間を確保しなければならない。

４ ユニット型介護医療院は、入居者が相互に社会的関係を築くことができるよう、その意思を尊重しつつ、入居者が共同生活室で食事を

とることを支援しなければならない。

（その他のサービスの提供）
し

第４９条 ユニット型介護医療院は、入居者の嗜好に応じた趣味、教養又は娯楽に係る活動の機会を提供するとともに、入居者が自律的に行

うこれらの活動を支援しなければならない。

２ ユニット型介護医療院は、常に入居者の家族との連携を図るとともに、入居者とその家族との交流等の機会を確保するよう努めなけれ

ばならない。

（運営規程）

第５０条 ユニット型介護医療院は、次に掲げる施設の運営についての重要事項に関する規程を定めておかなければならない。

� 施設の目的及び運営の方針

� 従業者の職種、員数及び職務の内容

� 入居定員（Ⅰ型療養床に係る入居定員の数、Ⅱ型療養床に係る入居定員の数及びその合計数をいう。）

� ユニットの数及びユニットごとの入居定員

� 入居者に対する介護医療院サービスの内容及び利用料その他の費用の額

� 施設の利用に当たっての留意事項

� 非常災害対策

� その他施設の運営に関する重要事項

（勤務体制の確保等）
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第５１条 ユニット型介護医療院は、入居者に対し適切な介護医療院サービスを提供することができるよう、従業者の勤務の体制を定めてお

かなければならない。

２ 前項の従業者の勤務の体制を定めるに当たっては、入居者が安心して日常生活を送ることができるよう、継続性を重視したサービスの

提供に配慮する観点から、規則で定める基準に従い職員を配置しなければならない。

３ ユニット型介護医療院は、当該ユニット型介護医療院の従業者によって介護医療院サービスを提供しなければならない。ただし、入居

者に対する介護医療院サービスの提供に直接影響を及ぼさない業務については、この限りでない。

４ ユニット型介護医療院は、従業者の資質の向上のための研修の機会を確保しなければならない。

（定員の遵守）

第５２条 ユニット型介護医療院は、ユニットごとの入居定員及び療養室の定員を超えて入居させてはならない。ただし、災害、虐待その他

のやむを得ない事情がある場合は、この限りでない。

（読替え）

第５３条 ユニット型介護医療院についての第７条、第２７条第２項及び第３５条の規定の適用については、第７条中「第２９条に規定する運営規

程」とあるのは「第５０条に規定する重要事項に関する規程」と、同項中「この章の規定」とあるのは「この章及び次章第３節に規定する

ユニット型介護医療院の運営に関する基準」と、第３５条中「運営規程」とあるのは「第５０条に規定する重要事項に関する規程」とする。

第６章 雑則

（規則への委任）

第５４条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 療養病床（医療法（昭和２３年法律第２０５号）第７条第２項第４号に規定する療養病床をいう。以下同じ。）等を有する病院又は病床を

有する診療所の開設者が、当該病院の療養病床等又は当該診療所の病床を平成３６年３月３１日までの間に転換（病院の療養病床等又は診療

所の病床の病床数を減少させるとともに、当該病院又は診療所の施設を介護医療院、軽費老人ホーム（老人福祉法（昭和３８年法律第１３３

号）第２０条の６に規定する軽費老人ホームをいう。）その他の要介護者、要支援者その他の者を入所させ又は入居させるための施設の用

に供することをいう。以下同じ。）をすることにより介護医療院を開設する場合における当該介護医療院の建物については、第６条第１

項第１号及び第４５条第４項第１号の規定は、適用しない。

３ 療養病床等を有する病院又は病床を有する診療所の開設者が、当該病院の療養病床等又は当該診療所の病床を平成３６年３月３１日までの

間に転換をすることにより介護医療院を開設する場合における当該介護医療院の屋内の直通階段及びエレベーターについての第６条第１

項第２号及び第４５条第４項第２号の規定の適用については、これらの規定中「屋内の直通階段及びエレベーターをそれぞれ１以上設ける

こと」とあるのは、「屋内の直通階段を２以上設けること。ただし、エレベーターが設置されているもの又は２階以上の各階における療

養室の床面積の合計がそれぞれ５０平方メートル（主要構造部が耐火構造であるか、又は不燃材料（建築基準法第２条第９号に規定する不

燃材料をいう。）で造られている建築物にあっては、１００平方メートル）以下のものについては、屋内の直通階段を１とすることができ

る」とする。

４ 療養病床等を有する病院又は病床を有する診療所の開設者が、当該病院の療養病床等又は当該診療所の病床を平成３６年３月３１日までの

間に転換をすることにより介護医療院を開設する場合における当該介護医療院の療養室に隣接する廊下の幅の基準は、第６条第１項第６

号ア及び第４５条第４項第６号アの規定にかかわらず、１．２メートル（中廊下にあっては、１．６メートル）以上とすることとする。

５ 平成１８年７月１日から平成３０年３月３１日までの間に、療養病床等を有する病院又は病床を有する診療所の開設者が当該病院の療養病床

等又は当該診療所の病床の転換をすることにより介護老人保健施設を開設した場合であって、平成３６年３月３１日までの間に当該介護老人

保健施設の全部又は一部を廃止するとともに介護医療院を開設するときにおける当該介護医療院の建物については、第６条第１項第１号

及び第４５条第４項第１号の規定は、適用しない。

６ 平成１８年７月１日から平成３０年３月３１日までの間に、療養病床等を有する病院又は病床を有する診療所の開設者が当該病院の療養病床

等又は当該診療所の病床の転換をすることにより介護老人保健施設を開設した場合であって、平成３６年３月３１日までの間に当該介護老人

保健施設の全部又は一部を廃止するとともに介護医療院を開設するときにおける当該介護医療院の屋内の直通階段及びエレベーターにつ

いての第６条第１項第２号及び第４５条第４項第２号の規定の適用については、これらの規定中「屋内の直通階段及びエレベーターをそれ

ぞれ１以上設けること」とあるのは、「屋内の直通階段を２以上設けること。ただし、エレベーターが設置されているもの又は２階以上

の各階における療養室の床面積の合計がそれぞれ５０平方メートル（主要構造部が耐火構造であるか、又は不燃材料（建築基準法第２条第

９号に規定する不燃材料をいう。）で造られている建築物にあっては、１００平方メートル）以下のものについては、屋内の直通階段を１

とすることができる」とする。

７ 平成１８年７月１日から平成３０年３月３１日までの間に、療養病床等を有する病院又は病床を有する診療所の開設者が当該病院の療養病床

等又は当該診療所の病床の転換をすることにより介護老人保健施設を開設した場合であって、平成３６年３月３１日までの間に当該介護老人

保健施設の全部又は一部を廃止するとともに介護医療院を開設するときにおける当該介護医療院の療養室に隣接する廊下の幅の基準は、

第６条第１項第６号ア及び第４５条第４項第６号アの規定にかかわらず、１．２メートル（中廊下にあっては、１．６メートル）以上とすること
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とする。

�愛媛県条例第１８号
愛媛県中核産業人材確保支援基金条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県中核産業人材確保支援基金条例

（設置）

第１条 地域の中核となる産業を担う人材の確保の支援を図るための事業の実施に要する経費の財源に充てるため、中核産業人材確保支援

基金（以下「基金」という。）を設置する。

（積立て）

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算（以下「予算」という。）で定める額とする。

（管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければならない。

（運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して、基金に編入する。

（処分）

第５条 基金は、第１条の目的を達成するための事業に要する経費に充てるため、その全部又は一部を処分することができる。

（繰替運用）

第６条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替

えて運用することができる。

（委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第１９号
愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料条例（昭和３０年愛媛県条例第２６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２０号
愛媛県中小企業者等向け融資に関する損失補償に係る回収納付金を受け取る権利の放棄に関する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

改 正 後 改 正 前

別表（第３条関係）

使用料

別表（第３条関係）

使用料

区 分 種 別 単 位 金 額 区 分 種 別 単 位 金 額

省略

窯業関係

省略

省略

窯業用機器 １時間又は１回 １，６２０

省略

窯業関係

省略

省略

窯業用機器 １時間又は１回 ３，５６０

手数料 省略 手数料 省略
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愛媛県中小企業者等向け融資に関する損失補償に係る回収納付金を受け取る権利の放棄に関する条例

（目的）

第１条 この条例は、愛媛県信用保証協会（以下「保証協会」という。）に対して県が有する回収納付金を受け取る権利の放棄に関する事

項を定めることにより、中小企業者等の事業の再生の促進を図り、もって中小企業の振興に資することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

� 中小企業者等 信用保証協会法（昭和２８年法律第１９６号）第２０条第４項に規定する中小企業者等をいう。

� 求償権 保証協会が信用保証協会法第２０条第１項第１号の保証に係る債務（以下「保証債務」という。）を履行することにより取得

する中小企業者等に対する債権をいう。

� 求償権の放棄等 求償権の放棄又は不等価譲渡（求償権の金額に満たない額による譲渡をいう。）をいう。

� 損失補償契約 県と保証協会との間の契約であって、保証協会が保証債務を履行した際に生じた損失の全部又は一部に対して県が補

償を行うことを定めたものをいう。

� 回収納付金 保証協会が損失補償契約の対象となる保証債務に係る求償権を行使することにより取得した回収金のうち県に納入しな

ければならないものをいう。

（回収納付金を受け取る権利の放棄）

第３条 知事は、保証協会から損失補償契約の対象となる保証債務に係る求償権の放棄等をしようとする旨の申出を受けた場合において、

当該申出が次の各号に掲げる計画のいずれかに基づくものであり、かつ、当該求償権の放棄等が中小企業の振興に資すると認めるときは、

当該求償権に係る回収納付金を受け取る権利の全部又は一部を放棄することができる。

� 金融機能の再生のための緊急措置に関する法律（平成１０年法律第１３２号）第５３条第１項第２号に規定する特定協定銀行である株式会

社整理回収機構の支援に基づき策定された事業の再生に関する計画

� 特定債務等の調整の促進のための特定調停に関する法律（平成１１年法律第１５８号）第３条第１項の規定により行われた調停（同法第

１７条第１項に規定する調停条項を定めたものを除く。）又は民事調停法（昭和２６年法律第２２２号）第１７条の決定（特定債務等の調整の

促進のための特定調停に関する法律第２０条の規定により同法第１７条第２項に規定する内容が定められているものに限る。）に基づき策

定された事業の再生に関する計画

� 株式会社地域経済活性化支援機構が株式会社地域経済活性化支援機構法（平成２１年法律第６３号）第２５条第４項の規定による再生支援

決定又は同法第３２条の２第３項の規定による特定支援決定を行った事業者に係る事業の再生に関する計画

� 産業競争力強化法（平成２５年法律第９８号）第２条第１６項に規定する特定認証紛争解決手続に基づき策定された事業の再生に関する計

画

� 産業競争力強化法第１２８条第１項の中小企業再生支援協議会の同条第５項の規定による決定又は助言に従い同法第１２７条第２項に規定

する認定支援機関が行う同項第１号の指導又は助言に基づき策定された事業の再生に関する計画

� 独立行政法人中小企業基盤整備機構が産業競争力強化法第１３３条第１号の出資を行った投資事業有限責任組合の支援又は同条第２号

の規定により同機構が行う同法第１２７条第２項第１号の指導若しくは助言に基づき策定された事業の再生に関する計画

� 前各号に掲げる計画に準ずる計画であって、知事が適当と認めるもの

（報告）

第４条 知事は、前条の規定により回収納付金を受け取る権利を放棄したときは、その旨を議会に報告しなければならない。

（委任）

第５条 この条例の施行に関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第２１号
愛媛県農村地域工業等導入促進条例及び愛媛県農村地域工業等導入促進審議会条例を廃止する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県農村地域工業等導入促進条例及び愛媛県農村地域工業等導入促進審議会条例を廃止する条例

次に掲げる条例は、廃止する。

� 愛媛県農村地域工業等導入促進条例（昭和４７年愛媛県条例第１号）

� 愛媛県農村地域工業等導入促進審議会条例（昭和４７年愛媛県条例第２号）

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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�愛媛県条例第２２号
愛媛県特別会計条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県特別会計条例の一部を改正する条例

愛媛県特別会計条例（昭和３９年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２３号
家畜保健衛生所使用料及び手数料条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

家畜保健衛生所使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

家畜保健衛生所使用料及び手数料条例（昭和２５年愛媛県条例第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２４号
愛媛県国民体育大会・全国障害者スポーツ大会開催基金条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

改 正 後 改 正 前

（設置）

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０９条第２項の規定

により、次の表の左欄に掲げる特別会計を、それぞれ当該右欄に

掲げる目的のため、設置する。

（設置）

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０９条第２項の規定

により、次の表の左欄に掲げる特別会計を、それぞれ当該右欄に

掲げる目的のため、設置する。

名称 目 的 名称 目 的

省略 省略

農業

改良

資金

特別

会計 農業の構造改革を推進するための

農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する等の法律

（平成２５年法律第１０２号）第４条の規定による廃止前の

青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関する特

別措置法（平成７年法律第２号）に基づいて行う就農

支援資金の貸付事業の円滑な運営と経理の適正

農業

改良

資金

特別

会計

農業経営に関する金融上の措置の改善のための農業改

良資金助成法等の一部を改正する法律（平成２２年法律

第２３号）第１条の規定による改正前の農業改良資金助

成法（昭和３１年法律第１０２号）に基づいて行う農業改良

資金の貸付事業及び農業の構造改革を推進するための

農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する等の法律

（平成２５年法律第１０２号）第４条の規定による廃止前の

青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関する特

別措置法（平成７年法律第２号）に基づいて行う就農

支援資金の貸付事業の円滑な運営と経理の適正

省略 省略

改 正 後 改 正 前

第３条 第１条の規定による手数料の額は、農業保険法 （昭和

２２年法律第１８５号）の規定による診療その他の行為によつて組合

員が負担すべき費用の内容に応じて農林水産大臣が定める点数等

により算定した額を基準として知事が定める。

第３条 第１条の規定による手数料の額は、農業災害補償法（昭和

２２年法律第１８５号）の規定による診療その他の行為によつて組合

員が負担すべき費用の内容に応じて農林水産大臣が定める点数等

により算定した額を基準として知事が定める。

愛 媛 県 報平成３０年３月２７日 第２９６１号外１
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愛媛県国民体育大会・全国障害者スポーツ大会開催基金条例の一部を改正する条例

愛媛県国民体育大会・全国障害者スポーツ大会開催基金条例（平成１７年愛媛県条例第９２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第２５号
都市緑地法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

都市緑地法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例

（愛媛県文化財保護条例の一部改正）

第１条 愛媛県文化財保護条例（昭和３２年愛媛県条例第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

愛媛県スポーツ推進基金条例

（設置）

第１条 第７２回国民体育大会及び

第１７回全国障害者スポーツ大会の成果を継

承し、スポーツの推進に関する施策の実施に要する経費の財源に

充てるため、スポーツ推進基金

（以下「基金」という。）を設置する。

愛媛県国民体育大会・全国障害者スポーツ大会開催基金条例

（設置）

第１条 第７２回国民体育大会の開催及び開催準備、同大会に向けた

競技力向上対策並びに第１７回全国障害者スポーツ大会の開催及び

開催準備 に要する経費の財源に

充てるため、国民体育大会・全国障害者スポーツ大会開催基金

（以下「基金」という。）を設置する。

改 正 後 改 正 前

（市が処理する事務）

第４３条の７ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年

法律第１６２号。以下「地教行法」という。）第５５条第１項の規定

に基づき、次に掲げる事務（この条例の施行のための教育委員会

規則に基づく事務を含む。）は、市が処理することとする。ただ

し、第１号アからケまで及びサに掲げる現状変更又は保存に影響

を及ぼす行為（以下「現状変更等」という。）並びに第２号に規

定する現状変更等が市の区域内において行われる場合並びに第１

号コに掲げる現状変更等を行う動物園又は水族館が市の区域内に

存する場合に限る。

� 次に掲げる現状変更等（アからクまでに掲げるものにあつて

は、県指定史跡名勝天然記念物の指定に係る地域内において行

われるものに限る。）に係る第４２条第１項の規定に基づく許可

（同条第２項において準用する第２０条第２項の規定に基づく指

示を含む。）並びに第４２条第２項において準用する第２０条第３

項の規定に基づく命令及び許可の取消しに関する事務

ア 省略

イ 小規模建築物の新築、増築又は改築（増築又は改築にあつ

ては、建築の日から５０年を経過していない小規模建築物に係

るものに限る。）であつて、指定に係る地域の面積が１５０ヘ

クタール以上である県指定史跡名勝天然記念物に係る都市計

画法（昭和４３年法律第１００号）第８条第１項第１号の第一種

低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域又は田園住居地

域におけるもの

ウ～サ 省略

�～� 省略

（市が処理する事務）

第４３条の７ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年

法律第１６２号。以下「地教行法」という。）第５５条第１項の規定

に基づき、次に掲げる事務（この条例の施行のための教育委員会

規則に基づく事務を含む。）は、市が処理することとする。ただ

し、第１号アからケまで及びサに掲げる現状変更又は保存に影響

を及ぼす行為（以下「現状変更等」という。）並びに第２号に規

定する現状変更等が市の区域内において行われる場合並びに第１

号コに掲げる現状変更等を行う動物園又は水族館が市の区域内に

存する場合に限る。

� 次に掲げる現状変更等（アからクまでに掲げるものにあつて

は、県指定史跡名勝天然記念物の指定に係る地域内において行

われるものに限る。）に係る第４２条第１項の規定に基づく許可

（同条第２項において準用する第２０条第２項の規定に基づく指

示を含む。）並びに第４２条第２項において準用する第２０条第３

項の規定に基づく命令及び許可の取消しに関する事務

ア 省略

イ 小規模建築物の新築、増築又は改築（増築又は改築にあつ

ては、建築の日から５０年を経過していない小規模建築物に係

るものに限る。）であつて、指定に係る地域の面積が１５０ヘ

クタール以上である県指定史跡名勝天然記念物に係る都市計

画法（昭和４３年法律第１００号）第８条第１項第１号の第一種

低層住居専用地域又は第二種低層住居専用地域

におけるもの

ウ～サ 省略

�～� 省略

愛 媛 県 報平成３０年３月２７日 第２９６１号外１
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（愛媛県立都市公園条例の一部改正）

第２条 愛媛県立都市公園条例（昭和３４年愛媛県条例第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県建築基準法施行条例の一部改正）

第３条 愛媛県建築基準法施行条例（昭和３５年愛媛県条例第２１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県屋外広告物条例の一部改正）

第４条 愛媛県屋外広告物条例（昭和３９年愛媛県条例第５０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（公園施設の建築面積の基準）

第２条の３ 省略

２～５ 省略

６ 政令第６条第６項に定める場合に関する法第５条の９第１項の

規定により読み替えて適用する法第４条第１項ただし書の条例で

定める範囲は、政令第６条第６項に規定する建築物に限り、都市

公園の敷地面積の１００分の１０を限度として法第４条第１項本文の

規定により認められる建築面積を超えることができることとす

る。

（運動施設の敷地面積の基準）

第２条の４ 政令第８条第１項の条例で定める割合は、１００分の５０

とする。

（公園施設の建築面積の基準）

第２条の３ 省略

２～５ 省略

改 正 後 改 正 前

（敷地と道路の関係）

第１４条 百貨店等（百貨店及び物品販売業を営むための店舗（３階

以上の階に売場（展示場その他多数の人の集まる居室を含む。）

を有し、かつ、その用途に供する部分の床面積の合計が１，５００平

方メートルを超える店舗に限る。）をいう。以下同じ。）の用途

に供する建築物の敷地は、次の各号のいずれかに該当しなければ

ならない。

�・� 省略

２ 省略

（日影による中高層の建築物の高さの制限に係る対象区域等の指

定）

第１８条 法第５６条の２第１項の規定により日影による中高層の建築

物の高さの制限に係る対象区域として指定する区域は、次の表の

左欄に掲げる区域とし、それぞれの区域について生じさせてはな

らない日影時間として法別表第４�に欄の各号のうちから指定する

号は、次の表の右欄に掲げる号とする。

（敷地と道路の関係）

第１４条 百貨店等（百貨店及び物品販売業を営むための店舗（３階

以上の階に売場（展示場その他多数の人の集まる居室を含む。）

を有し、かつ、その用途に供する部分の床面積の合計が１，５００平

方メートルをこえる店舗 をいう。以下同じ。）の用途

に供する建築物の敷地は、次の各号のいずれかに該当しなければ

ならない。

�・� 省略

２ 省略

（日影による中高層の建築物の高さの制限に係る対象区域等の指

定）

第１８条 法第５６条の２第１項の規定により日影による中高層の建築

物の高さの制限に係る対象区域として指定する区域は、次の表の

左欄に掲げる区域とし、それぞれの区域について生じさせてはな

らない日影時間として法別表第４�に欄の各号のうちから指定する

号は、次の表の右欄に掲げる号とする。

対 象 区 域 法別表第４�に欄の号 対 象 区 域 法別表第４�に欄の号

第一種低層住居専用地域、第二種低層

住居専用地域又は田園住居地域

省略 第一種低層住居専用地域又は第二種低

層住居専用地域

省略

省略 省略

２ 省略

３ 前２項の規定により市又は中核市が事務を処理する場合におい

ては、第２０条第４項及び第４２条第３項

の規定は、適用しない。

２ 省略

３ 前２項の規定により市又は中核市が事務を処理する場合におい

ては、第２０条第４項（第４２条第３項において準用する場合を含

む。）の規定は、適用しない。

愛 媛 県 報平成３０年３月２７日 第２９６１号外１
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（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行条例の一部改正）

第５条 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行条例（昭和５９年愛媛県条例第３５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県手数料条例の一部改正）

第６条 愛媛県手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（禁止）

第５条 次に掲げる地域又は場所においては、広告物を表示し、又

は掲出物件を設置してはならない。

� 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２章の規定により定

められた第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、

第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、田園

住居地域及び伝統的建造物群保存地区

�～� 省略

２・３ 省略

（禁止）

第５条 次に掲げる地域又は場所においては、広告物を表示し、又

は掲出物件を設置してはならない。

� 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２章の規定により定

められた第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、

第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域

及び伝統的建造物群保存地区

�～� 省略

２・３ 省略

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。

� 第１種地域 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２章の

規定により定められた第一種低層住居専用地域、第二種低層住

居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専

用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域及び田

園住居地域をいう。ただし、第一種住居地域、第二種住居地

域、準住居地域及び田園住居地域のうち、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第３条に規定する一般国道及び県道（以下「国道

等」という。）の各一側について幅１００メートル以内の区域を

除く。

�・� 省略

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。

� 第１種地域 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２章の

規定により定められた第一種低層住居専用地域、第二種低層住

居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専

用地域、第一種住居地域、第二種住居地域及び準住居地域

をいう。ただし、第一種住居地域、第二種住居地

域及び準住居地域 のうち、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第３条に規定する国道 及び県道（以下「国道

等」という。）の各一側について幅１００メートル以内の区域を

除く。

�・� 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１～４ 省略

５ 土木関係事務手数料

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１～４ 省略

５ 土木関係事務手数料

事 務 名称 金額 事 務 名称 金額

１～２１ 省略 １～２１ 省略

２２ 建築基準法第４８条第１項ただし書、第２項

ただし書、第３項ただし書、第４項ただし

書、第５項ただし書、第６項ただし書、第７

項ただし書、第８項ただし書、第９項ただし

書、第１０項ただし書、第１１項ただし書、第１２

項ただし書、第１３項ただし書又は第１４項ただ

し書（同法第８７条第２項若しくは第３項又は

第８８条第２項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含

む。）の規定に基づく建築等の許可の申請に

対する審査

省略 ２２ 建築基準法第４８条第１項ただし書、第２項

ただし書、第３項ただし書、第４項ただし

書、第５項ただし書、第６項ただし書、第７

項ただし書、第８項ただし書、第９項ただし

書、第１０項ただし書、第１１項ただし書、第１２

項ただし書又は第１３項ただし書

（同法第８７条第２項若しくは第３項又は

第８８条第２項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含

む。）の規定に基づく建築等の許可の申請に

対する審査

省略

２３～１０２ 省略 ２３～１０２ 省略

愛 媛 県 報平成３０年３月２７日 第２９６１号外１
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附 則

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２６号
教育職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

教育職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

教育職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２７号
愛媛県県立学校施設耐震化促進基金条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県県立学校施設耐震化促進基金条例の一部を改正する条例

愛媛県県立学校施設耐震化促進基金条例（平成２３年愛媛県条例第３１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第２８号
愛媛県学校職員定数条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県学校職員定数条例の一部を改正する条例

愛媛県学校職員定数条例（昭和３２年愛媛県条例第１５号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

（教員特殊業務手当）

第６条の３ 前条の手当の額は、業務に従事した日１日につき、次

に掲げる額を超えて支給してはならない。

�・� 省略

� 前条第２号に規定する業務 ５，１００円

� 前条第３号に規定する業務 ５，１００円

� 前条第４号に規定する業務 ３，６００円

� 省略

２ 省略

（教員特殊業務手当）

第６条の３ 前条の手当の額は、業務に従事した日１日につき、次

の各号に掲げる額をこえて支給してはならない。

�・� 省略

� 前条第２号に規定する業務 ４，２５０円

� 前条第３号に規定する業務 ４，２５０円

� 前条第４号に規定する業務 ３，０００円

� 省略

２ 省略

改 正 後 改 正 前

愛媛県県立学校教育環境整備基金条例

（設置）

第１条 県立学校における教育環境の整備 に要する経費の

財源に充てるため、県立学校教育環境整備基金 （以下「基金」

という。）を設置する。

愛媛県県立学校施設耐震化促進基金条例

（設置）

第１条 県立学校の施設の耐震化の促進を図るために要する経費の

財源に充てるため、県立学校施設耐震化促進基金（以下「基金」

という。）を設置する。

備考 省略 備考 省略

６ 省略 ６ 省略
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２９号
風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行条例の一部を改正する条例

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行条例（昭和５９年愛媛県条例第３５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

改 正 後 改 正 前

（定数）

第２条 学校職員の定数は、次のとおりとする。

� 県立学校の職員 ３，８３７人

� 市町立学校の職員 ８，１８７人

計 １２，０２４人

（定数）

第２条 学校職員の定数は、次のとおりとする。

� 県立学校の職員 ３，８４９人

� 市町立学校の職員 ８，１９７人

計 １２，０４６人

改 正 後 改 正 前

別表第７（第１８条関係） 別表第７（第１８条関係）

手数料を納めなけ

ればならない者
区分 金 額

手数料を納めなけ

ればならない者
区分 金 額

１～４の２ 省略 １～４の２ 省略

５ 法第９条第１

項の承認を受け

ようとする者

９，９００円 ５ 法第９条第１

項の承認を受け

ようとする者

１１，０００円

６ 省略 ６ 省略

７ 法第１０条の２

第１項の認定を

受けようとする

者

１３，０００円（当該認定を受けようと

する者が同時に他の法第１０条の２

第１項の規定に基づく認定を受け

ようとする場合における当該他の

同項の規定に基づく認定の申請に

係る手数料にあつては、１０，０００

円）

７ 法第１０条の２

第１項の認定を

受けようとする

者

１５，０００円（当該認定を受けようと

する者が同時に他の法第１０条の２

第１項の規定に基づく認定を受け

ようとする場合における当該他の

同項の規定に基づく認定の申請に

係る手数料にあつては、１１，７００

円）

８～２７ 省略 ８～２７ 省略

備考

１～４ 省略

５ 特定遊興飲食店営業の許可を受けようとする者が同時

に他の特定遊興飲食店営業の許可を受けようとする場合

における当該他の特定遊興飲食店営業の許可に係る１８の

項の右欄に掲げる手数料の額は、それぞれ当該右欄に定

める額から８，７００円を減じた額とする。

６ 省略

備考

１～４ 省略

５ 特定遊興飲食店営業の許可を受けようとする者が同時

に他の特定遊興飲食店営業の許可を受けようとする場合

における当該他の特定遊興飲食店営業の許可に係る１８の

項の右欄に掲げる手数料の額は、それぞれ当該右欄に定

める額から８，０００円を減じた額とする。

６ 省略
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�愛媛県条例第３０号
愛媛県警察関係事務手数料条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県警察関係事務手数料条例の一部を改正する条例

愛媛県警察関係事務手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条、第３条、第６条、第７条関係） 別表（第２条、第３条、第６条、第７条関係）

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～３の２ 省

略

１～３の２ 省

略

４ 火薬類取締

法（昭和２５年

法 律 第１４９

号）第１９条第

１項の規定に

基づく運搬証

明書の交付

火薬類

運搬証

明書交

付手数

料

２，１００円 ４ 火薬類取締

法（昭和２５年

法 律 第１４９

号）第１９条第

１項の規定に

基づく運搬証

明書の交付

火薬類

運搬証

明書交

付手数

料

２，４００円

５～７ 省略 ５～７ 省略

８ 質屋営業法

第２条第１項

の規定に基づ

く質屋営業の

許可の申請に

対する審査

質屋営

業許可

手数料

２２，０００円 ８ 質屋営業法

第２条第１項

の規定に基づ

く質屋営業の

許可の申請に

対する審査

質屋営

業許可

手数料

２５，０００円

９～１３ 省略 ９～１３ 省略

１４ 核 原 料 物

質、核燃料物

質及び原子炉

の規制に関す

る法律第５９条

第９項の規定

に基づく運搬

証明書の書換

え

核燃料

物質等

運搬証

明書書

換え手

数料

５，４００円 １４ 核 原 料 物

質、核燃料物

質及び原子炉

の規制に関す

る法律第５９条

第９項の規定

に基づく運搬

証明書の書換

え

核燃料

物質等

運搬証

明書書

換え手

数料

４，６００円

１５～１８の２ 省

略

１５～１８の２ 省

略

１９ 銃砲刀剣類

所持等取締法

第６条第１項

の規定に基づ

く国際競技に

参加するため

入国する外国

人の銃砲又は

刀剣類の所持

の許可の申請

に対する審査

国際競

技参加

外国人

の銃砲

刀剣類

所持許

可手数

料

３，９００円（当該申請を行う者が同時

に他の銃砲刀剣類所持等取締法第６

条第１項の規定に基づく許可の申請

を行う場合における当該他の同項の

規定に基づく許可の申請に係る審査

にあっては、１，８００円）

１９ 銃砲刀剣類

所持等取締法

第６条第１項

の規定に基づ

く国際競技に

参加するため

入国する外国

人の銃砲又は

刀剣類の所持

の許可の申請

に対する審査

国際競

技参加

外国人

の銃砲

刀剣類

所持許

可手数

料

３，９００円（当該申請を行う者が同時

に他の銃砲刀剣類所持等取締法第６

条第１項の規定に基づく許可の申請

を行う場合における当該他の同項の

規定に基づく許可の申請に係る審査

にあっては、１，６００円）

２０ 省略 ２０ 省略
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２１ 銃砲刀剣類

所持等取締法

第７条第２項

の規定に基づ

く許可証の再

交付

銃砲刀

剣類所

持許可

証再交

付手数

料

１，９００円 ２１ 銃砲刀剣類

所持等取締法

第７条第２項

の規定に基づ

く許可証の再

交付

銃砲刀

剣類所

持許可

証再交

付手数

料

２，２００円

２２～２６の７ 省

略

２２～２６の７ 省

略

２６の８ 道路交

通法第５１条の

１３第１項の規

定に基づく駐

車監視員資格

者証の再交付

駐車監

視員資

格者証

再交付

手数料

１，８００円 ２６の８ 道路交

通法第５１条の

１３第１項の規

定に基づく駐

車監視員資格

者証の再交付

駐車監

視員資

格者証

再交付

手数料

２，０００円

２７・２８ 省略 ２７・２８ 省略

２９ 道路交通法

第８９条第１項

の規定に基づ

く運転免許試

験の実施

運転免

許試験

手数料

� 大型自動車免許、中型自動車免

許又は準中型自動車免許に係る試

験 次に掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

ア 道路交通法第９７条の２第１項

第１号又は第２号に該当して同

項の規定の適用を受ける場合

１，５５０円

イ 省略

ウ 同項の規定の適用を受けない

場合 ４，１００円（同法第９７条第

１項第２号に掲げる事項につい

て行う試験を公安委員会が提供

する自動車を使用して受ける場

合にあっては、６，６００円）

� 普通自動車免許に係る試験 次

に掲げる場合の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額

ア 省略

イ 同項第３号又は第５号に該当

して同項の規定の適用を受ける

場合 １，９００円

ウ 同項の規定の適用を受けない

場合 ２，５５０円（同法第９７条第

１項第２号に掲げる事項につい

て行う試験を公安委員会が提供

する自動車を使用して受ける場

合にあっては、３，３５０円）

� 特定第一種運転免許（大型特殊

自動車免許、大型自動二輪車免
けん

許、普通自動二輪車免許又は牽引

免許をいう。以下同じ。）又は大

型特殊自動車第二種免許若しくは
けん

牽引第二種免許に係る試験 次に

掲げる場合の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

ア・イ 省略

２９ 道路交通法

第８９条第１項

の規定に基づ

く運転免許試

験の実施

運転免

許試験

手数料

� 大型自動車免許、中型自動車免

許又は準中型自動車免許に係る試

験 次に掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

ア 道路交通法第９７条の２第１項

第１号又は第２号に該当して同

項の規定の適用を受ける場合

１，６００円

イ 省略

ウ 同項の規定の適用を受けない

場合 ４，４００円（同法第９７条第

１項第２号に掲げる事項につい

て行う試験を公安委員会が提供

する自動車を使用して受ける場

合にあっては、７，０５０円）

� 普通自動車免許に係る試験 次

に掲げる場合の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額

ア 省略

イ 同項第３号又は第５号に該当

して同項の規定の適用を受ける

場合 １，８５０円

ウ 同項の規定の適用を受けない

場合 ２，２００円（同法第９７条第

１項第２号に掲げる事項につい

て行う試験を公安委員会が提供

する自動車を使用して受ける場

合にあっては、３，１００円）

� 特定第一種運転免許（大型特殊

自動車免許、大型自動二輪車免
けん

許、普通自動二輪車免許又は牽引

免許をいう。以下同じ。）又は大

型特殊自動車第二種免許若しくは
けん

牽引第二種免許に係る試験 次に

掲げる場合の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

ア・イ 省略
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ウ 同項の規定の適用を受けない

場合 ２，６００円（同法第９７条第

１項第２号に掲げる事項につい

て行う試験を公安委員会が提供

する自動車を使用して受ける場

合にあっては、４，０５０円）

� 小型特殊自動車免許又は原動機

付自転車免許に係る試験 次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ア 同法第９７条の２第１項の規定

の適用を受ける場合 １，９００円

イ 省略

� 大型自動車第二種免許、中型自

動車第二種免許又は普通自動車第

二種免許に係る試験 次に掲げる

場合の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額

ア 同項第２号に該当して同項の

規定の適用を受ける場合 １，７

００円

イ 省略

ウ 同項の規定の適用を受けない

場合 ４，８００円（同法第９７条第

１項第２号に掲げる事項につい

て行う試験を公安委員会が提供

する自動車を使用して受ける場

合にあっては、７，６５０円）

� 仮運転免許に係る試験 次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ア・イ 省略

ウ 同項の規定の適用を受けない

場合 ２，９００円（同法第９７条第

１項第２号に掲げる事項につい

て行う試験を公安委員会が提供

する自動車を使用して受ける場

合にあっては、４，３５０円）

ウ 同項の規定の適用を受けない

場合 ２，９５０円（同法第９７条第

１項第２号に掲げる事項につい

て行う試験を公安委員会が提供

する自動車を使用して受ける場

合にあっては、４，５００円）

� 小型特殊自動車免許又は原動機

付自転車免許に係る試験 次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ア 同法第９７条の２第１項の規定

の適用を受ける場合 １，８５０円

イ 省略

� 大型自動車第二種免許、中型自

動車第二種免許又は普通自動車第

二種免許に係る試験 次に掲げる

場合の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額

ア 同項第２号に該当して同項の

規定の適用を受ける場合 １，７

５０円

イ 省略

ウ 同項の規定の適用を受けない

場合 ４，５５０円（同法第９７条第

１項第２号に掲げる事項につい

て行う試験を公安委員会が提供

する自動車を使用して受ける場

合にあっては、７，６５０円）

� 仮運転免許に係る試験 次に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ア・イ 省略

ウ 同項の規定の適用を受けない

場合 ２，８５０円（同法第９７条第

１項第２号に掲げる事項につい

て行う試験を公安委員会が提供

する自動車を使用して受ける場

合にあっては、４，４００円）

２９の２ 道路交

通法第８９条第

３項の規定に

基づく検査

検査手

数料

� 大型自動車仮運転免許、中型自

動車仮運転免許又は準中型自動車

仮運転免許を受けている者に対す

る検査 ３，９００円（公安委員会が

提供する自動車を使用して受ける

場合にあっては、６，４００円）

� 普通自動車仮運転免許を受けて

い る 者 に 対 す る 検 査 ３，７５０円

（公安委員会が提供する自動車を

使用して受ける場合にあっては、

４，５５０円）

２９の２ 道路交

通法第８９条第

３項の規定に

基づく検査

検査手

数料

� 大型自動車仮運転免許、中型自

動車仮運転免許又は準中型自動車

仮運転免許を受けている者に対す

る検査 ４，０５０円（公安委員会が

提供する自動車を使用して受ける

場合にあっては、６，７００円）

� 普通自動車仮運転免許を受けて

い る 者 に 対 す る 検 査 ３，８５０円

（公安委員会が提供する自動車を

使用して受ける場合にあっては、

４，７５０円）

３０ 道路交通法

第９１条の運転

することがで

審査手

数料

１，４００円（公安委員会が提供する自

動車を使用して受ける場合にあって

は、２，８５０円）

３０ 道路交通法

第９１条の運転

することがで

審査手

数料

１，４５０円（公安委員会が提供する自

動車を使用して受ける場合にあって

は、３，０００円）
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きる自動車等

の種類の限定

の全部又は一

部の解除の審

査

きる自動車等

の種類の限定

の全部又は一

部の解除の審

査

３１ 道路交通法

第９２条第１項

の規定に基づ

く免許証の交

付

免許証

交付手

数料

� 省略

� 仮運転免許に係る免許証 １，１

５０円

３１ 道路交通法

第９２条第１項

の規定に基づ

く免許証の交

付

免許証

交付手

数料

� 省略

� 仮運転免許に係る免許証 １，１

００円

３２ 道路交通法

第９４条第２項

の規定に基づ

く免許証の再

交付

免許証

再交付

手数料

� 省略

� 仮運転免許に係る免許証 １，１

５０円

３２ 道路交通法

第９４条第２項

の規定に基づ

く免許証の再

交付

免許証

再交付

手数料

� 省略

� 仮運転免許に係る免許証 １，１

００円

３２の２ 道路交

通法第９７条の

２第１項第３

号イに規定す

る認知機能検

査に従事しよ

うとする者に

対する講習

認知機

能検査

員講習

手数料

１，４００円（自動車安全運転センター

が行う研修等を受けた者に対する講

習にあっては、８００円）

３２の２ 道路交

通法第９７条の

２第１項第３

号イに規定す

る認知機能検

査に従事しよ

うとする者に

対する講習

認知機

能検査

員講習

手数料

講習３０分につき３５０円

３２の３ 道路交

通法第９７条の

２第１項第３

号 イ、第１０１

条の４第２項

又 は 第１０１条

の７第１項の

規定に基づく

認知機能検査

認知機

能検査

手数料

７５０円 ３２の３ 道路交

通法第９７条の

２第１項第３

号 イ、第１０１

条の４第２項

又 は 第１０１条

の７第１項の

規定に基づく

認知機能検査

認知機

能検査

手数料

６５０円

３３ 道路交通法

第９９条の２第

４項の規定に

基づく技能検

定員資格者証

の交付

技能検

定員資

格者証

交付手

数料

１，１５０円 ３３ 道路交通法

第９９条の２第

４項の規定に

基づく技能検

定員資格者証

の交付

技能検

定員資

格者証

交付手

数料

１，１００円

３４ 道路交通法

第９９条の２第

４項第１号イ

の規定に基づ

く審査（以下

「技能検定員

審 査」と い

う。）

技能検

定員審

査手数

料

� 大型自動車免許、中型自動車免

許又は準中型自動車免許に係る技

能検定員審査 ２３，４００円

� 普通自動車免許に係る技能検定

員審査 １９，５００円

� 特定第一種運転免許に係る技能

検定員審査 １４，７００円

� 大型自動車第二種免許、中型自

動車第二種免許又は普通自動車第

二種免許に係る技能検定員審査

で、これらの免許に対応する第一

種運転免許に係る技能検定員資格

者証の交付を受けている者に対す

３４ 道路交通法

第９９条の２第

４項第１号イ

の規定に基づ

く審査（以下

「技能検定員

審 査」と い

う。）

技能検

定員審

査手数

料

� 大型自動車免許、中型自動車免

許又は準中型自動車免許に係る技

能検定員審査 ２３，１００円

� 普通自動車免許に係る技能検定

員審査 １９，６５０円

� 特定第一種運転免許に係る技能

検定員審査 １４，５００円

� 大型自動車第二種免許、中型自

動車第二種免許又は普通自動車第

二種免許に係る技能検定員審査

で、これらの免許に対応する第一

種運転免許に係る技能検定員資格

者証の交付を受けている者に対す
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るもの（以下「大型自動車第二種

免許等に係る技能検定員審査」と

いう。） ２１，５００円

るもの（以下「大型自動車第二種

免許等に係る技能検定員審査」と

いう。） ２１，７００円

３５ 道路交通法

第９９条の３第

４項の規定に

基づく教習指

導員資格者証

の交付

教習指

導員資

格者証

交付手

数料

１，１５０円 ３５ 道路交通法

第９９条の３第

４項の規定に

基づく教習指

導員資格者証

の交付

教習指

導員資

格者証

交付手

数料

１，１００円

３６ 道路交通法

第９９条の３第

４項第１号イ

の規定に基づ

く審査（以下

「教習指導員

審 査」と い

う。）

教習指

導員審

査手数

料

� 大型自動車免許、中型自動車免

許又は準中型自動車免許に係る教

習指導員審査 １４，５５０円

� 普通自動車免許に係る教習指導

員審査 １１，８５０円

� 特定第一種運転免許に係る教習

指導員審査 ９，６５０円

� 大型自動車第二種免許、中型自

動車第二種免許又は普通自動車第

二種免許に係る教習指導員審査

で、これらの免許に対応する第一

種運転免許に係る教習指導員資格

者証の交付を受けている者に対す

るもの（以下「大型自動車第二種

免許等に係る教習指導員審査」と

いう。） １２，４５０円

３６ 道路交通法

第９９条の３第

４項第１号イ

の規定に基づ

く審査（以下

「教習指導員

審 査」と い

う。）

教習指

導員審

査手数

料

� 大型自動車免許、中型自動車免

許又は準中型自動車免許に係る教

習指導員審査 １４，６００円

� 普通自動車免許に係る教習指導

員審査 １１，８００円

� 特定第一種運転免許に係る教習

指導員審査 ９，４００円

� 大型自動車第二種免許、中型自

動車第二種免許又は普通自動車第

二種免許に係る教習指導員審査

で、これらの免許に対応する第一

種運転免許に係る教習指導員資格

者証の交付を受けている者に対す

るもの（以下「大型自動車第二種

免許等に係る教習指導員審査」と

いう。） １２，７５０円

３７ 道路交通法

第１００条の２

第１項の規定

に基づく再試

験の実施

再試験

手数料

� 準中型自動車免許に係る再試験

１，９００円（道路交通法第１００条の

２第２項に規定する準中型自動車

の運転について必要な技能につい

て行う試験を公安委員会が提供す

る自動車を使用して受ける場合に

あっては、４，４００円）

� 普通自動車免許に係る再試験

１，７５０円（同項に規定する普通自

動車の運転について必要な技能に

ついて行う試験を公安委員会が提

供する自動車を使用して受ける場

合にあっては、２，５５０円）

� 大型自動二輪車免許又は普通自

動二輪車免許に係る再試験 １，６

５０円（同項に規定する大型自動二

輪車又は普通自動二輪車の運転に

ついて必要な技能について行う試

験を公安委員会が提供する自動車

を使用して受ける場合にあって

は、３，１００円）

� 原動機付自転車免許に係る再試

験 １，０００円

３７ 道路交通法

第１００条の２

第１項の規定

に基づく再試

験の実施

再試験

手数料

� 準中型自動車免許に係る再試験

２，０００円（道路交通法第１００条の

２第２項に規定する準中型自動車

の運転について必要な技能につい

て行う試験を公安委員会が提供す

る自動車を使用して受ける場合に

あっては、４，６５０円）

� 普通自動車免許に係る再試験

１，９５０円（同項に規定する普通自

動車の運転について必要な技能に

ついて行う試験を公安委員会が提

供する自動車を使用して受ける場

合にあっては、２，８５０円）

� 大型自動二輪車免許又は普通自

動二輪車免許に係る再試験 １，７

５０円（同項に規定する大型自動二

輪車又は普通自動二輪車の運転に

ついて必要な技能について行う試

験を公安委員会が提供する自動車

を使用して受ける場合にあって

は、３，３００円）

� 原動機付自転車免許に係る再試

験 １，０５０円

３８ 道路交通法

第１０１条第１

項又 は 第１０１

条の２第１項

免許証

更新手

数料

２，５００円（道路交通法第１０１条の２の

２第１項の規定による免許証の更新

の申請に対する審査にあっては、２，

５５０円）

３８ 道路交通法

第１０１条第１

項又 は 第１０１

条の２第１項

免許証

更新手

数料

２，５００円
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の規定に基づ

く免許証の更

新の申請に対

する審査

の規定に基づ

く免許証の更

新の申請に対

する審査

３８の２ 省略 ３８の２ 省略

３８の３ 道路交

通法第１０４条

の４第６項の

規定に基づく

運転経歴証明

書の交付

運転経

歴証明

書交付

手数料

１，１００円 ３８の３ 道路交

通法第１０４条

の４第６項の

規定に基づく

運転経歴証明

書の交付

運転経

歴証明

書交付

手数料

１，０００円

３８の４ 道路交

通法第１０４条

の４第６項の

規定に基づく

運転経歴証明

書の再交付

運転経

歴証明

書再交

付手数

料

１，１００円 ３８の４ 道路交

通法第１０４条

の４第６項の

規定に基づく

運転経歴証明

書の再交付

運転経

歴証明

書再交

付手数

料

１，０００円

３９ 道路交通法

第１０７条の７

第１項の規定

に基づく国外

運転免許証の

交付

国外運

転免許

証交付

手数料

２，３５０円 ３９ 道路交通法

第１０７条の７

第１項の規定

に基づく国外

運転免許証の

交付

国外運

転免許

証交付

手数料

２，４００円

４０ 道路交通法

第１０８条の２

第１項各号に

掲げる講習の

実施

講習手

数料

�・� 省略

� 同項第３号に掲げる講習 講習

１時間につき１，９５０円

� 同項第４号に掲げる講習 次に

掲げる講習の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

ア 大型自動車免許、中型自動車

免許又は準中型自動車免許に係

る講習（準中型自動車免許に係

る講習にあっては、普通自動車

免許を受けている者に対するも

のに限る。） 講習１時間につ

き４，４５０円

イ 準中型自動車免許に係る講習

（普通自動車免許を受けている

者に対するものを除く。） 講

習１時間につき３，５００円

ウ 普通自動車免許に係る講習

講習１時間につき２，８００円

� 同項第５号に掲げる講習 次に

掲げる講習の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

ア 大型自動二輪車免許に係る講

習 講習１時間につき４，１５０円

イ 省略

� 同項第６号に掲げる講習 講習

１時間につき１，５００円

� 省略

� 同項第８号に掲げる講習 講習

４０ 道路交通法

第１０８条の２

第１項各号に

掲げる講習の

実施

講習手

数料

�・� 省略

� 同項第３号に掲げる講習 講習

１時間につき２，１００円

� 同項第４号に掲げる講習 次に

掲げる講習の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

ア 大型自動車免許、中型自動車

免許又は準中型自動車免許に係

る講習（準中型自動車免許に係

る講習にあっては、普通自動車

免許を受けている者に対するも

のに限る。） 講習１時間につ

き４，１００円

イ 準中型自動車免許に係る講習

（普通自動車免許を受けている

者に対するものを除く。） 講

習１時間につき３，４００円

ウ 普通自動車免許に係る講習

講習１時間につき２，４５０円

� 同項第５号に掲げる講習 次に

掲げる講習の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

ア 大型自動二輪車免許に係る講

習 講習１時間につき４，１００円

イ 省略

� 同項第６号に掲げる講習 講習

１時間につき１，４００円

� 省略

� 同項第８号に掲げる講習 講習
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１時間につき１，４００円

� 同項第９号に掲げる講習 講習

１時間につき７５０円

� 同項第１０号に掲げる講習 次に

掲げる講習の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

ア～エ 省略

オ 原動機付自転車免許に係る講

習 講習１時間につき２，４５０円

� 省略

� 同法第１０８条の２第１項第１２号

に掲げる講習 次に掲げる講習の

区分に応じ、それぞれ次に定める

金額

ア 小型特殊自動車免許以外の第

一種運転免許又は第二種運転免

許を受けている者に対する講習

（同法第９７条の２第１項第３号

イ、第１０１条の４第２項又は第

１０１条の７第４項の規定により

認知機能検査の結果に基づいて

行うものを除く。） ５，１００円

イ 小型特殊自動車免許以外の第

一種運転免許又は第二種運転免

許を受けている者に対する講習

（同法第９７条の２第１項第３号

イ又は第１０１条の４第２項の規

定により認知機能検査の結果に

基づいて行うものに限る。）

５，１００円（当該認知機能検査の

結果が道路交通法施行規則（昭

和３５年総理府令第６０号）第３９条

の基準に該当するものにあって

は、７，９５０円）

ウ 小型特殊自動車免許以外の第

一種運転免許又は第二種運転免

許を受けている者に対する講習

（同法第１０１条の７第４項の規

定により認知機能検査の結果に

基づいて行うものに限る。）

５，８００円

エ 小型特殊自動車免許のみを受

けている者に対する講習（同法

第９７条の２第１項第３号イ、第

１０１条の４第２項又は第１０１条の

７第４項の規定により認知機能

検査の結果に基づいて行うもの

を除く。） ２，２５０円

オ 小型特殊自動車免許のみを受

けている者に対する講習（同法

第９７条の２第１項第３号イ又は

第１０１条の４第２項の規定によ

り認知機能検査の結果に基づい

１時間につき１，３００円

� 同項第９号に掲げる講習 講習

１時間につき６５０円

� 同項第１０号に掲げる講習 次に

掲げる講習の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

ア～エ 省略

オ 原動機付自転車免許に係る講

習 講習１時間につき２，４００円

� 省略

� 同法第１０８条の２第１項第１２号

に掲げる講習 次に掲げる講習の

区分に応じ、それぞれ次に定める

金額

ア 小型特殊自動車免許以外の第

一種運転免許又は第二種運転免

許を受けている者に対する講習

（同法第９７条の２第１項第３号

イ、第１０１条の４第２項又は第

１０１条の７第４項の規定により

認知機能検査の結果に基づいて

行うものを除く。） ４，６５０円

イ 小型特殊自動車免許以外の第

一種運転免許又は第二種運転免

許を受けている者に対する講習

（同法第９７条の２第１項第３号

イ又は第１０１条の４第２項の規

定により認知機能検査の結果に

基づいて行うものに限る。）

４，６５０円（当該認知機能検査の

結果が道路交通法施行規則（昭

和３５年総理府令第６０号）第３９条

の基準に該当するものにあって

は、７，５５０円）

ウ 小型特殊自動車免許以外の第

一種運転免許又は第二種運転免

許を受けている者に対する講習

（同法第１０１条の７第４項の規

定により認知機能検査の結果に

基づいて行うものに限る。）

５，６５０円

エ 小型特殊自動車免許のみを受

けている者に対する講習（同法

第９７条の２第１項第３号イ、第

１０１条の４第２項又は第１０１条の

７第４項の規定により認知機能

検査の結果に基づいて行うもの

を除く。） ２，０００円

オ 小型特殊自動車免許のみを受

けている者に対する講習（同法

第９７条の２第１項第３号イ又は

第１０１条の４第２項の規定によ

り認知機能検査の結果に基づい
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て行うものに限る。） ２，２５０円

（当該認知機能検査の結果が同

府令第３９条の基準に該当するも

のにあっては、４，４５０円）

カ 小型特殊自動車免許のみを受

けている者に対する講習（同法

第１０１条の７第４項の規定によ

り認知機能検査の結果に基づい

て行うものに限る。） ２，３５０

円

� 同法第１０８条の２第１項第１３号

に掲げる講習 １２，５００円（同令第

４３条第１項の表講習手数料の部法

第１０８条の２第１項第１３号に掲げ

る講習の項の第３欄及び第４欄の

国家公安委員会規則で定める講習

にあっては、９，０５０円）

� 同 法 第１０８条 の２第１項

第１４号に掲げる講習 講習１時間

につき２，０００円

て行うものに限る。） ２，０００円

（当該認知機能検査の結果が同

府令第３９条の基準に該当するも

のにあっては、４，３００円）

カ 小型特殊自動車免許のみを受

けている者に対する講習（同法

第１０１条の７第４項の規定によ

り認知機能検査の結果に基づい

て行うものに限る。） ２，４００

円

� 同法第１０８条の２第１項第１３号

に掲げる講習 １３，２００円（同令第

４３条第１項の表講習手数料の部法

第１０８条の２第１項第１３号に掲げ

る講習の項の第３欄及び第４欄の

国家公安委員会規則で定める講習

にあっては、９，０５０円）

� 道路交通法第１０８条の２第１項

第１４号に掲げる講習 講習１時間

につき１，９００円

４１ 道路交通法

第１０８条の２

第２項の規定

に基づく講習

の実施

特定任

意講習

手数料

� 省略

� 加齢に伴って生ずる身体の機能

の低下が自動車の運転に及ぼす影

響についての確認及びその結果に

基づく指導を行う講習 ２，６５０円

� 同令第３７条の６の２第１号に規

定する講習 次に掲げる講習の区

分に応じ、それぞれ次に定める金

額

ア �に規定する講習の結果に基

づき、加齢に伴って生ずる身体

の機能の低下が自動車の運転に

影響を及ぼしていないと公安委

員会が認める者に対する講習

１，８００円

イ アに規定する者以外の者に対

する講習 ５，１００円（道路交通

法第１０１条の４第２項の規定に

基づく認知機能検査の結果が道

路交通法施行規則第３９条の基準

に該当するものにあっては、

７，９５０円）

４１ 道路交通法

第１０８条の２

第２項の規定

に基づく講習

の実施

特定任

意講習

手数料

� 省略

� 加齢に伴って生ずる身体の機能

の低下が自動車の運転に及ぼす影

響についての確認及びその結果に

基づく指導を行う講習 ２，７５０円

� 同令第３７条の６の２第１号に規

定する講習 次に掲げる講習の区

分に応じ、それぞれ次に定める金

額

ア �に規定する講習の結果に基

づき、加齢に伴って生ずる身体

の機能の低下が自動車の運転に

影響を及ぼしていないと公安委

員会が認める者に対する講習

１，４００円

イ アに規定する者以外の者に対

する講習 ４，６５０円（道路交通

法第１０１条の４第２項の規定に

基づく認知機能検査の結果が道

路交通法施行規則第３９条の基準

に該当するものにあっては、

７，５５０円）

４２～５２ 省略 ４２～５２ 省略

５３ 警備業法第

２２条第５項の

規定に基づく

警備員指導教

育責任者資格

者証の書換え

警備員

指導教

育責任

者資格

者証書

換え手

数料

１，８００円 ５３ 警備業法第

２２条第５項の

規定に基づく

警備員指導教

育責任者資格

者証の書換え

警備員

指導教

育責任

者資格

者証書

換え手

数料

２，０００円

５４～５６ 省略 ５４～５６ 省略
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５７ 警備業法第

４２条第３項に

おいて準用す

る同法第２２条

第５項の規定

に基づく機械

警備業務管理

者資格者証の

書換え

機械警

備業務

管理者

資格者

証書換

え手数

料

１，８００円 ５７ 警備業法第

４２条第３項に

おいて準用す

る同法第２２条

第５項の規定

に基づく機械

警備業務管理

者資格者証の

書換え

機械警

備業務

管理者

資格者

証書換

え手数

料

２，０００円

５８ 省略 ５８ 省略

５９ 自動車運転

代行業の業務

の適正化に関

する法律（平

成１３年法律第

５７号）第４条

の規定に基づ

く自動車運転

代行業の認定

の申請に対す

る審査

自動車

運転代

行業認

定手数

料

１２，０００円 ５９ 自動車運転

代行業の業務

の適正化に関

する法律（平

成１３年法律第

５７号）第４条

の規定に基づ

く自動車運転

代行業の認定

の申請に対す

る審査

自動車

運転代

行業認

定手数

料

１３，０００円

６０ 自動車運転

代行業の業務

の適正化に関

する法律第５

条第５項の規

定に基づく認

定証の再交付

自動車

運転代

行業認

定証再

交付手

数料

１，７００円 ６０ 自動車運転

代行業の業務

の適正化に関

する法律第５

条第５項の規

定に基づく認

定証の再交付

自動車

運転代

行業認

定証再

交付手

数料

１，９００円

６１・６２ 省略 ６１・６２ 省略

６３ 探偵業の業

務の適正化に

関する法律第

４条第３項の

規定に基づく

同条第２項の

規定による届

出があったこ

とを証する書

面の交付

探偵業

変更届

出証明

書交付

手数料

１，６００円 ６３ 探偵業の業

務の適正化に

関する法律第

４条第３項の

規定に基づく

同条第２項の

規定による届

出があったこ

とを証する書

面の交付

探偵業

変更届

出証明

書交付

手数料

１，５００円

６４ 探偵業の業

務の適正化に

関する法律第

４条第３項の

規定に基づく

届出があった

ことを証する

書面の再交付

探偵業

届出証

明書再

交付手

数料

１，１００円 ６４ 探偵業の業

務の適正化に

関する法律第

４条第３項の

規定に基づく

届出があった

ことを証する

書面の再交付

探偵業

届出証

明書再

交付手

数料

１，０００円

備考

１ 省略

２ この表の３４の項（以下「別表３４の項」という。）に掲げ

る技能検定員審査手数料の額は、技能検定員審査を受けよ

備考

１ 省略

２ この表の３４の項（以下「別表３４の項」という。）に掲げ

る技能検定員審査手数料の額は、技能検定員審査を受けよ
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うとする者が次の表の左欄に掲げる審査細目についての審査

を免除される者である場合にあっては、別表３４の項の右欄の

規定にかかわらず、次の表の中欄に掲げる区分に応じて、そ

れぞれ別表３４の項の右欄に定める額から、次の表の右欄に定

める額を減じた額とする。

うとする者が次の表の左欄に掲げる審査細目についての審査

を免除される者である場合にあっては、別表３４の項の右欄の

規定にかかわらず、次の表の中欄に掲げる区分に応じて、そ

れぞれ別表３４の項の右欄に定める額から、次の表の右欄に定

める額を減じた額とする。

審査細目 区 分

技能検定

員審査手

数料の額

から減ず

る額

審査細目 区 分

技能検定

員審査手

数料の額

から減ず

る額

１ 技能検定員

として必要な

自動車の運転

技能

� 省略 １ 技能検定員

として必要な

自動車の運転

技能

� 省略

� 普通自動車免許に係る技

能検定員審査

３，５５０円 � 普通自動車免許に係る技

能検定員審査

３，６００円

� 特定第一種運転免許に係

る技能検定員審査

１，２５０円 � 特定第一種運転免許に係

る技能検定員審査

１，３００円

� 省略 � 省略

２ 省略 ２ 省略

３ 道路交通法

第１０８条の２８

第４項に規定

する教則の内

容となってい

る事項

� 大型自動車免許、中型自

動車免許又は準中型自動車

免許に係る技能検定員審査

２，５００円 ３ 道路交通法

第１０８条の２８

第４項に規定

する教則の内

容となってい

る事項

� 大型自動車免許、中型自

動車免許又は準中型自動車

免許に係る技能検定員審査

２，４５０円

� 普通自動車免許に係る技

能検定員審査

２，０００円 � 普通自動車免許に係る技

能検定員審査

１，９５０円

� 特定第一種運転免許に係

る技能検定員審査

２，０００円 � 特定第一種運転免許に係

る技能検定員審査

１，９５０円

４ 自動車教習

所に関する法

令についての

知識

� 大型自動車免許、中型自

動車免許又は準中型自動車

免許に係る技能検定員審査

２，５００円 ４ 自動車教習

所に関する法

令についての

知識

� 大型自動車免許、中型自

動車免許又は準中型自動車

免許に係る技能検定員審査

２，４５０円

� 普通自動車免許に係る技

能検定員審査

２，０００円 � 普通自動車免許に係る技

能検定員審査

１，９５０円

� 特定第一種運転免許に係

る技能検定員審査

２，０００円 � 特定第一種運転免許に係

る技能検定員審査

１，９５０円

５ 技能検定の

実施に関する

知識

� 大型自動車免許、中型自

動車免許又は準中型自動車

免許に係る技能検定員審査

２，３５０円 ５ 技能検定の

実施に関する

知識

� 大型自動車免許、中型自

動車免許又は準中型自動車

免許に係る技能検定員審査

２，０００円

� 普通自動車免許に係る技

能検定員審査

１，９００円 � 普通自動車免許に係る技

能検定員審査

１，９５０円

� 特定第一種運転免許に係

る技能検定員審査

２，６５０円 � 特定第一種運転免許に係

る技能検定員審査

２，５００円

６ 自動車の運

転技能の評価

方法に関する

知識

� 大型自動車免許、中型自

動車免許又は準中型自動車

免許に係る技能検定員審査

１，８００円 ６ 自動車の運

転技能の評価

方法に関する

知識

� 大型自動車免許、中型自

動車免許又は準中型自動車

免許に係る技能検定員審査

１，７５０円

� 普通自動車免許に係る技

能検定員審査

２，０５０円 � 普通自動車免許に係る技

能検定員審査

２，１００円

�・� 省略 �・� 省略

７ 省略 ７ 省略

備考

１ 技能検定員審査を受けようとする者が１の項及び

２の項の左欄に掲げる審査細目についての審査のい

ずれをも免除される者である場合にあっては、１の

備考

１ 技能検定員審査を受けようとする者が１の項及び

２の項の左欄に掲げる審査細目についての審査のい

ずれをも免除される者である場合にあっては、１の
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項及び２の項の右欄に定めるところによるほか、別

表３４の項の右欄に定める額から更に大型自動車免

許、中型自動車免許又は準中型自動車免許に係る技

能検定員審査については２，３５０円を、普通自動車免許

に係る技能検定員審査については９００円を、特定第一

種運転免許に係る技能検定員審査については１，１００円

を、大型自動車第二種免許等に係る技能検定員審査

については２，９００円を減ずるものとする。

２ 技能検定員審査を受けようとする者が３の項及び

４の項の左欄に掲げる審査細目についての審査のい

ずれをも免除される者である場合にあっては、３の

項及び４の項の右欄に定めるところによるほか、別

表３４の項の右欄に定める額から更に大型自動車免

許、中型自動車免許又は準中型自動車免許に係る技

能検定員審査については５００円を、普通自動車免許に

係る技能検定員審査については３００円を、特定第一種

運転免許に係る技能検定員審査については３００円を減

ずるものとする。

項及び２の項の右欄に定めるところによるほか、別

表３４の項の右欄に定める額から更に大型自動車免

許、中型自動車免許又は準中型自動車免許に係る技

能検定員審査については２，４５０円を、普通自動車免許

に係る技能検定員審査については８５０円を、特定第一

種運転免許に係る技能検定員審査については１，０５０円

を、大型自動車第二種免許等に係る技能検定員審査

については３，１００円を減ずるものとする。

２ 技能検定員審査を受けようとする者が３の項及び

４の項の左欄に掲げる審査細目についての審査のい

ずれをも免除される者である場合にあっては、３の

項及び４の項の右欄に定めるところによるほか、別

表３４の項の右欄に定める額から更に大型自動車免

許、中型自動車免許又は準中型自動車免許に係る技

能検定員審査については５５０円を、普通自動車免許に

係る技能検定員審査については３５０円を、特定第一種

運転免許に係る技能検定員審査については３５０円を減

ずるものとする。

３ この表の３６の項（以下「別表３６の項」という。）の教習

指導員審査手数料の額は、教習指導員審査を受けようとす

る者が次の表の左欄に掲げる審査細目についての審査を免

除される者である場合にあっては、別表３６の項の右欄の規

定にかかわらず、次の表の中欄に掲げる区分に応じて、そ

れぞれ別表３６の項の右欄に定める額から、次の表の右欄に

定める額を減じた額とする。

３ この表の３６の項（以下「別表３６の項」という。）の教習

指導員審査手数料の額は、教習指導員審査を受けようとす

る者が次の表の左欄に掲げる審査細目についての審査を免

除される者である場合にあっては、別表３６の項の右欄の規

定にかかわらず、次の表の中欄に掲げる区分に応じて、そ

れぞれ別表３６の項の右欄に定める額から、次の表の右欄に

定める額を減じた額とする。

審査細目 区 分

教習指導

員審査手

数料の額

から減ず

る額

審査細目 区 分

教習指導

員審査手

数料の額

から減ず

る額

１ 教習指導員

として必要な

自動車の運転

技能

� 省略 １ 教習指導員

として必要な

自動車の運転

技能

� 省略

� 普通自動車免許に係る教

習指導員審査

３，５５０円 � 普通自動車免許に係る教

習指導員審査

３，６００円

� 特定第一種運転免許に係

る教習指導員審査

１，２５０円 � 特定第一種運転免許に係

る教習指導員審査

１，３００円

� 省略 � 省略

２ 技能教習に

必要な教習の

技能

� 大型自動車免許、中型自

動車免許又は準中型自動車

免許に係る教習指導員審査

１，４００円 ２ 技能教習に

必要な教習の

技能

� 大型自動車免許、中型自

動車免許又は準中型自動車

免許に係る教習指導員審査

１，３５０円

� 普通自動車免許に係る教

習指導員審査

１，３００円 � 普通自動車免許に係る教

習指導員審査

１，２５０円

� 特定第一種運転免許に係

る教習指導員審査

１，３５０円 � 特定第一種運転免許に係

る教習指導員審査

１，３００円

� 省略 � 省略

３ 学科教習に

必要な教習の

技能

� 大型自動車免許、中型自

動車免許又は準中型自動車

免許に係る教習指導員審査

１，３００円 ３ 学科教習に

必要な教習の

技能

� 大型自動車免許、中型自

動車免許又は準中型自動車

免許に係る教習指導員審査

１，２５０円

� 普通自動車免許に係る教

習指導員審査

１，２５０円 � 普通自動車免許に係る教

習指導員審査

１，２００円

� 特定第一種運転免許に係

る教習指導員審査

１，２５０円 � 特定第一種運転免許に係

る教習指導員審査

１，１００円
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附 則

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第３１号
愛媛県議会委員会条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成３０年３月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県議会委員会条例の一部を改正する条例

４ 道路交通法

第１０８条の２８

第４項に規定

する教則の内

容となってい

る事項その他

自動車の運転

に関する知識

� 大型自動車免許、中型自

動車免許又は準中型自動車

免許に係る教習指導員審査

１，６００円 ４ 道路交通法

第１０８条の２８

第４項に規定

する教則の内

容となってい

る事項その他

自動車の運転

に関する知識

� 大型自動車免許、中型自

動車免許又は準中型自動車

免許に係る教習指導員審査

１，５５０円

�・� 省略 �・� 省略

５ 自動車教習

所に関する法

令についての

知識

� 大型自動車免許、中型自

動車免許又は準中型自動車

免許に係る教習指導員審査

１，６００円 ５ 自動車教習

所に関する法

令についての

知識

� 大型自動車免許、中型自

動車免許又は準中型自動車

免許に係る教習指導員審査

１，５５０円

�・� 省略 �・� 省略

６ 教習指導員

として必要な

教育について

の知識

� 大型自動車免許、中型自

動車免許又は準中型自動車

免許に係る教習指導員審査

１，５００円 ６ 教習指導員

として必要な

教育について

の知識

� 大型自動車免許、中型自

動車免許又は準中型自動車

免許に係る教習指導員審査

１，４００円

� 省略 � 省略

� 特定第一種運転免許に係

る教習指導員審査

１，２５０円 � 特定第一種運転免許に係

る教習指導員審査

１，２００円

７ 省略 ７ 省略

備考

１ 教習指導員審査を受けようとする者が１の項及び

２の項の左欄に掲げる審査細目についての審査のい

ずれをも免除される者である場合にあっては、１の

項及び２の項の右欄に定めるところによるほか、別

表３６の項の右欄に定める額から更に大型自動車免

許、中型自動車免許又は準中型自動車免許に係る教

習指導員審査については２，４００円を、普通自動車免許

に係る教習指導員審査については９００円を、特定第一

種運転免許に係る教習指導員審査については１，１００円

を、大型自動車第二種免許等に係る教習指導員審査

については２，８５０円を減ずるものとする。

２ 教習指導員審査を受けようとする者が４の項及び

５の項の左欄に掲げる審査細目についての審査のい

ずれをも免除される者である場合にあっては、４の

項及び５の項の右欄に定めるところによるほか、別

表３６の項の右欄に定める額から更に大型自動車免

許、中型自動車免許又は準中型自動車免許に係る教

習指導員審査については１５０円を、普通自動車免許に

係る教習指導員審査については１５０円を、特定第一種

運転免許に係る教習指導員審査については１５０円を減

ずるものとする。

備考

１ 教習指導員審査を受けようとする者が１の項及び

２の項の左欄に掲げる審査細目についての審査のい

ずれをも免除される者である場合にあっては、１の

項及び２の項の右欄に定めるところによるほか、別

表３６の項の右欄に定める額から更に大型自動車免

許、中型自動車免許又は準中型自動車免許に係る教

習指導員審査については２，５００円を、普通自動車免許

に係る教習指導員審査については９００円を、特定第一

種運転免許に係る教習指導員審査については１，１００円

を、大型自動車第二種免許等に係る教習指導員審査

については３，１５０円を減ずるものとする。

２ 教習指導員審査を受けようとする者が４の項及び

５の項の左欄に掲げる審査細目についての審査のい

ずれをも免除される者である場合にあっては、４の

項及び５の項の右欄に定めるところによるほか、別

表３６の項の右欄に定める額から更に大型自動車免

許、中型自動車免許又は準中型自動車免許に係る教

習指導員審査については２５０円を、普通自動車免許に

係る教習指導員審査については１００円を、特定第一種

運転免許に係る教習指導員審査については１００円を減

ずるものとする。
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愛媛県議会委員会条例（昭和２９年６月３０日条例第２４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

２ この条例施行の際、次の表の左欄に掲げる常任委員会の委員に選任されている者は、それぞれ当該右欄に掲げる常任委員会の委員に選

任されたものとみなす。

総務企画国体委員会 総務企画委員会

文教警察委員会 スポーツ文教警察委員会

改 正 後 改 正 前

（常任委員会）

第１条 愛媛県議会に次の常任委員会を置き、その所管に属する事

務の調査を行い 、議案、請願、陳情等を審査する。

� 総務企画委員会

�～� 省略

� スポーツ文教警察委員会

（常任委員会の所管）

第２条 各常任委員会の所管事項は、次のとおりとする。

� 総務企画委員会

ア・イ 省略

ウ 省略

�～� 省略

� スポーツ文教警察委員会

ア スポーツ・文化部の所掌に属する事項

イ 省略

ウ 省略

（常任委員会）

第１条 愛媛県議会に次の常任委員会を置き、その所管に属する事

務の調査を行ない、議案、請願、陳情等を審査する。

� 総務企画国体委員会

�～� 省略

� 文教警察委員会

（常任委員会の所管）

第２条 各常任委員会の所管事項は、次のとおりとする。

� 総務企画国体委員会

ア・イ 省略

ウ えひめ国体推進局の所掌に属する事項

エ 省略

�～� 省略

� 文教警察委員会

ア 省略

イ 省略

平成３０年３月２７日 発行
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